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　今日、ソフトウェア技術は、家電製品から航
空管制システム、金融管理システムなどの社会・
産業の基幹システムまで広く用いられており、
国民生活を支える社会インフラの基盤となって
いる。このような中で、我が国の国際競争力に
直結する深刻な問題として、ソフトウェア分野
における人材が質・量ともに不足しているとの
指摘がなされている。また、ITの普及に伴う
リスクが変質・拡大し、個々の企業や個人の経
営・生活に支障を来すだけではなく、経済活動
全体の停滞や、国民全体の生命・財産そのもの
にかかわるリスクをもたらしかねない状況とな
っている。このような中、我が国の情報セキュ
リティについては、対症療法的な対応であると
の指摘がなされている。
　「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ
ム」は、これらを受け、大学間および産学の壁
を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強
化することにより、世界最高水準のソフトウェ
ア技術者として求められる専門的スキルを有す
るとともに、社会情勢の変化等に先見性をもっ
て柔軟に対処し、企業等において先導的役割を
担う人材を育成する教育拠点の形成を支援する
ものである。また、世界一安心できるIT社会
の実現を担う、情報セキュリティ分野における
世界最高水準の人材を育成する教育拠点の形成
を支援する。
　本事業では、我が国の国際競争力の強化を担
う、理論と応用力・実践力を備え、かつ、先見

性と独創性を併せ持った世界最高水準のソフト
ウェア技術者の育成を目指す。その際、ソフト
ウェア、ハードウェア、情報通信技術などの幅
広い基礎知識の上にソフトウェアに関する実践
的教育を行い、将来、社会やユーザーの要求を
理解し、大規模な情報通信システム構築におい
てアーキテクトやプロジェクトマネージャ等と
して、またユーザー企業においてCIO等として、
活躍できる人材を育成するものとする。
　さらに我が国の国際競争力の強化を担う、理
論と応用力・実践力を備え、かつ、先見性と独
創性を併せ持ったセキュリティ分野における世
界最高水準の人材を育成する。
具体的には、
・常に最先端の研究開発・技術開発の要素を取

り入れた情報セキュリティ対策の推進を担
う、世界をリードしうる高度・先進的な情報
セキュリティ技術の研究・開発者

・情報セキュリティについて、実践的な技術に
ついて幅広く対応できるとともに、企業活動
や国の安心・安全を確保する観点から、率先
して組織的に対策を推進できる情報セキュリ
ティ人材

の育成を目指す。

Ⅰ　先導的ITスペシャリスト育成
推進プログラムの全体概要

本 プ ロ グ ラ ム の 目 的
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　平成18年度に「世界水準のソフトウェア技術
者育成拠点の形成拠点」として６拠点、さらに
平成19年度に「高度なセキュリティ人材育成拠
点の形成拠点」として２拠点を採択し、計８拠
点において教育プロジェクトを実施している。

　さらに、各拠点で開発された教材等の成果を
効果的・効率的に普及展開するために「拠点間

教材等洗練事業」を平成19年度より実施してい
る。本事業において、教材配信用のポータルサ
イトedubase（エデュベース）の構築、教材の
洗練（収集・改編・共同開発）、著作権ガイド
ラインの策定、広報活動（シンポジウム開催等）
等を実施することにより、高度IT人材育成方
策の全国展開を図る。

全 体 計 画 お よ び 進 捗 状 況

図１　教育プロジェクト（拠点）

各 教 育 プ ロ ジ ェ ク ト の 概 要

高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開
発専修プログラム（筑波大学拠点）
　世界最高水準の先導的ITスペシャリストを
育成するために、実践的なソフトウェア開発技
術の教育拠点を形成する。筑波大学大学院シス
テム情報工学研究科コピュータサイエンス専攻
を核として、電気通信大学、東京理科大学、産
業界との有機的連携により、組み込みソフト系

およびエンタープライズ系人材の育成のための
実践的ソフトウェア開発専修プログラムを設
け、実習やプロジェクトワークに重点をおいた
教育を実施する。

情報理工実践プログラム（東京大学拠点）
　「情報理工実践プログラム」では、社会を先
導する独創的ソフトウェアを開発することので

◎は申請大学、無印は連携大学等

全体概要
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きる技術創造人材を見出して開発実践に導くと
ともに、ソフトウェア開発の上流から下流まで
を俯瞰して開発過程を設計することのできる開
発設計人材を養成する。基盤カリキュラムと先
端的ツールを活用し、産学連携による実践工房
において、技術創造と開発設計の相乗効果によ
る先導的ITスペシャリスト育成を達成する。

OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材
育成拠点の形成（名古屋大学拠点）
　計算機科学および情報通信の基礎の上にソフ
トウェア工学を系統的に修め、最先端ソフトウ
ェア技術に柔軟に適応し、その応用および技能
への転化を可能にする人材の教育プロジェクト
を提案する。ソフトウェア工学をメタ技術の観
点から教授し、それを実際のソフトウェア開
発へ適用するメタ技術展開力を、PBL(Project 
Based Learning)とOJTの融合概念と位置付け
るOJL（On the Job Learning）により涵養す
る教育カリキュラムである。

高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェク
ト教材開発を実現する融合連携専攻の形成（大
阪大学拠点）
　情報通信技術、特にソフトウェアの高度な技
術者育成を目標とし、ソフトウェア工学分野で
教育・修得すべき内容をより豊富にかつ体系的・
実践的に教育課程に取り込むため、関西圏の情
報系７大学院に分散している該当分野の卓越し
た専門家群を結集し、融合連携型専攻を構築す
る。特に重要視する実践的教育については、参
画企業と協働して、教科書的例題ではなく現実
の開発プロジェクトそのものを教材として開発
し、適用する。

次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト
育成プログラム（九州大学拠点）
　次世代情報化社会を牽引する情報通信技術

（ICT）の指導的技術者を育成する。社会にお
けるICTの位置づけを理解し、幅広い知識と高
い倫理観と高度な技術レベルを兼ね備えた人材
を養成するために、先進的かつ体系的なカリキ
ュラムを開発する。九州工業大学と緊密に連携

し、日本経団連の全面的支援、地域の産業界や
自治体および周辺大学との協力体制に基づき、
PBLを中心とした実践系科目を充実させ、学生
の主体性を伸ばす。

先端ITスペシャリスト育成プログラム（慶應義
塾大学拠点）
　慶應義塾大学、早稲田大学、NTT、日本IBM、
Mozilla Japanの産学NPO連携により、先端ネッ
トワーク、大規模分散システムや新IT応用シス
テムを構築でき、実践的なITスキルを備えたス
ペシャリストを養成する。特に、学生参加型の
研究プロジェクトやインターンシップを通じて
実践的な力を養い、合同プロジェクトレビュー
により、幅広い視点でシステムを分析・評価・検
証でき、先導的な役割を担える人材を育成する。

社会的ITリスク軽減のための情報セキュリティ
技術者・管理者育成（奈良先端科学技術大学院
大学拠点）
　民間・公共の各種組織において情報セキュリ
ティ対策の立案遂行を主体的に実施しうる人材
の育成を目標とし、組織管理技法および情報シ
ステムの総合リスク対策技術を体系的に習得す
るために関西圏を中心とした情報系４大学院に
より連携型教育コースを設ける。社会人を積極
的に受け入れ、団体・企業からの招聘講師によ
る最新動向を反映した講義および実践的演習を
通じ、即戦力となりうる実務者を養成する。

研究と実務融合による高度情報セキュリティ人
材育成プログラム（情報セキュリティ大学院大
学拠点）
　情報セキュリティ大学院大学、中央大学、東
京大学、国立情報学研究所他、企業・研究機関
11社の産学連携による研究と実務を融合したプ
ログラムにより、高度情報セキュリティスペシ
ャリストを養成する。情報セキュリティに関す
る幅広い知識と高い実践力を備えたリーダー人
材と、産学連携による高度かつオープンな研究
会活動を通じて醸成される本質的な問題解決能
力を備えた高度研究開発人材とを育成する。
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　各教育プロジェクトで育成目標とする人材像
の概要は以下の通りである。

目 標 人 材 像

表１　各教育プロジェクトにおける目標人材像

プロジェクト名 目標人材像

高度IT人材育成のための実践的ソフトウ
ェア開発専修プログラム（筑波大学拠点）

組み込みソフト系とエンタープライズ系の２つの分野において、企
業のソフトウェア開発における指導者的な技術者として、国際競争
に貢献できる世界最高水準の人材

情報理工実践プログラム（東京大学拠点）

社会を先導するような技術創造のできる技術創造人材（ITクリエー
タ）と、ソフトウェア開発技術の体系的知識をもちソフトウェア開
発全般を俯瞰して開発過程を設計することのできる開発設計人材

（ITアーキテクト）の両方を掛け合わせたような人材

OJLによる最先端技術適応能力を持つIT
人材育成拠点の形成（名古屋大学拠点）

技術革新が起きても変化することの少ない、技術と技能の背景にあ
る概念、理論、手法を深く理解し、それを新たな対象へ展開する能
力−「メタ技術」を身につけた次代の先導的IT技術者

高度なソフトウェア技術者育成と実プロ
ジェクト教材開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

IEEE-CSが定めるSWEBOK（Software Engineering Body of Knowledge）
の定める知識領域を幅広く習得し、それらを活用して、中長期的に
活躍できる世界最高水準のソフトウェア技術者

次世代情報化社会を牽引するICTアーキ
テクト育成プログラム（九州大学拠点）

技術の変化とそれに伴う社会の変化の本質を見極め、必要となる技
術を選択し、各種のイノベーションをリードしていく能力、さらに社
会や組織の変化を制度面までも含めて企画できる能力や幅広い知識
と高い倫理観に裏打ちされた高い理想を持った、真の技術的リーダ

先端ITスペシャリスト育成プログラム
（慶應義塾大学拠点）

高度なITシステムを構築しマネジメントできる能力だけでなく、先
端ネットワーク、大規模分散システムや革新的なIT応用システムを
創出できる実践力を持ったスペシャリスト。専門的スキルと知識を
有するだけでなく、社会情勢の変化やパラダイムシフト等に先見性
をもって柔軟に対処し、企業等において先導的役割を担える人材

社会的ITリスク軽減のための情報セキュ
リティ技術者・管理者育成（奈良先端科
学技術大学院大学拠点）

公的機関や企業等において情報セキュリティ対策実施の責任者
となる最高情報セキュリティ責任者（CISO： Chief Information 
Security Officer）、および実際に対策を立案しその実行を指示する
情報セキュリティ担当者（CISO補佐）

研究と実務融合による高度情報セキュリ
ティ人材育成プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）

情報セキュリティ全般の確実な知識を持ち、企業活動や国の安
心・安全を確保する観点から、実社会の正確な状況認識のもとに、
CIO/CISOとして組織の情報政策をリードできる人材と、問題の本
質を把握して具体的な対策技術/方法の開発を行うとともに、場当
たり的でない抜本的な情報セキュリティ対策や基盤技術を創出・先
導できる人材

全体概要
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　これらの目標人材像を経済産業省が平成20年
10月に公表した「共通キャリア・スキルフレー
ムワーク（第一版）」を用いて、マップとして
まとめると次のようになる。

図２　各教育プロジェクトの目標人材マップ

　共通キャリア・スキルフレームワークは、我
が国で今後必要とされる高度IT人材の人材像と
その保有すべき能力は果たすべき役割（貢献）
の観点から整理した共通の育成・評価のための
枠組であり、ITスキル標準、情報システムユー
ザースキル標準、組込みスキル標準の各スキル
標準の参照モデルとなるものとされている。情
報処理技術者試験も共通キャリア・スキルフレ
ームワークとの対応関係の明確化を図ることと
なっている。本フレームワークでは人材像を次
の３つの人材類型（基本戦略系人材、ソリュー
ション系人材、クリエーション系人材）とこれ
をさらに分類した６つの人材像で表現している。
①基本戦略系人材
・経営における付加価値を創造
・各種課題のITによる解決のための基本戦略

を立案
・これを実現する人材像としては「ストラテジ

スト」

②ソリューション系人材
・高信頼システムを実現、生産性を向上
・システムを設計・開発、信頼性・生産性の高

い運用を総括
・これを実現する人材像としては「システムア

ーキテクト」、「サービスマネージャ」、「プロ
ジェクトマネージャ」、「テクニカルスペシャ
リスト」

③クリエーション系人材
・技術イノベーションを創造
・新しい要素技術を用いて社会・経済的なフロ

ンティアを開拓
・これを実現する人材像としては「クリエータ」

　共通キャリア・スキルフレームワークの詳細
については下記を参照されたい。
共通キャリア・スキルフレームワーク（第一版）
http://www.meti.go.jp/press/20081021004/
20081021004.html
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カリキュラム 
　カリキュラムを示す前に各教育プロジェクト
の対象年次や履修期間、定員等を表２にまとめ
る。現員は、2007年度で計237名、2008年度で
計334名となっている。
　各教育プロジェクトにおけるカリキュラム概
要は表３の通りである。各カリキュラム内容と
特に関連の深いJ07領域との対応を併せて示す。
J07は情報処理学会で策定されている情報専門

学科向けの標準カリキュラムであり、CS：コン
ピュータ科学、SE：ソフトウェアエンジニアリ
ング、IS：情報システム、CE：コンピュータ
エンジニアリング、IT：インフォメーションテ
クノロジの５領域で知識体系とカリキュラムの
整備が進められている。
　J07の詳細な内容については、2008年の情報
処理学会誌Vol.49 No.7の特集“情報専門学科カ
リキュラム標準「J07」”を参照されたい。

教 育 内 容

表２　各教育プログラムの対象年次、履修期間、定員数

プロジェクト名 対象年次 履修
期間 定員

現員（実績）
修了に
必要な
単位数

備考
2007
年度

2008
年度

2009
年度

高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修
プログラム（筑波大学拠点）

博士前期、
修士 ２年 20名 23名 45名 43名 50

社会人も対象としている
（ただし、社会人専用の
定員枠は設けていない）

情報理工実践プログラム
（東京大学拠点） 博士、修士 ２年 特に定め

ていない 76名 79名 76名 各研究科
で異なる

OJLによる最先端技術適応
能力を持つIT人材育成拠点
の形成（名古屋大学拠点）

修士 ２年 25名 20名 32名 18名 各研究科
で異なる

高度なソフトウェア技術者
育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

修士（１年） １年 42名 42名 42名 42名 14

次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プ
ログラム（九州大学拠点）

修士 ２年 20名 26名 18名 12名 45＊

先端ITスペシャリスト育成
プログラム（慶應義塾大学
拠点）

修士 ２年
各研究
科10

名程度
50名 37名 40名 各研究科

で異なる

本プログラムでは社会人
を通常の学生と同様に育
成の対象としている。社
会人修士の場合はインタ
ーンシップを免除として
いる。また、社会人非修
士コース（１年間）も整
備中である。

社会的ITリスク軽減のため
の情報セキュリティ技術
者・管理者育成（奈良先端
科学技術大学院大学拠点）

博士前期
（主に１年） １年 20名 — 22名 24名 14 社会人も対象としている

（定員制限なし）

研究と実務融合による高度
情報セキュリティ人材育成
プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）

修士 ２年
特に定
めてい
ない

— 58名 93名 26 社会人も対象としている
（定員制限なし）

＊2009年度入学生より、組織改革により必要単位数を増やした（旧30単位）

全体概要
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表３　各教育プロジェクトのカリキュラム概要

プロジェクト名 カリキュラム概要
J07分野

CS SE CE IS IT

高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修
プログラム（筑波大学拠点）

基本的なスキルを習得するためのソフトウェア開発実践型科目群
と、企画力、交渉力、実行力を身に付けさせるために、PBL型ケー
スプランニング、PBL型システム開発、研究開発プロジェクト、グ
ループワークショップ、インターンシップを行うソフトウェア開発
プロジェクト型科目群で構成される。

● ● ●

情報理工実践プログラム
（東京大学拠点）

ITスペシャリストたるべき者がすべて体得しておくべき基礎科目を
教授する実践基盤コース、国立情報学研究所のトップエスイープロ
ジェクトで開発された最先端の教材をベースとした先端スキル開発
コース、開発プロジェクトとして自ら発想・工夫したソフトウェア
をチームで開発するソフトウェア開発実践コースからなる。

● ●

OJLによる最先端技術適応
能力を持つIT人材育成拠点
の形成（名古屋大学拠点）

ソフトウェア開発の基礎技術、ソフトウェア工学の諸技術、ソフト
ウェア開発知識を適用するための要素技術を習得する座学形式の講
座群と、演習・実践形式のPBL科目、現実のソフトウェア開発プロ
ジェクトを教材とし、メタ技術の習得および実問題への適用能力育
成を目標としたOJL科目から構成される。

● ●

高度なソフトウェア技術者
育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

ソフトウェア工学に係る基礎知識を習得するための基礎ソフトウェ
ア工学科科目群と最先端のソフトウェア工学の関連知識とその背景
にある理論や理念を教授する先端ソフトウェア工学科目群、企業か
ら派遣された教員による実践的なソフトウェア開発の授業・演習を
行う実践ソフトウェア開発科目群からなる。

●

次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プ
ログラム（九州大学拠点）

ICTアーキテクトに必要な広範な知識と高度な倫理観の素養を身に
つけることを目的としたICT全人教育、実社会における問題を扱っ
たPBL、企業のプロジェクトチームに参加し、実問題を扱う長期イ
ンターンシップから構成される。

● ● ●

先端ITスペシャリスト育成
プログラム（慶應義塾大学
拠点）

インターネット・次世代ネットワーク、システム構築・評価や企業・
NPOからの講師による講義を行うプログラム科目、企業・NPOと
の連携のもと、先端的・実践的テーマの研究プロジェクトを実施す
る研究プロジェクト科目、約４週間にわたり企業・NPOの現場で
開発を体験させるインターンシップ科目、修士論文指導から構成さ
れる。

● ● ●

社会的ITリスク軽減のため
の情報セキュリティ技術
者・管理者育成（奈良先端
科学技術大学院大学拠点）

情報セキュリティに関する基礎知識を習得する基礎科目群と最新の
情報セキュリティ関連技術や法律・倫理・経営など実務に必要な知
識を習得する先進科目群、既知の脅威・攻撃に対する予防のみなら
ず未知の脅威・攻撃にも迅速かつ的確に対応し、永続的な対策を立
案できる能力を身につけるための実践科目群で構成される。

●

研究と実務融合による高度
情報セキュリティ人材育成
プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）

情報セキュリティに携わる上での総括的な考え方や情報セキュリテ
ィ技術の中核知識を身につけるプログラム講義科目、指導教員の研
究指導に加え、第一線の研究者が主査を務める分科会に参加するこ
とを必須とした研究指導、インターンシップや学内における実習に
よって実践的な知識・技術を身につける実験・実習科目で構成され
る。

●
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　各教育プロジェクトにおける教材作成状況は
表４のとおりである。合計で482教材が開発さ
れ、206教材が公開予定となっている１。

１　ただし、教材数の数え方が各拠点で若干異なるた

め、参考値である。

表４　教材作成状況

プロジェクト名
本プロジェクトで開発した
教材数（非公開分も含む実

績値）

開発教材の形式（教科書、スライド、ビデオ、そ
の他演習データなど）

公開予定教
材数

高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修
プログラム（筑波大学拠点）

33 市販教科書、市販DVD教材、スライド、資料、
授業収録ビデオ 20

情報理工実践プログラム
（東京大学拠点）

75
（うち2009年度20件）

スライド、演習データ、配布資料ビデオコンテン
ツ 70

OJLによる最先端技術適応
能力を持つIT人材育成拠点
の形成（名古屋大学拠点）

205 スライド、ビデオコンテンツ、PBL教材 35

高度なソフトウェア技術者
育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

35 ビデオ教材、スライド、演習課題 18

次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プ
ログラム（九州大学拠点）

56 スライド、テンプレート、アンケート、教育運営
推進エビデンス 23

先端ITスペシャリスト育成
プログラム（慶應義塾大学
拠点）

21 講義資料冊子、講義ビデオアーカイブ、特別演習
プロジェクト仕様書冊子 21

社会的ITリスク軽減のため
の情報セキュリティ技術
者・管理者育成（奈良先端
科学技術大学院大学拠点）

22 講義ビデオアーカイブ、講義スライド、演習用教
材 16

研究と実務融合による高度
情報セキュリティ人材育成
プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）

35 講義資料、講義ビデオアーカイブ ３

教育体制 
　各教育プロジェクトに参加している大学や企
業は表５のとおりである（合計でのべ36
の大学、68の企業・団体が参画）。詳細につい
ては各拠点の取り組みの章を参照されたい。

表５　各教育プロジェクトの産学連携体制

プロジェクト名：　高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム（筑波大学拠点）

参加大学（3大学） 筑波大学、電気通信大学、東京理科大学　（計3大学）、34名の大学教員が参画。

参加企業（16社）

アイシン精機株式会社、株式会社イーゲル、株式会社NTTデータ、沖通信システム株式会社、サイバネットシステム株式会社、三
栄ハイテックス株式会社、サン・マイクロシステムズ株式会社、新日鉄ソリューションズ株式会社、住商情報システム株式会社、
SONY株式会社、株式会社デンソー、東京海上日動火災保険株式会社、株式会社東陽テクニカ、日産自動車株式会社、日本IBM株式
会社、日本電気株式会社、日本ユニシス株式会社、株式会社日立コンサルティング、株式会社日立製作所、日立ソフトウェアエンジ
ニアリング株式会社、富士ゼロックス株式会社、ボッシュエンジニアリング株式会社、マイクロソフト株式会社、横河電機株式会社、
株式会社リコー、株式会社ルネサステクノロジ（計26社）、常勤2名、非常勤講師のべ62名が参画。

全体概要
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プロジェクト名：　情報理工実践プログラム（東京大学拠点）

参加大学（3大学） 東京大学、東京工業大学、国立情報学研究所　（計3大学）、参加大学以外も含め、計47名の大学教員が参画。

参加企業（9社）
株式会社日立製作所、株式会社東芝、日本電気株式会社、株式会社富士通研究所、株式会社三菱総合研究所、日立ソフト株式会社、
株式会社NTTデータ、鹿島建設、東大エッジキャピタル（計9社）、参加企業以外も含め、計35名が教員・講師として参画。

プロジェクト名：　OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成（名古屋大学拠点）

参加大学（4大学） 名古屋大学、南山大学、愛知県立大学、静岡大学　（計4大学）、延べ86名の大学教員が参画。

参加企業（6社）

連携企業6社(トヨタ自動車株式会社、ブラザー工業株式会社、株式会社デンソー、株式会社オートネットワーク技術研究所、東京
エレクトロン株式会社、富士電機リテイルシステムズ株式会社)に加え、アイシン精機株式会社、株式会社キャナリーリサーチ、富
士フィルム　イメージテック株式会社、三菱電機株式会社、株式会社エヌ・エス・ティー（計11社）がテーマを設定しOJLに参画、
参加企業以外からのゲストスピーカーを含め延べ70名が教員・特別講師または共同研究担当者として参画。

プロジェクト名：　高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成（大阪大学拠点）

参加大学（9大学）
大阪大学、大阪工業大学、京都大学、高知工科大学、神戸大学、奈良先端科学技術大学院大学、兵庫県立大学、立命館大学、和歌山
大学　（計9大学）、延べ約300名の大学教員が参画。

参加企業（4社）
株式会社オージス総研、株式会社日立製作所、株式会社日立システムアンドサービス、株式会社NTTデータ　（計4社）、31名が招聘
教員または非常勤教員として参画。

プロジェクト名：　次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム（九州大学拠点）

参加大学（5大学） 九州大学、九州工業大学、熊本大学、宮崎大学、福岡大学　（計5大学）、約20名の大学教員が参画。

参加企業（28社）

日本アイ・ビー・エム株式会社、株式会社富士通、株式会社東芝、新日鉄ソリューションズ株式会社、東京海上日動火災保険株式会社、
日本電気株式会社、マイクロソフト株式会社、株式会社NTTデータ、株式会社日立製作所、日本ユニシス株式会社、トヨタ自動車株
式会社、日本電信電話株式会社、株式会社SRA先端技術研究所、株式会社ルネサスソリューションズ、株式会社東陽テクニカ、サン・
マイクロシステムズ株式会社、NEC通信システム株式会社、パナソニック・コミュニケーションズ株式会社、安川情報システム株
式会社、東京海上研究所、株式会社アプレッソ、株式会社ユビキタスエンターテイメント、アクセラテクノロジー株式会社、株式会
社ジーサーチ、富士通九州ネットワークテクノロジー株式会社、西日本電信電話株式会社、住商情報システム株式会社、株式会社野
村総合研究所（計28社）、約30名が講師として参画。

プロジェクト名：　先端ITスペシャリスト育成プログラム（慶應義塾大学拠点）

参加大学（4大学） 慶應義塾大学、早稲田大学、中央大学、情報セキュリティ大学院大学（計4大学）、36名の大学教員が参画。

参加企業（3社）
日本電信電話株式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社、Mozilla Japan　(計3社）、4名が教員として、参加企業以外からも含め、
25名が特別講師として参画。

プロジェクト名：　社会的ITリスク軽減のための情報セキュリティ技術者・管理者育成（奈良先端科学技術大学院大学拠点）

参加大学（4大学） 奈良先端科学技術大学院大学、大阪大学、京都大学、北陸先端科学技術大学院大学（計4大学）、20名の大学教員が参画。

参加企業（4社・団体）
独立行政法人　情報通信研究機構、特定非営利活動法人　情報セキュリティ研究所、JPCERT/CC、NTTコミュニケーションズ株式
会社（計4社・団体）、16名の講師が演習指導に参画。

プロジェクト名：　研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム（情報セキュリティ大学院大学拠点）

参加大学（4大学） 情報セキュリティ大学院大学、中央大学、東京大学、国立情報学研究所（計4大学）、44名の大学教員が参画。

参加企業（11社・機関）
独立行政法人情報通信研究機構、沖電気工業株式会社、株式会社KDDI研究所、株式会社東芝、株式会社日立製作所、株式会社富士
通研究所、日本電信電話株式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社、日本電気株式会社、パナソニック株式会社、三菱電機株式会社

（計11社・機関）、16名が講師として参画。
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　以上の産学連携体制のもと実施されている
PBL(Project Based Learning)およびインター
ンシップの取り組み状況を表６、表７にまとめる。

表６　PBLの取り組み状況

プロジェクト名
PBLで扱うテーマ

（代表的なシステム
事例など）

プロジェクト数 
（実績）

実施期間 
（月単位）

１チームあたりの学生
数　　（平均） 教員の体制

高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修
プログラム（筑波大学拠点）

情報システム企画
設計開発、ライン
トレーサ開発

19 ６か月 ４名

大学教員１名、企
業からの常勤教員
２名、企業教員５
名による複数指導
体制

情報理工実践プログラム
（東京大学拠点）

テーマは学生・教
員 の 提 案 に よ る。
たとえば、次世代
携 帯 ア プ リ、IT防
災システムなど

45（累積） 
13（2009年度）

当初６か月 
現在６か月＋ 
６か月が原則

２～４名（東大） 
７～８名（東工大）

大学教員１名、企
業側教員または専
門家による複数指
導体制

OJLによる最先端技術適応
能力を持つIT人材育成拠点
の形成（名古屋大学拠点）

(PBL) 
飛行船操縦システ
ムの開発

2007年度生 ４ 
2008年度生 ４ 
2009年度生 ３

４か月 2007年度： ５～６名 
2008年度： ７名

グループごとに大
学教員１－２名の
指導体制

(OJL) システム構成
管理技術の研究 な
ど

2007年度生 10 
2008年度生 12 
2009年度生 10

16か月 
（修士１年10月

―修士２年２
月）

１～７名

プロジェクトごと
に大学教員２－５
名、企業側教員１
－５名の指導体制

高度なソフトウェア技術者
育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

図書管理システム
開発 ７グループ ２か月 ６名 企 業 側 教 員 １ 名、

大学教員約10名

次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プ
ログラム（九州大学拠点）

テーマ分野は、最
先端(Cloud)、国際
(対グラミン銀行)、
学内システム、地
場企業など

2007年度 ７
2008年度 19
2009年度 ７

１年前期 ３か月
２年前期 ３か月
３年前期 ３か月

５名

プロジェクト毎に 
学生上司役：大学
教員１名、企業教
員１名 
顧客役：大学教員
２名程度

先端ITスペシャリスト育成
プログラム（慶應義塾大学
拠点）

組み込み系システ
ム、Webア プ リ ケ
ーション、他

９
（2009年度春学期）

春学期 ３か月 
秋学期 ３か月 ３～４名

各プロジェクト 大
学教員 １～２名／
企業側教員 １～２
名による複数指導
体制

社会的ITリスク軽減のため
の情報セキュリティ技術
者・管理者育成（奈良先端
科学技術大学院大学拠点）

セキュリティイン
シデント体験各種 ６ ５か月 ５～６名

大学教員３名程度、
企業側教員３名程
度

研究と実務融合による高度
情報セキュリティ人材育成
プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）

ネットワーク不正
侵入とその防御お
よび検知、セキュ
アソフトウェア構
成論、多重リスク
コ ミ ュ ニ ケ ー タ、
等

７

前期　３か月 
後期　３か月 

（講義内の一部
時間を使って
PBLを実施）

１～３名

大学教員１～２名、
企業側教員または
専門家による複数
指導体制

全体概要
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表７　インターンシップの取り組み状況

プロジェクト名
実施の有無（有る
場合は必須/選択

の区分）
必修か選択か 実施期間 実施人数（実績）

高度IT人材育成のための
実践的ソフトウェア開
発専修プログラム（筑
波大学拠点）

有（選択） 選択 最大２ヶ月間
2007年度：13名
2008年度：22名
2009年度：21名

情報理工実践プログラ
ム（東京大学拠点）

東大：無、東工大：
有（選択） 選択 １〜４週間

2007年度：４名
2008年度：７名
2009年度：４名

OJLによる最先端技術適
応能力を持つIT人材育成
拠点の形成（名古屋大
学拠点）

無 — — —

高度なソフトウェア技
術者育成と実プロジェ
クト教材開発を実現す
る融合連携専攻の形成

（大阪大学拠点）

無（但し、各大学
にて独自に実施し
ている。右データ
は参画大学の集計
値）

選択 ２〜８週間
2007年度：24名
2008年度：17名
2009年度：20名

次世代情報化社会を牽
引するICTアーキテクト
育成プログラム（九州
大学拠点）

有（選択） 選択 １〜２ヶ月間
2007年度：28名
2008年度：22名
2009年度：13名

先端ITスペシャリスト育
成プログラム（慶應義
塾大学拠点）

有（必修） 必修 ４〜６週間
2007年度：35名
2008年度：32名
2009年度：35名

社会的ITリスク軽減のた
めの情報セキュリティ
技術者・管理者育成（奈
良先端科学技術大学院
大学拠点）

無 — — —

研究と実務融合による
高度情報セキュリティ
人材育成プログラム（情
報セキュリティ大学院
大学拠点）

有（選択） 選択 ３〜６週間 2008年度：17名
2009年度：19名
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　各教育プロジェクトの教育実績について、修
了実績および特筆すべき成果（受賞、起業など
の成果や記事掲載など社会の反応等）を表８、
表９にまとめる。この詳細についても各拠点の
取り組みの章を参照されたい。

表８　各教育プロジェクト修了者の採用実績

プロジェクト名 履修期
間

2007年度 2008年度 2009年度
修了者計

（見込みも
含む）

採用企
業数計

修了者数
採用企
業数

修了者数
採用企
業数

修了者数
採用企
業数

高度IT人材育成のための実践的ソフ
トウェア開発専修プログラム（筑波
大学拠点）

２年 -- -- 23 13 19 13 42 26

情報理工実践プログラム（東京大学
拠点）

２年 22 14 38 17 42 22 102 53

OJLによる最先端技術適応能力を持
つIT人材育成拠点の形成（名古屋大
学拠点）

２年 -- -- 20 13 32 29 52 42

高度なソフトウェア技術者育成と実
プロジェクト教材開発を実現する融
合連携専攻の形成（大阪大学拠点）

１年 40 33 39 31 41 -- 120 64

次世代情報化社会を牽引するICTア
ーキテクト育成プログラム（九州大
学拠点）

２年 -- -- 45 27 34 29 79 56

先端ITスペシャリスト育成プログラ
ム（慶應義塾大学拠点）

２年 -- -- 36 19 36 21 72 40

社会的ITリスク軽減のための情報セ
キュリティ技術者・管理者育成（奈
良先端科学技術大学院大学拠点）

１年 -- -- 20 12 22 -- 42 12

研究と実務融合による高度情報セキ
ュリティ人材育成プログラム（情報
セキュリティ大学院大学拠点）※

２年 -- -- 12 10（※1） 40 29（※2） 52 39

修了者合計、採用企業数合計（採用
企業数はのべ数。また採用企業数に
情報セキュリティ大学院大学拠点分
は含めていない）

62 47 233 142 266 143 561 332

（※１）原則として履修期間２年のプログラムだが、情セ大のM ２学生（2007年４月入学者）について、ISSプログラム対象科目となった科目の前年度取得単位をISS
プログラム修了要件の単位として認めることとし、2008年４月から１年間のプログラム参加が承認され、2009年３月修了が認められた。そのため、2008年度修了者
が12名となっている。全員、現職社会人であり、所属企業は10社である。

（※２）社会人学生の所属企業は10社、新卒学生の就職内定企業は 19社である。

教 育 実 績

全体概要
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表９　各教育プロジェクトにおける特筆すべき成果

プロジェクト名 特筆すべき成果、等

高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修
プログラム（筑波大学拠点）

情報処理学会第１回情報システム教育コンテストで、本プログラムの
PBLの取り組みが『最優秀賞』を受賞、工学教育（日本工学教育協会
の機関誌）での事例紹介論文掲載、情報処理学会情報教育シンポジウ
ムでの基調講演、等の情報発信

情報理工実践プログラム
（東京大学拠点）

西海岸のSun、Microsoft、Stanford大、UCB、Apple、Google等での
成果報告会、
起業２件、公開ソフトウェア・サービス５件、販売ソフトウェア１件
等

OJLによる最先端技術適応
能力を持つIT人材育成拠点
の形成（名古屋大学拠点）

OJLでの開発成果を拠点外へ展開、TOPPERSプロジェクトにおいて公
開、OJL成果に関する受賞（情報処理学会山下記念研究賞、SES2009
学生奨励賞受賞、など）、OJL成果の製品化１件、特許申請１件、等

高度なソフトウェア技術者
育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専
攻の形成（大阪大学拠点）

フォーラムの開催やシンポジウムの講演等を通じた情報発信とマスコ
ミ掲載多数.修了生が2008年度IPAスーパークリエイターに認定．

次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プ
ログラム（九州大学拠点）

教育での産・学間連携方法共通認識形成、学生の自主組織発足やノー
ベル平和賞授賞者との対話集会の企画、５つの海外機関との連携、論文・
シンポジウム・マスコミ等の情報発信、等

先端ITスペシャリスト育成
プログラム（慶應義塾大学
拠点）

NHKでの開発成果の紹介、Web技術関連のコンテストで最優秀賞を受
賞、学会発表での奨励賞３件、等

社会的ITリスク軽減のため
の情報セキュリティ技術
者・管理者育成（奈良先端
科学技術大学院大学拠点）

ISSスクエアとの連携として演習への受講生の受け入れと特別講義に
遠隔受講の実施、学生を中心とした産官学に跨る人的ネットワークの
形成、シンポジウムを通しての情報発信および記事掲載、等

研究と実務融合による高度
情報セキュリティ人材育成
プログラム（情報セキュリ
ティ大学院大学拠点）※

研究と実務における先端的企業・大学間の連携の仕組みの確立、情報
セキュリティ分野の先進的総合カリキュラムの創出、第一線でセキュ
リティ業務にあたる社会人学生が参加することによる実践的な教育効
果、IT keysとの連携活動等
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事業概要 
　本事業は「先導的ITスペシャリスト育成推
進プログラム」の各拠点の成果である教材を、
継続的に普及発展させることを目的とし、平成
19年度から開始された。各拠点の代表者で構成

される運営委員会で事業全体の方針を決定し、
拠点間ポータルサイトの構築、普及に向けての
教材洗練・整備、教材作成等のガイドラインや
規約類の作成、広報活動を実施している。
　本事業の全体概要は以下の通りである。

拠 点 間 教 材 等 洗 練 事 業

図３　拠点間教材等洗練事業の全体概要

活動報告 
拠点間ポータルサイトの構築
　本事業の柱の１つである拠点間ポータルサイ
トの構築は、「先導的ITスペシャリスト育成推
進プログラム」の各拠点で開発された教材等の
学習・教育コンテンツを全国の大学等に配信し、
さらにそれらのコンテンツが全国の教員、企業
関係者等により洗練され、よりよいコンテンツ
が生成されるようなシステムを確立することを
目標としている（図４）。
　コンテンツの公開について、どのような考え
方で公開を進めるのか、ポータルサイトの想定
される利用者に対して、どのようなサービスが
望ましいのかなどを検討するため、コンテンツ
WG（主査 駒谷昇一（筑波大））を2008年５月

に発足し、２回の合宿を含む16回の委員会を開
催した。
　コンテンツWGでは、教材公開の目的（誰の
ためのポータルサイトか、どのような利用を想
定するのか）、教材提供者に対する配慮（教材
が洗練されるための仕組みをどう構築するか、
教材を中心としたコミュニティをどう構築する
か）、非営利の範囲をどう設定するか、利用に
際して利用者の区分をどう設定するか（登録者
と未登録者）、教材の利用許諾条件の区分（内
容の改変が可能、内容の改変はできず部分的な
使用が可能、内容の改変はできず全てをそのま
ま使う場合にのみ使用が可能の３種）を検討し
た。
　また、各種ガイドラインをコンテナWG（ポ
ータルサイト検討WG）が素案を作成し、その

拠点間教材等洗練事業



18

レビュおよび、サマリーの作成を行った。
　配信する教材の種類は、多種多様である。
PBL教材、FD教材、知識付与型の講義教材、
学習者の理解を支援する演習問題やプログラム
などが配信される。教材の形態としては、ビデ
オコンテンツ、PDFコンテンツ、PPTコンテ
ンツなどデジタル化された教材は全て含まれ
る。
　こうした教材を配信する拠点間ポータルサイ
トの特長は以下のとおりである。
◉配信対象コンテンツ
・講義を撮影し、スライド連動ビデオコンテン

ツを配信
・その他、テキスト教材、演習課題等（PDF、 

Word、プログラム等）
・ポッドキャスティング（来年度予定）
◉各拠点の多様なコンテンツを横断検索
・各コンテンツにメタ情報を付与し、様々な形

式のコンテンツを検索
・J07の領域・分野に基づいた検索・ナビゲー

ション
・スライド連動ビデオコンテンツに対し、コン

テンツ単位だけでなくスライドのページ単位
での検索が可能。動画の視聴では、検索でヒ
ットしたスライドシーンからの頭出し再生が
可能

◉公開コンテンツの登録管理・ストリーミング
は各拠点で実施
・コンテンツ登録・管理は各拠点が行う

　図５は現在構築されている拠点間ポータルサ
イトのコンテンツ閲覧画面である。本サイトは、
平成20年度に開発したプロトタイプの知見を元
に、平成21年度にはedubase（えでゅべーす）
と命名し、運用を開始した。運用開始に伴い、
下記独自ドメインを取得し、多くの方にご利用
いただけるよう告知を進めている。
URL：http://edubase.jp

図４　拠点間ポータルサイト
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各拠点における公開コンテンツ整備
　拠点間ポータルサイトで公開する教材コンテ
ンツの整備も進めており、今年度中に下記のコ
ンテンツをポータルサイトに登録予定である。

◉知識習得型教材（座学講義ビデオ、スライド、
テキスト等） 約200コンテンツ

◉PBL用教材　約50コンテンツ
◉その他（実プロジェクトデータ、教育運営用

コンテンツ等） 約５〜 10コンテンツ

ガイドライン等の整備
　前述の拠点間ポータルサイト上での教材コン
テンツの配信・利用を促進するために、教材コ
ンテンツの利用規約や著作権等に関するガイド
ラインについても整備を進めた。拠点間ポータ
ルサイトのサービス内容やポリシーと、コンテ
ンツ提供者・利用者等のステークホルダを整理
し、表10のガイドライン・規約類の策定を行っ
た。

教員向け教材整備等の教育力向上支援
　先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ
ムでは、各拠点に対し、その教育内容評価・改
善や教員の教育力向上に向けて、具体的な取り
組みを実施することが求められている。これに
加え、本プログラムの成果を全国の情報系大学
に普及させるための教員養成の施策も必要とな
っている。
　このような背景のもと、各拠点における教育
評価・教育力向上に資する施策の策定や先端技
術の教材の普及を目的とし、以下の活動を実施
した。

・各拠点の教員をメンバーとするWGを設置し、
教育評価・教育力向上の取り組み状況や課題を
共有し、各拠点にとって有用な施策について検
討を行った。具体的には、産業界から教員を招
聘する科目、インターンシップ、ビデオ教材作
成に焦点を絞り、各拠点での取り組み状況を調
査し、拠点間で整備すべき項目についての検討
を行った。これらの検討結果にもとづき、産学
連携による授業実践のための参考ガイド、イン
ターンシップやビデオ教材作成等で利用可能な
雛形の整備等を実施する予定である。

図５　拠点間ポータルサイト「edubase １」コンテンツ閲覧画面

拠点間教材等洗練事業
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・国内外の大学におけるソフトウェア工学分野
でのFD（ここでは教育評価・改善や教育力向
上を指すものとする）の実践事例を調査した。
ソフトウェア工学分野以外でも参考になると思
われる工学系分野、例えば電気・電子系、機械系、

経営工学系等の動向・事例も調査対象とし、幅
広く事例の収集を行った。教育の対象が産学連
携を前提としたソフトウェア開発実践教育であ
ることを踏まえ、FDの対象（教員：個人、学
部・学科：組織）とFDの観点（産業界との連携・

表10　利用規約・コンテンツ作成ガイドライン等 文書一覧

区分 文書名 概要 想定読者

ポータル概
要

ポータル全体サマリ edubaseの概要をまとめたものです。 edubaseを知りたい方すべて。

ポータル利
用に係る規
約類

サービス利用規約

edubaseが提供するサービスの利用規約本体で
す。コンテンツの閲覧、再利用、投稿など、本ポ
ータルを通じたコンテンツ利用に係わる規約が定
められています。

edubase利用者全般。edubaseのサービスを
利用する場合は本規約を守ることを合意して
いただく必要があります。

非営利ガイドライン

edubaseで配信するコンテンツは非営利目的での
み利用可能です。本ポータルの利用における非営
利目的とはどういうことか、サービス利用規約に
おける解釈を記したものです。

edubase利用者全般。コンテンツの非営利利
用に関心のある方。

プライバシーポリシー
edubaseで扱う個人情報（たとえば、利用者の登
録情報等）の扱いに関する方針を定めたものです。

edubaseに個人情報の登録（ユーザ登録）を
行う利用者。

コンテンツ活用サマリ

edubaseが提供するコンテンツの閲覧や投稿につ
いて、そのルールの概要をまとめたものです。サ
ービス利用規約に基づいています。投稿の際のチ
ェックリストもあります。

edubase利用者全般。特にコンテンツ活用に
関して最低限理解しておくべきポイント、コ
ンテンツ作成・投稿に関してチェックすべき
点を手早く把握したい方。

コンテンツ
作成のため
の各種ガイ
ドライン

著作権法ガイドライン

edubase利用者が注意を要する著作権法上の規制
等について、最も重要と思われる点に限って簡単
に解説を加えたものです。著作権とは何か、著作
物の利用が認められる条件、作者の許諾が必要な
場合の条件を解説しています。

edubaseに投稿するコンテンツの作成者や
edubaseにコンテンツを投稿する利用者。

著作権法判例集
著作権法ガイドラインを補足する文書として、関
連する著名な判例もまとめたものです。

edubaseに投稿するコンテンツの作成者や
edubaseにコンテンツを投稿する利用者。

講演・演習撮影
ガイドライン

edubaseに投稿するビデオコンテンツを作成する
際に留意すべき点をまとめたガイドラインです。

edubaseに投稿するビデオコンテンツの作成
者やedubaseにビデオコンテンツを投稿する
利用者。

講演・演習撮影
ガイドライン_サマリ

edubaseに投稿するビデオコンテンツを作成する
際の留意点の概要をまとめたものです。講演・演
習撮影ガイドラインに基づいています。

edubaseに投稿するビデオコンテンツの作成
者やedubaseにビデオコンテンツを投稿する
利用者。特にビデオコンテンツ作成に関して
チェックすべき点を手早く把握したい方。

講演・演習撮影
ガイドライン_
フローチャート"

edubaseに投稿するビデオコンテンツを作成する
際の留意点をフローチャート形式にまとめたもの
です。講演・演習撮影ガイドラインに基づいてい
ます。

edubaseに投稿するビデオコンテンツの作成
者やedubaseにビデオコンテンツを投稿する
利用者。特にビデオコンテンツ作成に関して
チェックすべき点を手早く把握したい方。

雛形類

コンテンツ利用に関する
承諾書"

edubaseへのコンテンツ投稿を第三者が代理で行
うことを許諾していただく際の承諾書の雛形で
す。

コンテンツ投稿の代行依頼者・被依頼者

撮影許諾書

edubaseに投稿するビデオコンテンツを作成する
際の被撮影者に対して許諾を得るための承諾書の
雛形です。講演・演習撮影ガイドラインに含まれ
ています。

edubaseに投稿するビデオコンテンツの作成
者

コンテンツ利用依頼書
edubaseに投稿するコンテンツの作成者が第三者
に対しコンテンツ利用の許可をもらう時の依頼書
およびその承諾書

edubaseに投稿するコンテンツの作成者
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ニーズ反映、大学内での取り組み）の２軸で各
事例を整理すると図６のようにまとめられる。
本調査結果は、拠点または拠点以外の情報系大
学でも参考となるレポートとして整備し、公開
する予定である。
・edubaseに掲載する教材コンテンツの普及を
目的とし、特に教員自体の学習が必要な先進技
術の教材に関する指導手引書のドラフトを作成
した。教科書が出版されているBメソッドの指
導書に加え、教科書自体も存在しない先進技
術（Event-B）を教える際の指導書についても
ドラフトを作成した。これらの整備に基づき、
各拠点で開発されている先端技術の教材を使っ
た教育の指導書のリファレンスモデルとして、
整備を進めていく予定である。これらの成果は
クラウドコンピューティング等の新たな基盤技
術や日々進化しているソフトウェア開発技術な
ど、今後開発が予想される先端技術教材の普及
にもつながるものとなる。

PBL（Project Based Learning）教材の整備

①現状の課題
　PBL（Project Based Learning）とはプロジ
ェクト型のチームで学習を進める教育手法であ
る。実践力を高める教育手法として注目され
ており、先導的ITスペシャリスト育成推進プ

ログラムの全８拠点においてPBLが実施されて
いる。各拠点に対して実施したアンケートで、
PBLが『実践力を高めるのに座学の授業と比べ
効果的であるか』、『主体性を高めるのに効果的
であるか』、『問題解決力を身に付けるのに効果
的であるか』の問いに対して全拠点が、『はい』
と回答している。
　先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ
ムの各拠点のカリキュラムにおいて、PBLは中
心的な位置にあり、PBLの普及が産学連携によ
る実践的な教育の普及のポイントの１つとなっ
ている。これまで各拠点では様々な形式のPBL
が実施され、PBLに関するノウハウが蓄積され
てきた。しかしPBLの成果や効果を定量的に評
価する方法は確立されておらず、PBLの実施方
法に関する論文や書籍はまだ少なく、拠点以外
の大学では手探り状態でPBLが実施されている
ところも多々ある。
　拠点以外の大学に対してPBLを普及させるた
めには、各拠点で実施されたPBLの企画、設計、
実施、評価などのノウハウを集約化し、さらに
それを広めることが求められている。

②WGの発足について
　各拠点で実施されているPBLのノウハウを集
約し、ノウハウ集として“見える化”するた
め、各拠点でPBLを担当している教員で構成さ

図６　国内の教育力向上に関する取組み事例の分類表

拠点間教材等洗練事業
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れるPBL教材洗練WG（主査 駒谷昇一（筑波大））
を平成21年８月に発足した。平成21年度は９月
から１月まで月１回の頻度で委員会を開催し、
１回の合宿を含む６回の委員会を開催してき
た。
　委員会は主に都内と遠隔地をテレビ会議シス
テムで接続して実施された（写真参照）。
　産業技術大学院大学ではPBLが必須科目とし
て実施され、様々なノウハウが蓄積されている
ため、戸沢義夫教授にWGのオブザーバとして
参加いただいた。
【WGの具体的取組み・成果】
　これまで、各拠点で実施されているPBLの内
容を共通の約20項目（教育目的、教育目標、評
価方法、実施学期、指導教員の属性など）で整
理した。各拠点で実施されているPBLの特徴が
整理され、比較が容易にできるようになった。
委員会ではPBLの実施方法について中身の濃い
情報交換が行われ、各拠点で実施されている
PBLのテーマや実施方法は異なるが、指導手法
などについては共通する部分も多々あることが
判明した。
　それを受けて合宿では、PBLをスムーズ
に実施されるためのノウハウについて、ID

（Instruction Design）にもとづいてPBLの授業
の企画、設計、実施、評価などの各フェーズに
おいてどのようなことに注意すべきかなどのノ
ウハウを出し合った。
　PBL実施におけるノウハウ集・事例集として

整理を進めている。
・PBLの重要性、PBLの意義と効果
・新規立ち上げのノウハウ
・PBLの設計（実施体制、テーマ、教材、カリ

キュラム、教育目標と評価）のノウハウ
・PBLの事前の準備（演習環境、担当教員のト

レーニング）に関するノウハウ
・実施方法・指導方法のノウハウ
・評価（成績、PBL自体）に関するノウハウ
・継続するための工夫
に分類してノウハウ集を作成している。
【WGの今後の取り組み】
　産学連携による実践的な教育において、PBL
は重要な要素である。またPBLでは、学生が意
欲的・主体的に学習に取り組む本来の教育の姿
が見られ、高等教育以外においてもPBLが今後
広く実施されるようになるであろう。
　PBLの課題として、
・教えられる教員が不足していること
・PBLに関する情報交換の場が少ないこと
・教材が少ないこと
　などが挙げられている。PBLが継続的に実施
され、普及拡大するためには、PBLに関するノ
ウハウの見える化、教材の作成と公開、教員の
養成、情報交換の場としてのコミュニティの形
成が必要である。平成21年度はノウハウの見え
る化ができたが、残りの課題をどう克服するか
が課題である。なお、WGは平成22年度も活動
を継続する予定である。



23

第
１
章

拠
点
間
教
材
等
洗
練
事
業

【委員名簿（敬称略）】
筑波大学拠点

駒谷 昇一（主査）、新 誠一
東京大学拠点

粂野文洋、笹田耕一
名古屋大学拠点

小林隆志、松澤芳昭
大阪大学拠点

井垣　宏
九州大学拠点

鶴田直之、高橋伸弥、橋本浩二、深瀬光聡
慶應大学拠点

内山俊郎、高田眞吾
情報セキュリティ大学院大学拠点

内田勝也、板倉征男
奈良先端科学技術大学院大学拠点

上原哲太郎、岡部寿男
オブザーバ

戸沢義夫（産業技術大学院大学） 

社会人向け教材への展開
　教材洗練化の一環として、各拠点で開発され
た教育プログラムより選択的に社会人向けリカ
レント教育プログラムへの展開を行う。本年度
は情報システムに関与する企業人を対象とした
再教育の教材開発を行うため基本的な戦略を策
定し、典型的なケースについて、対象教材の社
会人向けカスタマイズを試行した。さらに、開
発した教材をもとに教育を実施し、その教育効
果などを評価した。
　教材の社会人向けカスタマイズにあたって
は、システム開発現場におけるシステム検証が
抱える問題を、最新の計算機環境の整理から始
まり、実際に問題を解決するまでを考慮した教
材内容とした。
　教材としては、東大拠点において教育されて
いる「先端スキル開発特別講義」におけるモデ
ル検査によるシステム検証を選び、その改訂・
洗練化・高度化を目指した。課題とされる問題
としては、現在、組み込みシステムなどにおい
て重要視されている機能安全（IEC61508）に
関連し、システム検証の工数の削減のための、
並列分散計算機環境の利用方法とした。システ

ム検証技術の１つであるモデル検査を用いたシ
ステム検証を現場の問題に適用する際に問題と
なるのは、検証のための探索空間が巨大になる
ために、検証ができない場合が往々にしてあり、
そのための抽象化などの技術が必要になる。し
かし、そのための工数が非常にかかり、モデル
検査技術の普及を妨げている。
　本改訂・洗練化では、検証が複雑な場合にも
対応できるようにバックエンドに並列分散計算
機環境を利用することにより、より大きな検証
問題を解くことで、現場における検証技術によ
るシステムの信頼性向上を支援するものであ
る。
　社会人向けリカレント教育については、情報
処理振興機構（IPA）においても実施している
が、IPAにおけるスキルレベルと比較すると、
より高度なレベルの人材育成を目指した教材内
容を目指し、以下の構成とした。

１講義目：分散モデル検証向け計算機環境技術
　分散モデル検証を実施するのに向けた計算機
環境構築技術であるクラウドコンピューティン
グ技術を以下のように網羅的に学ぶ。
・提供サービス（SaaS, PaaS, など）
・支援技術（分散処理、仮想化技術）
・ 実 際 に 稼 働 し て い る サ ー ビ ス（Amazon 

Web Services）
・ 基 本 的 な 使 い 方（Amazon EC2/S3や、

Eucalyptus）

２講義目：分散モデル検証向け計算機環境構築
実践
　分散モデル検証を実施するのに向けた計算機
環境をオープンソースクラウド基盤により構築
し、実際に分散モデル検証の事例を実行し、従
来の計算機環境におけるシステム検証との違い
を学ぶ。

３講義目：分散モデル検証実践
　分散モデル検査ツールによるシステム検証に
ついて、様々な演習問題（自ら定めた問題と指
示された課題）を解くことで、どのように開発
現場において本技術を適用できるかを学ぶ。

拠点間教材等洗練事業



24

広報活動
①先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ
ム・シンポジウム
　主たる広報活動として、平成21年７月30日と
平成22年１月19日に第３回、第４回シンポジウ

ムを九州大学拠点と大阪大学拠点において開催
した。出席者は大学または企業からそれぞれ、
107名（産 47名、学 57名、官 ３名）、121名（産 
23名、学 93名、官 ５名）であった。主なプロ
グラムを以下に示す。

第３回先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム・シンポジウム
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
開会の辞　九州大学　理事・副学長　安浦　寛人
オープニングスピーチ　文部科学省　高等教育局専門教育課　企画官　神田　忠雄
基調講演　（独）情報処理推進機構　IT人材育成本部本部長　田中　久也
拠点間教材等洗練事業の取組み報告　国立情報学研究所　特任准教授　粂野　文洋
ポスターセッションによる各拠点での実践教育（PBL）の紹介
アンケート結果の報告　九州大学　大学院システム情報科学研究院　准教授　峯　恒憲
パネルディスカッション
　　　　司会　九州大学大学院システム情報科学研究院　教授　荒木　啓二郎
　　　　パネリスト
　　　　PBL教員　名古屋大学　大学院情報科学研究科　准教授　小林　隆志
　　　　　　　　　九州工業大学　情報工学研究院・教授　乃万　司
　　　　修了生　　名古屋大学　修了生　谷　聡貴
　　　　　　　　　大阪大学　修了生　三宅　達也
　　　　　　　　　九州大学　修了生　小材　健
　　　　企業担当者　㈱NTTデータグループ経営企画本部　課長　田中　一郎
　　　　　　　　　　新日鉄ソリューションズ㈱　シニア・マネジャー　深瀬　光聡
閉会の辞　九州大学　大学院システム情報科学研究院　教授　福田　晃
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第４回先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム・シンポジウム
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
オープニング　
　鷲田　清一（大阪大学 総長）・澤川　和宏（文部科学省 高等教育局専門教育課 課長）
招待講演「金融工学とIT教育」
　大西　匡光（大阪大学 金融・保険教育研究センター 副センター長・教授）
ソフトウェア分野６拠点の３年間の実績・成果（その１）
　【筑波大学拠点】
　　北川　博之（筑波大学 大学院システム情報工学研究科 教授）
　【東京大学拠点】
　　竹内　郁雄（東京大学 大学院情報理工学系研究科 教授）
ソフトウェア分野６拠点の３年間の実績・成果（その２）
　【慶應大学拠点】
　　徳田　英幸（慶應義塾大学 大学院政策メディア研究科委員長）
　【名古屋大学拠点】
　　坂部　俊樹（名古屋大学 大学院情報科学研究科 教授）
　【大阪大学拠点】
　　井上 克郎（大阪大学 大学院情報科学研究科 教授）
　【九州大学拠点】
　　福田 　晃（九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授）
　　セキュリティ分野２拠点の現状
　【情報セキュリティ大学院大学拠点】
　　田中 英彦（情報セキュリティ大学院大学 情報セキュリティ研究科長）
　【奈良先端科学技術大学院大学拠点】
　　砂原 秀樹（奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授）
拠点間教材等洗練事業運営委員会報告
　【拠点間ポータルサイト活動報告】
　　田中 秀樹（国立情報学研究所 特任教授）
　【PBL教材洗練WGの進捗報告】
　　駒谷 昇一（筑波大学 大学院システム情報工学研究科 教授）
クロージング
　　西尾 章治郎（大阪大学 理事・副学長）

拠点間教材等洗練事業
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②教育システム情報学会全国大会・　情報教育
研究集会

　上記シンポジウム以外に、名古屋大学にて開
催された教育システム情報学会全国大会（８月）

でパネルディスカッションを行い、更に11月に
は、東北大学にて開催された情報教育研究集会

（11月）にて特別セッションを行った。

第34回　教育システム情報学会全国大会
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
パネル討論 
　「実践的課題に基づく技術者教育」
　（共催：名古屋大学大学院情報科学研究科 
　「OJL による最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」）
　オーガナイザ：小林隆志（名古屋大学大学院）、坂部俊樹（名古屋大学大学院）
　司会：渡邉豊英（名古屋大学大学院情報科学研究科 教授）
　パネリスト：阿草清滋 （名古屋大学大学院）、小林一夫 （ブラザー工業株式会社）、
　中川正樹 （東京農工大学）、坂本憲昭 （九州大学大学院）、粂野文洋 （国立情報学研究所）

プロジェクト参加型や企業における実課題を利用したものなど、情報分野における実践的
課題に基づく教育方法を紹介し、それぞれの立場から技術者教育の在り方について議論。

平成21年度　情報教育研究集会
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
特別セッション
　教材コンテンツ公開ポータルと著作権等ガイドラインの在り方について
　―先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム拠点間教材等洗練事業―
　国立情報学研究所 粂野文洋、田中秀樹　筑波大学 駒谷昇一

　・拠点間教材等洗練事業の全体概要 
　・コンテンツWGにおける教材公開・ポータルに関する検討 
　・拠点間ポータルの紹介 
　・教材の利用規約・ガイドラインの策定状況
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　本プログラムの教育効果を客観的に評価する
ために、修了生と彼らが就職した企業にアンケ
ートを実施したので、これについて解説する。

アンケートの背景 
　今日、ソフトウェア技術は、家電製品から社
会基盤まで幅広く用いられており、様々な業界
からソフトウェア分野の高度な人材が求められ
ている。本プログラムも開始して２年以上が経
過し、待望の第１期修了生を世の中に送り出す
ことができた。そこで、修了生と彼らが入社し
た企業に対してアンケートを実施し、本プログ
ラムの教育効果を広く社会から客観的に評価し
てもらうこととした。
　アンケートは、第１期修了生が入社後３か月
たった７月に、修了生と企業でその修了生の育
成を担当している方（上司または新人研修講師）
にアンケート用紙を送り、本プログラムのカリ
キュラムと修了生について無記名で回答しても
らった（回答には、本プログラム修了生が開発
した、Webアンケートシステムも利用した）。
　入社後３か月というと、新人研修が終了した
頃であり、ヒューマンスキルについて判断でき
るが、実際の業務はまだしておらず、システム
開発能力や知識について判断するのは難しい。
本プログラムは、業界関係者からの注目度も高
く、待望の第１期生についての早急な客観的評
価が求められていた。今回のアンケートは、こ
の要望に応えるための速報的意味合いのもので
あり、今後は年単位の継続的な調査が必要であ
る。

アンケートの特徴 
　今回のアンケートの特徴は、次の通りである。
・幅広い業界からの社会的ニーズへの対応の評

価となっている
・外部からの第二者的立場による客観的評価と

なっている
・リファレンスとの比較による透明性の高い評

価となっている

幅広い業界の社会ニーズに対する評価
　今回のアンケートは、修了生と彼らが就職し
た企業に対して行っている。修了生の主な就職
先は、次のように幅広い業界に渡っている。
・エンタープライズ系システム（ITベンダ、

システムインテグレータ、ソフトウェアハウ
スなど）

・組込み系システム（電機・家電、自動車、そ
の他製造業）

・社会インフラ系（通信、電力、交通機関など）
・流通・小売（商用Webサイトなど）
　これら複数の幅広い業界にアンケートを実施
することによって、本プログラムの修了生が社
会のニーズにどれだけ合致しているかを評価す
ることができる。

第二者的立場による客観的評価
　修了生が出るまでの本プログラムの評価は、
部内者である学生が回答する主観的なものであ
った。今回、学生が学外に就職することによっ
て、企業担当者が修了生を評価し、修了生がカ
リキュラムを評価するという外部からの第二者
的な立場での客観的な評価を行ってもらった。
この仕組みを図７に示す。

リファレンスのある透明性の高い評価
　これまでにも、本プログラムの学生に対して
いくつかの拠点で共通のアンケートを実施して
きたが、評価基準があいまいで同じ能力レベル
の学生に対する評価が拠点ごとにばらついた

教 育 効 果 の 客 観 的 評 価

図７　第二者的立場による客観的評価

拠点間教材等洗練事業
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り、いわゆる偏差値の高い大学の学生が高く評
価され、本人の地力なのか、それとも本プログ
ラムの効果なのかが不明など問題があった。
　そこで今回のアンケートでは、企業の中で本
プログラムの修了生とそれ以外の新人とを比
較、本プログラムのカリキュラムと従来のカリ
キュラムを比較することで、評価基準が明確で

しかも本プログラムの効果のみを抽出できるよ
うにした。この仕組みを図８に示す。

アンケートの結果 
　アンケートは、企業受け入れ担当者からは48
件、修了生から58件の回答を集めることができ
た。

図８　リファレンスのある透明性の高い評価

表11　企業側受け入れ担当者による修了生のヒューマンスキルの評価

表12　修了生によるヒューマンスキル系カリキュラムの評価

ヒューマンスキルの評価
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　ヒューマンスキルについては、修了生とカリ
キュラム共に「優れている・やや優れている」
が約60%を占め、逆に「劣っている・やや劣っ
ている」がほぼ皆無であることから、本プログ
ラムの効果は、非常に高いと言える。

　特に企業からは、修了生の「問題意識」と「積
極性・主体性」が高く評価されていることから
も、本プログラムが目指す将来、企業や社会を
先導するようになる人材の育成が着実に進んで
いるものと言える。

表13　企業側受け入れ担当者による修了生のシステム開発能力の評価

表14　修了生によるシステム開発能力系カリキュラムの評価

　システム開発能力については、修了生とカリ
キュラム共に「優れている・やや優れている」
が約50 〜 60%を占め、逆に「劣っている・や
や劣っている」がほぼ皆無であることから、本
プログラムの効果は、非常に高いと言える。
　修了生からは、各能力ともほぼ同様のレベル
に評価されているのに対して、企業からは、「論
理的思考力」・「プログラミング力」・「ドキュメ
ント作成力」の評価が高く、「マネジメント力」・

「計画力」・「企画力」の評価が相対的に低い。

これは、前者が新人研修で行われるものである
のに対して、後者は新人研修では行われないた
め判断できないと思われる。

システム開発能力の評価

拠点間教材等洗練事業
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　ソフトウェア工学の知識については、修了生
とカリキュラム共に「運用・保守」・「構成管理」・

「エンジニアリングマネジメント」・「プロセス」
を除いて「優れている・やや優れている」が約
50 〜 60%を占め、逆に「劣っている・やや劣
っている」がほぼ皆無であることから、本プロ
グラムの効果は、非常に高いと言える。
　「運用・保守」の評価が、企業と修了生から
共に相対的に低いのは、これを教えている大学
が少ないためと思われる。この領域への教育の
拡大は、今後の課題と言える。
　「構成管理」・「プロセス」・「エンジニアリン
グマネジメント」の企業からの評価が相対的に
低いのは、本プログラムの特徴でもあるPBLの
プロジェクトの規模が小さく、これらを経験で
きないためと思われる。特に「プロセス」と「エ
ンジニアリングマネジメント」については、日

本の企業においても、きちんと知っている者は
大変少ない。世界最高水準の技術の獲得と大規
模システム開発には、これらの知識は不可欠で、
産学官連携でこれらの教育の充実に取り組む必
要がある。

表15　企業側受け入れ担当者による修了生のソフトウェア工学の知識の評価

表16　修了生によるソフトウェア工学の知識系カリキュラムの評価

ソフトウェア工学の知識の評価
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各 拠 点 の 取 り 組 み

第2章

筑波大学拠点

東京大学拠点

名古屋大学拠点

大阪大学拠点

九州大学拠点

慶應義塾大学拠点

奈良先端科学技術大学院大学拠点

情報セキュリティ大学院大学拠点
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目　的　
　今や情報通信技術は我が国の中核技術になっ
ているが、人材を育成する大学側とそれら人材
を受け入れる産業界側のニーズの間にミスマッ
チがある。従来IT人材の多くは企業における
実務経験を通じて育成されてきたが、技術の急
激な進歩や、システムの高度化により、大学院
においても、実情に即して実践性を重視した人
材育成がなされることが強く期待されている。
また、世界に通用する高度IT人材の育成には、
産官学が一体となって教育を行う必要性が様々
な方面から提言されている。
　本プログラムは、このような社会的要請に応
えるべく、筑波大学が、電気通信大学および東
京理科大学と連携し、日本経済団体連合会を窓
口とする産業界との連携・協力のもと、実践的
なソフトウェア開発に重点をおいて、組み込み
ソフト系とエンタープライズ系における世界最
高水準の人材育成拠点形成を目指すものであ
る。これら２つの分野において、企業のソフト
ウェア開発分野の指導者的な技術者として、国

際競争に貢献できる世界最高水準の人材育成を
実践的かつ効果的に実施する。

特　色　
　プログラムの中心である筑波大学システム情
報工学研究科コンピュータサイエンス専攻は、
情報学分野の大学院専攻としては国内最大級の
陣容を誇り、ソフトウェアを軸として情報学の
各種分野の教育と研究を展開している。そこで、
経団連を窓口とした企業からのサポートの下
に、コンピュータサイエンス専攻に、「実践的
ソフトウェア開発専修プログラム」（学生定員：
20名）を設け、組み込みソフト系のうちOSや
ミドルウェアといった基礎的分野とエンタープ
ライズ系に関する教育を担当している。
　電気通信大学は、これまでも多くの情報通信
分野の人材を産業界に供給しているが、特に制
御系ならびにその応用分野を専門とするスタッ
フが充実している。そこで、組み込みソフト系
のうち制御系ソフトウェア分野に関する教育を
電気通信大学が担当する。特に、製品設計開発
のための制御系ソフトウェアの開発技術やシ

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要

筑波大学拠点
高度IT人材育成のための
実践的ソフトウェア開発専修プログラム

参加大学：筑波大学、電気通信大学、東京理科大学
参加企業：アイシン精機株式会社、株式会社イーゲル、株式会社NTTデータ、沖通信システム株式会社、サイバネ

ットシステム株式会社、三栄ハイテックス株式会社、サン・マイクロシステムズ株式会社、新日鉄ソリ
ューションズ株式会社、住商情報システム株式会社、SONY株式会社、株式会社デンソー、東京海上日
動火災保険株式会社、株式会社東陽テクニカ、日産自動車株式会社、日本IBM株式会社、日本電気株式会社、
日本ユニシス株式会社、株式会社日立コンサルティング、株式会社日立製作所、日立ソフトウェアエン
ジニアリング株式会社、富士ゼロックス株式会社、ボッシュエンジニアリング株式会社、マイクロソフ
ト株式会社、横河電機株式会社、株式会社リコー、株式会社ルネサステクノロジ（社名50音順）

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 1
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ミュレーション技術を兼ね備えたIT電子制御
技術者の養成に特化した教育を関連企業と連携
して実施する。
　また、東京理科大学は、広く理工学分野にお
いて多くの人材を産業界に供給してきている。

そこでエンタープライズ系人材や組み込みソフ
ト系人材の基盤的な教育を、筑波大学や電気通
信大学を補完する形で担当する。３大学間では、
主要な講義は、遠隔講義システムを用いて相互
に配信・受講している。

目標人材像 
　本プログラムは、産業界の協力を得て、筑波
大学システム情報工学研究科コンピュータサイ
エンス専攻に、電気通信大学電気通信学研究
科、東京理科大学理工学研究科と有機的に連携
した、実践的ソフトウェア開発専修プログラム
を設け、特に組み込みソフト系およびエンター
プライズ系に関する知識を備えたプロジェクト
マネージャ、ITアーキテクト、ITコーディネー
タのそれぞれを育成するものである。
　組み込みソフト系においては、ソフトウェア・
システム関連分野の専門知識とITスキルを備
えたスペシャリストの育成を目指し、企業にお
いてソフトウェアの品質と生産性の向上に寄与
し、国際競争力を持った商品開発ができる人材

の育成を想定している。なお、組み込みソフト
系では、今後我が国が国際競争力を高め、世界
最高水準を目指すことが必要なオペレーティン
グシステム（OS）やミドルウェアといった基礎
的組み込み技術とともに、現状では世界的に
トップ水準にあるが、近い将来に危機的な人材
不足が予想される、制御系CADソフトウェアを
用いた組み込み制御系の開発技術も対象とする。
　エンタープライズ系においては、ITの高度
な応用・活用のための専門的ITスキルと、企
業経営に関する幅広い知識を備えたプロジェク
トマネージャ、ITアーキテクト、ITコーディ
ネータの育成を目指し、システム開発技術、プ
ロジェクトマネジメント技術、ビジネス要件設
定や開発要求の仕様化技術等最新技術の教育を
実践するものである。

学 習 ・ 教 育 目 標

教 育 内 容

育成する人材

組み込みソフト系
オペレーティングシステム（OS）、システムプログラム、ミドルウェア等に強く、組
み込みシステムや組み込み制御系の設計や開発に従事できる人材。

エンタープライズ系
IT高度応用・活用のための専門的ITスキルと、企業経営に関する幅広い知識を備えた
プロジェクトマネージャ、ITアーキテクト、ITコーディネータなど。

カリキュラムの特長 
　実践力養成を重視し、以下の特徴を備えるカ
リキュラムを提供している。
⑴　講義のみでなく実習を中心とした実践的な

教育内容の充実を図る。カリキュラムのコア
としてソフトウェア開発実践型科目群を開設
し、これらの科目においては講義だけではな

く、十分な実習を組み合わせる。さらに、講
義と実習を分けて実施していた従来の授業形
態とは異なり、「講義と実習の一体化形式」
を採用する。履修単位数は、各科目３単位と
し、学習効果を上げるために学期完結型で週
２日以上の授業を行う。プログラミング、開
発環境、情報システムの設計・開発などに関
する科目はこの形式で提供する。

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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⑵　修士論文を必須とせず、コースワークを充
実させる。修士論文や特別研究の代わりにソ
フトウェア開発プロジェクト型科目群を開設
する。プロジェクトの実行に伴う報告書やソ
フトウェアなどの成果物の提出を単位取得の
条件として課す。

⑶　専門技術の基盤となる講義科目（各科目２
単位）を専門技術科目群として提供する。ま
た、関連科目群として、マネジメント、マー
ケティング、ファイナンス系の科目や知的
所有権、著作権などに関する科目を開設し、
e-learningを用いた技術英語、最新技術、社
会・企業ニーズを加味した特別講義等を実施
する。

　国内外の企業や研究機関への中長期にわたる
インターンシップを採用し単位付与する。

カリキュラムの構成 

　図１. １は本プログラムのカリキュラムの概
要を示したものである。
　カリキュラムの根幹となるのがソフトウェア
開発実践型科目群であり、ここで基本的なスキ
ルを習得する。また、学期完結型の専門技術科

目／関連科目で知識の肉付けを行い、広い視野
とともに、社会人として持つべき関連知識も身
に付けさせる。そして、従来の修士論文や特別
研究に代わるものとして設置するソフトウェア
開発プロジェクト型科目群で即戦力となる実力
を身に付けさせる。
　ソフトウェア開発プロジェクト型科目群は、
本専修プログラムにおいて特徴的な科目群の１
つであり、与えられた問題を単に個人で解くだ
けではなく、自ら課題を見つけ出し、組織的に
解決する企画力、交渉力、実行力を身に付けさ
せるもので、PBL型ケースプランニング、PBL
型システム開発、研究開発プロジェクト、グルー
プワークショップ、インターンシップから構成
される。
　これらの科目では、４～５人の学生がグルー
プを作り、グループ指導のプロジェクト形式で
実施する。原則として、プロセスレビューのタ
スクを課し、最終成果報告にこれを含める。ま
た、学生に教材自体への改善提案を奨励するこ
とで、教材自体が自律的に改善されていく仕組
みとなるよう工夫している。学内教員に加え産
業界から招聘する客員教員の指導や助言に基づ

図１. １　本専修プログラムのカリキュラム概要
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いて、学期完結型、あるいは２学期間にわたる
形態で実施する。学内の関連研究施設やセン
ターとも連携し、豊富なプロジェクト課題の実
施に努める。企業提供の実システムのモデルに

対する実際的な開発を、教員と学生と民間企業
の技術者の３者が連携した産学連携による研究
開発を実践することで、実践力を高めている。

ソフトウェア開発プロジェクト型科目（一部）

PBL型ケース
プランニング

PBL （Project Based Learning）形式で、実システムのケースを題材に、システム開発
の初期段階で作成されるRFP （Request For Proposal）、提案企画書等の作成、発表、相
互評価を行うもので、ITアーキテクト、ITコーディネータに必要な企画力、ビジネスモ
デル構築力、システムデザイン能力等を育成する。

PBL型システム開発

PBL形式で、システムの要求分析から出発し、実践的な情報システム開発プロジェクト
をプロジェクト計画から実行管理まで産業界の業務形態に極めて近い形態で体験し、プ
ロジェクトマネージャに必要とされるマネジメント力の養成や、開発チームにおける学
生のリーダーシップを引き出す効果を狙う。

研究開発プロジェクト

ソフトウェア開発プロジェクト型科目の最終段階として、学生自身の独創性と先見性に
基づいてシステム開発を企画し、実際にシステム構築まで行う。これにより、企画力、
システム開発力、コミュニケーション能力、協働能力、マネジメント能力を含む総合的
な実践IT力を養成する。

時間割 
　カリキュラムのコアとなるソフトウェア開発
実践型科目群は学習効果を上げるために学期完
結型で週２回（２コマと１コマ）に分けている。
また、同一時間に複数の科目を重ねないことで、
組み込み系コースの学生がエンタープライズ系

の科目を履修すること、あるいはその逆を可能
にしている。１年次科目を２年次に再履修する
ことも可能である。１年次２～３学期金曜日は
PBL型科目の打合せや研究開発に利用できるよ
うに空けてある。また２年次２～３学期は基本
的には研究開発プロジェクトに専念できるよう
にしている。

【時間割】（[1][2]はそれぞれ標準履修年次を表す。）

１学期 月 火 水 木 金

１

制御系設計通論
②分散システム工

学
①UMLに よ る ソ

フトウェア設計
２

①UMLに よ る ソ
フトウェア設計

３
②分散システム工

学
システム制御

②PBL型ケースプ
ランニングⅡ

技術者倫理
②アーキテクチャ

デザイン

４
②アーキテクチャ

デザイン
②サービス指向シ

ステム開発

５
②サービス指向シ

ステム開発
①最新IT動向に関

する特別講義
①PBL型ケースプ

ランニングⅠ
②組み込みSW開

発工学
コンピュータネッ

トワーク
６

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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修了要件 
　修了要件は50単位以上としている。一般の修
士課程に比べると多いが、知識やスキルの体系
的な習得を確実なものとするために必要と考え
ている。修了要件である50単位の内訳は下表の
通りである。

　なお、修士論文の執筆は修了要件とはしてい
ない。通常コースの修士論文に代えて、ソフト
ウェア開発プロジェクト型科目の研究開発プロ
ジェクト（２年次２～３学期必修科目）におい
て開発した成果物および開発報告書によって修
士号の審査を受けることも可能である（通常
コースのように修士論文によって審査を受ける
ことも可能である）。

2学期 月 火 水 木 金

1

2
[1]システムプロ

グラミング
[1]ソフトウェア

開発工学
[2]企業情報シス

テム論

3
システム制御

セキュリティ機構
論 [1]PBL型 シ ス テ

ム開発

[1]ソフトウェア
開発工学

4

[2]研究開発プロ
ジェクト

5
オープンシステム

工学
[2]企業情報シス

テム論
[1]システムプロ

グラミング
6 技術英語

3学期 月 火 水 木 金

1

2
[1]Webと デ ー タ

モデリング

3
[1]高 度ITプ ロ ジ

ェクトマネジメ
ント

[1]組み込みOSの
設計と内部構造 [1]PBL型 シ ス テ

ム開発

[1]組み込みOSの
設計と内部構造

4
[1]高 度ITプ ロ ジ

ェクトマネジメ
ント

[2]研究開発プロ
ジェクト

5
[1]Webと デ ー タ

モデリング
プログラミング環

境
6

修了要件：⒜～⒟の合計 50単位以上

⒜

ソフトウェア開発実践型科目群（選択必修）
　　共通科目（全員）
　　組み込み系科目（組み込み系コース）
　　エンタープライズ系科目（エンタープライズ系コース）

21単位
３単位×４
３単位×３
３単位×３
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特長のある科目 

【UMLによるソフトウェア設計】

科目名 UMLによるソフトウェア設計

科目区分 ソフトウェア開発実践型科目

科目概要

ソフトウェアの設計で用いられるUML
（統一モデリング言語）について学ぶ。
前半は、基礎知識としてJavaプログラ
ミングの基礎を学ぶとともに、オブジェ
クト指向プログラミングの考え方および
Javaを用いたオブジェクト指向プログ
ラミングの手法について学ぶ。後半は、
UMLの記法および、UMLとJava プログ
ラムの関係について学ぶ。

講師

システム情報工学研究科コンピュータサ
イエンス専攻教員３名、ビジネス科学研
究科 経営システム科学専攻教員１名に
より実施（2008年度実績）。

時間数 ３コマ×10週（１学期 月曜日１コマ、
金曜日２コマ）

教材
基礎部分は市販テキストを適宜利用。発
展部分は教員が作成したオリジナル教材
を利用。教材はWebにて公開準備中。

　１年次１学期科目として、ソフトウェア開発
の上流で必要となるUMLを用いたソフトウェ
ア設計を学ぶ。授業の前半ではJavaの基本から
アプレットの作成までを通して、Javaプログ
ラミングの基礎を身に付けられるようにしてい
る。その後Javaによるオブジェクト指向プログ
ラミングについて学び、後半で本格的にUML

およびそれを利用したソフトウェア設計につい
て学習する。後半においても簡単な例題のプロ
グラミングから始め、プログラムとUMLとの
関係を学び、UMLで記述されたモデルとプロ
グラムとの関係を直感的に把握できるように進
めている。授業には全員が貸与したノートPC
を持ち込み、適宜演習を交え講義と演習が一体
となった形式で学習する。

【ソフトウェア開発工学】

科目名 ソフトウェア開発工学

科目区分 ソフトウェア開発実践型科目

科目概要

システム開発のプロセスおよび成果物作
成を実習を通して体得することで、ソフ
トウェア開発のライフサイクルや開発成
果物を理解する。学習内容を大きくアプ
リケーション開発とデータモデル設計に
分け、要件定義（要求）から試験（テス
ト） までのプロセスを、一貫した事例を
用いて具体的な実習を行う。

講師

企業（NTTデータ）からの非常勤講師
およびシステム情報工学研究科コンピュ
ータサイエンス専攻教員1名により実施

（2008年度実績）。

時間数 3コマ×10週（2学期 火曜日1コマ、木
曜日2コマ）

教材

講師らによって執筆された教科書を利
用。補足資料を適宜配布。

「事例で学ぶソフトウェア開発」、著：（株）
NTTデータ ソフトウェア工学推進セン
タ、オーム社（2008年3月）

⒝

ソフトウェア開発プロジェクト型科目群
（必修科目）
PBL型ケースプランニングⅠ、Ⅱ
グループワークショップⅠ、Ⅱ
PBL型システム開発
研究開発プロジェクト

（選択科目）
　　長期インターンシップ（３ヶ月以上）
　　インターンシップ（３ヶ月未満）

14単位
　　２単位×２
　　１単位×２
　　４単位
　　４単位
　　２単位
　　１単位

⒞ 専門技術科目群（選択） 10単位以上
（２単位×５科目以上）

⒟ 関連科目群（選択） 制限なし

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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　UMLによるソフトウェア設計に続いて、２
学期開講の「ソフトウェア開発工学」では、シ
ステム開発のプロセスおよび成果物作成を実習
を通して体得することで、ソフトウェア開発の
ライフサイクルや開発成果物を理解する。２学
期から始まる「PBL型システム開発」との連携
により、一連のソフトウェア開発を効果的に学
習できるように設計されている。

【PBL型システム開発】

科目名 PBL型システム開発

科目区分 ソフトウェア開発プロジェクト型科目

科目概要

組込みソフトやエンタープライズソフト
に関する実践的なシステム開発を、数名
のチームごとに、プロジェクト計画か
ら実行管理まで、PBL（Project Based 
Learning） 形式で遂行する。ソフト開発
だけではなく、モノづくり全体を経験す
ることで開発の全体像をつかむことを主
眼とする。

講師

企業からの常勤教員、非常勤講師および
システム情報工学研究科コンピュータサ
イエンス専攻教員により実施（2008年
度実績）。

時間数
3コマ×20週（2 ～ 3学期 水曜日3コマ）
これ以外にチームによる打合せ、顧客訪
問、開発等に時間をかけている。

教材 教員が作成したオリジナル教材を利用。

　１年次２学期からは組み込み系コースとエン
タープライズ系コースに分れて授業を受けるこ
とになる。２～３学期開講のPBL型システム開
発も組み込み系コースとエンタープライズ系コ
ースに分れて別々の課題に取り組むことにな
る。組み込み系コースではH8マイコンボード
による自走ロボット等の開発を通して、要件定
義、外部設計、内部設計、プログラミング等開
発の一連の作業を実習する。エンタープライズ
系コースではリアルなお客様を対象に、業務分
析から開始して、開発、テスト、納品までを実
施し、実運用に耐えられるシステム開発を講義
と実習により学ぶ。どちらのコースでも、チー

ムでの活動を通して、役割分担、時間管理、議
事録管理などの重要性を学ぶとともに、コミュ
ニケーション能力やプレゼンテーション能力を
身に付ける。学生により作成されたシステムは、
現在でも地元ITベンダーにより実運用されて
おり、地元企業のIT化に貢献するだけでなく、
地元ITベンダーのビジネス創出にも貢献でき
ている。

【研究開発プロジェクト】

科目名 研究開発プロジェクト

科目区分 ソフトウェア開発プロジェクト型科目

科目概要

専修プログラムの総まとめとして研究開
発を行う。下記の3カテゴリから一つを
選択して遂行する。
カテゴリ1：専修プログラムのそれまで
の学習を活かし、実践的なシステム開発
を含んだ研究を、基本的に1人で行い修
士論文を作成する。 
カテゴリ2： PBL型科目等での設計開発
成果を活かし、それらを発展させるよう
なシステム開発を、基本的にグループで
行う。
カテゴリ3：教員が顧客となり教員の要
望するシステムの開発を、基本的にグル
ープで行う。教員が顧客となり開発して
欲しいプログラムのリクエストを提示す
る。学生はプロジェクトを組んで、その
リクエストを受け負う。

講師
システム情報工学研究科コンピュータサ
イエンス専攻教員および企業からの常勤
教員およびより実施（2008年度実績）。

時間数

3コマ×20週（2 ～ 3学期 金曜日3コマ）
研究開発であるため設定したコマ以外に
チームおよび個人で時間を取って作業し
ている。

教材 教員が適宜提供。

　２年次２～３学期に、専修プログラムの総ま
とめとして、これまでのPBL型システム開発等
で学んだ手法を応用し、研究開発を行う。教員
の指導下においてグループまたは個人で研究開
発を遂行し、個人単位で成果物をまとめる。こ
の授業での成果物が修士号の審査対象となる。
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３つのカテゴリが準備されておりそのうち１つ
を選択する。カテゴリ１は一般の修士論文に近
い形態で、研究を行い修士論文としてまとめる。
カテゴリ２はPBL型システム開発等で行った開
発を発展させより完成度を高めるものである。
カテゴリ３は、教員がシステム開発の顧客とな
り、実際に教員のリクエストに応じてシステム

開発を行い納品するというものである。

各科目の教材リスト 
　各科目においてオリジナルの教材を多数使用
している。他拠点で利用可能なもの（準備中も
含む）は表１．１のとおりである。

表 1.1　各科目の教材リスト

 

 

 

 

科目名 教材名 入手方法

UMLによるソフトウェア設計 Javaプログラミング基礎（PDF） 担当者に連絡

UMLによるソフトウェア設計 シナリオから始める設計（PDF） Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計
Javaプログラム演習とクラス図を用いた設計
（PDF）

Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計
要求変更に対応するための設計－クラス図か
らプログラムコードを導く－（PDF）

Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計 クラス図とシーケンス図を読み解く（PDF） Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計
クラス図で行うリファクタリング，状態図の導入
（PDF）

Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計
状態とイベントの発見－状態をオブジェクト図
で表す－（PDF）

Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計 モデルから実装へ（PDF） Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計 ユースケースモデルと要求仕様（PDF） Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計 オブジェクト抽出とクラス設計（PDF） Web公開準備中

UMLによるソフトウェア設計 UMLを用いた設計の意義（PDF） Web公開準備中

ソフトウェア開発工学 実例で学ぶソフトウェア開発（書籍） オーム社

ソフトウェア開発工学 ソフトウェア開発工学概要（PDF） 担当者に連絡

ソフトウェア開発工学 アプリケーション開発基礎（PDF） 担当者に連絡

ソフトウェア開発工学 データモデル設計基礎（PDF） 担当者に連絡

ソフトウェア開発工学 ソフトウェア開発工学概要（PDF） 担当者に連絡

ソフトウェア開発工学 アプリケーション開発基礎（PDF） 担当者に連絡

ソフトウェア開発工学 データモデル設計基礎（PDF） 担当者に連絡

高度ITプロジェクトマネジメント
高度ＩＴプロジェクトマネジメント（ビデオ、PPT、
PDF）

担当者に連絡

Webとデータモデリング Webとデータモデリング（PPT、PDF） 担当者に連絡

アーキテクチャデザイン アーキテクチャ事例編：プロセッサ（PDF） 担当者に連絡

アーキテクチャデザイン アーキテクチャ事例編：サーバ（PDF） 担当者に連絡

PBL型ケースプランニングⅠ
情報システムの企画提案書作成方法（ビデ
オ、PPT）

担当者に連絡

PBL型ケースプランニングⅠ デザインレビュの実施方法（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系)
ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリン
グの授業　実践編（Eラーニング教材）

翔泳社

PBL型システム開発(エンタープライズ系) ソフトウェア開発プロセス（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 情報システムの外部設計（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 情報システムの内部設計（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系)
情報システムのプログラミング工程の進め方
（ビデオ、PPT）

担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 単体テストの実施方法（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 結合テストの実施方法（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 総合テストの実施方法（ビデオ、PPT） 担当者に連絡

PBL型システム開発(エンタープライズ系) 情報システムの品質保証の方法（ビデオ、
PPT）

担当者に連絡

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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産学官連携体制 
　本プログラムは経団連参加企業および茨城県
等の支援を受け、筑波大学が電気通信大学およ
び東京理科大学と連携して実施している。図１．
２はその体制を示したものである。
　本プログラムを実施するために筑波大学シス
テム情報工学研究科コンピュータサイエンス専
攻の教員25名および他専攻教員９名がそれぞれ
の専門分野において関与している。企業からも
常勤教員（教授（産学連携））２名が参画し、
PBL型科目を中心に本プログラムの中核を担っ
ている。また、非常勤講師としてのべ62名の講
師を企業から招いている。
　ソフトウェア開発実践型科目群の（選択）必
修10科目はすべてこの専修プログラムのために
新規に開講した科目である。10科目の内７科目

（ソフトウェア開発工学、高度ITプロジェクト
マネジメント、アーキテクチャデザイン、サー
ビス指向システム開発、企業情報システム論、

組み込みOSの設計と内部構造、分散システム
工学）は企業から派遣された講師との連携によ
って開設している。またソフトウェア開発プロ
ジェクト型科目群の多くの科目についても企業
から派遣された常勤教員および非常勤講師によ
って開講している。本専修プログラムは、筑波
大学を中心として、電気通信大学および東京理
科大とそれぞれ連携協定を結び、日本経済団体
連合会を窓口とする産業界の連携・協力のもと
で実施している。また、実施体制としては、筑
波大学、電気通信大学、東京理科大学、茨城県
ならびに産業界からの有識者を中心に構成する
運営協議会を設置し、カリキュラム、運営、将
来計画等について、運営＋指導を行っている。
また、運営協議会からのアドバイスや、外部評
価による評価結果を踏まえ、プログラムの施行
に関する全責任と権限をもつ推進委員会を、産
業界の委員と茨城県、筑波大学、電気通信大学、
東京理科大学の委員により構成している。図１．
３に実施体制を示す。

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

図 １. ２　本プログラムを実施するにあたっての産学官連携体制
（プログラム開始当初の体制）
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教育体制 
　前述の通り、本プログラムでは、「組み込み
ソフト系人材」と「エンタープライズ系人材」
が育成のターゲットであり、このうち、「組
み込みソフト系人材」では、OSやミドルウェ
ア等の基礎的組み込み技術とともに、制御系
CADソフトウェアによる組み込み制御系の開
発技術も対象とする。大学間連携における役割
分担として、電気通信大学は制御系ソフトウェ
ア分野に関する教育を担当している。特に、製

品設計開発のための制御系ソフトウェアの開発
技術やシミュレーション技術を兼ね備えたIT
電子制御技術者の養成に特化した教育を関連企
業と連携して実施しており、筑波大の本専修プ
ログラム学生の受講に対しても門戸を開いてい
る。東京理科大学は、エンタープライズ系人材
や組み込みソフト系人材の基盤的な教育を、筑
波大学や電気通信大学を補完する形で担当して
いる。
　具体的には、表１．２に示すような、遠隔講
義システムによる基幹科目の相互配信や教員派

図1.3 本専修プログラムの実施体制図

表１．２　大学間の連携

連携形態 科目名

遠隔配信

筑波大発信
・最新IT動向に関する特別講義（電気通信大学、東京理科大学へ）
・組込みSW開発工学（電気通信大学、東京理科大学へ）
・コンピュータネットワーク（電気通信大学へ）

電通大発信
・プログラム言語基礎論（筑波大学へ）
・ソフトウェアセキュリティ（筑波大学へ）
・画像情報システム論（筑波大学へ）

東京理科大学発信
・人工知能特論（筑波大学へ、偶数年度開講）
・情報ネットワーク特論（筑波大学へ、偶数年度開講）
・プログラミング言語特論（筑波大学へ、奇数年度開講）

他大学へ
開放

電通大開講、
（筑波大生へ開放）

・リアルタイム制御系設計基礎論
・ヒューマンインターフェイス論
・システムソフトウェア構成論
・マルティメディアコンピューティング論

講師派遣 電通大から ・制御系設計通論（筑波大筑波キャンパスにて開講）

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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遣による連携を進めている。単位互換協定等に
より、実際に連携大学のキャンパスに行って受
講することも可能である。またこれら以外にも、
連携大学間でのプログラム学生の交流会や、合
同での企業訪問などを実施している。

企業講師による講演 

　専門技術科目群の「最新IT動向に関する特
別講義」（１年次１学期開講）は産業界との連
携という点で特徴的な科目の１つである。エン
タープライズ系、組み込み系、情報システムの
活用サイドなど広範囲にテーマを設定し、業界
の第一人者の方々にオムニバス形式で講演して
もらっている。１年次２学期以降に分かれる
コース（組み込み系とエンタープライズ系）選
択の参考とするために、選択科目ではあるが基
本的には全員履修するように指導している。ま
た、第一線で活躍している人の話に触れる貴重
な機会であるため、電気通信大学および東京理
科大学へも遠隔配信している。ほぼ隔週で授業
終了後に懇親会を開催することで、現場の業務
での経験談や学生へのアドバイスを聞く機会も
設定している。2009年度のトピックスは表１．
３の通りである。

表１．３　最新IT動向に関する特別講義のトピックス
（2009年度）

トピック 講師の
所属組織 講師

IT業界の最新技術動向 日本IBM 大森　裕子

情報産業の発展の系譜
－ユビキタス情報社会
の進展－

日立製作所 大島　信幸

Architecture Kitchen
が贈るITアーキテクト
への道

住商情報
システム 福井　勝史

組み込みソフトウェア
開発の動向 リコー 伊藤　憲文

ICT産業を取り巻く
環境変化とSoftware + 
Servicesの革新

マイクロソ
フト 楠　正憲

C e l l  B r o a d b a n d 
Engineとマルチコア
向けソフトウェア開発

日本IBM 浅井　信宏

ITと旅行業界 JTB 野々垣典男

ITエンジニアのスキル
とキャリア 筑波大学 駒谷　昇一

組み込みソフトの適用
事例（ネットワークス
キャナ）

PFU 平松　秀夫

ユビキタス社会の組込
みシステムからみた最
新IT動向

ルネサステ
クノロジ 松浦　浩幸

組 込 みLinux OS開 発
と製品開発 ソニー 上田　理

OSSの 最 新 動 向 と
NTTデータの取り組
み

日本OSS
推進フォー
ラム

田中　一男

ITとモバイル NTT
データ 遠藤　貴志

情報分析／ビジネスイ
ンテリジェンス

NTTデ ー
タ 中川慶一郎

産業界における先端
ICT活用

東京海上日
動火災保険

牧野　司

インターンシップ 
　インターンシップは産業界の環境や文化に直
接触れる貴重な機会と考えており、選択科目で
あるが積極的に履修を勧めており、2008年度か
らは原則として全員に履修させている。
　教育効果の狙いとしては、企業での仕事の進
め方を体験し、２学期以降のPBL型科目でその
経験を活かしてもらう、また自分に不足してい
るスキルや将来必要となるスキルに対する気付
きを持つ絶好の機会と捉えている。また、就職
活動の第一ステップとして就職先候補企業、希
望業界を内部から観察する良い機会であると考
えている。さらには、インターンシップ開始前
に対象者全員に対して、心構えや簡単なビジネ
スマナーなどの教育を行うとともに、守秘義務
契約、知的財産権の扱いを規定した企業との協
定書について、その内容説明を行い、遵守の徹



43

第
２
章

１　

筑
波
大
学
拠
点

底を促すとともに倫理教育の場としても活用し
ている。
　取り組むテーマについては、連携企業で本専
修プログラム学生向けにテーマを設定してもら
うとともに、事前のマッチングを入念に行って
もらっている。履修者については、2007年度は
13名（23名中）であったが、2008年度からは原則、
全員が履修するように指導を行い、2008年度22
名（全員）、2009年度21名（全員）が履修した。
インターンシップ実施中には、教員が受け入れ
企業を訪問し、受け入れ部署と意見交換を実施
している。
　過去３年間の受け入れ企業とその業種は以下
の通りである。

2007年度受け入れ企業

情報・通信 NTTデータ、NTT、新日鉄ソリューシ
ョンズ、住商情報システム

電気機器 日立製作所、リコー、ソニー、富士ゼ
ロックス、日本IBM

半導体 ルネサス テクノロジ

サービス 三菱総合研究所

2008年度受け入れ企業

情報・通信
NTTデータ、新日鉄ソリューション
ズ、住商情報システム、NECソフト
ウェア

電気機器 日立製作所、富士通、リコー、キャノン、
NEC、三菱電機、ソニー、日本IBM

半導体 ルネサス テクノロジ

2009年度受け入れ企業

情報・通信 NTTデータ、新日鉄ソリューション
ズ、住商情報システム、日本ユニシス

電気機器 日立製作所、富士通、日本電気、キャ
ノン、日本IBM、ソニー

　学生アンケートの結果から長期インターンシ
ップほど満足度が高いというデータが得られて
おり、学生には長期インターンシップ（実働日
数30日超）を推奨している。2008年度は22名中
９名が長期インターンシップを行い、平均実働
日数は、26.0日であった。2009年度は21名中６
名が長期インターンシップを行い、平均実働日
数は23.8日であった。
　具体的な教育効果としては、以下のような意
見や感想が学生から寄せられた。

◉プロとしての仕事の進め方を実感（時間＝お
金、スケジュール管理の重要性など）

◉チームの一員として仕事をする上でコミュニ
ケーション、報連相の重要性を実感

◉ソフトウェア開発の本質に対する理解（要求
抽出の難しさ、設計書の重要性）

◉学習意欲の刺激（勉強不足、専門知識など得
意分野を持つことの大切さなど）

　その他の課題もあるが、それぞれ以下のよう
な改善策により対応している。

◉インターンシップでは、なるべく実業務を体
験させていただくよう依頼をしている。その
ために、知的財産権の扱いに対し、２年目の
2008年度からは受け入れ先全企業と知的財
産権、守秘義務に関わる協定書を締結するこ
ととし、制度面での整備を図った。また、学
生にも事前に協定書の内容を説明し、権利意
識高揚を図っている。

◉長期にわたるインターンシップでは、緊急時
以外での学生との連絡手段の確保が課題であ
る。一般に、企業内では外部とはメール含め
インターネット利用環境が制限されている。
また、インターンシップ期間中の住環境にお
いてもインターネット利用環境が整備されて
いない場合がある。この課題に対しては、極
力、住居の手配時にインターネット環境が整
備された施設（賃貸マンション、ビジネスホ
テルなど）への入居手配をお願いしており、
多大なご支援をいただいている。

◉応募時のテーマ内容が実際のテーマと異なる

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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ケースが散見される。受け入れ先の業務状況
の変化なども関係し、止むを得ない面もある
が、企業にも極力協力をいただき、マッチン
グ機能のさらなる充実を図っていきたい。

海外研修 
　ITスペシャリストとしての国際的な視野を
広げることを目的として、本プログラムの学生
11名が教員２名とともに、2009年３月22日～
27日の４泊６日の日程でアメリカ西海岸（シリ
コンバレー）の視察研修を行った。世界の最
前線で活躍するIT企業およびデザインファー
ム（IDEO、Sun Microsystems、Fujitsu 
Laboratories of America、IBM、Google）の職
場を訪問し、オフィス環境の見学および、技術
者との交流を図った。学生にとって非常に良い
刺激となり、本プログラムにおける学習のモチ
ベーションが向上したと考えている。

授業計画検討会 
　企業において、製品の品質を向上するために
PDCAサイクルを回す活動が行われているが、
大学のカリキュラムにおいても同様のことが言
える。当初に良いカリキュラムを設計したとし
ても、そのカリキュラム体系や各授業内容の改
善のプロセスが機能しなければ、教育の品質を
維持することはできない。
　このような問題を解決するために、授業担当
教員、支援企業、学生、OB学生による授業計
画検討会を１泊２日で毎年定期的に実施してき

た。授業担当教員と学生の双方からの授業評価
が発表され、それを参考にカリキュラム体系や
授業内容の改善が行われている。実際に、新た
な授業科目が追加され、授業の実施学期が変更
されるなど、ダイナミックな改善が行われてい
る。
　学生は、授業改善に参画したことで、授業に
対してより積極的・主体的に授業に参画するよ
うになった。講師側もより効果的な授業を行う
ための産業界や他の教員からの有意義な助言を
得ることができた。2009年度の授業計画検討会
では、60名以上が参加し、一期生のOB学生に
よる ｢学生時代にもっと学んでおけば良かった
こと｣ をテーマにした講演も加えた。この講演
は学生や講師にとって有意義な話が聴け、カリ
キュラムを見直しする際に大変参考になった。

教育設備 
　本プログラムの学生用に６人～ 12人規模の
部屋を用意している。それぞれ机とミーティン
グスペースを用意することで、学生の開発作業
の拠点としている。
　学生はそれぞれデスクトップ型PCとノート
PCを貸与され、実習を行うにあたり十分な開
発環境が提供される。組み込み系コースの学生
にはさらに必要に応じて組み込み実験用のPC
が貸与される。

Sun Microsystemsにて説明を受けている様子
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修了実績および予定 

　本プログラムは2007年度に開設し、2008年度
末に第１期生が修了した。2008年度は全員が就
職し、2009年度修了見込み学生も全員が内定済
である。
　採用企業名は以下の通りである。なお、2008
年度、2009年度ともに博士後期課程への進学者
はなかった。

第１期生（23名）就職先企業

日立製作所、NTTデータ、リコー、新日鉄ソリューシ
ョンズ、ルネサス テクノロジ、富士ゼロックス、住
商情報システム、トヨタ自動車、本田技研工業、三菱
重工業、ソニー、アクセンチュア、TIS、韓国Unichal

第２期生（修了見込み19名）内定先企業

日立製作所、NTTデータ、リコー、住商情報システム、
富士通、デンソー、キャノン、トヨタ自動車、ソニー、
NTTドコモ、シンカーミクセル、ベイカレント・コン
サルティング、テクノデータ

ITスキル診断結果 
　教育効果を定量的に測定する方法について、
経団連高度情報技術人材育成部会拠点支援PT
の評価チームにて検討を行い、ザ・ネット社と
筑波大学とで学生向けスキル診断ツールを共同
開発した。本プログラムの学生全員に対して、
入学時、１年後、修了時にスキル診断を実施し、
その間のスキル向上が教育目標を達成している
かどうかの評価に用いている。
　スキル診断ツールは、情報工学分野知識、コ
ンピテンシ、パーソナルスキル、性格診断、
EQ診断で構成され、自己申告形式を採ってい
る。コンピテンシについては既にITエンジニ
ア１万人の診断実績があり、その比較も行った。
診断ツールは自己申告型であるため、診断結果
には個体差があるが、平均値の推移は教育効果
をある程度正確に表していると考えられる。
　図１．４は情報工学分野知識の診断結果であ
る。上が一期生、下が二期生の診断結果である。
知識分野については、入学時には情報システム、
ソフトウェアエンジニアリング、業務分析と企
画設計、システム設計、試験・品質検査、プロ
ジェクトマネジメントなど産業界で重要とされ
る部分が非常に低く、産業界が求める実践的な

教 育 実 績

学生部屋の様子。デスクトップ型PCにはディスプレイ２台を
標準構成として貸与している。それ以外にノートPCが貸与さ
れ、授業中の実習に使用する。

各部屋にはテーブルと大画面ディスプ
レイが配置され、気軽にミーティング
ができる。

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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スキルが入学時において不十分であることを裏
付けている。これらの項目に対して、１年後の
調査ではそれらのスキルが２倍以上となり、産
業界が求めるレベルに到達している。

情報発信 
　次のような機会を利用し、広報活動を行った。

◉2008年３月10日　招待講演
東京農工大学　文部科学省　科学技術振興調整
費　新興分野人材養成プログラム　ユビキタ
ス&ユニバーサル情報環境シンポジウム　2008 
～高等教育におけるプロジェクト型学習～
講演「筑波大学　博士前期課程での取組み」駒
谷　昇一
◉2009年８月　寄稿論文
社団法人　日本工学教育協会　工学教育　
Vol.57（2009）、No. ４

筑波大学における高度IT人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修プログラム
駒谷　昇一、　田中　二郎、　北川　博之
◉2009年８月20日　招待講演
情 報 処 理 学 会　 情 報 教 育 シ ン ポ ジ ウ ム

（SSS2009）
招待講演「PBLは教育にどのようなインパクト
があるのか」駒谷　昇一
◉2009年11月26日　招待講演
日本e-Learning学会　2009年秋季学術講演会プ
ログラム
基調講演「筑波大学における実践的PBL型授業」
駒谷　昇一
◉2010年１月21日　招待講演
はこだて未来大学　実践的IT人材育成講座　
2009年度後期成果発表会
講演「筑波大学におけるPBLへの取組み」駒谷
昇一

図１．４　情報工学分野の知識の診断結果
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特筆すべき成果 

◉2007年６月20日に開催した「PBL型ケースプ
ランニングＩ」発表会では、茨城県、県内
ITベンダー、マスコミ、経団連、連携企業、
九大から出席があり、学内教員、学生と合わ
せて合計73名の参加があり、新聞にも掲載さ
れた。

・新聞記事：「高度IT人材育成プログラム・
筑波大があす発表会」

　（2007年６月19日付け　日刊工業新聞）
・新聞記事：「筑波大　高度IT人材育成プロ

グラム・授業の企画発表会」
　（2007年７月３日付け　日刊工業新聞）
・Webの記事：「筑波大がIT人材育成の成果

発表会を開催、２カ月で課題抽出から提案
書策定までを実施」（2007年６月27日　日
経BP・ITProニュース）

http : // i tpro .n ikke ibp . co . jp/ar t i c l e/
NEWS/20070627/276005/

◉新聞記事における本プログラムの紹介：「筑
波大でIT専門家育成」（2007年11月７日付け
／日刊工業新聞）

◉2008年３月５日開催の「PBL型システム開発」
発表会では、学外から文科省高等教育局、経
産省、茨城県、マスコミ、九大（学生含む）、
連携企業などから出席があり、学内教員、学
生らと合わせて102名の参加があった。

◉情報処理学会第70回全国大会（2008年３月開
催）にて、本プログラム学生の樋口潤君が学
生奨励賞を受賞（発表論文題目：「ComeCam
における3Dマスクオブジェクトを用いた情
報提示手法」）。また、内藤真樹君が大会優

秀賞を受賞（発表論文題目：「円筒型マルチ
タッチインタフェースによるインタラクショ
ン」、発表時は筑波大学情報学類所属）。

◉電子情報通信学会・日本データベース学会
共催の第19回データ工学ワークショップ
DEWS2008にて、本プログラム学生の石田梢
君が優秀論文賞を受賞（発表論文題目：「時
系列データに対する効果的な外れ値検出手
法」、発表時は筑波大学情報学類所属）。

◉情報処理学会ヒューマンコンピュータインタ
ラクション研究会において本プログラム学生
の内藤真樹君が発表した論文（発表論文題目：

「円筒型マルチタッチインタフェース」）が平
成20年度山下記念研究賞を受賞（発表時は筑
波大学情報学類所属）。

◉情報処理学会　第１回情報システム教育コン
テスト（2009年３月）において、本専修プ
ログラムのPBLを担当している駒谷昇一教授

（産学連携）が、最優秀賞を受賞。タイトル
は「実践的PBLによるエンタープライズ系シ
ステム企画設計開発の授業実践」で本専修プ
ログラムPBLの教育内容と評価手法などが高
く評価された（情報処理学会学会誌2009年12
月号参照）。

　上に示したように、PBL型授業の成果発表会
には、産業界の人事教育担当の方々も多数参加
があり、本プログラムに対する関心の高さと、
本プログラム履修学生の採用に対する意欲が高
いことが分かる。特に、2008年３月の発表会で
は「学生のレベルが企業の新人研修のレベルを
優に超えている」という感想が多数あり大きな
反響があった。

筑波大学拠点「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」
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　文部科学省の補助期間終了後の来年度以降の
自立的かつ発展的な運営については、当初計画
に則って、2011年度からシステム情報工学研究
科の新専攻ないしは新教育プログラム（定員30
名）とするための各種準備や体制作り、またこ
れまでの知見を基にした新カリキュラムの策定
などを鋭意進めている。関係者間の共通認識と
して、筑波大学本部、連携大学、連携企業から
は以下のようなメッセージ、コメントを得てい
る。

《筑波大学》
　高度ＩＴ人材育成のための実践的ソフトウェ
ア開発専修プログラムを実施し、拠点形成およ
び実践的なソフトウェア開発能力育成のための
ＩＴ専門職大学院創設の環境条件を引き続き整
備する。具体的には、当初計画にあるように、
本専修プログラムの継続的発展を目指す。

《電気通信大学》
　補助期間終了後は、筑波大学との連携を終了
する。今後は、筑波大学と連携して実施してき
た本プログラムの知見と経験を、学内教育に有
効に活用するために、電気通信学研究科の改組
を予定している。また、これまでの成果を対外
的にも普及させるために、関東８大学で進めて
いる産学共同体であるSuper連携大学院への参
加を予定している。

《東京理科大学》
　遠隔講義システムを利用した講義の相互配信
等による連携は実績を上げている。補助期間終
了後も講義の相互配信を継続するとともに、単
位互換協定（学生交流に関する協定書）による
連携も継続する予定である。

《連携企業》
＜日本経団連　高度情報通信人材育成部会長か
らの意見＞
　当部会では、我が国の国際競争力を担う高度

ＩＴ人材の育成に取り組む筑波大学および九州
大学を重点協力拠点として指定し、2006年より
様々な支援を行ってきました。本プログラムで
は、カリキュラムの共同検討、産業界の教員や
教材・中長期インターンシップの提供など過去
に例のない規模の“教育における”産学連携が
実現しており、わずか１年目ながらその成果に
大きな手ごたえを感じているところです。今後、
こうした取り組みを着実に継続し、高度で実践
的な教育が全国にひろまっていくことが不可欠
です。産業界としては、特定企業のボランタリー
な支援に依存しない、全国レベルでの支援体制
の枠組みづくりに注力する一方（2009年７月に
特定非営利活動法人　高度情報通信人材育成支
援センター（CeFIL）を設立）で、筑波大学お
よび九州大学に対しても、将来にわたって継続
可能な枠組みを構築し、非常勤講師の派遣や教
材提供、インターンシップなどの支援を継続し
ていくものです。

問合せ先
茨城県つくば市天王台１－１－１
筑波大学大学院システム情報工学研究科コンピュータ
サイエンス専攻　事務室
tel：029-853-5530
E-mail：ait-sec@cs.tsukuba.ac.jp
http://www.cs.tsukuba.ac.jp/ITsoft/

今 後 の 発 展
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目　的 
　情報理工実践プログラムは、“An ounce of 
practice is worth a pound of theory”を基本
理念とし、東京大学情報理工学系研究科、東京
工業大学情報理工学研究科、国立情報学研究所
が連携し、産業界の協力を得て先導的ITスペ
シャリストを育成する。ここでいう先導的IT
スペシャリストとは、社会を先導するような技
術創造のできる技術創造人材（ITクリエータ）
と、ソフトウェア開発技術の体系的知識をもち、
ソフトウェア開発全般を俯瞰して開発過程を設

計することのできる開発設計人材（ITアーキ
テクト）をそれぞれITスペシャリストと位置
づけたとき、それらを掛け合わせた先導的人材
のことを言う。
　最近では、これをさらに要約して「開発統率
力を備え、世界に発信できるソフトウェア創造
ができる人材」と一言で言えるようにしている。
　なお、平成19年度後半より、全国８拠点の教
材を洗練化・集約することによって、他の大学
等への普及を図る教材普及拠点としても活動す
ることとなった。

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要

東京大学拠点
情報理工実践プログラム

参加大学：東京大学、東京工業大学、国立情報学研究所
参加企業：株式会社日立製作所、株式会社東芝、日本電気株式会社、株式会社富士通研究所、株式会社三菱総合研究所、

日立ソフト株式会社、株式会社NTTデータ、鹿島建設、東大エッジキャピタル（順不同）

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 2

図２. １　情報理工実践プログラムの構造

先
導
的
Ｉ
Ｔ
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シ
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ス
ト
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特　色 
　上に述べたように、自らソフトウェア創造を
する能力をもちながら、ソフトウェア開発プロ
ジェクトを統括・運営できるような人材を育成
するために、基礎力、開発力、創造力養成の三
本柱に沿ったコースによるプログラムを設計し
た（図２. １）。特に開発力と創造力の養成に関
わる２つのコースは「情報理工実践工房」とい
うくくりのもとで重点的に予算を配分して、創
造的実践と実践的創造をともに強力に推進する
体制をとっている。それぞれのコースについて
責任機関を一応定めているが、実施については
各機関に独自性を与えている。しかし、ソフト
ウェア開発プロセスを管理できる開発力を養成
する「先端スキル開発コース」は、東大と東工
大合同の共通集中講義科目として、東大情報理
工学系研究科秋葉原拠点において国立情報学研
究所が主体となって実施している。また、図
２. １にもあるように、情報理工実践工房にお
いて養成された学生が後進の教育に加担すると
いう人材育成還流の仕組みを採り入れているこ
とも大きな特色である。

重要性 
　日本のソフトウェア産業の最大の問題は、ソ
フトウェア開発売り上げのうち、汎用性のある
パッケージソフトが少なく、受注によるカスタ
ムソフトの売上比率が20年以上前から依然とし
て70％以上であることと、ソフトウェア技術者
の社会的評価が高くなく、優秀な人材が集まり
にくくなっていることである。これは日本にお
いて、ソフトウェア創造に対する意識・評価が
低いことと、ソフトウェアを実際に必要とする
人々やソフトウェアとして書くべき中身を持っ
ている人々のソフトウェアリテラシーが低いこ
とによる。本プログラムで養成する先導的IT
スペシャリストは、プロジェクトを率いてソフ
トウェアを開発できる力と、創造的な発想を併
せ持つ人材である。このような人材は、開発側
のCTOとしても、発注側のCIOとしても、産業
界を内部・外部から先導的に変革することがで
き、また学界においても世界的なレベルで技術
革新や後進の指導を先導することができる。ト
ップスターが出なければ、日本のソフトウェア
を牽引していくことは不可能である。

学 習 ・ 教 育 目 標

目標人材像 
　自ら発想・工夫したソフトウェアを、複数人
からなるプロジェクトにおいて、正しいソフト
ウェア工学的開発手法で開発することが当り前
にできるような人材を養成することが拠点の目
的である。さらに開発したソフトウェアを戦略
的かつ国際的に発信できること、本プログラム
で作成したソフトウェアを、コース修了後も発
展させ、プロダクトと言えるレベルまでに仕上
げることも目指すべき人材像に要求される。そ
のような経験を積んで初めて国際舞台でも活躍
できる先導的ITスペシャリストとなる。その
ため、本拠点では、先導的ITスペシャリスト
としての基礎力、開発力のほかに、創造力の養
成を明確に打ち出している。
　情報理工実践プログラムは、東大では、学生

が履修すべき既設の専門課程コースに並列し
た、「副専攻」のコースという取り扱いにして
いる。これは本プログラムにおいて、先導的
ITスペシャリストを育成することはもちろん
のこと、同時に、先進的な情報理工学の対象を
扱う既設専攻の学生に高度なソフトウェア開発
技術を浸透させることも重視し、狭義のソフト
ウェア技術のみに偏ることのないように配慮し
たためである。
　また、東工大においては、「特別教育研究コ
ース」という取り扱いがなされている。この制
度は東工大において、「大学院の教育研究の高
度化及び多様化に資するため、研究科に、研究
科又は専攻を越えて設置される」ものである。
学生の所属は各専攻であるものの、従来の各専
攻の教育カリキュラムとは独立した先導的IT
スペシャリスト育成の教育カリキュラムとなっ
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ている。
　両校とも、専攻の垣根を越えたカリキュラム
としており、学生が所属専攻において自分の専
門教育目標を達成できるようにしている。この
ように、先導的ITスペシャリストでありなが
ら、幅広い素養を身につけて、社会で活躍でき
る人材の育成を目指している。
　実際、情報理工実践工房におけるプロジェク
ト実践でさまざまな実世界の問題を扱う際に、
数理モデリング、情報通信技術、ロボティクス
等の分野と密接に連携することは自然である。
ソフトウェア開発プロジェクトを設計・管理す
ることを実践的に学ぶ科目「先端スキル開発特
論Ⅰ～Ⅵ」を東大・東工大共通の夏休み、春休
みの集中講義にしているのは本来の専門分野を
学ぶ学生の「副専攻」あるいは「特別教育研究」

のコースとするためである。
　図２. １にあるように、後進を指導すること
もカリキュラムに取り入れ、指導力のある人材
を育成することも重要な目標である。実際、学
んだことを教えることによって、より理解が深
まることが期待される。
　さらに、本拠点では博士課程の学生もこのプ
ログラムに参加することを可能にしている（東
工大は本プログラムの継続形態の中で実施を予
定している）。博士課程の学生が加わることに
より、開発ソフトウェア自体の意義と品質が大
幅に向上するとともに、層の厚い人材育成還流
が可能になる。博士の学位をもつ先導的ITス
ペシャリストであってこそ、世界最高水準と呼
ぶことができよう。

教 育 内 容

カリキュラムの構成と特長 
　東京大学、東京工業大学、国立情報学研究所
の緊密な連携のもと、情報理工実践プログラム
における、本来時系列順の３つのコース、実践
基盤コース、先端スキル開発コース、ソフトウ
ェア開発実践コースすべてを18年度の後半から
同時並行的に開始し、コースの形を整えた。19
年度からはこれらの実績を踏まえた上で安定し
た教育プログラムを実施している。これにより、
人材育成還流を早めることができた。実際、東
大では20年度からはコースを修了した数名が後
進の指導にあたっている。何かを学ぶとき、そ
れを後進に指導するのが最も効果的な方法であ
る。また、これによりソフトウェア開発プロセ
スの管理についてもさらに実践的に学ぶことが
できる。

　実践基盤コースはITスペシャリストたるべ
き者がすべて体得しておくべき基礎科目を教授
するものであり、すでに各機関で相当の実績が
ある。本プログラムでは、それらを増強したカ
リキュラムを実施した。
　I ～ VIと番号付けられた先端スキル開発コー

スの６科目の講義の概要は以下の通りである。
I、II、IV、Vは夏休み、III、VIは春休み、そ
れぞれ１週間全日の集中講義であり、各２単位
である。なお、VIは本プログラムが開始する
以前の18年度の夏休みから実質的に開始した。
平成21年度は以下のうちI、II、IIIを実施した。

先端スキル開発特別講義Ⅰ
　本講義では、要求獲得からゴール指向分析お
よび要求の仕様化までの基本的な技法を通し、
ソフトウェアに対するニーズを抜け・漏れなく
把握し仕様化するための方法を習得させる。現
実のシステム開発における要求分析プロセスと
ノウハウを習得した上で、実際にソフトウェア
要求の分析作業を行い、設計工程に結びつける
能力を習得できる。（ソフトウェア要求の分析
手法）

先端スキル開発特別講義Ⅱ
　本講義では、オブジェクト指向分析設計を加
味したコンポーネントベース開発手法である
UML Components手法およびKobrA手法を習
得する。これらは、早期の分割統治およびイン
タフェース中心の分析・設計を通じて、変化に

東京大学拠点　「情報理工実践プログラム」
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強いソフトウェアアーキテクチャを構築する実
践的な手法である。現実に近いソフトウェア開
発の分析設計を実習する過程で、コンポーネン
トモデリングのノウハウと効果を会得すること
ができる。（コンポーネントモデリングによる
オブジェクト指向開発）

先端スキル開発特別講義Ⅲ
　本講義では、信頼性の高いソフトウェアを開
発するための技術として、形式手法Bメソッド
を用いた、システムのモデル化と検証技術を学
習する。システムの検証では、適切な抽象レベ
ルでのモデル化、検証すべきシステム特性の同
定、厳密な（検証可能な）モデル記述、が重要
である。本講義は、システムのモデル化からプ
ログラムへの詳細化までの基本技術を、Bメソ
ッドの作業過程にしたがって、各段階での検証
方法とともに修得することを目的とする。（形
式手法を使ったデータ指向モデリングと検証）

先端スキル開発特別講義Ⅳ
　本講義では、分散システムのモデリング・設
計手法とその正当性の検証方法を、モデル検
査ツールSPINを使用して習得する。本講義は、
複数のコンポーネントが非同期に通信しあいな
がら動作することによる、分散システムの複雑
さの問題を解決し、実際の分散システム開発に

検証手法を適用する能力を習得できる、という
点が大きな特徴である。そのために、ツールの
使用法だけでなく、分散システムのモデル化に
も焦点を当てている。（分散システムのモデリ
ングと検証）

先端スキル開発特別講義Ⅴ
　本講義では、ソフトウェア開発プロジェクト
のマネジメントを、規模・工数・品質の測定に
基づいて行う技法を習得する。ソフトウェア開
発において、QCD（品質・コスト・納期）を
満たすことは容易ではなく、測定に基づいたシ
ステマティックなマネジメント技法が求められ
る。本講義では、個人のプログラミング作業お
よびチームによるプロジェクトを対象に、実績
に基づいた計画立案、計画に基づいたプロジェ
クト進行、およびプロジェクト終了後の評価技
法を学ぶ。いずれも演習を交えながら、ソフト
ウェアエンジニアリング研究の成果と実務的ノ
ウハウの両方をバランスよく学ぶ。（測定に基
づくソフトウェア開発プロジェクトのマネジメ
ント）

先端スキル開発特別講義Ⅵ
　本講義では、オブジェクト指向開発における
ドメイン分析から実装まで通して、展開ツール
を含むソフトウェアパターン技術を活用するこ

図２. ２　先端スキル開発特論
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とで一貫した高品質ソフトウェアを効率よく得
るためのパターン指向開発プロセスの適用方法
を学ぶ。現実に近いソフトウェア開発に対する
種々の代表的パターンの適用および展開ツール
の利用を実習する過程で、パターン指向開発の
ノウハウと効果を会得することができる。（パ
ターン指向ソフトウェア開発）

　これらの特別講義の時間の約80％は、数名の
非常勤講師が同時並行的に指導する小グループ
制の演習の形態である（図２. ２）。この講義は
東大・東工大共通であり、両大学の学生が共に
受講する。場所は東大の情報理工学系研究科秋
葉原拠点である。18年度の単位取得総数は東大・
東工大合わせて70単位（35名）、19年度は100単
位（40名）、20年度は172単位（50名）、21年度
は86単位（27名）である。
　先端スキル開発コースでは、国立情報学研究
所がTopSE（科学技術振興調整費のプロジェ

クト）で開拓したプロ向け教材を院生向けにブ
レークダウンした教材を使用している。これら
は教材普及拠点の成果として公開される予定で
ある（表２. １）。集中講義を補佐した講師（企
業技術者を含む）からは、学生が予想以上に（む
しろ実務経験者以上に）深く内容を理解してく
れたという嬉しい感想をもらっている。実際、
講義反省アンケートでは、「今回の学生は（非
常に）質が高く…」という回答が得られている。
５日間（毎日10：15 ～ 16：15）のツール実習
を含む集中講義は、実践力養成に効果が高かっ
た。また夏休み・春休み中、秋葉原駅前の東大
拠点での集中講義は東大・東工大の学生のどち
らも受講しやすく、大学間連携の講義としても
成功した。実践を重んじる小グループ演習で
は、東大・東工大の学生が入り交じり、大学院
間の学生交流を深めることができた。実際、集
中講義後に両校の学生間のコミュニティが形成
され、活発な情報交流が行われている。

表２. １　先端スキル開発コースから公開される教材の一覧
（すべて拠点間ポータルから公開の予定）

科目名 教材名

先端スキル開発特別講義Ｉ　要求分析論 要求分析論（講義資料、例題）

先端スキル開発特別講義ＩＩ　コンポーネント
ベース開発方法論

コンポーネントモデリングによるオブジェクト指向
開発（講義ビデオ、講義資料、例題）

先端スキル開発特別講義ＩＩＩ　Ｂメソッドによ
るソフトウェア開発論

形式手法を使ったデータ指向モデリングと検証（講
義ビデオ、講義資料、例題）

先端スキル開発特別講義ＩＶ　分散システム
モデル検証論

分散システムのモデリングと検証（講義ビデオ、講
義資料、例題）

先端スキル開発特別講義Ｖ　測定に基づくソ
フトウェア開発プロジェクトのマネジメント

ソフトウェア開発マネジメント（講義ビデオ、講義資
料、例題）

先端スキル開発特別講義ＶＩ　パターン指向
ソフトウェア開発

パターン指向ソフトウェア開発（講義ビデオ、講義
資料、例題）

　ソフトウェア開発実践コースは、東大と東工
大が独立に開講・実施してきた。しかし、平成
21年度には、東大型のコースに東工大の学生も
加わるという形で、一部ではあるが、両大学の
学生が共通に学べる場を作った。
　東大は2006年12月、2007年４月と10月、2008
年４月、2009年４月に「ソフトウェア開発プロ
ジェクト実践」の提案募集を行い、18年度は提
案４件のうち３件（春休み中の集中演習として

実施）、19年度は延べ提案22件のうち、12件（夏
学期８件、冬学期４件）のソフトウェア開発を
行った。20年度からはこの演習があまりに負担
を強いるため、実質通年科目として実施するこ
とになった。20年度は提案12件のうち11件が採
択され、開発を行った。21年度は提案17件のう
ち、９件が採択され、開発を行った。なお、ご
く一部の開発プロジェクトには学生の事情等に
より、夏学期で終了したものがある。この演習

東京大学拠点　「情報理工実践プログラム」
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科目は、多くの学生にとっては規定の30時間を
はるかにオーバーする時間を使う演習となって
いる。履修学生数は（21年度を含め、学期単位
で数えて）延べ104名である。すべてのプロジ
ェクトにEP（Engineering Partnerの略で、企
業に派遣を依頼した第一線のソフトウェア工学
技術者）が加わっている。時間割は特に定めず、
学生は多忙なEPと適宜交渉しながら、準定期
的にミーティングを行い、EPからアドバイス
を受けながら開発プロセスを進めている。
　21年度までに開発を行った延べ32件（年度を
またいだ継続案件による重複があり、かつ通年
のものは１件と数える）のうち22件が学生の提
案であり、残り10件が教員の提案である。単位
取得は2009年度末までで延べ302単位（89名）
である。主なものを挙げると（→のついている
ものは、ほぼ同じコンセプトで継続したものを
表す）
⑴　書籍情報を管理するiアプリおよびWebア

プリケーションの開発
⑵　世界でたった一つだけのRuby
⑶　Survlog：文献サーベイブログシステムの

拡張
⑷　マルチマウス・大画面共有システムのIT

防災への応用
→　自治体・地域住民向け災害情報表示・入

力システム
⑸　 汎 用 ポ ッ プ ア ッ プ イ ン タ フ ェ ー ス

Ominigetの改良
⑹　２ちゃんねる分析システム
⑺　地球観測グリッドGEO Gridの基盤システ

ム
→　全地球探索システムGEO Grid Spider

⑻　次世代携帯のアプリケーション
→　iPhoneを用いたコミュニケーションツール

⑼　文章難易度判定を応用した教材検索システ
ム

⑽　Java PathFinderのLTL検証ライブラリ
⑾　プログラムの融合変換を用いた分散処理環

境
⑿　VGA-USBブリッジ
⒀　RTミドルウェアを利用した秋葉原拠点案

内ロボットのソフトウェア

⒁　履歴検索アドオン
⒂　コメント機能付きローカルメディアプレー

ヤ CLAMP
⒃　Mieruシステムソフトウェア
　プロジェクトはWikiとメーラーを合わせた
ような特徴をもつqwik.jpを使って、打ち合せ
のログやドキュメントを取っているものが多
い。このように取られたプロジェクトのログは
すべてアーカイブされている。各開発プロジェ
クトの人数は２人以上６人以下であった。この
ほかに上述した人材育成還流のスキームに基づ
くTA（Teaching Assistant）が１～２名つい
たプロジェクトがある。継続プロジェクトには
経験を積んだTAの助言やサポートが非常に大
きい。TAには単位が出ないが、技術補佐員と
しての時給が支払われる。
　なお、平成21年度から始まった上記16番の

「Mieruシステムソフトウェア」プロジェクト
は、教員提案であるが、東大と東工大の学生が
２名ずつ参加する両大学合同プロジェクトであ
る。
　このように、ソフトウェア開発実践コースの
東大における科目「ソフトウェア開発プロジェ
クト実践」の開発ソフトウェアは単なるソフト
ウェア工学の演習例題ではなく、教員や学生の
提案に基づく、それ自身が創造的なソフトウェ
アがほとんどである。そのため、特に重点をお
く分野を設けていない。上に見られるように、
ハードウェアに近いソフトウェアから、言語処
理系、Webアプリケーションまでの幅広いス
ペクトラムにわたるソフトウェアが開発され
た。教員からの提案プロジェクトには、別の競
争的資金において開発すべきソフトウェアを、
ソフトウェア工学の側面から支援するというも
のもある。これによって研究ソフトウェアの品
質が向上することが期待できる。
　これらの開発成果を受け、東大のソフトウェ
ア開発実践コースでは、2008年３月上旬に、学
生15名、2009年３月上旬に学生15名を、米国シ
リコンバレーに遠征させる海外研修を行った。
2010年の３月中旬にも学生15名（うち東工大の
学生２名）を遠征させる。具体的には、サンマ
イクロシステムズ、マイクロソフト、スタンフ
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ォード大学、カリフォルニア大学バークレイ校、
アップル本社、グーグル本社などを訪問し、学
生によるソフトウェア開発成果の発表と、企業
技術者、大学教授・院生（博士課程）との議論
を行う。これについては日経産業新聞に取り上
げられた。

　東工大ではドイツのBAUHAUSにならった
IT BAUHAUSのコンセプトのもと、プログラ
ミング、ソフトウェア工学の内容のみならず、
情報システムデザインの感性を磨くべく、IT
をベースにして、デザインと人文科学・人間社
会科学の素養を与え、新しいITの世界を作れ
るマイスターを育成する教育を「ソフトウェア
開発プロジェクト総合実験基礎」および「同応
用」の科目にて実施している。19年度は、作り
たいソフトウェアのタネをもっている多摩美大
美術学部情報デザイン学科の学生を顧客と見立
て、それを実現するためのITスキルをもった
東工大の学生が要求獲得、仕様記述・コスト見
積り、仕様書の添削、顧客との調整など、ソフ
トウェアプロセス全般を一通り実証的に体験す
ると言う演習を行った。20年度と21年度は、東
大のように題材の広い自由度はないが、開発環
境が与えられた家庭用ゲーム機を用いて、授業
を楽しく、効率的・効果的にするようなアイデ
アを自分で考えて開発するというソフトウェア
開発プロジェクトを通年で実施した。基本的に、
東大よりも多人数のチーム（平均で７～８名）
を作って開発を進める。扱う素材は共通だが、
その先のアイデアは学生が自ら要件開発を行わ
ないといけないので、創造的実践が強く要求さ
れる科目となっている。教育理念としては、「失
敗を通じて学ぶ」ということを重視してプロジ
ェクトを進めた。そのため、システムの開発を
行うとともに、開発の過程をプロセスの観点か
らまとめ、展覧会形式での発表会を行う。発表
会では企業実務者と開発プロセスの観点での議
論の場を作り、実践的な体験と比較した学びの
場とする。
　これらをまとめた形で学外において展覧会を
行った。19年度～ 21年度いずれも東京ミッド
タウン内のデザインハブにおいて、11月あるい

は12月の２日間を利用した。この展覧会はIT
系のWebジャーナルに取り上げられた。

　両校の学生がソフトウェア開発実践でお互い
にどんなことをしているのか知らないのはよく
ないということで、平成20年度は合同修了式に
おいて、双方のプロジェクトを２件ずつ発表し
てもらった。21年度は、2009年12月22日（火）に、
秋葉原ダイビル５階会議室を借りて、実践工房
合同シンポジウムを開催し、双方の学生のプロ
ジェクト紹介などを一般向けに行った。秋葉原
ダイビルを、産学連携を旨とする秋葉原クロス
フィールドの拠点として提供している東京都の
関係者の方々が熱心に聴講されていた。

修了要件 
　情報理工実践プログラムの修了条件は、コー
スを事実上の「副専攻」扱いにしているため、
ある程度緩くしてある。実践基盤コースについ
ては、東大は通常の講義のうち指定された科目
を10単位取得すればよく、東大の情報理工学系
研究科、および東工大の情報理工学研究科の学
生の大半は自然に実践基盤コースに参加してい
ることになる。先端スキル開発講義I ～ VIのう
ち２科目４単位、ソフトウェア開発実践コース
は、東大と東工大で講義名が少し異なるが、２
科目４単位の取得を最低条件としている。東大
でのソフトウェア開発実践コースは上述したよ
うに、時間数をはるかに超える負荷になってい
る。

FD 
　FDは日常的なイベントの中で自然に行える
ようにした。例えば、教員にも有効な講演を企
画する、成果発表会のあとで評価を主軸として
議論をする、東大・東工大ジョイントソフトウ
ェア開発プロジェクトで分散開発の実際を観察
する、学生を連れて企業訪問等を行う、などで
ある。
　先端スキル開発特論においては、グループ演
習があるので、担当教員の事前の念入りな打ち
合わせが必要となる。これも格好のFDの機会
であった。

東京大学拠点　「情報理工実践プログラム」
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　実践基盤コースにおいて産業界とアカデミア
から招聘した講師によって行われた演習・実験
は、従来、大学院教育では相対的に手薄であっ
た科目であり、学生にソフト開発の実践的経験
を積ませることができている。
　先端スキル開発コースについては、国立情報
学研究所の専任教授のもと、企業の第一線技術
者５名、企業経験者４名、計９名の特任教員お
よび非常勤講師が講義、グループ演習を担当し
ている。特にグループ演習は数名の学生に１名
の教員が張りつく分厚い指導体制をとってお
り、産業界の新鮮なパワーが十分に活かされて
いる。
　ソフトウェア開発実践コースについて、企業
等から来てもらったEPやCAの講義やアドバイ
スは、よくドキュメント化されたソフトウェア
の仕上りに貢献している。また、EPやCA自身
も、フレッシュな学生と接することで、ソフト
ウェア設計・開発過程を新鮮な目で見直す良い
機会になっている。情報理工実践工房（先端ス
キル開発コースとソフトウェア開発実践コース
を包含した教育の場）が狙っている、創造的な
ソフトウェア開発の技術獲得に関して、学生、
企業技術者、教員の三方一両得が達成されてい
ると言ってよい。

　各大学の詳細は以下の通り。

東大：ソフトウェア開発実践コースにおいて、
現在、大企業およびベンチャー企業から計４
名のEP（非常勤講師）、４名のCA（Creation 
Advisor、謝金による助言指導、随時依頼なの
で増減する。21年度は３名）に来てもらい、ソ
フトウェア開発実践における個別プロジェクト
の進め方について月２～４回（１～３時間／回）
の指導をしてもらっている。各プロジェクトは
２～６人の小人数なので、指導効果が高い。複
数人の企業技術者に指導してもらっているプロ
ジェクトもある。企業の第一線技術者は多忙な
ので、指導はほとんどの場合夕刻以降である。

また、技術者の所属企業へ学生が訪問して指導
してもらうケースも多い。それはそれで学生に
は効果がある。
　なお、EPのうち１名は20年度より企業から
静岡大学教授に転出した（そのままEPとして
継続してもらっている）。こういったレベルの
企業技術者に指導してもらっているという証で
ある。実際、このこともあり、いくつかのプロ
ジェクトは静岡大学の学生も巻き込んで実施し
ている。他校の学生に開発要件を伝え、開発
を手伝ってもらうというよい訓練にもなってい
る。

東工大：現在、実践基盤コースの非常勤講師主
体の講義として、「ソフトウェアプロジェクト
マネージメントと品質管理」があり、ソフト系
の大企業から、本部長級、部長級の３名の非常
勤講師に応援していただいて、それぞれ５回の
講義・演習を行っている。内容は大学でカバー
していない分野、特に
１）SI系の実システムの開発の実際と、そこで

のデータベースの設計、
２）SLCP、QMS、CMMIを中心としたプロセ

スの確立、管理、評価、改善、
３）システム分析・モデリング、非機能要求、

NFRフレームワーク、ビジネスモデリング
等

について、教育援助を得ている。
　また、４名の特任教員のうち１名は、大企業
で長らくソフトウェア開発手法に関する改善な
どを主導し、ソフトウェア企業のコンサルタン
トを行っている方である。

　このほか東大では随時産業界の人にお願いし
ていろいろな講演をしてもらった。これは昨年
度までの報告書には記載しなかったが、教員の
FDにも役立っている。21年度からはこの講義
に東工大の学生（および教員）にも参加しても
らっている。講演会の前半部分は、集中講義の
スケジュールの関係上すぐに学べないソフトウ
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ェア工学の基礎をお話ししていただいた。しか
し、講演会の後半部分は、内容的にきわめて実
社会的な題材であり、東大および東工大の教員
も聴講して、世の中の現状を学ばせてもらった。

表２. ２に講演会をまとめておく。いわゆる大
企業の中のソフトウェア部門で活躍されている
方、ベンチャー系企業で活躍されている方など
産業界の幅広い方が並んでいる。

表2.2 東大で行った講演記録

日付 講演者 所 属 タイトル

2006/12/19 藤崎哲之助 独立コンサルタント 実践的ソフトウェア雑談

2007/ 6/20 吉田和樹 東芝ソリューション UML概要

2007/ 6/27 湯浦克彦 日立コンサルティング ソフトウェア開発の目標とプロセス

2007/ 7/11 竹内克志 リアルコム ソフトウェア開発の魅力

2007/ 7/18 吉田和樹 東芝ソリューション パターンとリファクタリング⑴

2008/ 6/24 吉田和樹 東芝ソリューション パターンとリファクタリング⑵

2008/ 7/15 進藤成純 日立製作所 職業／ビジネスとしてのソフトウェア開発

2008/11/19 滝口彰ほか 朝日ネット ゲームの仕事とネットの仕事（と, 普通の仕事）

2009 /7/ 9 岡本真 ヤフー Webサービスの企画・設計・運用

2009/ 7/22 小柳津篤 マイクロソフト プロジェクトマネジメントって何だろう？

2009/10/22 小柳津篤 マイクロソフト “コミュニケーション”は人の為ならず

2009/11/ 5 村上憲郎 グーグル Googleは，何をしようとしているのか?

2009/12/21 川合史朗 Scheme Arts Lisp, メタプログラミング, ソフトウェアの未来

2010/ 1/20 小柳津篤 マイクロソフト 体験談で語る日本企業と外資系の本当の違い

2010/ 2/10 高須賀宣 リアルアントレプレナ
なぜ日本から世界的サービスはうまれないのか（新しいコ
ンセプトのうみだし方）

インターンシップ 
　東工大は、インターンシップや、リサーチト
リップにおいて、企業の多大な協力を得る一方、
企業が提供する実際的な開発環境を駆使した演
習を行い、その結果をフィードバックするなど
の連携を行っている。
　東工大は、東大と異なり、インターンシップ
を（海外に向けても）積極的に展開している。

19年度はソフトウェア開発におけるモデル検査
系の適用をテーマに、３名が２週間東芝ソフト
ウェア技術センターに行った。20年度に１名が
１ヵ月間、インドのコバンシスに国際インター
シップに行った。21年度は同じくインドのコバ
ンシスに１名、ベルギーに１名が行っている。
国内では、NSソリューション、マークスアプ
リケーションに各１名が行っている。
　また、リサーチトリップとして、19年度はメ

東京大学拠点　「情報理工実践プログラム」
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ルコ・パワー・システムにおいて組込み系シス
テム技術の開発、ジャストシステムにおいてパ
ッケージソフトの開発について技術研修を行
い、６名の学生が参加した。20年度からは海外
に展開しており、20年度はパナソニック・ベト
ナム、ハノイ工科大学（６名）、21年度末には、
上海、北京、天津のソフトウェア会社や精華大
学等に出かける。これらの企業や大学の現場技
術者や教員との率直な意見交換を通じ、ソフト
ウェア開発における諸問題の理解や、ソフトウ
ェアビジネスの将来展望を、学生なりに考える
機会を提供すると同時に、教員のＦＤを行った。
学生の英語力の鍛錬にもなった。
　リサーチトリップとインターンシップは、ソ
フトウェア技術の現状を現場で目の当たりにす
るという教育効果があり、学生に地に足がつい
た実力を身につけさせる効果があった。

　しかし、東大ではソフトウェア開発実践コー
スがきわめて負荷の高い演習科目であり、多く
の学生が、土日、学期休みを返上し開発を行っ
ていることと、知財の問題の解決が困難だった
ため、このプログラム固有のインターンは行わ
ないことにした。

教育設備 
　学生には、予算の許すかぎり、教員に勝る高
度な開発環境を与えた。特にディスプレイは30
インチ、24インチを並べるなどを可能にした。
開発環境を十分なものにすることで、環境の制
約を受けずに、純粋にソフトウェア開発で学ぶ
べきことの基本を押えることができる。企業か
ら見学に来られた方は一様に学生のソフトウェ
ア開発環境の素晴らしさに嘆息される。学生の
打ち合わせスペースも潤沢に用意した。

教 育 実 績

修了実績 
　先端スキル開発コースは（東大の場合）２年
間で２科目４単位をもって修了という条件であ
るが、平成18年度夏と冬、平成19年度夏と冬に
行った計５科目の集中講義の履修者は東大が21
名（うち４単位以上は７名）、東工大は35名（う
ち４単位以上は21名）。なお、平成18年度夏は
先行実施の講義なのでカウントに入れる。
　ソフトウェア開発実践コース（東大は「ソフ
トウェア開発プロジェクト実践」、東工大は「シ
ステム開発プロジェクト総合実験」）の受講者
は、平成18 ～ 19年度は東大が延べ30名（うち
４単位以上が14名）、東工大が延べ47名（うち
４単位以上は11名―東工大にはこのほかにも演
習科目がある）。なお、平成20年度夏学期（実
質上通年）は東大の履修者が40名と急増した。
また東工大も前期30名である。両校とも人数的
にはすでに限界に達している。平成21年度夏学
期（実質上通年）は東大の履修者が22名（その
ほかに東工大の学生が２名）、東工大の履修者
が29名である。
　プログラム全体の修了条件は東大と東工大で

異なるが、19年度の修了生は東大が５名、東工
大が17名、計22名である。2008年３月25日に東
工大田町キャンパスにおいて両校合同で「情報
理工実践工房修了式」を行い、修了生には記念
盾を贈った。20年度は東大が16名、東工大が22
名、計38名である。2009年３月25日に、発表交
流会を行うとともに、修了式を行った。21年度
は、東大が14名、東工大が28名、計42名である。
最終的には、企画提案書に約束した40名を超え
る修了者となった。

修了実績（採用企業数と修了者数が大きく異な
るのは、複数名を採用する企業、卒業年度でな
い者、博士課程に進学する者、起業する者、社
会人博士がいるためである。）
19年度　22名　採用企業　14社
20年度　38名　採用企業　17社
21年度　42名　採用企業　22社

ソフトウェア開発実績 
　東大のソフトウェア開発プロジェクト実践の
いくつかは、当初の狙い通り、そのまま実用に
供することのできるレベルのソフトウェアを生
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み出した。プロジェクト終了後も、ソフトウェ
アの開発を続ける学生が多く、短期間のプロジ
ェクトでできなかった部分、あるいはさらなる
飛躍が達成できたソフトウェアもある。例えば、
19年度の「書籍情報を管理するiアプリおよび
Webアプリケーション」はコレクションブラ
ウザ「物魂」として発展し、「文献サーベイブ
ログシステム：Survlog」とともに、2008年１
月の情報処理学会プログラミングシンポジウム
での登壇発表につながった。「２ちゃんねる分
析システム」は協力企業等から注目を浴びてお
り、今後の展開が期待される。現在は東大内の
サーバから研究者向けに分析情報が公開されて
いる。
　「GEO Grid Spider」での開発成果は開発し
た学生の国際会議発表につながった（the 25th 
NORDUnet Conference、デンマーク）。
　21年度に開発したiPhone上のアプリケー
ションはしばらくのお試し無料公開のあと、
AppStoreで安価な販売を開始している。

海外発表／成果博覧会 
　これらの開発成果を受けた東大の海外研修
は、ソフトウェア開発プロジェクト実践を履修
した学生の実力と国際的な発信能力が試される
場であったが、西海岸の一流の研究者・技術者
から予想以上の高い評価を得た。また、１週間
とはいえ、ITのメッカのような地で、堂々と
成果発表と討論ができたということの教育効果
は抜群であった。これについては新聞報道でも
取り上げられた（日刊工業新聞2008年４月11日
朝刊大学・産学連携コラム「ITソフト開発　
米“武者修行”で自信―東大大学院生15人、斬
新・事業寄りで好評、「ホワット」の教育が実
る」）。このあと毎年度末に海外研修を実施して
いるが、事前の英語訓練を毎年強化している。
例えば、２年目は教員が付きっ切りで約３週間
の特訓を行い、発表、質疑等を徹底的に鍛えた。
これは教員のFDにもなったが、さすがに大変
だったので、21年度は専門の業者にお願いして、
ネイティブによる指導を併用することとした。
しかし、技術的な問題は依然教員が行わなけれ
ばならない。

　東工大の「システム開発プロジェクト総合実
験応用」で実施された４つのソフトウェアプロ
セスを、2007年７月11 ～ 12日、ミッドタウン
タワー５階のインターナショナル・デザイン・
リエゾンセンターにおいて本プログラムの成果
博覧会として公開し、多数の来客を得た。20年
度以降もそれを続行している。
　最初の成果博覧会では、顧客（多摩美大の学
生）とのコミュニケーションの体験から得られ
た教訓を、プログラム履修学生が自身の言葉で
表現し、コミュニケーションの重要性を体得す
ることになった。これは日経ITProにニュース
として取り上げられた。「東工大と多摩美術大
がソフトウェア・デザインを考えるコラボレー
ションの成果を発表」（2007年７月30日）。
http：//itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/ 
20070730/278543/?L=rss
　20年度以降は家庭用ゲーム機を用いたソフト
ウェア開発であり、種々の事情から外部発表が
しにくい状況であったが、学生への教育効果を
上げると言う意味で成果博覧会は成功であっ
た。

起業等、特筆すべき成果 
　東大のソフトウェア開発プロジェクト実践の

「Omnigetの改良」から、学生が特許を申請し、
ベンチャーを起業するに至った（PopIn）。こ
の起業に際しては協力企業である東大エッジキ
ャピタルから支援をいただいた。
　2009年には「マルチマウス・大画面共有シ
ステムのIT防災への応用」の基礎となった
Tenmadsシステムの開発者がその実績をも
とに、他大学の優秀な仲間とともに起業した

（Fillot）。
　「マルチマウス・大画面共有システムのIT防
災への応用」はタイトルの通り、文部科学省の
複数のIT防災研究プロジェクトのシステム開
発に採用されている（首都直下地震防災・減災
特別プロジェクト、および住民・行政協働ユビ
キタス減災情報システムの研究開発）。
　また、開発実績のアピールから、現在最も人
気の高い、就職の難しい国際的IT企業に就職
する学生も現れた。さらに、このプログラムに

東京大学拠点　「情報理工実践プログラム」
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関連したソフトウェア開発、あるいはこれと同
時並行して別のプログラムを開発して、経済産
業省の未踏ソフトウェア創造事業（現在は未踏
IT人材発掘・育成事業）でスーパークリエー

タに認定された者が複数名出た。このほかにも
関連しているソフトウェア開発が同事業に採択
された例もある、これは一種の相乗効果であろ
う。

今 後 の 予 定 ・ 構 想

　先端スキル開発コースについては、TopSE
の教材をブレークダウンした教材を用いて展開
した「先端スキル開発特論」の６科目を22年度
以降も東大と東工大の共通科目として継続す
る。ただし、現在の予定では、６科目中２科目
ずつを年度内の集中講義として開講する。両方
の学生が取りやすいように、形態は現在と同じ
く両方の学生が集まることのできる夏休みおよ
び春休みの集中講義とする。この講義の教材は
強力に普及展開をはかる。
　ソフトウェア開発実践コースについては、予
算措置がないと困難なことが多いが、これまで
の実績を踏まえ、規模を縮小しつつもなるべく
同じような形で継続する。東大は非常勤講師の
予算を現行の約３分の２にして、ソフトウェア
開発プロジェクトを実施する。設備はまだ十分
使えるので、しばらくは心配ない。プロジェク
ト数は半数近くまで減らす予定である。なお、
本コースを修了した博士課程の学生をグループ
内の指導者的立場に立たせることにより、人材
育成還流が実のあるものになっているので、こ

れを活用することを考える。それを裏付ける修
士課程と博士課程の連結はすでにできている。
　東工大のソフトウェア開発実践コースについ
ては報告書執筆の時点で正式に決定しているこ
とはまだないが、担当者はいろいろな手段でプ
ログラムの継続の学内コンセンサスを取る活動
を行っている。
　産学連携についてはすでにいろいろな枠組が
できあがっているので、それに乗った形でさら
に発展させていく。なお、このプログラムを受
けた形での専門職大学院の設置や改組の予定は
ない。

問合せ先
東京大学情報理工学系研究科　秋葉原拠点
情報理工実践プログラム担当
〒101-0021　東京都千代田区外神田１-18-13　秋葉
原ダイビル13Ｆ
tel：03-5209-3521
E-mail：ist_hands-on@adm.i.u-tokyo.ac.jp
http：//www.i.u-tokyo.ac.jp/ist_hands-on



61

第
２
章

３　

名
古
屋
大
学
拠
点

目的および特徴 
　本プロジェクトの目的は、計算機科学および
情報通信の基礎の上にソフトウェア工学を系統
的に修め、最先端ソフトウェア技術に柔軟に適
応し、その応用および技能への転化を可能にす
る先導的IT人材を教育するための拠点を形成
することにある。

　本拠点における教育方法・カリキュラムの大
きな特色は、１）ソフトウェア工学教育を、単
なる技術としてだけでなく、技術を整理統合す
る「メタ技術」の観点で整理し系統的に教授す
ること、および２）「メタ技術」を実際のソフ
トウェア開発へ適用するメタ技術展開力を新し
い教育手法であるOJL（On the Job Learning）
により涵養することの２点である。

　本プログラムの第一の特色は、「メタ技術」
の教育にある。ソフトウェア製品開発現場の即
戦力を持つ人材を輩出するだけならば、系統的
なソフトウェア工学教育とともにスキル教育を
行うことだけで十分である。しかしながら社会
において渇望されている先導的役割を担う高度
なIT人材にとってそれだけでは不十分である。
IT分野の技術革新は速く、スキルの陳腐化が

著しい。実用的な技法やマニュアル化された技
術の教育を行うだけでは、進展著しいIT分野
において先導的役割を担う技術者は育成できな
い。単なるマニュアル化された技術を身につけ
ているだけでなく、その技術や技法の背後にあ
る概念、考え方、理論、手法を理解し、実際の
ソフトウェア開発へ適用する能力を持っている
必要がある。
　このような人材を育成するには、従来の教育
で行われていた「基底（ベース）技術」の講義
だけではなく、高次の技術、すなわち「メタ技術」
の教育を行う必要がある。「メタ技術」とは我々
が提唱する概念であり、蓄積された「基底技術」
を基に、それらを選択・合成し、新たな課題を
解決するための技術を生み出して、それを応用
できる技術、さらにそれを他者に説明すること
のできる能力に相当する。

　第二の特徴であるOJLはPBLとOJTを融合し
た独自の教育手法であり、産業界から提供をう
ける製品水準の実システム開発を題材とした実
践教育をその中核に位置づける。産業界は「プ
ロジェクト課題」、「プロジェクトマネージャ」、

「開発要員」の提供という形でOJLに支援協力
を行い、大学は「コースウェア」、「教員・学生」
が現場に関与して、互いに協力して1.5年間の

名古屋大学拠点
OJLによる最先端技術適応能力を持つ
IT人材育成拠点の形成

参加大学：名古屋大学、南山大学、愛知県立大学、静岡大学
参加企業：トヨタ自動車株式会社、ブラザー工業株式会社、株式会社デンソー、株式会社オートネットワーク技術研

究所、東京エレクトロン株式会社、富士電機リテイルシステムズ株式会社（順不同）

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 3

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要
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長期にわたるプロジェクトを行う。教員から実
問題において適用されるソフトウェア開発技術
をメタ技術の観点から指導し、企業からの実務
者とともに学生に経験させることで、開発技術
を統合化し応用するためのメタ技術展開力を涵
養する。

　本プロジェクトでは、産業界の積極的な参
画の下、メタ技術の観点で整理した講義群と
PBL、OJLからなるカリキュラムを実施するこ
とでメタ技術を実開発に適用する能力を開発

し、新たな技術革新に追随でき、さらには時と
して革新技術をも創造する先導的ITスペシャ
リストを育成する。
　この教育を実践するために本プロジェクトで
は、名古屋大学、南山大学、愛知県立大学およ
び静岡大学が連携し、各大学に本プロジェクト
が定める教育カリキュラムを実施する修士課程
コースを設置、実践してきた。また、本プログ
ラムの教育スキームは他へ波及可能な移転スキ
ームとして構築しており、静岡大学ではその検
証を行う役割を果たしてきた。

学 習 ・ 教 育 目 標

目標人材像 
　我々の育成目標とする人材像を一言で説明す
るならば、「メタ技術を持つ人材」と言うこと
ができる。次代の先導的IT技術者は、技術革
新が起きても変化することの少ない、技術と技

能の背景にある概念、理論、手法を深く理解し、
それを新たな対象へ展開する能力すなわち「メ
タ技術」を身につけることが必要である。この
メタ技術を用い、対象の問題に合わせ、ベース
技術を選択・統合することで対象ソフトウェアに
適した開発手法を構成することができる（下図）。

　上記メタ技術を持つ人材を育成するために、
本プログラムでは具体的に１）基礎となる技術
力、２）専門的な実践力、３）変化への対応力、
の３つの能力の育成を目標としている。

１）基礎となる技術力
　ソフトウェア開発は問題解決の連続であり、
単に既存の技術とノウハウを近視眼的に適用す
るだけでは成功しない。特に問題が複雑になれ

ばなるほど、技術の本質を見抜いた上で、状況
を整理することから取り組む必要がある。そこ
で必要になるのが、基底（ベース）技術という
概念である。「基底技術」とは、要素技術の表
層やその利用にとらわれるのではなく、各技術
の本質を抽象化し、さらにその関連諸概念やツ
ール等を整理して得られる技術体系であり、メ
タ技術の基礎をなすものとなる。本プログラム
で育成される人材は、こうした基底技術を基礎



63

第
２
章

３　

名
古
屋
大
学
拠
点

となる技術力として習得することを目標とす
る。

２）専門的な実践力
　基底技術の深い理解は講義だけでは得られな
い。技術を実際の場で適用し、技術の本質を見
つめながらその効果を検証することによって養
われる。また、現実の開発プロジェクトでは、
納期、予算などといった実社会の制約も真摯に
受け止める必要があるので、技術を実問題に対
して選択・適用していくことで、真に技術を適
切に選択・適用する能力が養われる。我々は、
机上の空論ではない、実践に裏付けられた専門
的な実践力の育成を目標とする。

３）変化への対応力
　ソフトウェア分野での技術革新は速く、その
時々で求められる技術や技能の変遷は今後さら
に激しくなる。本プロジェクトの目指す人材像

は、即戦力として議論されがちな即応的な技能・
技術の表層を身につけた人材ではなく、技術革
新に取り残されない真の技術力を持つ人材であ
り、これこそが、基礎的な技術力、専門的な実
践力に裏付けられたメタ技術を持つ人材にほか
ならない。

　我々の目指す「メタ技術を持つIT人材」は、
そのメタ技術をもって、生涯にわたってその技
術を磨く、継続的な学習能力を持つ人材でもあ
る。これは、下図に示すように、米国方式によ
る産業界からの実プロジェクトによる演習形式
によって、一部の優れたSEが個人努力によっ
てスキルをメタ技術に昇華させるモデル、もし
くは日本伝統の修士論文研究教育を受けた人材
がスキルを現場で体得し、技術幹部候補になる
モデルと比較して、その双方の要素をバランス
よく取り入れた、継続・発展的な学習が可能な
人材育成モデルの設計による。

カリキュラムの概要とその特長 
　本カリキュラムは座学形式の講義群と演習・
実践形式のPBL科目、OJL科目を通してメタ技
術の習得と涵養をはかる。学学連携および産業
界からの積極的な教育参加により、理論と実践

をバランスよく教育し、世界最高水準のIT技
術者には不可欠であるメタ技術の体系的な教育
を行う。
　座学形式の講義群ではメタ技術を習得するた
めの基底技術とそれぞれの技術の間のトレー
ドオフなどについて教授する。SWEBOKやソ

教 育 内 容

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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フトウェア工学のカリキュラムガイドライン
SE2004の知識体系のうち、コンピュータサイ
エンス基礎と数学基礎を除く大項目を全科目で
ほぼカバーするよう設計されており、基礎科目、
ソフトウェア工学科目、要素技術科目に分類さ
れる。

基礎科目：ソフトウェア開発の基礎技術や、専
門職業としてのソフトウェア工学と社会との
関わりについて理解する。

ソフトウェア工学科目：メタ技術の観点で再整
理し体系化した６つの講義から構成される。
実践の場で適用されている主要なソフトウェ
ア工学分野における諸技術を、その表層的内
容だけでなく、各技術の得失や背景にある適
用制約も含めて詳細に教授し、メタ技術、そ
してその実問題への展開力を体系的に教育す
る。

要素技術科目：習得したソフトウェア開発知識
を実際に適用するにあたっての組込み系ソフ
トウェアとエンタプライズ系ソフトウェアに
関する技術を習得する。

　演習・実践形式のPBL科目は座学で習得した
技術を実際のソフトウェア開発において実施す
るための展開力を学び、OJL科目への導入的役
割を担う。開発演習を通じ、メタ技術の活用お
よびソフトウェア工学技術の適用知識、プロジ

ェクトチームにおける共同開発の在り方、開発
管理の実践知識を教育する。
　OJL科目は、メタ技術、つまり実問題への技
術展開力を育成する鍵となる必須科目である。
OJLは、本拠点独自の科目であり、OJTとイン
ターンシップ、PBLを融合した形態で運営され
る。既存のインターンシップ等のプロジェクト
参加型学習では、学習効果が与えられた開発テ
ーマに大きく依存し、結果として学生の得る知
識やスキルの分野に大きな偏りが生じるという
問題がある。OJLは、企業のプロジェクトマネ
ージャや実務家教員だけでなく、学術的背景を
持つ大学教員がプロジェクトに積極的に関与す
ることでメタ技術教育の視点に立った教育を行
う。このことで、特定の分野に偏らない教育効
果を実現することができる。OJLでは、産業界
から提供される製品水準のシステム開発を題材
とし、プロジェクトマネージャや開発メンバー
といった実務者と大学教員が合同で教育を担当
することで、ベース技術を適切に選択、適応す
る能力を養う。

教育コース・講座の構成 
　教育コースの全体フロー図を示す。修士１年
の前後期で講義科目、後期にPBL科目を履修す
る。OJL科目は修士１年後期と２年前後期を通
じて履修する。
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　本カリキュラムを修了するには、必修科目を
12科目30単位、選択必修科目を５科目10単位の

中から２科目４単位以上、合計34単位以上修得
しなければならない。

科目名 区分 単位数 開講時期・時間割

基礎科目（必修） ８単位中８単位

IT技術倫理と社会 必修 ２ １年集中講義

ITネットワーク 必修 ２ １年後期　金曜１限

ソフトウェア構築 必修 ２ １年前期　木曜１限

ソフトウェア保守 必修 ２ １年後期　金曜２限

ソフトウェア工学科目（必修）12単位中 12単位

ソフトウェア要求工学 必修 ２ １年前期　木曜３限

ソフトウェア設計技術 必修 ２ １年前期　木曜２限

正当性検証と妥当性確認 必修 ２ １年前期　金曜２限

ソフトウェアプロジェクト管理 必修 ２ １年後期　火曜３限

ソフトウェアモジュール化技術 必修 ２ １年前期　金曜１限

ソフトウェアアーキテクチャ 必修 ２ １年前期　金曜３限

要素技術科目（選択必修）10単位中4単位以上

組込みシステム開発技術I 選択必修 ２ １年前期　月曜１限

組込みシステム開発技術II 選択必修 ２ １年後期　火曜１限

分散システム開発技術 選択必修 ２ １年後期　火曜２限

情報システム開発技術 選択必修 ２ １年前期　月曜２限

実践的ソフトウェア開発技術 選択必修 ２ １年後期　木曜１限

PBL科目（必修）２単位中２単位

ソフトウェア工学応用演習 必修 ２ １年後期　木曜２限

OJL科目（必修）８単位中８単位

ソフトウェア工学実践研究 必修 ８ １年後期、２年通年
随時

合計　　　34単位以上

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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特長のある科目： 
PBL（Project Based Learning）
ソフトウェア工学応用演習

科目概要
　カリキュラムにおけるPBLの役割は、OJLで
実製品レベルの課題を対象とした開発に入る前
段階として、企業の求めるレベルと学生のレベ
ルとの間のギャップを補う手段と位置付けてい
る。PBLで習得すべき学習目標を次に示す。
・座学で学んできたシステムの分析・設計やプ

ログラミング、テスト等などのソフトウェア
工学と組込みシステムなどの周辺技術に関す
る教科書的な知識を実開発に適用する実践力
を養う。

・構造的に管理されたプロジェクトでの開発を
経験し、チームによる問題解決作業における
個人の役割を理解する。

・ソフトウェアプロセスにおける開発作業を実
際に経験し、またCASEツール活用の効果に

ついて理解する。
・ソフトウェアの品質向上における検証技術の

重要性を理解する。

　本PBLにおける開発プロセスは、ソフトウェ
ア品質保持の難しさと重要性を理解させること
を目的に、ソフトウェア開発プロセスのV字モ
デルを繰り返すNVモデルと呼ぶ３フェーズか
らなる構成として設計した。
・フェーズ１：テストケースの設計とテスト実

行
・フェーズ２：与えられた機能拡張仕様に基づ

くシステムの再開発
・フェーズ３：機能拡張仕様の立案、管理され

たプロジェクトに基づくシステム再開発
　ソフトウェア開発プロセスのV字モデルとの
対応関係に基づいて全体のプロセスを見ると、
V字の右半分にあたる検証のプロセスを１回と
V字２回の繰返しから構成される。その形状か
ら我々はこれをNVモデルと呼んでいる。

　PBLにおける題材として、上記の学習目標を
短時間で効果的に達成すること、また学習意欲
維持の観点から、情報処理学会組込みシステム
研究会主催の組込みシステムシンポジウムの特
別企画MDDロボットチャレンジでも取り上げ
られている軟式飛行船の制御ソフトウェアを題

材として選定した。本PBLは、５～６名程度の
学生と、１名の教員または教員相当のアドバイ
ザによってチームが構成されることを想定して
設計した。教員の役割は主にプロジェクトの進
捗管理である。
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当該科目で利用した教材の概要
　本PBLカリキュラムについては、情報処理学
会論文誌50巻11号において「飛行船制御を題材
としたプロジェクト型ソフトウェア開発実習」
として、発表公開している。開発あるいは利用
した教材については、他の拠点等でも広く利用
可能にするために、講師用・受講生用テキスト
を作成した。
講師情報
　ソフトウェア工学を専門とする教員が担当す
る。各大学１名ないし２名の教員で、合計５名
の教員で25名程度の学生を指導する。
時間数
　教員の指導の下で90分の授業を週１回、15週
の約４ヵ月間にわたって行う。１週目は概要説
明を行い、２－４週目にフェーズ１、５－７
週目にフェーズ２、８－13週目にフェーズ３、
14・15週目には成果発表会とコンテストを行う。
コンテストでは、各チームがあらかじめ指定さ
れたコースを軟式飛行船で航行し精度や時間を
競う。コンテストを実施することで学生の学習
意欲を高く保つことができる。
成績評価
　成果発表会で行われるプレゼンテーションか
ら、プロジェクト管理におけるコスト見積りの
精度や開発された機能に対してグループごとの
成績を評価する。また個人ごとに提出されるプ
ロジェクト実施報告書から、本人の役割や貢献
度合い、成果物に対する自己評価から個人ごと
の成績を評価する。これらのグループごとの成
績と個人ごとの成績を総合して成績評価を行
う。
教育的効果
　本PBLにおける最も高い教育的効果として主
体性の向上が挙げられる。飛行船の制御ソフト
ウェアという題材のもと、実際に開発したソフ
トウェアによる操縦支援の効果を感じることが
できるので、現状の問題を探し出す問題発見力、
また探し出した問題に対する問題解決のアプロ
ーチとして主体的に制御工学の資料を調査する
といった問題解決力の向上も合わせて効果とし
て挙げられる。またテストを実施するにあたっ
てPC上でコンパイル・デバッグするだけでな

く、実際にプログラムの書き込みといった組込
みソフトウェア開発で行われるテストも実施し
ており、信頼性の高いソフトウェアを開発する
ための実践力も養われている。
今後の課題と改善策
　本PBLの課題として、教員ごとにアドバイス
の内容や回数が異なり、学生の理解度に差が表
れる点が挙げられる。この問題に対する改善策
として、講師用・受講生用テキストの作成を進
めてきた。評価基準や留意点まで記述した講師
用テキストを利用することによって教員ごとの
指導の差が解消されると期待する。

特長のある科目： 
OJL（On the Job Learning）ソフトウェア工
学実践研究
科目概要
　メタ技術展開力涵養の鍵となるOJLでは、民
間企業との連携により、現実のソフトウェア開
発プロジェクトを教材とした実践的な学習を行
う。先進的なソフトウェアの開発を通じ創造的
な思考力を身に付けるとともに、単なる例題に
とどまらない現実の開発作業を担うことによ
り、品質、納期、予算といった実社会の制約を
踏まえたソフトウェア開発の実際について学
ぶ。
　学習目標は次の通りである。

・開発するシステムの具体化を行い、ソフト
ウェアの役割を明確化することができる。

・企業担当者と協調して開発作業を進め、実
開発における諸制約を理解できる。

・開発成果やソフトウェアの先進性について
発表、討論ができる

　各プロジェクトでは半期（0.5年）毎に開発
課題・目標を設定する。１年後期の終わりと２
年前期の終わりには、全OJLプロジェクトの学
生、企業担当者、大学教員が一堂に会し、学生
のOJL中間発表会を行い、開発課題の意義や達
成度、得られた技術・成果などについて学生が
発表し、討論を行う。また、修了年度の終わり
には最終発表会を行い、開発課題の本質的な問
題・特徴を理解しているか、製品レベルの実シ
ステム開発を実践したか、開発スキルが身に付

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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いたか、メタ技術とメタ技術展開力が習得でき
たか等の観点から、指導教員と企業担当者で学
生の評価を行う。
講師情報
　OJLの各プロジェクトでは、企業のプロジェ
クト管理者と大学の博士前期課程担当の教員が
学生の指導を行う。企業担当者はプロジェクト
マネージャの役割をし、開発対象ソフトウェア

（課題）の選定、実際の企業での開発スキルの
伝授、プロジェクト管理を行う。大学教員は、
研究的視点やメタ技術の観点から、実システム
開発における本質的な問題や特徴、開発アプロ
ーチの妥当性、代替手法の得失比較などについ
て教育指導をする。
時間数
　時間割上では明確に指定していないが、１年
後期は週に11時間以上、２年は週に16時間以上

の活動を行っている。
当該科目で利用した教材の概要
　プロジェクトの半期毎に習得すべき技術や、
プロジェクトを円滑に進めるための指針やノウ
ハウを整理した実施要項を作成中である。最終
評価を行う際の審査基準についても策定中であ
る。

各科目の教材リスト 
　本コースのために、座学講義12科目（うち９
科目が新設講義）の各14回講義資料スライド作
成し、一部講義はビデオ教材化している．また、
PBLの内容は他拠点で実施できるよう指導要綱
を含めた教材化を行っている。これらは順次、
拠点間教材等連携事業のポータルサイトで公開
する予定である。

科目名 教材名 作成状況

ITネットワーク 講義資料全14回 製本済，公開準備中

ソフトウェア保守 講義資料全14回 製本済，公開準備中

ソフトウェア要求工学 講義資料全12回 製本済，公開準備中

ソフトウェア設計技術 講義資料全13回 製本済，公開準備中

正当性検証と妥当性確認 講義資料全13回 製本済，公開準備中

ソフトウェアプロジェクト管理 講義資料全13回 製本済，公開準備中

ソフトウェアモジュール化技術 講義資料全13回 製本済，公開準備中

ソフトウェアアーキテクチャ 講義資料全14回 製本済，公開準備中

分散システム開発技術 講義資料全14回 製本済，公開準備中

組み込みシステム開発技術Ｉ 講義資料全14回 製本済，公開準備中

組み込みシステム開発技術II 講義資料全14回 製本済，公開準備中

分散システム開発技術 ビデオ教材 全14回 公開準備中

組み込みシステム開発技術II ビデオ教材 全14回 公開準備中

ソフトウェア工学応用演習（PBL） PBL課題＋指導要領 製本済，公開準備中
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　なお、本拠点では、カリキュラム全体を移転
可能な教育スキームとして捉え、他大学への教
育スキームの移転を検討し、静岡大学へ本プロ
ジェクトの教育スキームの移転を進めてきた。
H20年度から座学の講義は遠隔講義として実施
し、PBLとOJLについては、静岡大学独自で教

材とテーマを決めて実施した。現在、静岡大学
単独で本プロジェクトの趣旨に合った教育を実
施できるように、座学の講義で習得すべき内容
を精査し、それらを網羅するようなカリキュラ
ムを設計した。

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

　OCEANの カ リ キ ュ ラ ム は、 座 学 講 義、
PBL、OJLの３つのカテゴリの授業・演習科目
群からなる。本節では以下、それぞれの教育・
産学連携体制について説明したのち、教育実施
上、学習意欲や効果を高めるための試みや特色
のある教育設備について説明する。

座学講義 
　座学講義は次の体制で実施している。座学講
義は基礎科目、ソフトウェア工学科目、要素技
術科目の３つのカテゴリに分類されており、次
にそれぞれのカテゴリに必要とした教員数、産
学連携体制について挙げる。
◉基礎科目
教員数　大学側：７名
専門分野　ソフトウェア工学、情報通信、情

報通信ネットワーク技術、情報法、情報管理
社会、情報倫理学

担当科目　IT技術倫理と社会、ITネットワ
ーク、コードリーディングI、コードリーデ
ィングⅡ

◉ソフトウェア工学科目
教員数　大学側：５名・企業側：５名
専門分野　ソフトウェア工学
担当科目　ソフトウェア要求工学（＊）、ソ

フトウェア設計技術（＊）、正当性検証と妥
当性確認（＊）、ソフトウェアモジュール化
技術（＊）、ソフトウェアアーキテクチャ、
ソフトウェアプロジェクト管理（＊）

（＊の科目では、大学側１名・企業側１名の
教員が連携して講義を担当）

◉要素技術科目
教員数　大学側：５名・企業側：４名・企業

側（ゲストスピーカ）：７名

専門分野　ソフトウェア工学、組込みシステム
担当科目　情報システム開発実践特論（☆）、

システムプログラム特論、組込みシステムハ
ードウェア技術、実践的ソフトウェア開発技
術（★）、分散システム開発技術

（☆の科目では、企業側教員３名が講義を担
当、★の科目では、大学側２名・企業側１名
の教員が連携して講義を担当し、企業側から
ゲストスピーカ７名を招へいしている）

PBL 
　PBLは次の体制で実施している。PBLはOJL
において本格的な開発を行う前の予備段階と位
置付けており、大学側教員が担当する１科目の
演習科目として実現されている。次の通り、名
古屋大、南山大、愛知県立大は共同で、静岡大
は単独で実施している。
◉名古屋大・南山大・愛知県立大
教員数　大学側：５名
専門分野　ソフトウェア工学
担当科目　ソフトウェア工学応用演習
◉静岡大
教員数　大学側：３名
専門分野　ソフトウェア工学、協調設計、計

算機アーキテクチャ
担当科目　ソフトウェア工学応用演習

OJL 
　OJLは次の体制で実施している。OJLは産学
連携による実開発をテーマとした実践研究であ
り、連携企業等と大学が密接に連携して教育を
実施する。OJLテーマごとの実施体制を次に示
す。
◉システム構成管理技術の研究（名古屋大・愛

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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知県立大・トヨタ自動車）
担当者数　大学側：５名・企業側３名
◉次世代車載システム向けRTOSの検討および
開発（名古屋大・トヨタ自動車）
担当者数　大学側：３名・企業側３名
◉次世代運転支援システムの情報表示系機能を
検証するツールの開発（名古屋大・デンソー）
担当者数　大学側：３名・企業側５名
◉モデルベース開発プロセスに基づいたスマー
トキーエントリシステムのソフトウェア開発

（名古屋大学・デンソー）
担当者数　大学側：３名・企業側２名
◉サービス指向プラットフォームの研究開発

（南山大・デンソー）
担当者数　大学側：２名・企業側２名
◉ラベルライターの外国語向けソフトウェア開
発（名古屋大・愛知県立大・ブラザー工業）
担当者数　大学側：５名・企業側６名
◉インクジェット複合機での表示機能（名古屋
大・愛知県立大・ブラザー工業）
担当者数　大学側：５名・企業側10名
◉次世代LANプログラム開発（名古屋大・オー
トネットワーク技術研究所）
担当者数　大学側：３名・企業側５名
◉半導体製造装置のFA通信ソフトウェア開発

（南山大・東京エレクトロンソフトウェア・テ
クノロジーズ）
担当者数　大学側：２名・企業側２名
◉自動販売機制御ソフトウェアの再開発（南山
大・富士電機リテイルシステムズ）
担当者数　大学側：３名・企業側４名
◉組込みソフトウェアに向くコンポーネント仕
様の研究（名古屋大・アイシン精機）
担当者数　大学側：３名・企業側５名
◉JavaソースコードのCDI（Code Inspection）
の開発（南山大・キャナリーリサーチ）
担当者数　大学側：３名・企業側１名
◉Javaソ ー ス コ ー ド の 次 世 代CDI（Code 
Inspection）の開発（南山大・キャナリーリサ
ーチ）
担当者数　大学側：３名・企業側１名
◉Multicore対応リアルタイムOSの開発（名古
屋大・愛知県立大）

担当者数　大学側：４名・産業界側２名
◉ローカライゼーションとルーティングプロト
コルを融合させた無線センサネットワーク向け
通信ソフトウェアの開発（静岡大・三菱電機）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉機械制御における直線・円弧補完システムの
開発（静岡大・エヌエスティー）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉X線画像処理システムの開発（静岡大・イメ
ージテック）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉機械制御における直線・円弧補完システムの
開発（静岡大・株式会社エヌエスティ－）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉制御系組込みソフトウェア学習支援システム
の開発（静岡大）
担当者数　大学側２名・企業側２名
◉空調機への状況理解技術の適用（静岡大・東
芝キヤリア株式会社）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉X線画像を用いた自動判定システムの開発

（静岡大・イメージテック株式会社）
担当者数　大学側３名・企業側１名
◉DSMSを適用したHEMS開発（静岡大・富士
ソフト株式会社）
担当者数　大学側３名・企業側１名

教育実施上の工夫点等 
　これまでに説明したカリキュラムにしたがっ
た教育の効果を高めるために、南山大学高岳サ
テライトキャンパスを利用した同一環境での対
面教育を実現している（リモート拠点について
は後述の遠隔講義設備を利用）。
　各大学に遠隔講義設備を配置することによ
り、本コースの講義を本コース生以外の学生が
各大学の教室で受講する、あるいは各大学で行
われている講義を南山大学高岳サテライトキャ
ンパスにおいて本コースの学生が受講するとい
った、柔軟な実施形態による講義運営を可能と
している。
　FDを主に担当するカリキュラム検討WGが
主導して、リフレクションシートと呼ぶアンケ
ート用紙により、授業運営や設備に対する要望
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を吸い上げる仕組みを整備しており、その結果
を受けて実際に授業や設備の改善が行われてい
る。特に授業改善に対する意見には、各教員が
目を通し、リフレクションシートに対する自己
点検報告書を作成するなど、授業の質の向上に
役立てようと努力している。

連携大学の役割分担と教育実施体制 
　連携４大学のうち、名古屋地域の３大学（名
古屋大学、南山大学、愛知県立大学）は名古屋
拠点として密に連携し、教育コンセプトやカリ
キュラムの整備や教育の実施に至るまで、教育
実施スキーム全体の管理運営を合同で行ってい
る。静岡大学はリモート拠点として、本プログ
ラムの教育スキーム移転の検証と実証実験を行
い、スキーム移転が可能であることを証明する
役割を担っている。
　名古屋拠点では、南山大学高岳サテライトキ

ャンパスを利用し、３大学の学生を一堂に会し
て講義科目の対面教育を実施している。H20年
度より始まったリモート拠点においても前述の
遠隔講義設備を用いて同一の講義科目を受講し
ている。こうした講義科目は、４大学からの講
師の派遣によって運営されており、現在は非常
勤講師の相互雇用という形態で実施している。
　PBL科目については、名古屋拠点は合同で実
施しており、学生も３大学の混成チームを編成
する体制で実施している。リモート拠点では名
古屋拠点同様のコンセプトに基づいた独自教材
を開発し、実施している。
　OJL科目については、整備されたスキームに
従って、大学毎のチームおよびテーマで実施さ
れている（一部大学混成チームで実施されてい
るテーマもある）。OJLの報告会に関しては３
大学（H20年度からは４大学）が一堂に会して
実施している。

教 育 実 績

　教育実績については、修了実績、OJLの成果、
教育効果の評価に分けて説明する。さらに、本
教育スキームや教育実績についての対外的な情
報発信活動についても説明する。

修了実績 
◉平成19年度入学生
修了者数　20名
就職先企業（順不同）ブラザー工業、デンソー、

デンソークリエイト、日本電気、ソニー、エ
ヌ・ティ・ティ・ドコモ、BOSCH、本田技研、
アイシン・エィ・ダブリュー、NECソフトウ
ェア中部、豊通シスコム、ユーフィット、三
菱電機エンジニアリング、博士後期課程進学

◉平成20年度入学生
修了予定者数　32名
就職内定先企業（順不同）トヨタケーラム、

エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ビック東海、
KDDI、日本電信電話、デンソー、富士通、
三菱電機情報ネットワーク、デンソー・アイ
テック、いいじゃんネット、デンソークリエ
イト、西日本旅客鉄道、ユーフィット、東海

旅客鉄道、富士通関西中部ネットテック、ス
ターインフォテック、中電シーティーアイ、
日立システムアンドサービス、アドヴィック
ス、インテック、NTTデータ、東海理化電
機製作所、大和総研ビジネス・イノベーショ
ン、トーテックアメニティ、富士通エフ・ア
イ・ピー、東芝テック、エヌエスティー、日
立エイチ・ビー・エム、TSP

◉平成21年度入学生
修了予定者数　18名

OJLの成果 
　本節では、以下OJLによる特筆すべき成果に
ついて、その概要を示す。
　 名 古 屋 大 が 独 自 テ ー マ と し て 行 っ て い
る「Multicore対 応 リ ア ル タ イ ムOSの 開
発」では、その研究成果である、リアルタ
イムOSのためのトレースログ可視化ツール
TraceLogVisualizer（TLV）をTOPPERS プロジ
ェクトのWebサイトにおいてオープンソース
ソフトウェアとして公開している。また、OJL
を基にした論文「トレースログ可視化ツールの

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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開発」（後藤隼弐、他）が平成21年度情報処理
学会山下記念研究賞および第139回SLDM研究
会　優秀発表学生賞を受賞した。
　名古屋大とアイシン精機が連携して行って
いる「組込みソフトウエアに向くコンポーネ
ント仕様の研究」では、OJLを基にした研究
発表が、SES2009（ソフトウェアエンジニアリ
ングシンポジウム2009）で学生奨励賞⑴⑵を、
FOSE2009（第16回ソフトウェア工学の基礎ワ
ークショップ）で貢献賞⑶を受賞した。
⑴大須賀俊憲（*）、小林隆志、間瀬順一、渥美

紀寿、山本晋一郎、鈴村延保、阿草清滋
「CX-Checker：C言語プログラムのためのカ
スタマイズ可能なコーディングチェッカ」

⑵上原伸介（**）、小林隆志、大須賀俊憲（*）、
山本晋一郎、阿草清滋

「多粒度な可視化によるソフトウェア理解支
援」

⑶蛭牟田英治（**）、末次亮、大須賀俊憲、小
林隆志、山本晋一郎、阿草清滋

「JavaScriptソースコードリポジトリを用い
た代替コード発見」

（*）..OCEAN １期生、（**）..OCEAN ２期生
　南山大学と富士電機リテイルシステムズが連
携して行っている「自動販売機制御ソフトウェ
アの再開発」では、OJLに基づいた修士論文「自
動販売機制御ソフトウェアの再開発－自動販売
機制御ソフトウェアのログ解析支援ツールの設
計と実現－」（小島守道）が2008年度南山大学

数理情報研究センター優秀論文賞を受賞した。
　南山大学とキャナリーリサーチが行っている

「JavaソースコードのCDI（Code Inspection）
の開発」ではOJLでの研究開発成果を基に製品
化を行った。
　名古屋大と愛知県立大、トヨタ自動車が連携
して行っている「システム構成管理技術の研究」
では、OJL題材であるACC（Adaptive Cruise 
Control）システムに関する研究開発成果を本
プロジェクトのWebサイトにおいて広く公開
する予定である。
　名古屋大と愛知県立大、ブラザー工業が連携
して行っている「ラベルライターの外国語向け
ソフトウェア開発」では、得られた成果につい
て特許申請することを検討している。

教育効果の評価 
　本コースのカリキュラムによる教育効果につ
いて、平成20年度入学生（二期生）に対して、
平成20年４月、10月、平成21年８月に知識調査
を実施することで計測した。
　調査方法は、下図に示すような設問に対し、
知識の深さについてレベル０から４で自己評価
するものである。設問は合計で60問からなり、
J07やSWEBOKの知識体系を参考に、構築技術、
形式手法、モデルと分析、要求工学、設計、正
当性検証と妥当性確認、保守と発展、プロセス、
品質、プロジェクト管理のカテゴリに分類され
ている。

設計 ０ １ ２ ３ ４
情報隠ぺい、強度（凝集度）、結合度
アーキテクチャと品質特性
コンポーネント設計
HCI設計
構造化分析設計

レベル０：全く知らない
レベル１：教科書や講義などで見聞きしたことがあり、関連する資料を調

べることができる
レベル２：言葉の意味を理解しており、説明することができる
レベル３：言葉に関する技術・技法をソフトウェアやシステムの開発に利

用することができる
レベル４：技術の背景にある制約や特性について理解し、特定の問題に対

する向き／不向きを比較評価できる
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　この回答結果から、平成20年度生の入学時の
知識レベルの平均は0.73であり、修士１年の前
期授業終了後に1.57、修士２年の前期授業終了
後1.93であることが分かる。学期が進むにつれ
て知識レベルが向上し、ソフトウェア工学技術
に関する学習効果が上がっていることが分か
る。なお、平成19年度入学生（一期生）につい
ても同様の結果を確認している。
　また、各知識領域についての結果を下図に示
す。特にプロジェクト管理や、検証、要求工学
に関する教育効果（レベルアップ）が高いこと
が見てとれる。
　また、特に企業プロジェクトマネージャと大
学教員が密接に連携して教育を行うOJLの教育
効果については、定量的な計測は困難であり実
施していないが、下に抜粋する連携企業および
プロジェクトマネージャからのコメントや関連
教員からの意見を総合すると、特に次の点で学
生の知識やスキルの向上が見られているといえ
る。
・システム開発やプログラミングの能力

　実システムの開発に携わる事で開発能力や
プログラミング能力がついている。特に、製
品レベルの品質を意識した開発や検証、保守
について、その重要性の理解が深まっている

といえる。
・プロジェクト管理能力・自主性

　メタ技術を意識した開発プロジェクトの遂
行により、単なる開発要因として振舞うだけ
でなく、自ら問題点の解決方法を提案し、ま
たリスクを考慮しながら技術の取捨選択を行
い、プロジェクトを成功に導くための管理能
力と自主性が育っている。

・技術的コミュニケーションや文書作成の能力
　製品レベルを想定した開発プロジェクトに
おける、定期的なミーティング、文書交換な
どを通じ、技術的なコミュニケーション能力、
技術文書作成の能力が向上した。

　一方で、OJLを円滑に運営するための課題に
は次のような項目が挙げられる。
・教員・企業スタッフの不足

　大学と企業との間で製品レベルのシステム
を題材に開発を行うというOJLを遂行できる
教員、企業スタッフは少ない。

・開発テーマの設定基準の問題
　テーマの新規性や有用性について判断する
基準がなく、研究的観点からの価値判断では
テーマ設定や成果に対する評価が難しい場合
が見受けられる。OJLとして適切なテーマ設
定の基準、評価の基準を作ることが必要であ

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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る。
・OJL実施期間の問題

　本拠点のOJLでは1.5年間の開発を必須と
しているが、企業にとっても大学にとっても
負荷が高いという意見が出されている。OJL
成果として一定のレベルを担保する仕組みを
設けることは必要であるが、より自由な期間
設定を可能とする必要がある。例えば半期の

OJL実施を通じて得られた知見に基づく研究
により修士論文を執筆するといったことも検
討すべきであろう。

・知的財産権の問題
　OJLは教育の場であり、知的財産権の保護
の観点とは馴染みにくい。成果発表、論文公
聴会などの場でその折り合いをどのようにつ
けるかが課題である。

●連携企業からのコメント（抜粋）

「修士を対象とした教育カリキュラムとしては、想定し得る最高レベルの教育を目指す挑戦的な取り組みである」

「OJLや企業での活動事例を紹介する中で、真に産業界が直面しているソフトウェア開発の課題を、学生のみならず、
大学教員と共有することは教育だけにとどまらず、今後のソフトウェア工学研究に寄与するものと期待できる」

「修了学生が長期的な人事キャリアパスにおいて先導的なソフトウェア技術者となるためには、世界的な人事の流動
性を見通して、修了後のキャリア形成につながる継続的な学習活動の動機つけの機会が必要」

「インターンシップでは、企業側ができる範囲で作業をしてもらうことになる。それに対し、OJLでは、教員がとも
に参加し、教員からの知見を反映しながら実施するため企業としても、大変やりがいがある」

●OJLプロジェクトマネージャからのコメント（抜粋）

「OJLで、完結性の高いテーマを設定したが、学生は当初の予想よりも高度な理解をし開発を進めている。大学との
連携的な研究的な要素も入れた、より高度なテーマも可能ではないか」

「学生が対象ということで、OJLテーマのレベルを心配していたが、基礎知識があり、学習意欲が高いため順調にプ
ロジェクトを実施することができている」

「OJLにおけるプロジェクトを通じ、オブジェクト指向設計、リファクタリング、状態遷移モデリング、デザインパ
ターンなど、設計や再利用に関するベース技術を特定の問題に適用する能力はほぼ備わったと考えている。また、こ
れらのベース技術を適切に組み合わせ問題解決をはかるためのメタ技術についても徐々に備わりつつあると評価して
いる。」

「参加学生の到達レベルに関しては、現時点では最終到達目標に未到達であるものの、今後の活動を通じて目標達成
できるものと考える。到達目標に未到達である項目のうち、PJ・開発プロセス等のマネージメントに関しては、経験
不足に起因していると考えられ、今後の重点課題であると認識している。とは言え、技術要素に関しては、目標レベ
ルに達成している項目が多数見られ、PJの成果であると考えている」
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情報発信 
　名古屋拠点における実践教育活動の内容や成
果について紹介し、本教育スキームを普及させ

るために、これまでに次に挙げるような機会を
利用して広報活動を行ってきた。

日付 会議等名称 発表題目 発表者

2006/11/13
日本ソフトウェア科学会ソフトウ
ェア工学の基礎ワークショップ

（FOSE2006）
メタ技術とOJL 野呂（南山大）

2007/ ３/ ８ 情報処理学会第69回全国大会 メタ技術とOJL 野呂（南山大）

2007/ ９/12 日本ソフトウェア科学会第24回
大会

Project OCEAN 名古屋大学先導的IT
スペシャリスト養成 阿草（名大）

2007/ ９/18 九大・名大 先端技術者養成シン
ポジウム（第３回）

Project OCEAN:名大における先導的
ITスペシャリスト養成の取組み 小林（名大）

2008/ ９/17
名古屋大学組込みシステム研究セ
ンターシンポジウム・技術人材育
成の取り組みと課題

「OJLによる最先端技術適応能力を持
つIT人材育成拠点の形成」これまでと
これから

古賀（名大）

2008/10/30 情報処理学会組込みシステムシン
ポジウム（ESS2008）

飛行船制御を題材としたプロジェクト
型ソフトウェア開発実習

沢田（南山大）
他

2009/ １/13 大学教育改革プログラム合同フォ
ーラム 拠点紹介ポスター展示 小林（名大）他

2009/ １/22 実践的ソフトウェア工学教育に関
する国際シンポジウム 協賛、および拠点の取り組み内容紹介 沢田（南山大）

他

2009/ ５/23 情報処理学会 コンピュータと教
育研究会 99回研究発表会

ソフトウェア開発の教員主導型PBLに
おける反復プロセスとEVM導入の効
果

松澤（静岡大）
他

2009/ ８/21 第34回教育システム情報学会全
国大会

パネル討論「実践的課題に基づく技術
者教育」に共催、パネラとして参加 阿草（名大）

2009/ ８/25 Ｓ-open（ソフトウェア技術者ネ
ットワーク） ホットセッション

Project OCEAN: 産学連携による実践
的ソフトウェア技術者教育 沢田（南山大）

2009/10/23 情報処理学会組込みシステムシン
ポジウム（ESS2009）

パネル討論「組込みシステムの進化に
向けたものづくりイノベーション」に
パネラとして参加

沢田（南山大）

2009/11 情 報 処 理 学 会 論 文 誌Vol.50, 
No.11, pp.2677-2689

飛行船制御を題材としたプロジェクト
型ソフトウェア開発実習

沢田（南山大）
他

2009/12/ ２ フロンティア21エレクトロニク
スショー 2009

愛知県立大学大学院 ITスペシャリス
トコースについて出展

山本（愛知県立
大）
他

2009/12/ ４
２ nd International Research 
S y m p o s i u m  o n  P B L 

（IRSPBL'09）

Two Challenges to Promote EVM 
on PBL in Software Engineering 
Education

松澤（静岡大）
他

2009/12/15 日刊工業新聞 24面 OCEANの産学連携について紹介

2010/ １/ ７ 大学教育改革プログラム合同フォ
ーラム 拠点紹介ポスター展示 沢田（南山大）

他

2010/ １/19 第４回先導的ITスペシャル育成推
進プログラムシンポジウム

Project OCEAN: OJLによる最先端技
術適応能力を持つIT人材育成拠点の形
成

古賀（名大）
坂部（名大）

名古屋大学拠点　「OJLによる最先端技術適応能力を持つIT人材育成拠点の形成」
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　名古屋拠点において４大学と６企業の連携に
より実施しているITスペシャリストコースは、
補助期間終了後も継続すること基本方針として
いる。ただし、経費の点で補助期間中と同じよ
うに実施することは困難であるので、大学間連
携を密な連携から疎な連携に移行して、４大学
が個別にITスペシャリストコースを維持する
ことを計画している。疎な連携を維持しつつ将
来の学学連携のあり方を模索する予定である。
産学連携については、これまでの経験と実績を
踏まえて、OJLを基本にした連携関係をより安
定的に発展維持できる枠組みを検討している。
例えば、大学と企業が個々に連携する形ではな
く、大学院教育を支援する団体組織を構成し、
その組織を窓口にして、大学と企業が支援のあ
り方を定め、大学院教育を行うという形もあり
得ると考えている。これにより、より安定的で、
発展性のある産学連携大学院教育ができると考
えられる。

問合せ先
OCEAN Webサイト
http://www.ocean.is.nagoya-u.ac.jp/

名古屋大学大学院　情報科学研究科
〒464-8601　愛知県名古屋市千種区不老町
tel：052-789-4228
E-mail：itspec-office@nces.is.nagoya-u.ac.jp

南山大学大学院　数理情報研究科
〒489-0863　愛知県瀬戸市せいれい町27（瀬戸キャ
ンパス）
tel：0561-89-2000
E-mail：ml-grad@nanzan-u.ac.jp

愛知県立大学大学院　情報科学研究科
〒480-1198　愛知県愛知郡長久手町大字熊張字茨ケ
廻間1522-3
tel：0561-64-1111
E-mail：it-spec-info@ist.aichi-pu.ac.jp

静岡大学大学院　情報学研究科
〒432-8011　静岡県浜松市中区城北3-5-1
tel：053-478-1510
E-mail：gs-kouhou@inf.shizuoka.ac.jp

今 後 の 計 画 ・ 構 想
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　本プロジェクトは、世界最高水準のIT人材
として求められる専門的スキルを、ソフトウェ
ア工学に関する最新の技術から現在標準的に用
いられている実践的な技術までを幅広く修得
し、それらを活用して活躍できる能力と考え、
そのような能力を備えた高度なソフトウェア技
術者育成を目標としている。
　その目標を実現するために、実践的なソフト
ウェア構築技術を有する民間企業４ 社の専門
家群と、ソフトウェア工学の分野において最新
の研究を進めている関西圏の９大学情報系研究
科に分散している該当分野の卓越した専門家群
の力を結集することにより、ソフトウェア工学
分野で教育・修得すべき内容をより豊富にかつ
体系的・実践的に教育課程に取り込んだ融合連
携型専攻の構築を進めている。この融合連携型
専攻に属する卓越した専門家群による教育の結
果、世界最高水準のソフトウェア技術者の育成
が可能となる。また、重要視している実践的教
育については、参画企業と協働して、教科書的
例題ではなく現実の開発プロジェクトそのもの
を教材とすべく開発を進め、生の教材を用いた
教育を実現する。
　本融合連携専攻の教育では、博士前期課程の
ほぼ全ての期間を、関連する授業や演習、研究
に割り当てる。従って、本専攻を修了する時点

では、基礎力と適応力を有し、実践的なソフト
ウェア開発能力を備えた人材が育成される。更
に、関西圏の９大学院の連携の強みを活かし、
各大学・大学院で、実践的ソフトウェア開発技
術の知識を、それぞれの授業や研究を通じて、
広く普及させることが可能となる。直接育成す
る人数は毎年40名程度であるが、当専攻に参画
する組織全体としては、毎年、総計700人程度
に上り、関西圏の情報関連教育界に大きなイン
パクトを与え得る。
　また、現在、関西経済連合会を中心とし、関
西のソフトウェア産業の活性化を推進している。
その１つの成果として、本融合連携専攻が中心
となり、社会人の組込みソフトウェア教育プロ
グラムとして「組込み適塾」が開講されている。
　最後に、本専攻で開発する実プロジェクト教
材や先端ソフトウェア工学科目の教材コンテン
ツは、連携諸機関を通じて、広く一般に公開す
ることで、利用の促進を目指す。
　なお、本プロジェクトの正式名称は「高度
なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト
教材開発を実現する融合連携専攻の形成」で
あるが、名称が長いことから通称名を、IT 
Specialist Program Initiative for Reality-based 
Advanced Learning の 頭 文 字 を と っ た「IT 
Spiral（ IT スパイラル）」と名づけている。

大阪大学拠点
高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材
開発を実現する融合連携専攻の形成

参加大学：大阪大学、大阪工業大学、京都大学、高知工科大学、神戸大学、奈良先端科学技術大学院大学、兵庫県立大学、
立命館大学、和歌山大学

参加企業：株式会社オージス総研、株式会社日立製作所、株式会社日立システムアンドサービス、株式会社NTTデータ

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 4

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要
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目標人材像 
　IT Spiralでは、日々深刻化し一刻の猶予も
許されない先導的ITスペシャリスト不足問題
の解消を目指して、複数の情報系大学院に分散
している有能な教員、学生を集約し、産業界も
企業間の壁を越えて協働し、国家的な拠点形成
をすることを目指す。そのために、関西圏の該
当分野の牽引者達が会合を重ね、９大学、４民
間企業が叡智を結集し、「関西発の世界的拠点
形成」を合言葉に一大教育プロジェクトを推進
している。
　巨大化・複雑化している一方で、納期が短
くなってきているソフトウェアシステムの開
発には高度な技術力を有するソフトウェア技
術者が数多く必要となる。 IT Spiralでは、関
西圏９大学の情報系大学院および４民間企業
の各々が有する高い専門性・知見を融合連携
し、高度なソフトウェア技術者育成に重点をお
く。具体的には、以下で述べる人材の育成を目
指す。米国を拠点とする世界規模の情報系学会
ACMとIEEE-CSは、標準となるコンピュータ
関連科目のカリキュラムを共同で策定してき
ている。最新の版であるCC2005（Computing 
Curricula 2005）では、学部学生用のカリキュ

ラムで教えるべき１つの分野として、ソフトウ
ェア工学を定めている。また、IEEE-CSが定め
るSWEBOK（Software Engineering Body of 
Knowledge）では、ソフトウェア工学を「10
の知識領域」（要求、設計、プログラミング、
テスト、保守、構成管理、管理、プロセス、ツ
ールと方法論、品質）に詳細化している。IT 
Spiralでは、SWEBOKの定める知識領域を幅
広く習得したソフトウェア技術者を育成する。
その過程で各領域の知識が真に自分のものとな
り、それらを活用して中長期的に活躍できるソ
フトウェア技術者になるために、次の３種類の
力を自ら備えることができるように教育プログ
ラムを進めている。
A　基礎力：ソフトウェア開発のために必要と

なる基礎的な情報科学やソフトウェア工学に
関する知識。

B　適応力：単なるツールや記法の知識ではな
く、その背景にある原理や理念を深く理解し、
環境が変化しても、それに対応できる力。

C　実践力：実践的な開発経験を有し、開発技
術力のみならず、プロジェクトの成功を支え
るために必須なコミュニケーション力やマネ
ジメント力。

学 習 ・ 教 育 目 標

図４. １　 IT Spiral概観図



79

第
２
章

４　

大
阪
大
学
拠
点

カリキュラムの構成 
　「学習・教育目標」で述べた３つの力（基礎力、
適応力、実践力）を実現するために、以下の３
つの科目群を設定している。また、実プロジェ
クト教材の開発を行っている。なお、本プログ
ラムは、以下に示す基礎ソフトウェア工学科目
群から２科目４単位以上、先端ソフトウェア工
学科目群から２科目４単位以上、実践ソフトウ
ェア開発科目群から３科目６単位、合わせて14
単位以上の修得を修了要件としている。

基礎ソフトウェア工学科目群
（２科目４単位以上を修得）
　各大学院で開講されている既存ソフトウェア
工学関連科目で構成される。受講生はそれぞれ
の大学院で受講する。2009年度は、９大学院で
のべ43科目が対象となっている。具体的な科目
名は以下の通りである。

大阪大学：ソフトウェア設計論、並列プログ
ラミング、コンピュータサイエンス基礎論、
ソフトウェア開発論、コンカレントシステ
ム、情報流通ネットワーク設計論、情報ネ
ットワーク設計論、ネットワークソフトウ
ェア、ヒューマンインタフェース工学、ビ

ジネス情報システム、バイオデータベース
工学

大阪工業大学：ソフトウェア構成論、分散情
報システム論、ソフトウェア工学特論

京都大学：ソフトウェア基礎論、知能情報シ
ステム特論、並列分散システム論、分散情
報システム、マルチエージェントシステム

高知工科大学：コンピュータアーキテクチャ
論、オペレーティングシステム論

神戸大学：ソフトウェア工学特論Ⅰ、データ
ベース・システム特論、言語工学特論、シ
ステムプログラム特論

奈良先端科学技術大学院大学：ソフトウェア
設計論、ソフトウェア工学Ｉ、ソフトウェ
ア工学Ⅱ、情報通信システム論Ⅰ

兵庫県立大学：システム設計論、データベー
ス論、情報科学応用、情報処理演習Ⅰ

立命館大学：分散システム特論、ソフトウェ
ア工学特論

和歌山大学：ソフトウェア設計論、知識工学、
グループウェア論、インタラクションデザ
イン論、経営情報システム

先端ソフトウェア工学科目群
（２科目４単位以上を修得）

図４. ２　IT Spiralの目指す教育領域

教 育 内 容
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80

　種々の最先端のソフトウェア工学の関連知識
を教授するとともに、その背景となっている理論
や理念を教え、現在のソフトウェア開発環境が
変化しても、新たな技術を自ら生み出すことが
可能な潜在的に優れた適応力を身につけさせる。
　各大学が得意とする分野の教材を、主に５回
分のビデオ教材として作成している。１回分の
教材は、60分程度のビデオと30分程度で実施す
る演習課題で構成される。これらは、SWEBOK
の各知識領域をカバーしている。これらの中か
ら、各大学院で決める履修モデルに基づいて15
回分を選択し、１つの先端ソフトウェア工学科
目として授業を構成する（各大学院では２科目
を開講）。例えば、大阪大学では、実践エンタ
ープライズシステム開発（モデル中心ソフトウ

ェア開発、ウェブ工学、データベース設計論）
と実践組込み開発（組込みソフトウェア設計論、
エンピリカルソフトウェア工学、組込みシステ
ム構成論）の２科目を開講している。
　実施に際しては、学生単独で学習させるので
はなく、担当の教員や各大学院の教員が教室に
待機し、教材コンテンツの放送とともに、議論
や質疑応答、演習等を対話的に行っている。平
成21年度は５科目を新規作成した結果、９大学
院で、合計17テーマ、93回分のビデオ教材とな
った。更に、本教材を用いた講義担当者向けの
指導ガイドラインの作成も行っている。今後も
各テーマに関して内容の更新を行っていく予定
である。各大学の作成した教材を表４. １に示
す。

表４.1　先端ソフトウェア工学ビデオ教材一覧

科目名 教材名 入手方法
IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.1 ソフトウェア保守（大阪大学）（講義ビデオ、講義資料、演習課題） IT Spiral事務局に

連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.2 データベース設計論（大阪工業大学）（講義ビデオ、講義資料、演
習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.3 モデル中心ソフトウェア開発（京都大学）（講義ビデオ、講義資料、
演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.4 組込みシステム構成論（高知工科大学）（講義ビデオ、講義資料、
演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.5 知的ソフトウェア開発論（神戸大学）（講義ビデオ、講義資料、演
習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.6 エンピリカルソフトウェア工学（奈良先端科学技術大学院大学）（講
義ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.7 組込み信号処理システム設計論（奈良先端科学技術大学院大学） IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.8 アジャイルソフトウェア工学（奈良先端科学技術大学院大学）（講
義ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.9 組込みソフトウェア設計論（兵庫県立大学）（講義ビデオ、講義資料、
演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.10 要求工学（立命館大学）（講義ビデオ、講義資料、演習課題） IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.11 コンポーネントパターン指向ソフトウェア開発 （立命館大学）（講
義ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.12 ウェブ工学 （和歌山大学）（講義ビデオ、講義資料、演習課題） IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.13 Webサービスとサービス指向アーキテクチャ（神戸大学）（講義ビ
デオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.14 組込みシステム開発（奈良先端科学技術大学院大学）（講義ビデオ、
講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.15 組込みソフトウェア設計論（奈良先端科学技術大学院大学）（講義
ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.16 組込み信号処理系開発手法（奈良先端科学技術大学院大学）（講義
ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡

IT Spiral先端ソフトウェア工学シリーズVol.17 Agile Project Management（奈良先端科学技術大学院大学）（講義
ビデオ、講義資料、演習課題）

IT Spiral事務局に
連絡
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実践ソフトウェア開発科目群
（３科目６単位を修得）
　ソフトウェア開発の高い技術力を有し、多く
の開発プロジェクトに関する知見を蓄積してい
る ㈱日立製作所、㈱日立システムアンドサー
ビス、㈱オージス総研、㈱NTTデータの４社
により、実践的なソフトウェア開発の授業（実
践プロジェクト管理、実践ソフトウェア開発論）
と演習（実践ソフトウェア開発演習）を行って
いる。各社から派遣される教員は、本講義のた
めの実践的な教材を作成している。開発プロジ
ェクトの成功には不可欠なプロジェクトマネジ
メントやコミュニケーション技術も講義してい
る。これらの授業と演習は、大阪大学中之島セ
ンターに２週間に一度、受講学生を一堂に集め
て行っている。特に演習では、受講生を小規模
グループに分け、複数人で協力してプロジェク
トを行っている。その際、複数大学院の学生を
１つのグループとして、異なる大学院間の交流
とプロジェクト推進に必須であるコミュニケー
ション能力の向上を図っている。
　また、９大学からも若手教員が出席し、本講
義・演習における学生のサポートを行っている。
平成21年度は実務家教員のサポートの元で、若
手教員が実践ソフトウェア開発論、実践ソフト
ウェア開発演習を担当した。その結果得られた
知見、今後の改善方法については2010年３月に
開催されるソフトウェアサイエンス研究会にて
報告する予定である。

平成21年度の開講科目は以下の通りである。
A　実践プロジェクト管理（20コマ）
　主に、㈱日立製作所、㈱日立システムアンド
サービスの実務家教員が担当し、以下のテーマ
について講義を行う。また、プロジェクト管理
については、Michel Barker  IT Spiral特任教
授（奈良先端科学技術大学院大学）が英語によ
る講義を行っている。 
情報システムと社会・コミュニケーション技術・
思考技術・要求分析・コンプライアンス・プロ
ジェクト管理・検査と品質保証・見積（FP法）
B　実践ソフトウェア開発論（20コマ）
　主に、㈱オージス総研、㈱NTTデータの実

務家教員のサポートのもとで、９大学の若手教
員が、以下のテーマについて講義を行う。
UML・DM・開発プロセス（要件定義・設計工
程）・JEE実践・開発プロセス（製造・試験工程）・
JUnit
C　実践ソフトウェア開発演習（24コマ）
　実践プロジェクト管理、実践ソフトウェア開
発論に関連する演習を行う。
　なお、本講義で㈱NTTデータの担当部分に
ついては、下記テキストにまとめられている。
　NTTデータソフトウェア工学推進センタ：
実例で学ぶソフトウェア開発，オーム社（2008）．

図４. ３　開発演習の様子

実プロジェクト教材の開発
　ソフトウェア開発の方法を指定して発注し、
仕様書、設計書、ソースコード、テストデータ、
進捗管理表、品質管理表等の実際の生成物を納
入させた。ソフトウェアエンジニアリングの修
得において、机上演習と現実とのギャップがこ
れまで大きな問題であった。IT Spiralではこ
れを解決するため、実用規模のシステム開発を
細大もらさず記録した教材の作成（開発の発注）
を行った。実システム事例は大学教務システム
である。システムの仕様はあくまで実用を前提
とし、実際の運用にならないような簡単化や架
空の状況設定は一切していない。教材開発に十
分な成果物が得られるため、教育課程・時間割
作成機能、履修登録機能、成績要件判定機能の
３つのフィーチャを切り出して開発した。
　実システム開発ではあるが教材開発のための

大阪大学拠点　「高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成」
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ものであるので、通常の開発プロジェクトでは
必ずしも納品されないようなものも含め、次の
ような方針ですすめた。
・大きなライフサイクルプロセス区分として、

要求定義、分析・設計（以上平成18年度発注）、
構築・テスト（平成19年度発注）を行う。

・分析・設計については、構造化手法とオブジ
ェクト指向の双方を同じ要求仕様に対して行
い、比較検討に供する。（構築・テストにつ
いてはオブジェクト指向分析・設計を受けて
行う。）

・プロダクトデータとともにプロセスデータも
獲得する。レビュー記録をとり、それに基づ
くプロダクトの改訂の状況を把握する。下流
工程ではEPM （Empirical Project Monitor） 
による詳細な進捗および信頼度成長記録とと
もに、協調作業の進行の実際を示すアーティ
ファクト（メイル等）を得る。

　成果物は以下の通りである。

・要求定義：要求仕様書、業務フロー図、入出

力関連図
・構造化分析・設計：データフロー図（データ

辞書、ミニスペック・実体関連図）、画面設計・
遷移図

・オブジェクト指向分析・設計：ユースケース
図、クラス図、コラボレーション図、シーケ
ンス図、アーキテクチャ仕様書、データ（エ
ンティティクラス）設計書、画面（バウンダ
リクラス）設計書

・構築・テスト：プログラムソースコード、テ
スト計画書・仕様書

・プロセスデータ：内部／外部レビュー記録、
進捗・改訂記録、作業スナップショット、信
頼度成長記録

　図４. ４に実プロジェクト教材の一例を示す。
また、表４. ２に情報をまとめる。また、これ
らの実プロジェクト教材に基づく、業務フロー
図、クラス図、コミュニケーション図、シーケ
ンス図開発に関する教材の開発を行った。

図４. ４　実プロジェクト教材例

表４. ２　実プロジェクト教材

教材名 入手方法

IT Spiral実プロジェクト教材（大学の教務システム開発で作成された
プロダクトデータ、プロセスデータ）

IT Spiral事務局に連絡
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　「学習・教育目標」、「教育内容」で述べた内
容の実現のための体制について述べる。先ず、
大学間の連携では、各大学からは少なくとも１
名の教員が中之島センターで開講されている実
践ソフトウェア工学科目の講義・演習に参画し、
講義の補助や内容の把握に務めている。また、
各大学・企業からの参加により、IT Spiral運
営委員会を平成18年度は５回、平成19年度は７
回、平成20年度は７回、平成21年度は６回実施
している。また、大阪大学の格段の配慮により、
大阪大学中之島センターでの授業の実施や運営
委員会の開催が可能となった。各大学の役割分
担としては、全体の取りまとめを拠点校の大阪
大学が担当している。また、実プロジェクト教
材の開発は和歌山大学が、国際活動・英語教育
については奈良先端科学技術大学院大学が担当
している。更に、基礎ソフトウェア工学科目群、
先端ソフトウェア工学科目群を各大学が独自に
実施しており、実践ソフトウェア工学科目群は
協同で実施している。平成21年度は９名の教員
が招へい教員として大阪大学で採用された。
　次に、民間企業との連携体制であるが、平成
19年度は協力企業４社から13名、平成20年度は
10名、平成21年度は８名が、それぞれ教員（招
へい教員、非常勤教員として大阪大学で採用）
として派遣され、中之島センターで実践ソフト
ウェア開発科目群の講義を担当した。また各教
員は講義の準備等を企業における業務の一環と
して実施していた。また、各企業の代表者が運
営委員会に出席している。
　実践ソフトウェア開発科目群の実施に当たっ
ては、学生に対する交通費（大阪大学中之島セ
ンターへの旅費）を支給している。また、同科
目で実施する開発演習等のためにパソコンや必
要なソフトウェアを貸与している。
　また、IT Spiralの修了要件にはなっていな
いが、各大学では下記の通りインターンシップ
を実施している。以下、大学名（受講者数）、
インターンシップ先（平均実習日数）を示す。

平成19年度
・阪大（４名）　TIS、野村総合研究所、富士

通研究所、ソニー、日立製作所 （18日）　
・大工大（４名）　日立製作所、日立システム

アンドサービス、ルネサスソリューションズ、
プロアシスト（22日）

・京大（３名）  NTT研究所、日立製作所 （21日）
　

・神戸大（１名）　野村総合研究所（14日）
・奈良先端大（５名）　ドリコム、ワークスア

プリケーションズ、日立製作所、日本IBM、
松下電器 （20日）

・兵庫県立大（３名）　アイシーシーシステム、
サーバーウィング、NECシステムテクノロ
ジー （34日）

・立命館大（２名）　日本IBM、TIS （18日）
・和歌山大（２名）　日立システムアンドサー

ビス、野村総合研究所、 関西電力（19日）

平成20年度
・阪大（７名）　松下電器産業、日本総研ソ

リューションズ、TIS、日本IBM、日本電
気、野村総合研究所（15日）、University of 
California, Santa Barbara （海外インターン
シップ、 58日）

・大工大（３名）日立システムアンドサービス、
富士通SSL、（独）情報通信研究機構（30日）

・奈良先端大（４名）TIS、富士通、デンソー、
日立製作所（18日）

・兵庫県立大（２名）ムーヴ、NECシステム
テクノロジー（53日）

・立命館大（１名）　HP （30日）　

平成21年度
・阪大（７名）富士通、TIS、シャープ、日本電気、

日本IBM、NTTネットワークサービスシス
テム研究所（22日）

・大工大（１名）日立システムアンドサービス
（９日）

・京大（４名）マイクロソフト、FutureArchitect、

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制
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第一生命、ATカーニー（15日）
・神戸大（１名）日本IBM（５日）
・奈良先端大（３名）TIS、日本信号、ニッセ

イ情報テクノロジー、JR東海、パナソニッ
クモバイルコミュニケーションズ、楽天（15
日）

・兵庫県立大（１名）兵庫医科大学病院（８日）
・立命館大（２名）ワークスアプリケーション

ズ、JSOL（11日）

・和歌山大（１名）日立システムアンドサービ
ス（３日）

　最後に、IT Spiralの教育内容に関する論文
が、ソフトウェア工学教育に関する国際会議で
は最も歴史と権威があるIEEE-CS Conference 
on Software Engineering Education and 
Trainingに採択されている。

教 育 実 績

　平成19年度の修了者、平成20年度の修了者、
平成21年度の修了予定者はそれぞれ、40名（受
講者42名）、39名（受講者42名）、41名（受講者
42名）である。また、平成19年度修了者、平成
20年度修了者の採用企業は以下の通りである。

平成19年度修了生
TIS⑵、コーエー⑴、日本IBM⑵、東芝ソリュ
ーション⑴、任天堂⑴、NTT西日本⑴、東芝⑴、
新日鐡ソリューションズ⑴、NTTコムウェア
⑴、パナソニック情報システム⑴、日立シス
テムアンドサービス⑵、楽天⑴、NTTドコモ
⑴、バッファロー⑴、ソニー・エリクソンモバ
イルコミュニケーション⑴、マイクロソフトデ
ィべロプメント⑴、グーグル⑴、NTTデータ
⑴、JSOL⑴、ドワンゴ⑴、讀賣テレビ放送局⑴、
野村総合研究所⑵、日立製作所⑴、マイクロソ
フト⑴、キヤノン⑴、ワークスアプリケーショ
ンズ⑴、オージス総研⑴、ヤフー⑴、日立ソフ
トウェアエンジニアリング⑴、NECシステム
テクノロジー⑴、サントリー⑴、シング⑴、ア
イシーソフトウェア⑴、博士後期課程進学⑵：
大阪大学大学院情報科学研究科⑴、兵庫県立大
学大学院応用情報科学研究科⑴

平成20年度修了生
関電システムソリューションズ⑴、パナソニッ
クシステムソリューションズジャパン⑴、高知
電子計算センター⑴、東芝⑴、横河電機⑴、日
立製作所⑵、KDDI⑴、バンダイナムコゲーム
ズ⑴、カヤック⑴、タイムインターメディア⑴、

日立システムアンドサービス⑶、ニッセイ情報
テクノロジー⑴、カコムス⑴、NTTデータ関
西⑴、川崎重工⑴、NTTデータ⑵、TIS⑵、日
本ユニシス⑴、富士通⑴、日立公共システムエ
ンジニアリング⑴、冨士ゼロックス⑴、野村総
合研究所⑴、コナミデジタルエンターテイメン
ト⑴、パナソニック電工⑴、エス・アール・ア
イシステムズ⑴、パナソニック電工インフォメ
ーションシステムズ⑴、JSOL⑴、シンプ・レ
クステクノロジー⑴、シー・イー・シー⑴、ア
イシン・エイ・ダブリュ⑴、オージス総研⑴、
博士後期課程進学⑴（大阪工業大学大学院情報
科学研究科）

　IT Spiralの教育内容に対して、外部評価委
員会による外部評価を平成19年３月30日、平成
20年３月17日、平成21年１月22日、平成22年１
月19日の４回実施している。外部評価委員会の
メンバー構成は、次の通りである。

今井良彦（パナソニックアドバンストテクノロ
ジー株式会社・社長）
大場充（広島市立大学大学院　情報科学研究科・
教授）
富野壽（株式会社構造計画研究所・会長）
三坂重雄（シャープ株式会社・顧問）
森原一郎（NTTソフトウェア株式会社西日本本
部プロジェクト推進部門・担当部長）

　評価委員からはおおむね良い評価を頂いてい
る。来年度以降も引き続き本プログラムを継続
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することを期待されている。また、組込みソフ
ト開発への対応、プロジェクトマネジメント教
育、コース修了者のトレース等のコメントを頂
いた。これらの指摘事項に対して、幾つかの取
組をはじめている。例えば、組込みソフト開発
への対応としては、関西の「組込みソフト産業
推進会議」との連携を行っている。また、先端
ソフトウェア工学科目群で組込み関連の新しい
教材を追加している。また、プロジェクトマネ
ジメント教育の充実については、「教育内容」
で述べた通り、外国人教師の英語によるプロジ
ェクトマネジメントの講義を実施し、更にビデ
オ教材としても新たに作成を行った。コース修
了者のトレースに関しては、修了学生の就職先
のリストを作成し、就職後１年、あるいは、５
年経過後に本人、あるいは、職場の上司に対し
てアンケート調査を実施する予定である。
　教育実績については、様々な方法で情報発信
を行っている。具体的には、 IT SpiralのWebペ
ージ（http://it-spiral.ist.osaka-u.ac.jp/）を大阪
大学にて作成し、最新情報、プロジェクト概要、
活動紹介、シラバス等の情報発信を行っている。 
また、以下のフォーラムの開催やシンポジウム
の講演等を通じた情報発信も行っている。

2007年３月２日
文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアテ
ィブ「ソフトウェアデザイン工学高度人材育成
コア」シンポジウム

2007年３月６日
情報処理学会第69 回全国大会 特別セッション 

「文部科学省 先導的ITスペシャリスト人材育成
推進プログラム」

2007年９月13日
　日本ソフトウェア科学会第24回大会パネルセ
ッション　ITスペシャリスト教育

2007年10月31日
IT教育カリキュラムシンポジウム

2008年２月27日

第１回大阪大学・京都大学・神戸大学連携シン
ポジウム─ソフトウェア技術者教育：期待と国
際的な潮流─

2008年６月23日
第１回先導的ITスペシャリスト育成推進プロ
グラム・シンポジウム

2009年１月13日
平成20年度大学教育改革プログラム合同フォー
ラム

2009年１月22日
実践的ソフトウェア工学教育に関する国際シン
ポジウム─欧米と日本における高度ソフトウェ
ア技術者育成の取組─

2009年３月４日
第２回先導的ITスペシャリスト育成推進プロ
グラム・シンポジウム

2009年７月31日
第３回先導的ITスペシャリスト育成推進プロ
グラム・シンポジウム

2010年１月７日
平成21年度大学教育改革プログラム合同フォー
ラム

2010年１月19日
第４回先導的ITスペシャリスト育成推進プロ
グラム・シンポジウム

Michael Barker and Katsuro Inoue: "IT 
SPIRAL : A Case Study in Scalable Software 
Engineering Education", Proc. of the 22th 
IEEE-CS Conference on Software Engineering 
Education and Training, pp. 53-60（2009）.

柿元健，井垣宏，川口真司，福安直樹，佐伯幸郎，
早瀬康裕，崎山直洋：“開発プロセスの観察
とグループ間比較による実践的ソフトウェア
開発演習の支援環境”，信学技報（SS2009-50），

大阪大学拠点　「高度なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成」
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Vol.109, No456, pp. 13-18（2010）．

　IT Spiralで開発した先端ソフトウェア工学
科目教材は、慶應義塾大学大学院理工学研究科、
筑波大学大学院システム情報工学研究科、富山
県立大学に貸与している。実プロジェクト教材
をオージス総研、SSR産学戦略的研究フォーラ
ムに貸与している。また、先端ソフトウェア工
学科目教材と実プロジェクト教材を大阪市立大
学大学院工学研究科、名古屋大学を中心とした
拠点にも貸与した。
　最後に、IT Spiralの活動に関する社会的反
響についてまとめる。
　関西経済連合会、関西経済同友会の基で発足
された組込ソフト産業推進会議との連携が進ん
でいる。具体的には、先進的組込みソフト産学
連携プログラム検討部会において、IT Spiral
が連携し、産業界に向けた高度組込みソフト技
術者を育成するための仕組み作りを行ってい
る。その成果として、平成20年、平成21年に先
進的組込みソフト産学官連携プログラム組込み
適塾が開始され、IT Spiral参画教員も一部の
講義を担当した。また、下記新聞・雑誌に紹介
記事が掲載された。

　朝日新聞（朝刊）2006年11月12日「実践的IT

教育へ協力タッグ　来春から、９大学院と４社」
読売新聞（朝刊）2006年11月14日「９大学院と

４社　ITの実践講座」
産経新聞（朝刊）2006年11月18日「情報は人づ

くりから」
日本経済新聞（朝刊）2006年12月18日「06年産

学連携　「学・学」提携の流れ呼ぶ」
日経産業新聞（朝刊）2007年４月２日「第一線

のIT技術者育成　阪大など９大学連携」
毎日新聞（朝刊）2007年８月20日「広がれ組み

込みソフト」
産経新聞（朝刊）2008年１月１日「国立連携 

実践で国際競争力を」
産経新聞（朝刊）2008年２月28日　「「関西から

発信」　阪大・京大・神大　連携シンポ」
産経新聞（朝刊）2008年３月21日「「京阪神の

大学連携　関西発展の起爆力に」ソフトウェ
ア技術者教育～期待と国際的な潮流」

日本経済新聞（朝刊）2008年５月29日「組込み
ソフト技術者の養成塾」

毎日新聞（朝刊）2009年１月23日「人材育成図
りシンポ─ソフトウェア工学─」

日経コンピュータ（日経BP社）2007年３月19
日号（No.674）「大学院で即戦力IT人材の育
成始まる」

今 後 の 発 展

　平成22年度も平成21年度と同様の講義・演習
を連携９大学・４企業の自己資金により継続す
る予定である。そのために、各大学の若手教員
を中心に、企業派遣講師と同等以上の授業がで
きるように準備し、平成21年度は実際に試行を
行っている。
　平成23年度以降に関しては、大阪大学におい
ては、2012年に街開きを予定している大阪駅北
地区ナレッジキャピタルや大学の施設等を利用
して、IT Spiralと同等の教育の実施を検討し
ている。また、各大学院においても、それぞれ
の実情に合わせて、IT Spiralと同様な教育プ
ログラムを継続・発展させることを考えている。
一方、実践ソフトウェア工学科目のように、大

学間の学生の交流に関しては、受講生からの評
価が非常に高いので、共同で実施する講義を継
続することを検討している。更に、IT Spiral
の社会人教育への拡張として、IT Spiralの参
画教員が中心になってカリキュラムを作成し、
講師もつとめる関西経済連合会『組込みソフト
産業推進会議』の社会人組込ソフトウェア教育
プログラム（組込み適塾）との連携をはかるこ
とで、より充実したソフトウェア教育プログラ
ムを目指す。
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目　的 
　次世代情報化社会を担うICTアーキテクトに
は、技術の変化とそれに伴う社会の変化の本質
を見抜く力が求められる。すなわち、変化の本
質を見極め、必要となる技術を選択し、各種
のイノベーションをリードしていく能力であ
る。とくに、社会基盤の情報システム構築を担
うICTアーキテクトには、社会や組織の変化を
制度面までも含めて企画できる能力が求められ
る。すなわち単なる「技術に長けた技術者」で
はなく、幅広い知識と高い倫理観に裏打ちされ
た高い理想を持つ真の技術的リーダーが求めら
れている。
　本プログラムでは、上記のような、次世代の
情報化社会をリードし、社会情報インフラを設
計／開発し、イノベーションを創出できるICT
アーキテクトの素養を持った人材を育成する。
　
特　色 
⑴　プログラムの実施体制：大規模な産学連携、
大学間連携体制

　日本経済団体連合会・高度情報通信人材育成

部会（平成21年８月より特定非営利活動法人高
度情報通信人材育成支援センター（CeFIL）に
支援主体を移管）、および九州経済連合会をは
じめとする地域の産業界、ならびに周辺大学と
の大規模な連携体制を確立し、これら組織との
密な連携のもと、本プログラムを実施する。
⑵　カリキュラムの特徴：ICT全人教育、PBL、
長期インターンシップを教育の柱とする

①　ICT全人教育：個別技術教育だけではなく、
ICTアーキテクトに必要な幅広い知識、高度
な倫理観に裏打ちされた高い理想を持つこと
ができるように、ICTに関する教養・哲学系
科目、ヒューマンスキル系科目群を整備し、
ICT全人教育を行う。

②　PBL（Project Based Learning）： 本 プ ロ
グラムで扱うプロジェクトテーマは科目遂行
のための架空のものではなく、実社会におけ
る実問題を取り扱う「Real PBL」を遂行する。
１年前期、１年後期、２年前期の３期にわた
って段階的、スパイラル的に実践する点も特
徴的である。

③　インターンシップ：企業に長期（約１～２
ヶ月）滞在し、企業の実プロジェクトチーム

九州大学拠点
次世代情報化社会を牽引する
ICTアーキテクト育成プログラム

参加大学：九州大学、九州工業大学、熊本大学、宮崎大学、福岡大学
参加企業：日本IBM、富士通、東芝、新日鉄ソリューションズ、東京海上日動火災、日本電気、マイクロソフト、

NTTデータ、日立、日本ユニシス、トヨタ自動車、NTT、SRA先端技術研究所、ルネサスソリューションズ、
東陽テクニカ、サン・マイクロシステムズ、NEC通信システム、パナソニック・コミュニケーションズ、
安川情報システム、東京海上研究所、アプレッソ、ユビキタスエンターテイメント、アクセラテクノロジー、
ジー・サーチ、富士通九州ネットワークテクノロジーズ、西日本電信電話、住商情報システム、野村総
合研究所（順不同）

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 5

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要



88

に参加して、実問題を扱う。

重要性 
⑴　高度人材育成
　急激に変貌／多様化することにより将来を予
想しにくい現代社会では、ICTが引き起こすイ
ノベーションは一瞬にして世界全体を変えうる
力を持っている。
　国際社会に通用する高度ICTリーダー候補を
育成する本プログラムは、次世代情報化社会の
構築およびイノベーションの創出に貢献する人
材育成を目標とするものであることから、極め
て高い社会的意義と社会への波及効果を有して
いる。
⑵　産学が連携した新たな教育体制の確立
　本プログラムは、複数の大学、および産業界
が共同して、カリキュラムの作成・実施を行い、

運営体制などの新たな教育体制を構築している
ことが特徴の１つである。このことは、産業界
が大学と協調して人材育成を行う場合の最適解
模索に大きく寄与しているだけでなく、今後の
ICT教育の在り方を考える上でのモデルケース
提示となる。したがって本プログラムの成果を
全国に展開することは、極めて高い社会的意義
と波及効果を有している。
⑶　大学教員の教育意識のさらなる高揚
　大学教員同士のみならず、大学教員と産業界
との教育に関する継続的な議論によって、大学
教員が、大学教育、および企業教育について、
新たな気づきを認識し、大学教員の教育意識が
さらに高揚する。さらに、大学間連携を深める
ことによって、この意識の高揚が他大学にも波
及する高い社会的意義を有している。

学 習 ・ 教 育 目 標

目標人材像 
　本プログラムで育成を図る人材は、「社会に
おいてICTが果たすべき役割を理解し、現実の
問題を正しくとらえ解決する実践力を備えた、
国際的に通用する技術的リーダー」である。よ
り具体的には、以下のような能力を有する人材
の育成を目指している。

◆実践力に関する能力：
─ハードウェア、ソフトウェア、情報通信技

術などのICT分野に関する幅広い知識、特に
ICTの利活用に関する知識を修得し、それを
実践できる能力?論理的思考力と洞察力をそ

なえ、新しい技術の出現や予測不可能な状況
などさまざまな変化へ対応し、高度な課題を
発見・解決できる能力

─チームでプロジェクトを遂行するためのコミ
ュニケーション能力

◆リーダーとしての能力：
─将来の社会や技術の変化を見通すことのでき

る能力、とくに激しい変化に自らを適応・成
長させる自律的人材としての能力（本拠点で
は「自律エンジン」と呼称）

─プロジェクト全体を見通すことのできる能力
─将来、日本や国際社会に貢献しリードする気

概とそのための基礎能力
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カリキュラムの概要とその特徴 
　ICT全人教育、PBL、長期インターンシップ
を柱とする。
　下図に、カリキュラムの構成を示す。

①　ICT全人教育：個別技術の教育だけではな
く、ICTアーキテクトとして活躍するために
必要な幅広い知識や、高度な倫理観に裏打ち
された理想を持てるように、ICTに関する教
養・哲学系科目、ヒューマンスキル系科目群
を整備し、ICT全人教育を行っている。特に
産学連携の強みを生かし、先端ICT特論や高
度ICTリーダー特論で、企業トップの講義に
よるリーダー像提示や、ベンチャー企業社長
と学生が討論する場を設けるなど、高度ICT
リーダー像をイメージすることをうながす場
を設けることで、高度ICTリーダーとして自
分自身がどうあるべきかについての意識づけ
を具体的に行うよう留意している。また大学
の強みを生かし、先端情報社会学特論等を通

して、一線で活躍する大学教員より、研究開
発者が備えるべき倫理観を学生が考える場を
提供している。

②　PBL：現実社会における実問題をテーマと
して取り扱い、単なる科目遂行のための内容
に終わらないようにしている。また１年前期、
１年後期、２年前期の３期にわたって、段階
的、スパイラル的に実施する。
　なお、PBLでは、自らが自らを育て、時代
や状況の変化に適応できる（自律エンジン）
人材の教育も大きな狙いの１つである。PBL
遂行のあらゆる局面で、学生が「解答のない
問題・課題」を自らチームで解決する体験か
ら得られる「気づき」を重視していることも、
大きな特徴の１つである。

③　インターンシップ：企業への長期（１～２
ヶ月程度）滞在を設定し、単なる企業体験に
終わらないインターンシップを目指してい
る。学生は企業の実プロジェクトチームに参
加して、実問題を扱う。

教 育 内 容

図５. １　カリキュラムの構成

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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教育コース・講座の構成 
　平成20年度までは、本プログラムの取り組み
を早期に立ち上げる必要から、既設の情報系３
専攻所属学生の志望で本プログラムが提供する
コースに入学できる形としていた。
　平成21年度からは、本プログラムの取り組み
を大学院組織として継続的に実施できるよう
に、大学の組織改革（以下、「改組」）を行い、「情
報知能工学専攻」配下２つのコースのうちの１

つである「社会情報システム工学コース」を正
式に発足させた。正式なコース化により、学生
の学びやすさ（組織がシンプルで行動しやすい、
修士論文に代えられる「プロジェクトレポート」
の導入など）やコース所属研究室教員のより積
極的な本プログラムへの理解・参画なども図る
ことができる。
　社会情報システム工学コースの履修形態（概
要）は、下表のとおりとなっている。

図５. ２　カリキュラムのスケジュール

表５. １　社会情報システム工学コース履修形態（概要）

科目カテゴリ カテゴリ内容説明 必要単位数

共通基礎科目 学府全体の共通的な基礎科目 ４単位以上

コア科目 専攻の基礎となる科目 ９単位以上

アドバンス科目 専攻のより深い内容の科目 ８単位以上

講究科目 PBLやインターンシップ、研究関連（修士論文） 14単位以上

拡充科目 専門分野を広くカバーする関連領域の基礎科目 ８単位以上

※上記から修士２年間で、合計45単位以上を履修
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特徴のある科目 
　本コースで特に特徴的な科目は、「アドバン
ス科目」「講究科目」に現れている。すなわち

「共通基礎科目」「コア科目」「拡充科目」履修
による学府・専攻の基本的・共通的な知識、幅
広い知識をベースとして、強力な産学連携の所

産が盛り込まれた「アドバンス科目」「講究科目」
を実施し、前述の「特色」「目標人材像」で述
べたような人材の育成を図っている。
　以下は「アドバンス科目」と「講究科目」の
一覧である。開講時期をあわせて示す。（九州
大学は、前学期・後学期制、１コマ90分で各講
義半期10数コマ）

【アドバンス科目】

講義名 単位数 概要（シラバス要約）

先端ICT特論
（１年前期） ２ ICTに関する最新動向・最新技術について各界講師を招いた講義により、

ICTアーキテクトとしてのモチベーション向上や視野の拡大を図る。

将来情報インフラ設計特論
（２年前期） ２ 九州大学内のICカードプロジェクトをはじめとする実践的なプロジェ

クトの例を用いて、将来必要となる情報基盤の方向性を講義する。

先端情報システム特論
（１年前期） ２ 社会を支える大規模システムの最新技術について、開発第一線の講師に

よる講義と議論を行う。

大規模システム構築特論
（１年後期） ２ 大規模化・複雑化する情報システムの設計開発における理論と技術につ

いて講義する。

先端情報社会学特論
（２年前期） ２

情報社会の構造や特性を、技術ならびに経済的側面から講義する。具体
的には、社会構造の変化、知的財産保護、情報セキュリティ、オープン
ソースなどについて。

高度ICTリーダー特論
（２年前期）※集中講義 ２ 企業リーダーやベンチャー社長などを招き、リーダーシップや経営哲学

などを講義・議論する。

情報社会史特論
（１年前期）※集中講義 ２ 社会におけるICTの位置づけとインパクトについて歴史観点で再認識

し、かつ将来を展望する。

プロジェクト
マネジメント特論

（１年前期）
※集中講義

２

一般的なプロジェクトマネジメントにソフトウェアの特徴を付加して、
提示された一組の顧客要件を満たすソフトウェアシステムをプロジェク
トプロセスに沿ってチームで開発するプロジェクトマネジメントの仕組
みを学び体験する。

ソフトウェア工学特論
（１年後期） ２

ソフトウェア工学が出現した背景とソフトウェア開発の特質を延べ、開
発上流工程におけるフォーマルメソッドに基づくモデル化や仕様記述に
ついて論じる。

組込みシステム特論Ⅰ
（１年前期） ２ 組込みシステムにおけるハードウェアを対象に、アーキテクチャ、ハー

ドウェア/ソフトウェアコデザイン、省電力化などについて講義する。

組込みシステム特論Ⅱ
（１年後期） ２ 組込みシステムにおけるソフトウェアを対象に、開発方法論、アーキテ

クチャ、各要素技術などについて講義する。

※上記全て選択科目（必修ではない）。ただし上記より「８単位以上」の取得が必要。

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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　上述の「アドバンス科目」と「講究科目」に
ついて、本コースの特徴である下記３つの観点

⑴　産と学、それぞれの強みを生かした講義
（アドバンス科目）

⑵　PBL
⑶　インターンシップ

が強く現れている科目について示す。
⑴　産と学、それぞれの強みを生かした講義（ア
ドバンス科目）

　「アドバンス科目」には本コースの特徴であ
る産学連携が色濃く反映されているため、以降、
特徴がよく現れている５つの講義について、平
成21年度を例に講義テーマを示す。
註：１つのテーマに対して、複数コマを割り当

てているものがある。

１）　先端ICT特論…企業派遣非常勤講師によ
る実施

表５. ２　先端ICT特論　講義テーマ一覧（平成21年度例）

テーマ名

① 視野を広げよう−技術者も経営の視点を

② 世界ビジネス動向と情報技術動向

③ 産業界における先端ICT活用

④

オープンシステム、SOA、Web2.0、ユビキタス、
Webサービスなどの概要と動向。およびこれ
らの技術を活用するための、イノベーティブな
発想のあり方

⑤ Next Market、第三世界のためのITインフラ

⑥ 地球環境とIT

⑦ 企業の社会的責任とコンプライアンス最新事情

⑧ クラウドコンピューティング

【講究科目】

講義名 単位数 概要（シラバス要約）

PBL第一
（１年前期） ４

PBLの導入編。基本的なシステム開発実習を通じて、要求定義・設計・コ
ーディング・試験の一連のシステム開発工程やプロジェクト実施に必要な
知識・技術・方法を修得する。

PBL第二
（１年後期） ４ PBLの実践編。与えられた実課題を分析し、学生自らがシステム開発を実

施・運用する。

PBL第三
（２年前期） ２ PBL第一・第二の経験をふまえ、ふりかえりや改善を行いながら、学生自

らがプロジェクトを運営し、成功させる。

組込みシステム
演習

（１年前期）
２

エンベディッドソフトウェアに関して、その開発に必要な基盤技術などを
講述するとともに、実際にエンベディッドシステム（主にソフトウェア）
を開発する。

インターンシップ
（１、２年前、後期）
※実質１年夏季休暇
時

２ 長期就業体験をとおして社会の現状を理解することで、自らの能力・適性
の客観評価や将来のキャリアプラン作りにも役立てる。

特別研究
（２年前〜後期） ４

研究項目もしくはプロジェクトで扱った題材に関する研究項目について、
修士論文を作成するか、もしくはチームで取り組んだプロジェクトについ
てのプロジェクト成果報告書（プロジェクトレポート）を作成する。

※「インターンシップ」「組込みシステム演習」以外は必修科目。
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２）　将来情報インフラ設計特論…大学教員に
よる実施

表５. ３　将来情報インフラ特論　講義テーマ一覧（平成21年度例）

テーマ名

① 社会情報基盤とは？どんな問題があるのか？

② 社会情報基盤への要求

③ 医療への情報技術のかかわり

④ 社会情報基盤への要求を実現する技術と開発事
例

⑤ 発展途上国の社会情報基盤

⑥ 電子マネーと個人ID

⑦ 地域の情報通信基盤

３）先端情報システム特論…企業派遣非常勤講
師による実施

表５. ４　先端情報システム特論　講義テーマ一覧（平成21年度例）

テーマ名

①
イノベーションタイプ ITベンチャー「技術を
ベースに起業〜エンジニアにとってもう１つの
選択肢〜」

② イノベーションタイプ コンテンツビジネス　
「インターネットビジネスの可能性・将来性」

③ プロジェクトXタイプ 国家プロジェクト要素
技術としてのIT　「宇宙開発へのチャレンジ」

④ プロジェクトXタイプ 要素技術としてのIT　
「人の命を預かるソフトウェア」

⑤ ミッションクリティカルタイプ 「社会的なイン
パクトの大きいソフトウェアの開発と運用」

４）大規模システム構築特論…企業派遣非常勤
講師による実施

表５.５　大規模システム構築特論　講義テーマ一覧（平成21年度例）

テーマ名

① 経営戦略からIT戦略策定、知識経営へ

② 大規模システム構築のマネジメント

③ 大規模システム開発と人間力

④ 大規模システム構築の企画・要件管理

⑤ ソフトウェア設計

⑥ 品質マネジメント

⑦ 大規模システム開発プロジェクトの監査

５）　先端情報社会学特論…企業派遣非常勤講
師による実施

表５. ６　先端情報社会学特論　講義テーマ一覧（平成21年度例）

テーマ名

① 情報社会概論

② 内部統制とリスクマネジメント

③ 知的財産とオープンソース

④ オープンイノベーションと企業戦略

⑤ ICT企業の経営戦略

⑥ ICTとグローバリゼーション

⑵　PBL
　企業派遣教員と大学教員が協力しながら

「Real PBL」を実施することが本拠点の最大の
特徴の１つである。
　１年前期～２年前期の1.5年間を半年ごとの
３回、スパイラル的に実施することでより強い
教育効果をねらっている。

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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【実施時期】１年前期、１年後期、２年前期　（各
期実質３ヶ月強の期間）

【平均チーム規模】学生５名程度/グループ
【プロジェクトの進め方】
（Ⅰ）顧客よりRFP提示を受け、プロジェクト

立ち上げ
（Ⅱ）週に最低１回程度のプロジェクト進捗レ

ビュー /顧客レビュー（別々にそれぞれ実施）
でフィードバックを受けながら、プロジェク
トを遂行

（Ⅲ）プロジェクトの進捗報告はEVM（Earned 
Value Management）などを用いて報告。ま
た、「プロジェクト管理セット」を教材とし
て学生に提供しており、これらを適宜用いて、
プロジェクトの管理に適用している。

（Ⅳ）プロジェクト終了後、発表会を実施。発
表に当たっては、プロジェクトの振り返り等
の準備を十分に実施。

【教員側の体制】
大学教員：主に技術側面からの気づきを実施。

プロジェクトごとに２名程度。
企業派遣教員：主にプロジェクトマネジメント

側面からの気づきを実施。１名。
補足：

　大学教員のFaculty Development（以下
FD）としてのPBL指導経験強化と教員不
在時（出張等）のレビュー対応の観点から、
プロジェクトマネジメント側面の気づきを
実施する大学教員もプロジェクトごとに１
名配置。

【本拠点の特徴】
・半期ごと３回のスパイラル的なPBL実施で、

入学時の実力不足を無理なく改善し、かつ繰
り返しによる経験の定着を志向

・PBLで体験した各種経験や問題解決体験に対
する振り返りの重視

・CMMIのレベル２を目標
・自律的人材育成をあらゆる場面で引き出す工

夫を教員が実施
【これまでに実施した具体的なテーマ例】
（Ⅰ）クラウドコンピューティング基盤構築

PBL
（Ⅱ）バングラデシュ貧困層支援システム構築

PBL
（Ⅲ）地場企業共同PBL
（Ⅳ）学内ICカードPBL

⑶　インターンシップ
　本インターンシップでは、企業現場での経験
を通して、１）実践的なスキルと知識の習得、
２）ヒューマンスキルの強化、３）自らに対す
る気づきを得ることによるキャリアへの動機付
け、４）学習意欲の向上、を目的とする。特に
実際のプロジェクトを経験することにより得ら
れる様々な気づきを通して、学生自らが将来の
キャリアに対する動機付けや自発的な学習意欲
の向上を図ることを重視する。
　企業現場での学習や実務経験を通して自ら自
分の足りない部分に気づき、自分でそれを学習
して問題解決能力を高めていく自律的な能力と
主体的行動パターンを身に付ける。

【講師情報】
　大学教員：６名、企業側担当者：30名以上

【期間】
平均１ヶ月～２ヶ月間のインターンシップ

【受け入れ企業とテーマ数について】
　数十社が提供するテーマ中（複数テーマ提
供の企業も多数）から学生が選択可能（企業
詳細情報は具体的に記述しない）
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各科目の教材リスト 
　他の拠点に公開可能な教材は次の通りである。

表５. ７　各科目の教材リスト

科目名 教材名 入手方法

PBL プロジェクト管理キット 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 講義用資料（PBL導入用） 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 課題 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 工程管理帳票 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 品質管理帳票 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 演習運営ドキュメント（性格診断テスト、発表会、アンケート） 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL コミュニケーション管理系
ドキュメント 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 作業スクリプト 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 課題提示用RFP 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 発表会要項 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 発表会テンプレート 九州大学QITOオフィスに連絡

PBL 採点シート 九州大学QITOオフィスに連絡

※１　「アドバンス科目」について多数の講義資料が存在するが、企業秘密情報または準ずる内容が含まれているため、
上記に記載していない。

※２　その他、必要に応じて九州大学QITOオフィスまで問い合わせいただくことで、個別に提供可能な教材・資料かど
うか判断し、提供できる場合あり。

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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　下図に、産学連携体制を図示する。
　図に示すとおり、産と学が緊密に連携し、カ
リキュラム検討合宿や運営委員会をはじめとす
る各種議論・検討・フィードバック手段を備え
つ つ、PDCA（Plan/Do/Check/Action） サ イ
クルで実施内容の改善を図ることが可能な体制
としている。

　また、頻繁に産と学が議論をしつつ、しかも
大規模・緊密に連携が実施されている実績を示
すため、下表に産学が連携して実施したイベン
トやカリキュラム推進体制の実績を示す。本プ
ログラムの開始以来、同じ規模で継続して実施
し続けている。

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

図５. ３　産学連携体制

表５. ８　運営関連イベント一覧

運営関連イベント 頻度 概要 参加者

運営委委員会 ６回/年 教育コースの運営状況の報告・共有
とフィードバック 大学：20名弱、企業約10社

カリキュラム検討
合宿 ２回/年

運営委員会メンバと産学の非常勤講
師による教育コース内容の検討・議
論・フィードバック

大学：20名弱、企業約10社20名、
学生約５名

企業による
支援チーム会合 １回/月 支援企業による現状の課題把握と支

援策検討 実務家教員：３名、企業約10社

表５. ９　カリキュラム関連連携一覧

カリキュラム 企業支援内容

PBL 企業の常勤講師：３名

オムニバス形式講義 大学：約10名/年、企業常勤・非常勤：約30名/年

長期インターンシップ 数十社が提供する多数のテーマ中から選択可能
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　上記に加え、九州大学においては毎週本コー
スの推進主体教員と企業派遣教員により、定例
の打ち合わせを実施し、認識や方向性の共有を
頻繁に実施している。
　また、「産学連携体制」の図にある「プロジ
ェクト推進オフィス」を明示的に設置し、本取
り組み自体を「プロジェクト」と位置づけて、
円滑に実施できるような仕組みを持っているこ
とも大きな特徴である。
　以降に、前述「学習・教育目標の達成」「教
育内容」の項で示した取り組みに必要とした教
員体制と産学連携の体制を記載する。

●大学側の教員数、各教員の専門分野、担当科目
①教員数：12名（年度により若干の増減はあり）
②各教員の専門分野/担当科目：（12名のうち一

部の教員を紹介）

教員Ａ　専門分野：プログラミング言語、形式
仕様記述、プログラミング方法論、並列／分散
処理、インターネット、マルチメディア通信
担当科目：大規模システム構築特論

教員Ｂ　専門分野：組み込みシステム/ソフト
ウェア、モバイルコンピューティング、ユビキ
タスコンピューティング、システムソフトウェ
ア（オペレーティングシステム、コンパイラ）、
並列／分散処理、計算機アーキテクチャ
担当科目：先端ICT特論

教員Ｃ　専門分野：知能システム学
担当科目：問題解決型プロジェクト

教員Ｄ　専門分野：計算機科学
担当科目：先端情報システム特論、問題解決型
プロジェクト

教員Ｅ　専門分野：医療安全管理データベース
システム、空間データベース、データベースの
医学応用、ネットワークセキュリティデータベ
ース、データベース高速処理基盤技術
担当科目：問題解決型プロジェクト

教員Ｆ　専門分野：マルチメディアを用いた教
育支援、画像処理、日本語情報処理
担当科目：問題解決型プロジェクト

●企業側の教員数、各教員の業務実績、専門分
野、担当科目

①教員数：約30名
②各教員の専門分野/担当科目：（約30名のうち

各科目から一部の教員を紹介）

教員Ａ　業務実績：経営管理者として多数の業
務実績
専門分野：経営学、経済学
担当科目：先端ICT特論

教員Ｂ　業務実績：機械翻訳、XMLなどの分
野で多数の業務実績
専門分野：世界のビジネス動向と情報技術動向
担当科目：先端ICT特論

教員Ｃ　業務実績：ITベンチャー起業
専門分野：ベンチャー起業論
担当科目：先端情報システム特論

教員Ｄ　業務実績：製造業の安全工学分野で多
数の業務実績
専門分野：組み込みソフトウェア、安全工学
担当科目：先端情報システム特論

教員Ｅ　業務実績：IT企業のCTO
専門分野：ベンチャー企業におけるリーダーシ
ップ論
担当科目：高度ICTリーダー特論

教員Ｆ　業務実績：国際会議・セミナーで多数
のコミュニティ活動実績
専門分野：国際会議でのプレゼンス発揮と合意
形成
担当科目：高度ICTリーダー特論

教員Ｇ　業務実績：社会科学の分野で多数の業
務実績
専門分野：情報社会学

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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担当科目：先端情報社会学特論

教員Ｈ　業務実績：内部統制、コンプライアン
スの分野で多数の業務実績
専門分野：内部統制とリスクマネジメント
担当科目：先端情報社会学特論

教員Ｉ　業務実績：ソフトウェア開発の分野で
多数の業務実績
専門分野：経営戦略、IT戦略
担当科目：大規模システム構築特論

教員Ｊ　業務実績：プロジェクト監査、品質の
分野で多数の業務実績
専門分野：プロジェクトの監査、PMO
担当科目：大規模システム構築特論

教員Ｋ　業務実績：システム開発の分野で多数
の業務実績
専門分野：システム開発、プロジェクト管理
担当科目：システム開発型プロジェクト（PBL
第一）、問題解決型プロジェクト（PBL第二）

教員Ｌ　業務実績：システム開発の分野で多数
の業務実績
専門分野：システム開発、プロジェクト管理
担当科目：発展応用型プロジェクト（PBL第三）、
問題解決型プロジェクト（PBL第二）

【大学間連携】
　高度ICT人材を多数育成するためには、将来
全国に展開できる教育内容を目指す必要があ
る。その一環として、九州地区の大学、すなわ
ち、平成19年度に九州工業大学、熊本大学、宮
崎大学、さらに平成20年度からは福岡大学と連
携して教育を展開している。これらの大学と講
師の相互派遣や授業科目の単位互換を実施して
いる。とくに、九州という立地を考えると、自
動車・ロボット等、九州地区の有力な地場産業
界に貢献できるような人材を育成していくこと
も重要である。今後もカリキュラムの共有化も
視野に入れた形で、連携大学間での教員の協力・
交流体制の強化を検討していく。

図５. ４　連携大学体制
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産学連携の取り組みにおける成果 
　産学連携に関する成果として、大きく以下の
２点が挙げられる。
⑴　教育における大規模／体系的な産学連携の
枠組みの構築

　従来、産学連携は協同研究でなされており、
教育に関しては意思疎通のとれた十分な連携が
なされているとは言い難かった。本プログラム
では、日本経団連、CeFIL、九州経済連合会、
および地場企業（富士通九州ネットワークテク
ノロジーズ）の協力を得て、大規模で体系的な
産学連携の枠組みを構築できた。
⑵　産業界を巻き込んだ新形態のFDの実施
　従来、FDは、学内の閉じた形態で行われて

いたため、大学と企業との問題認識の共有が欠
落していた。本取り組みでは、産学・大学間連
携の枠組みの中で、各種委員会（アドバイザリ
委員会、運営委員会、非常勤講師を含めた産学
合同合宿）により認識／問題の共有を深め、新
たなFDを構築できた。

教育設備 
　本取り組みにおいては教育設備として、全て
の学生へのノートPCの貸与、専用の演習室と
講義室、約２千冊の蔵書の整備を行った。とく
に学生がいつでも気軽に質問や相談に来たり、
PBLのレビューを実施するためのスペースとし
て推進オフィスを設置し、企業側の常勤教員と
オフィスのスタッフが常駐する体制を整えた。

教 育 実 績

　修了予定者の数（年度ごとに記載）、修了予
定者に対する採用企業数は次のとおりである。

平成20年度修了者数：26名、延べ採用企業数：
18

平成21年度修了予定者数：17名、延べ採用企
業数：16

平成22年度修了予定者数：13名
※平成21年度注記：
「修了予定者数」は、ドイツでインターン
シップ中（１年間）の学生１名を除く。
１名が博士課程進学予定。

※平成22年度注記：
「修了予定者数」は、ドイツでインターン
シップ中（１年間）の学生１名を含む。

⑴　人材育成
１）学生の成長

ア　主体的／積極的行動の増加
　学生自らが、インターンシップの期間延長、
講演会の企画、企業訪問、講義におけるタス
クチームの編成などを行い、主体的／積極的
行動が増加した。これはPBLなどのチーム活
動をとおした学生の「自律エンジン」発動と
考えている。

　以下に、具体例を挙げる。
①　学生主催合宿実施（平成20年10月）

　学生自身がコースの在り方について、分
科会を設けて様々な角度から議論する合宿
を、事前の準備段階の詳細な議論も含め、
主体的に実施。

②　学生組織の発足
　①の合宿を契機に、平成19年度入学生（以
下「１期生」）中心に発足し、現在は平成
20年度入学生（以下「２期生」）のコアメ
ンバーにより運営中。２期生は継続的・定
期的にランチミーティングを実施して意見
交換を行っている。学生の情報・意志発信
のみならず、将来卒業後の本コースへの貢
献等についても検討中。

③　海外インターンシップに自主応募・採用
（２期生１名）
　ドイツ自動車部品会（平成21年度１年間）

④　各種勉強会の運営
・ビジネス英語（２期生）
・クラウドコンピューティング（１期生、

２期生）
・アルゴリズム勉強会（１期生）

⑤　サン・マイクロシステムズのCampus 
Ambassador採用（２期生１名）

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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　学生が自主的に応募し、採用決定。日本
で未だ当学生を含め11人しか採用されてい
ない（各大学１名の制限あり）。世界30国
で約500人の学生のネットワークを築きな
がら次世代ICTのリーダーを目指す試みの
１つ。

⑥　ベンチャー企業との交流会主催（２期生）
　学生自らがベンチャー企業約10社を集め
て討論する企画を実施。ポスター作成など
の宣伝活動や集客も含め、全て学生が主体
的に実施。交流会の結果は、あるブログで
の紹介をきっかけに、他の企業から本コー
スへのアクセス希望を初めとする様々な反
響あり。

⑦　学生の他PBL実施拠点への相互訪問（２
期生）
　インターンシップ期間中の経団連主催交
流会をきっかけに、まず、本コースの学生
が、他大学の訪問を自主企画・実施。その
後、相互の大学間で交換が継続中。

⑧　外部コンテストや各種企画への応募・受
賞
　PBLへの取り組みや既述の年２回のカリ
キュラム検討合宿参加などをきっかけとし
て外界を知り、「自分の力を試してみたい」
という動機から外部コンテストにエントリ
したり、様々な企画に自主的に応募する学
生も出てきている。
・UCEEネット活性化アイディアコンテス

ト奨励賞を受賞（平成21年７月）：２期
生

・学生企画（合宿型就職セミナー）が
九 大 の ベ ン チ ャ ー ビ ジ ネ ス ラ ボ の
Communication & Challengeプロジェク
トで採用（応募19件中、採用２件のうち
の１つ）：２期生

・情報処理学会九州支部2008年度奨励賞受
賞（平成21年/ ３月）：平成21年度入学
生（以下「３期生」）

⑨　学生による「社会情報システム工学コー
ス」説明会の実施（平成21年７月）
　学生自ら、学生組織中心で、学部学生（大
学院受験生）向けの学生目線の本コース説

明会を開催。
⑩　ユヌス博士（2006年ノーベル平和賞受賞）

来訪イベント企画・運営（平成21年９月）
　２期生４名が、ユヌス博士との学生企画
トークセッションイベント開催に自主参
加。イベントに関わった教員からも、本コ
ース学生がイベント企画学生全体の中心メ
ンバとなりPBLでのチーム活動経験が生か
されている、とのコメントをいただいた。

イ　学生自らの総括／提言の作成
　学生が自ら主体的に３大学間（九州大学、
九州工業大学、筑波大学）の学生同士の連携
をとり、「学生の立場から見た高度IT人材育
成コースの現状と今後への期待」の提言書を
まとめた。また、九州大学の学生は、１年前
後期のPBLを自ら総括するなど、学生の主体
性が芽生え始めた。

２）教員のFD
　前述「産学連携の取り組みにおける成果」で
既述したもの以外に、下記がある。

・PSP Developper資格取得（大学教員２名）
・PBLにおいて、大学教員が企業派遣常駐教

員とレビューに同席して学生へ気づきを与
えることによるPBL実施スキル移転（平成
20年度より）

⑵　ICT全人教育（産学連携科目）の実施成果
　産業界から計30名弱の非常勤を招聘し、ICT
全人教育の一環として産学連携科目を実施し
た。これらの講義は連携大学である九州工業大
学、熊本大学、宮崎大学、福岡大学にも遠隔講
義として提供された。科目により多寡はあるが、
多い講義で遠隔大学からの聴講学生が50名を超
えるものもあった（平成21年度の例）。

⑶　PBLの実施成果
・１年前期に実施したミニプロジェクトでは、

特許になり得るレベルの発明があった（後日
調査すると、ある企業がすでに特許出願して
いたことが判明）。

・平成19年度３大学合同PBL発表会において、
参加者からの評価結果では、九州大学グルー
プが上位を占めた。
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・学生の成果物（アンケート収集システム）を、
本コースで実際に利用している。
例：
・本コースの講義アンケート
・第３回先導的ITスペシャリスト育成推進

プログラム・シンポジウム（平成21年７月）
の参加者エントリ用ページとして

・九州大学 クラウドコンピューティングシ
ンポジウム（平成21年/ ９月）の参加者エ
ントリ用ページとして

⑷　インターンシップの実施成果
　インターンシップは、必修ではないが、ほぼ
全員の学生が実施している。
　学生の自主性とモチベーションを向上させる
ためにいくつかの新しい試みを実施した。
　インターンシップ期間中は学生や企業側から
見た時の課題や問題点の調査を目的として、大
学教員が手分けし、インターンシップ先の全企
業を訪問した。これは学生のモチベーションを
向上させ、また大学教員がインターンシップの
内容や課題を把握する上で大きく役立った。
　平成20年８月に開催された経団連主催のイン
ターンシップ学生合同イベントには本コースか
らも約20名の学生が参加し、他大学学生との交
流を深め、学生の視点で本コースに対する提言
を行ったことは高く評価できる。
　毎年、インターンシップの終了後には、本コ
ースの全学生によるインターンシップ学生発表
会を実施している。目的は実務を通しての様々
な経験や気づきを共有し今後の学習に生かすこ
とである。学生からは、チーム作業や時間管理
の重要性、強化すべきスキル分野、ビジネスマ
ナーの重要性、主体的行動の重要性、など多く
の前向きな意見が出された。長期のインターン
シップを通して、実務経験、企業スタッフや他
大学学生との交流ができたことは、大学の授業
だけでは得られない良い経験になり、学生自身
のキャリアを考えるうえでもプラスであり、効
果的であった。

⑸　海外連携に関する成果
ア　独ポツダム大学ハッソ・プラットナー・イ

ンスティチュート（HPI）を本プログラム担
当教員が訪問して、ICT分野における高度人
材育成および産学交流について意見交換を行
うなどの交流を行っているほか、平成19年12
月にはHPIのクリストフ・マイネル学長を九
州大学訪問教授として招聘し、大学教員およ
び産業界支援企業が一同に会して産学連携教
育について情報交換と討議を行った。

イ　バングラデシュのグラミンコミュニケー
ションズとの共同プロジェクトの一貫とし
て、バングラデシュのICTインフラ構築に関
するPBL（１年後期PBL、問題解決型プロジ
ェクト）を実施した（平成19 ～ 21年度）。な
お、グラミンコミュニケーションズの母体は、
2006年度ノーベル平和賞受賞者ムハンマド・
ユヌス氏を総裁とするグラミン銀行である。
本PBLは、平成19年度３大学合同PBL発表会
で２位となった。

ウ　韓国の韓国科学技術院（KAIST）および
浦項理工大学校（POSTECH）を本プログラ
ム担当教員がしばしば訪問して、ICT分野に
おける高度人材育成および産学連携について
情報交換を行うなどの交流を行っている。特
に、平成19年には複数回にわたってKAIST
を訪問し、KAISTで実施しているSoftware 
Expert Program （SEP） と本プログラムとに
ついて相互に詳細な報告を行い、相互連携・
国際交流についての具体的な検討を行ってい
る。

エ　米CMU/SEIとの共同研究の一環として、同
所のPSP/TSPプログラムの実施、講演会開催
などでICT教育および人材交流を図った。

オ　インドSRM大学と学術交流協定を結び、
本プログラム履修予定の学生の一部を事前研
修としてインドに派遣した。同時に、インド
の学生を本プログラムで受け入れ、日本で教
育することも計画しており、高度な技術者教
育の国際的な協力関係を構築しつつある。

カ　その他の海外からの視察・意見交換
・E-JUSTエ ジ プ ト 訪 問 団 Khairy教 授、

Ragab教授、他（平成20年12月）
・ 北 京 大 学 School of Software：Huiping 

Sun准教授、他（平成21年７月）

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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⑹　学生の満足度に関する成果
　科目ごとに学生にアンケートをとった。その
アンケート結果を要約すると、これまで行われ
てきたような学内に閉じた教育ではなく、産業
界などの学外の未知の世界に触れることから、
新たな発見や気づきがある、モチベーションの
高揚が図れるなど、学生の満足度は高い。

⑺　クラウドコンピューティング環境
　報道されているとおり平成20年度に九州大学
は全国の大学にさきがけてクラウドコンピュー
ティング環境を学内に構築し、１年後期のPBL
のテーマとして活用している。
　また、平成21年９月30日には「九州大学 ク
ラウドコンピューティングシンポジウム」を
開 催 し た。「IBM/Google Cloud Computing 
University Initiative」について、これまでの
先進的な取り組みが厳しい審査でも認められ、
同シンポジウム中で、日本国内の大学として初
めて認定証が授与された。

⑻　改善点
ア　PBL

①チーム最適人数の模索
　初年度１年後期PBLが結果として「少人数
多チーム」が多くなり、大規模システム開発
の課題として学生に体験して欲しかった多人
数チームでの「人」の問題が発生しにくかっ
たことと、チーム数過多で、PBL担当教員の
レビュー負荷が予想以上に重くなったことか
ら実施した改善の結果である。改善結果の定
量的な評価はできていないが、全てのPBLを
実施する拠点で留意すべき有用な知見と考え
る。
②指導教員の増員とFDへの取り組み
　顧客役の教員不在（出張等）で、学生がレ
ビューを受けられないケースがあったため、
複数人の教員を１チームに配置して指導体制
を強化する工夫を行った。また、プロジェク
ト進捗レビューにプロジェクトごとに１名、
大学教員を同席させることも実施した。こ
れら教員の複数化には、PBLに関わる大学教
員の数を増加させることで、FDの観点から

PBL指導経験を持つ教員を拡大する目的もあ
る。特にプロジェクト進捗レビュー実施教員
の位置づけは、将来、プロジェクトのコント
ロール経験を持つ企業派遣教員が担っている
企業が得意な分野のスキルを学に移転する目
的も含んでいる。これらの取り組みの有効性
は今後検証していく予定である。
③２年前期PBLと修士論文との負荷バランス
　本コースでは修士論文を学生に課してい
る（３期生からは改組によりプロジェクトレ
ポートでも可）ため、２年前期PBLで学生が
PBLの講義に十分な時間を充てられない課題
があった。
　平成21年度は、２期生において、以下の２
種類の指向のチームが限られた講義時間の中
で一定の成果を出し、PBL発表会でも好評で
あった。

⒜　チーム内各学生の専門分野（修士論文
対象技術）持ち寄り型プロジェクト

⒝　チーム内学生全員修士論文一致型プロ
ジェクト

　修士論文での研究内容とPBLテーマの整合
性が高い場合、修士論文準備に対する学生の
あせりも軽減され、学生のモチベーションも
高かった。また改組後の「プロジェクトレポ
ート」形式にも適用性が高いと推測できる。
上記の２種類の型の成功を提示できたこと
で、本課題に対する一定の成果が得られたと
考える。

イ　講義
①座学での知識定着促進について
　座学で学生が受け身になりがちであった反
省から、学生の参加意識を高めるために、事
前に講師の略歴調査をさせ講義前に講師紹介
を実施することや、講義後に、講義内容のま
とめを行わせる講義ノートの作成・当該講義
ノートにさらに講師がコメントをフィードバ
ックする取り組みを実施した。
　実績として、講義に出なくても内容が詳細
に理解できるレベルの講義ノートが作成され
ており、また講義ノートの取り組み自体が講
師にも好評で、お互いのモチベーションの向
上に寄与した。
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②　組込み関連の強化
　平成19年度実施の振り返りから、組込み関
連の講義を強化した。

ウ　インターンシップ
　１年目は、学生の特性と、インターンシップ
のテーマの不整合が見られ、せっかくの約２ヶ
月を有意義なものとできないケースが見られた
ため、学生の希望を聞くとともに、学生の特性
と合うようなマッチングを実施した。
　その結果、事後の学生・企業双方のアンケー
トの結果、ミスマッチによる不満はほぼ解消し
ていることがわかっている。

⑼　普及活動
ア　他機関への有用性について

①　PBL
　PBLを有意義なものとするには、プロジェ
クトの実施経験のある企業派遣講師や企業経
験者が指導に深く関与することが望ましい。
　本コースの取り組みの過程で、「プロジェ
クト管理セット」と我々が呼んでいるプロジ
ェクトを管理するための各種マテリアルを作
成しているため、これに加えて、その他の
PBL指導の取り組みの経過で得られたノウハ
ウを体系化して展開することにより、実プロ
ジェクト経験者であれば、本コースに近いレ
ベルのPBLが実施可能と考える。
②　オムニバス形式講義
　現状の連携大学への遠隔配信は、実際の講

義をリアルタイムに、特定の拠点に同時配信
する形式である。このため、任意の拠点で講
義を聴講することもできないし、過去の講
義をOn Demandに聴講することもできない。
これに対して、将来的に上記制限を解消でき
るWeb配信システムによる展開も予定して
おり、任意の大学で、企業第一線の人材によ
る講義の受講が可能となる。
　ただし遠隔拠点では講義の迫力が薄まるこ
とは必然で、学生の参加意識が希薄にならな
いような、例えば前述の講義ノートのような
工夫がより一層必要と考える。
③　運営体制
　産学が一体となって同じ目標に向かって協
力するために我々は様々な取り組みを実施し
ている。これらは実践的教育を実施する上で
有効であったと強く実感しており、他機関で
実践的教育を実施する上で極めて有効である
と考えている。
　すなわち、産学合同のカリキュラム検討合
宿、定期的な運営委員会等、教育内容の振り
返りとフィードバックのPDCAサイクルを実
施する仕組みを産学合同で実施することが重
要と考える。

イ　各種ワークショップ等（普及活動関連）
　下記、URLを参照のこと。

http：//www.q i to .kyushu -u .ac . jp/
publications.html

今 後 の 発 展

　すでに改善点の項で一部は述べたが、その他
今後の発展や課題において、本拠点の取り組み
を円滑に進めるための組織的な改革や、今後考
えるべき長期的課題を、以下に示す。

⑴　学部へのPBL形式講義組込み
　本コースでの取り組みが学内で広く認知さ
れ、問題意識が共有された結果、大学学部にお
いて、PBL形式の講義を平成22年度から実施予
定である。（３年生を予定）
　これは単に学生が早期にプロジェクトによる

チーム活動を体験するという観点だけでなく、
次項⑵で触れる大学学部生実力の底上げへの一
歩でもある。これをきっかけに、問題意識がさ
らに広く深く共有され、抜本的な大学学部生実
力向上に発展することを期待している。

⑵　長期的課題への取り組み
　本コースの長期的課題として、持続可能な教
育体制の維持・確立が挙げられる。現在、多く
の人的／時間的エネルギーが費やされている
が、適切なエネルギーの下で、持続可能な教育

九州大学拠点　「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」
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実施体制、企業派遣講師の持つPBLを中心とし
たノウハウ移転を含めた産学間のスキル移転の
促進、教育方法、教材の展開等が今後の重要な
長期的課題である。また、学生の成長をどのよ
うに評価していくべきかも今後の検討課題とし
て挙げられる。
　さらに、大学学部のカリキュラムにも実践的
な教育内容の比重を増加していかなければ、現
状の修士入学時の平均的な学生の実力（例とし
てプログラミング、モデリング、データベース
等の知識）がPBLを遂行するに足るレベルに達
していない状況も浮き彫りになり、これも２年
間の修士課程だけでは吸収できない長期的な課
題と捉えている。

問合せ先
九州大学大学院システム情報科学府　社会情報システ
ム工学コース
プロジェクト推進オフィス
〒819-0395　福岡市西区元岡744番地　九州大学 ウ
エスト２号館 508号室
tel：092-802-3864　／ fax：092-802-3865
E-mail：office.kyudai@qito.kyushu-u.ac.jp
http：//www.qito.kyushu-u.ac.jp/
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　本プログラム（以下、ITSP）は、慶應義塾
大学大学院政策・メディア研究科、理工学研究
科、早稲田大学大学院基幹理工学研究科、中
央大学大学院理工学研究科、情報セキュリテ
ィ大学院大学、㈱NTT、日本IBM㈱、Mozilla 
Japanとの産学NPO連携により、先端ネットワ
ーク、大規模分散システム、革新的なIT応用
システムを構築できる実践的なITスキルを備
えたスペシャリストの育成を目的としている。
日本の産業界では、最先端のITシステム開発
をマネジメントできるスペシャリストの育成に
期待が寄せられているが、本プログラムでは、
そのニーズに応えるエンジニアの育成だけでな
く、Web2.0の次に到来するITパラダイムシフ
トを視野に入れて、新しい革新的なITシステ
ムやビジネスモデルまでを創出できる先導者と
してのITスペシャリストの育成にも力を注ぐ
ものである。

　参加学生は各研究科10名程度という少人数制
のもと、プロジェクト科目やインターンシップ
科目などを通じて、ソフトウェアやシステム作
りの実践を体験していく。研究プロジェクト科
目（ITSP特別演習プロジェクト）では、学生
チームが作成するソフトウェアの企画・立案か
ら作業を行い、随時、レビューによって問題点
を見直しながらシステムやソフトウェアの完成

を目指していく。このプロセスを修士１年生の
春学期、秋学期に繰り返すことにより、専門的
な知識やスキルを獲得するだけでなく、問題発
見能力やプロジェクトマネジメント能力、プレ
ゼンテーション能力を身につけさせることを目
指している。このような実践的教育プロセスは、
本プログラムのために整備されたリアルタイム
型遠隔教育用設備の活用によって、より効果的
に行われている。遠隔教育設備は、各研究科で
開講されるプログラム科目を全大学院で受講で
きるようにするだけでなく、プロジェクト研究
科目のレビューや修士論文の発表会にも多用さ
れている。研究プロジェクトの合同レビューに
は、各研究科の教員と企業NPOも含めて、す
べての参加組織のメンバーが参加し、学生への
助言・提言を行い、必要に応じて参加者同士の
討論なども行っている。こうした異なる大学院
の研究科の教員と学生が一堂に会し、オープン
な場でのプレゼンテーション体験を学生に与え
ることは、新しい価値の創造者としての資質を
磨くなど高い教育効果が生み出されている。

　本プログラムは、平成18年度採択された６つ
の先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ
ムの拠点の中では、３つの点でユニークであ
る。１つ目は、私立大学大学院と企業NPOに
よる連携拠点である。先端ITスペシャリスト

慶應義塾大学拠点
先端ITスペシャリスト育成プログラム

参加大学：慶應義塾大学大学院、政策メディア研究科、慶應義塾大学大学院、理工学研究科、早稲田大学大学院、基
幹理工学研究科、中央大学大学院理工学研究科、情報セキュリティ大学院大学情報セキュリティ研究科

参加企業：日本電信電話株式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社、一般社団法人Mozilla Japan

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 6
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育成プログラムという共通の目標は共有してい
るが、さまざまなアプローチで大学院教育が行
われていた理工系の３研究科、政策・メディア
系の研究科、セキュリティ系の研究科といった
５研究科を横断的に連携し、単一の理工系大学
院により輩出されるITスペシャリストよりも
幅の広い能力をもったITスペシャリスト人材
育成を可能としている。２つ目は、企業だけで
なく今後の社会基盤を支えていく上で重要にな
ってくるオープンソース開発を視野に入れてい
る点である。３つ目は、研究プロジェクト科目、
合同レビュー、インターンシップ科目、５研究
科を結んだリアルタイム型の遠隔授業などを通
じて高度なITスペシャリストとしての知識や
スキルだけでなく、問題発見能力、創造力、企
画力、コミュニケーション能力、マネジメント

能力など総合的な人間力を持ち社会を先導でき
る人材の育成を目指している点である。

　本プログラムの波及効果に関しては、本プロ
グラム修了生を先端ITスペシャリストとして
受け入れたすべての企業・NPOからからコメ
ントを頂いているわけではないが、本プログラ
ムの協力企業ならびにNPOからは、概ね高い
評価を頂いている。本プログラムで連携してい
る理工系の３研究科、政策・メディア系の研究
科、セキュリティ系の研究科といった５研究科
を横断的に連携したカリキュラムやリアルタイ
ム型の遠隔授業方式は、教員資源が限られてい
る私立大学大学院における１つのモデルとして
活用可能であり、今後の発展が期待できる。

学 習 ・ 教 育 目 標

目標人材像 
　本拠点では、高度なITシステムを構築しマ
ネジメントできる能力だけでなく、先端ネット
ワーク、大規模分散システムや革新的なIT応
用システムを創出できる実践力を持ったスペシ
ャリストの人材育成を目標としている。また、
先端的なITスペシャリストとして求められる
専門的スキルと知識を有するだけでなく、社会
情勢の変化やパラダイムシフト等に先見性をも
って柔軟に対処し、企業等において先導的役割
を担える人材の育成を目指している。

　本拠点で求めている先導的ITスペシャリス
トとしては、次のような能力とスキルの習得を
目指している。
・従来の枠組で構築されてきたスタンドアロン

型の情報システムではなく、新しいオープな

ネットワーク技術を駆使した大規模分散シス
テムを創出でき、その上での新しいアプリケ
ーションを創造できる創造力や企画力を有す
る。

・ソフトウェア開発プロジェクトにおいて、プ
ロジェクトを運営できるマネジメント能力や
コミュニケーション能力を有し、総合的な人
間力を有する。

・新しいソフトウェアシステム作りに対する熱
意、積極性、主体性を有し、必要とされる問
題の発見・分析・解析、そして解決力を有し、
構築したシステムを幅広い視点で分析・評価・
検証できる能力を有する。

・ソフトウェア開発のパラダイムの１つとして
重要なオープンソースソフトウェアに関して
も、オープンソースプロジェクト運営、コミ
ュニティ形成、ライセンス管理など幅広い知
識とプロジェクト実践力を有する。
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カリキュラムの特色・概要 
　ITSPプログラムの特色は、実際に先端的な
ソフトウェア、システム作りやインターンシッ
プを通して学ぶ学生参加型の実践教育カリキュ
ラムが提供され、かつ各研究科の特色を生かし
つつ統一された先端ITスペシャリストプログ
ラムを構成している点である。参加している大
学側の研究科は、理工学専攻の理工学研究科か
ら、政策・メディア専攻の政策・メディア研究
科まで幅が広く、また企業群もITベンダー系
や情報通信企業だけでなく、オープンソース開
発を行っているNPO法人をも含んでおり、多

様な視点から最先端のITシステムや先端ネッ
トワークをとらえられる講師陣から構成されて
いる点も特徴の１つである。

　カリキュラムは、プログラム科目（講義系科
目群、連携大学院間の遠隔授業、ビデオアーカ
イブ授業）、研究プロジェクト科目（産学NPO
連携プロジェクト、合同プロジェクトレビュ
ー）、インターンシップ科目（連携企業・NPO
でのインターンシップ）、修士論文指導（最終
試験・中間発表）の４つの科目タイプから構成
される。

図６. １　ITSPカリキュラム概念図

図６. ２　典型的な履修フロー

教 育 内 容

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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・プログラム科目
　本科目群は、概念構築、インターネット・次
世代ネットワーク、システム構築・評価、新領
域の４分野から構成されている。中心的な科目
群の多くは、遠隔授業システムにより提供され、
参加学生が所属するキャンパスで履修すること
が可能となっている。プログラム科目の１つで
ある先端ITSP特別講義は、参加企業NPOの講
師陣によるオムニバス形式の授業であり、講師
は、５つのキャンパスのどこからでも授業を提
供することが可能である。
・研究プロジェクト科目
　本科目群は産学NPO連携のもと、先端的な
テーマや実践的なテーマを軸とした研究プロジ
ェクトが共同で実施され、学生はこれに参加し
て、自らが提案したシステムやソフトウェアの
設計から実装・評価まで行うことを目指してい
る。毎学期末に５研究科と参加企業NPOから
のメンバーが一堂に会して、合同プロジェクト
レビューが開催され、学生は、自分が構築した
システムやソフトウェアの発表を行う。これら
を通じて、学生が実践的なソフトウェアやシス
テム開発のスキルを身につけるだけでなく、プ
レゼンテーション能力やコミュニケーション能
力を向上することを目指している。
・インターンシップ科目
　本科目群は、連携先の企業NPOにおいて、
約４週間のインターンシップを通じ、学生自身
の研究テーマ、興味、スキルと密接に関連した
研究開発現場で、システム開発、ソフトウェア
開発、オープンソースソフトウェア開発やリリ
ースエンジニアリングなどを体験できる。学生
のスキルや興味に合わせるため、インターンシ
ップマッチンングプロセスを経てインターンシ
ップが実施され、連携先の企業NPOの受け入
れ担当者による評価や学生による報告会が行わ
れる。
・修士論文指導
　本教育プログラムにおける修士論文指導は、
各研究科委員の教員と企業NPOからの教員か
ら学生の研究テーマに応じたアドバイザーグル
ープ（主査１名、副査２名）で行われる。修士
号の修了は、修士論文の中間審査、最終審査を

合格し、各研究科の要件を満たした学生に授与
される。また、本プログラムの修了者には修士
号とともに、必要な条件を満たすことによって、
サーティフィケートが授与される。

サーティフィケート 
　本教育プログラムへの登録が認められると、
各研究科での修士課程修了要件を満たすととも
に、ITSPプログラムが提供するインターンシ
ップ科目を２単位以上修得し、春・秋各学期で
の合同プロジェクトレビューに合格（計４単位
を修得）することにより、「先端ITスペシャリ
スト（Advanced IT Specialist）」のサーティ
フィケートを取得できる。例えば、拠点の１つ
である慶應義塾大学大学院　政策・メディア研
究科では、修了条件要件を満たすためのプログ
ラム科目、プロジェクト科目として、次に示す
他研究科・他大学院がITSPのために提供する
授業科目を含めることができる。これらの科目
は、政策・メディア研究科設置の科目として扱
われ、遠隔開講の授業科目には、SFCの教室か
ら遠隔システムを通じて出席することが可能で
ある。遠隔開講ではない科目の場合、学生自身
が他研究科・他大学院のキャンパスに赴いて授
業に出席、評価を受ける必要がある。

慶應（政策・メディア研究科）ITSP向け提供
科目：

【特設科目】
先端IT特別講義Ⅰ⑵、先端IT特別講義Ⅱ⑵

【プロジェクト科目】
先端IT特別演習プロジェクトⅠ⑵、先端IT特
別演習プロジェクトⅡ⑵

慶應（理工学研究科）提供科目：
【プログラム科目】
Webインテリジェンス論⑵、情報意味論⑵、
システム評価法⑵、システムシミュレーション
⑵、オペレーティングシステム特論⑵、コンピ
ュータグラフィックス特論⑵、データベース特
論⑵、実世界指向コミュニケーション特論⑵、
ネットワーク工学特論⑵、ソフトウェア工学特
論Ⅰ⑵、Ⅱ⑵、Ⅲ⑵、自然言語処理特論⑵
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早稲田大学提供科目：
【プログラム科目】
ソフトウェア基礎論特論⑵、ソフトウェア開発
工学特論⑵、並列処理特論⑵
高信頼ソフトウェア⑵、情報ネットワーク構成
特論⑵、分散組込み・リアルタイム処理⑵、ネ
ットワーク･アプリケーション⑵データベース
実践講座⑵

【プロジェクト科目】
大規模システムプログラム（２、春・秋）、ソ
フトウェア開発（２、春・秋）、大規模分散シ
ステム（２、春・秋）

中央大学提供科目：
【プログラム科目】
特殊講義Ⅰ（オペレーティングシステム）⑵

【プロジェクト科目】
情報セキュリティ（２、春・秋）

情報セキュリティ大学院大学提供科目：
【プログラム科目】
ネットワークシステム設計・運用管理Ａ⑵、情
報セキュリティマネジメントシステムＢ⑵

PBL等、特徴的な科目 
　ITSPプログラムにおける特徴的な科目をい
くつか挙げる。
PBL：先端IT特別演習プロジェクト（春・秋、
各２単位）

【科目概要】
　先端ITスペシャリスト育成プログラム（ITSP）
の中で、企業やNPOで実施されるインターンシ
ップ科目の履修と併せて履修することを前提と
した、学生参加型のPBL型研究プロジェクト科
目として設置されるものである。春学期は、履
修する学生全員に対し、ITSPカリキュラム検討
委員会が設定した、組込み系システム等を題材
とする統一課題を課す。複数人によるプロジェ
クトチームの中で、＜システム仕様策定／詳細
設計／実装／評価検証＞に関する一連のPDCA
サイクルを体験することで、実践力や応用力の
集中的な育成を行う。

【PBL教員体制／講師情報／評価方法】
　各研究科で大学教員１～２名と企業側教員１
～２名からなるプロジェクト担当教員（メンタ
ー）を設定する。プロジェクトの成果物、報告
書、学期末に開催される「プロジェクト合同レ
ビュー」での成績により、総合的に合否を判定
する。判定には、ソフトウェア創造力、成果物
の完成度、タスクの実施能力、プレゼンテーシ
ョン能力を重視する。

【PBL実施期間／時間数】
　PBL実施期間は３ヶ月弱、時間数にして週２
時間×15回程度。週１回ペースのプロジェクト
ミーティング（13回）での担当教員によるメン
ティングと、履修者、ITSPプログラム参加教
員全員によるプロジェクト合同レビューを実施
する。

【PBL教材の概要】
　春学期：ITSPカリキュラム検討委員会が、
組込み系システム、Webアプリケーション等
を題材とした統一課題を用意する。例えば、慶
應義塾大学大学院政策・メディア研究科が2008
年度、2009年度に準備した課題は次の通りであ
る。

・初等教育用ヴィジュアルプログラミング環境
の開発

・iPod touch上での直感型情報アクセスツール
の作成

・多人数同時参加型お絵かきソフト“iPictChat”
の開発

・Gumstixによる組み込み型トランシーバの開
発

　各課題の教材には、要求仕様書、予備実験向
け演習課題が含まれる。2009年度秋学期合同
レビューの様子を図６. ３に示す。2009年度は、
概ね１プロジェクト３～４名のメンバーにより
実施された。

【PBL教育の効果】
　本プログラムが想定している人材育成像に基

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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づき、履修生を定量的かつ総合的に評価する必
要性から、2008年度合同レビューから新たに５
つの定量的な評価基準を導入した。合同レビュ
ー時ではリアルタイムに採点ならびに評価コメ
ントを参照できるWebベースの評価システム
を構築し、履修生には、総合点、各評価尺度で
の採点結果のみならず、平均点、標準偏差など
の統計量も通知し、履修生自身に強み・弱みを
認識させることに成功した。また、産業界出身
教員との連携により、多くのフィードバックが
かかっており、今後も積極的に連携を深めてい
きたい。産業界出身教員と大学教員とでペアリ
ングでカリキュラムを構成していることが、ス
キル移転を進めることを可能にしていると分析
しており、この仕組みは今後も維持していきた
いと考えている。

先端IT特別講義（春２単位）
【科目概要】
　次世代情報システムの創出に果敢に挑戦し続
ける企業・NPOから、各研究・開発分野の第
一線で活躍される方々を講師として招き、実践
的な講義及び演習を実施して頂き、先端IT特
別演習プロジェクト、ITSPインターンシップ
等の履修と併せて、実践力や応用力の集中的な
育成を行う。

【講師情報】
　春学期は、本プログラム協力企業、NPOで
あるNTT、IBM、Mozilla Japanで各４回の講
義を担当する。

【時間数】
　各学期13 ～ 14回。他にガイダンス１回。講
義は各拠点（研究科）が３～４回ずつをホステ
ィングし、多拠点には遠隔講義システムで配信
する。

【教材の概要】
　教材・資料は、各回の講義担当者が準備する。
成績は、各回で出題される演習・課題へのレポ
ートの内容により総合的に判定する。2009年度
の講義スケジュールは次の通りであった。

第１回　企業研究所における高速ネットワーキ
ングの研究開発とは？

塩本　公平　氏（NTTネットワークサービ
スシステム　研究所主幹研究員（リーダー））
開講キャンパス：慶應SFC

第２回　音を専門とする研究者のつくり方
日和崎　祐介　氏（NTTサイバースペース
研究所　主任研究員）
開講キャンパス：慶應理工

第３回　シリコンバレーって
首藤　一幸　氏（東京工業大学　大学院情報
理工学研究科　准教授）
開講キャンパス：早稲田

第４回・第５回　知ってて良かった！プロジェ
クト・マネジメント

板倉　真由美　氏（日本IBM株式会社　東京
基礎研究所）
開講キャンパス：慶應理工

第６回　アップルやグーグルはどのように時代
を巻き込んでいったのか

林　信行　氏（フリーランスITジャーナリ
スト）
開講キャンパス：中央大学

第７回　オープンソース時代の研究プロセス
アーリーワイン・マイケル・芳貴　氏（Mozilla 
Labs　研究員）
開講キャンパス：中央大学

第８回　革新的サービスが生まれる土壌　～
Google成功の秘訣～

西尾　信彦　氏（立命館大学　情報理工学部
　教授）

図６. ３　合同レビューの風景
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開講キャンパス：慶應SFC
第９回　ミドルウェアとプラットフォーム　～
クライアントサーバからWeb、ICカード、

RFIDとサービスコンピューティングまで～
山本　修一郎　氏（NTTデータ技術開発本
部　システム科学研究所長）
開講キャンパス：慶應理工

第10回　ITと他分野の融合による事業創造の
実際

加藤　浩一　氏（早稲田情報技術研究所　社長）
開講キャンパス：早稲田

第11回　ソフトウェア開発の実践：Rubyの場合
笹田　耕一　氏（東京大学大学院　情報理工
学研究科　講師）
開講キャンパス：中央大学

第12回　日米ユビキタス研究開発事情
増井　俊之　氏（慶應義塾大学　環境情報学
部　教授）
開講キャンパス：慶應SFC

第13回　開発方法論と開発支援環境～構造化
手法からナレッジマネジメントと「すりあわせ」
まで～

山本　修一郎　氏（NTTデータ技術開発本
部　システム科学研究所長）
開講キャンパス：慶應理工

オープンソースシステム（秋、２単位）
【科目概要】
　近年、オープンソースソフトウェア（OSS）
が社会に普及し、幅広く利用されはじめ影響を
与えている。ここでは、オープンソースプロジ
ェクトのいくつかを例に、グローバルな開発モ
デル、オープンソースプロジェクト運営、コミ
ュニティ形成、ライセンス管理について学ぶ。
またその中においてデファクト・スタンダード
の意義や、市場にもたらす影響など今後の方向
性も考察する。また、実際のオープンソースの
プロジェクトに参加し、実習体験を行い進めて
いく。

【講師情報】
徳田　英幸、瀧田　佐登子（Mozilla Japan）、
浅井　智也（Mozilla Japan）

【時間数】
全13回（講義、実習・演習）

【教材の概要】
実習・演習での課題情報を含むすべての教材を、
講義ホームページにて履修者向けに公開する。

　上記講義を含む、本プログラムで2009年度に
提供されたプログラム科目リストを次にまとめ
る。

図６. ４先端IT特別講義　遠隔講義の様子（慶應SFC）

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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設置主体 科目名 科目担当者 開講学期 時間割 遠隔

研究科共通 先端IT特別講義Ⅰ オムニバス講義 春 水・５ ○

慶應SFC

自律分散協調システム論
徳田　英幸
中村　修

春 月・４ ○

システムソフトウェア バンミーター・ロドニー 春 火・２ ○

オープンソースシステム
瀧田　佐登子
浅井　智也

秋 水・４ ○

インターネットの進化と可能性
村井　純
バンミーター・ロドニー

秋 木・３ ○

次世代WEBプラットフォーム論 増井　俊之 春 木・５ ○

慶應理工

システムシミュレーション 山本　喜一 春 月・２（英語） ○

Webインテリジェンス論 山口　高平 春 火・３ ×

実世界指向コミュニケーション特論 今井　倫太 春 金・２（英語） ○

情報意味論 櫻井　彰人 秋 月・３ ○

コンピュータグラフィックス特論 大野　義夫 秋 金・３（英語） ○

ソフトウェア工学特論Ⅰ 高田　眞吾 春 火・５（英語） ×

オペレーティングシステム特論 河野　健二 春 木・３（英語） ×

データベース特論 遠山　元道 春 金・４（英語） ×

システム評価法 山本　喜一 秋 月・２（英語） ×

ソフトウェア工学特論Ⅱ 高田　眞吾 秋 火・５（英語） ○

自然言語処理特論
小原　京子
斎藤　博昭

秋 水・２（英語） ×

ネットワーク工学特論 寺岡　文男 秋 木・２（英語） ×

早稲田

並列処理特論 村岡　洋一 春 月・３ ○

ソフトウェア基礎論特論 筧　捷彦 秋 火・３ ○

ソフトウェア開発工学特論 深澤　良彰 秋 水・３ ○

高信頼ソフトウェア 上田　和紀 春 水・２ ×

情報ネットワーク構成特論 後藤　滋樹 春 金・１ ×

分散組込み・リアルタイム処理 中島　達夫 秋 月・３ ×

ネットワーク・アプリケーション 山名　早人 秋 金・３ ×

データベース実践講座 大沼　啓希 秋 土集中 ×

中央
特殊講義Ⅰ（オペレーティングシステム） 土居　範久 春 金・３ ○

特殊講義Ⅰ（数値情報処理論） 久保田　光一 春 水・２ ×

情報セキュリティ
ネットワークシステム設計・運用管理Ａ 佐藤　直 春 木・４ ○

情報セキュリティマネジメントシステムＢ 内田　勝也 秋 木・４ ○
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　現時点までに、本プログラム用に作成した教材は次の通りである。
＜教材＞

◆「ソフトウェア基礎論特論　Ⅰ　論理と証明」	 筧　捷彦
◆「ソフトウェア基礎論特論　Ⅱ　プログラムの検証」	 筧　捷彦
◆「ユビキタスコンピューティングシステム特論」	 徳田　英幸
◆「インターネットの進化と可能性」	 村井　純
◆「次世代WEBプラットフォーム論」	 増井　俊之
◆「プロセスと同期」	 土居　範久
◆「実世界指向コミュニケーション特論」	 今井　倫太
◆「ネットワーク工学特論」	 寺岡　文男
◆「ソフトウェア工学特論Ⅰ・Ⅱ」	 山本　喜一
◆「ソフトウェア工学特論Ⅲ」	 山本　喜一
◆「情報意味論」	 櫻井　彰人
◆「Webインテリジェンス論」	 山口　高平
◆「自然言語処理特論」	 斎藤　博昭
◆「コンピュータグラフィックス特論」	 大野　義夫・小原　京子
◆「システムシミュレーション」	 山本　喜一
◆「先端IT特別演習」	 山本　喜一
◆「システム評価法」	 山本　喜一
◆「オペレーティングシステム特論」	 河野　健二
◆「データベース特論」	 遠山　元道
◆「先端IT特別演習」春学期（PBL演習用仕様書一式）	 高汐　一紀
◆「先端IT特別講義」

＜ビデオアーカイブ（公開版）＞
◆「自律分散協調論」	 徳田　英幸・中村　修

　本拠点は、「集中型」拠点方式と異なりさま
ざまな運営ノウハウが各参加校、協力企業、
NPOに蓄積されてきている点が大きな特徴で
ある。育成プログラムの実施にあたっては、各
キャンパスを平等かつ対等に結ぶ形で、プロジ
ェクト科目、プログラム科目が設置されており、
協力企業、NPOでのインターンシップをサー
ティフィケート授与の必修要件としている。プ
ログラムの運営にあたっては、次のような点に
留意する必要があった。

⑴プログラム科目の成績評価の調整
⑵プロジェクト科目の成績評価の調整
⑶プロジェクト科目提案書式の調整
⑷インターンシップ科目の募集・申請・報告書

の調整
⑸オムニバス形式の授業の評価方法の調整
⑹キャンパスの授業時間や休講日の調整

　これらの問題を大学間・企業間で調整するた
め、各項目についてガイドライン、様式を定め、
円滑に実施できるように適宜改善を行った。特
に、複数の大学・キャンパスで遠隔授業が前提
であるため、授業開始終了時刻の違いや、学年
歴の違いによる休講日の調整が必須となる。こ
れらについては、ビデオアーカイブを積極的に
利用し、本来受講可能な学生が受講できなくな
るような不利益が生じないよう配慮した。

　また、2009年度は特に、当初計画した研究

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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プロジェクト科目・プログラム科目に関して、
ITSP特別演習とITSP特別講義という２つの科
目群に改善を行った。特別講義に関しては、内
容の濃い講義を春学期に集中的に開講すること
とし、秋学期の開講を見送った。特別演習に関
しては、企業・NPOとの連携のもと、個人に

よる演習ではなく、原則として３～４名程度の
グループによるITSP演習を行う方式に改善し
た。また、すべての研究科ではないが、ITSP
特別演習用の課題群を作成し、基礎体力不足の
学生チームに対しては、いくつかの課題から選
択する形でも演習を行える様式とした。

 

 

教材の公開準備状況

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

参加（連携）大学の役割分担 
　大学および企業・NPO間のコンセンサスを
得るための仕組みとして、運営委員会とカリキ
ュラム検討委員会の２つの会議体が用意されて
いる。

　特にカリキュラム検討委員会は、各研究科か
らの代表教員と各協力企業・NPOからの代表
により構成され、本拠点の趣旨にあった科目の
選択や、必要となる科目（先端IT特別講義や
特別演習等）の新設を行うことを主旨に設立さ
れた。具体的には、新設科目の内容デザイン、
合同レビュー時における審査基準の整備、イン
ターンシップ科目における学生と企業・NPO
のマッチングプロセスの改善、企業・NPO側

からの学生に対するインターンシップ活動評価
書の統一、遠隔授業の準備プロセスの簡素化、
ビデオアーカイブの整備を実施した。プログラ
ム科目の実施にあたっては、カリキュラム検討
委員会において各研究科の休日、講義実施時間
の相違を吸収するよう調整し、不可能な場合に
はビデオアーカイブを用いて休日であった研究
科の学生が聴講できるよう体制を整えており、
非常に有効に機能している。

　両委員会でのグランドデザインの下、本プロ
グラム補助金により、協力企業・NPOから非
常勤講師を各キャンパスに招聘、あるいは、新
規に特任教員を採用する等のFD活動を実施し
た。特に、ITSP特別演習では、企業・NPOか
らお呼びした非常勤講師の方々と、我々大学フ
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ァカルティとが協力して学生を指導しており、
学生諸君だけでなく、本プログラムを企画した
我々大学側教員の意識改革、レベルの向上にも
有効であるとのコメントが得られている。

　各組織間がパラレルな関係にあるのは、本プ
ログラムの特徴である。今後の継続運用におい
て、全組織が共通の仕組みをもって取り組んで
いくことを可能とするためであり、この仕組み
は維持していきたい。その中で、拠点の代表校

である慶應義塾大学が、運営委員会・カリキュ
ラム委員会の会議運営・管理をとりまとめてお
り、今後も積極的にリーダーシップを発揮し本
拠点の運営を円滑に進めるべく努力を重ねてい
きたいと考えている。

大学側の教員数 
　本プログラム参加研究科ごとの教員数を担当
科目とともに列挙する。

≪慶應義塾大学大学院　政策・メディア研究科≫
教員数：８名

教員名 担当科目

徳田英幸 自律分散協調システム論
ユビキタスコンピューティング＆ネットワーキング

中村　修 自律分散協調システム論
モービル広域ネットワーク

バンミーター・ロドニー
システムソフトウェア
インターネットの進化と可能性
モービル広域ネットワーク

村井　純 インターネットの進化と可能性
モービル広域ネットワーク

楠本　博之 モービル広域ネットワーク

重近　範行 モービル広域ネットワーク

高汐　一紀 ユビキタスコンピューティング＆ネットワーキング
先端IT特別演習プロジェクト

増井　俊之 次世代WEBプラットフォーム論

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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教員名 担当科目

山本　喜一
システムシミュレーション
システム評価法
先端IT特別演習

山口　高平 Webインテリジェンス論

今井　倫太 実世界指向コミュニケーション特論

櫻井　彰人 情報意味論

大野　義夫 コンピュータグラフィックス特論

河野　健二 オペレーティングシステム特論

遠山　元道 データベース特論

小原　京子 自然言語処理特論

斎藤　博昭 自然言語処理特論

寺岡　文男 ネットワーク工学特論

高田　眞吾
ソフトウェア工学特論Ⅰ
ソフトウェア工学特論Ⅱ
ソフトウェア工学特論Ⅲ

≪慶應義塾大学大学院　理工学研究科≫
教員数：11名

≪早稲田大学大学院　基幹理工学研究科≫
教員数：８名

教員名 担当科目

村岡　洋一 並列処理特論
大規模分散システム

筧　捷彦 ソフトウェア基礎論特論
大規模システムプログラム

深澤　良彰 ソフトウェア開発工学特論
ソフトウェア開発

中島　達夫 分散組込み・リアルタイム処理
大規模システムプログラム

上田　和紀 高信頼ソフトウェア
ソフトウェア開発

後藤　滋樹 情報ネットワーク構成特論
大規模分散システム

山名　早人 ネットワーク・アプリケーション
大規模分散システム

大沼　啓希 データベース実践講座
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企業側の教員数・各教員の業務
実績・専門分野・担当科目 
　本プログラム協力企業・NPOから迎えた教
員と担当科目は次の通りである。

教員数：３名
瀧田　佐登子（Mozilla Japan代表理事）

業務実績：96年にNetscape Communicationsに
入社し、I18N、L10Nのエンジニアとして製品
開発およびプロモーションを担当。01年、US
　AOL/Netscape開発プロジェクトマネージ
ャ。04年にMozilla Japanを設立
担当科目：オープンソースシステム

浅井　智也（Mozilla Japan　マーケティング部
　テクニカルマーケティング担当）

業務実績：ローカライズセンターマネージャ
ーを経て、マーケティング部テクニカルマ
ーケティング担当。著書にFirefox ３ Hacks

（オライリー・ジャパン）共著（江村秀之、
池田譲治、下田洋志、松澤太郎）。翻訳書に
Firefox ３ Hacks（オライリー・ジャパン）

共著（池田譲治、山本和彦）原著書：Nigel 
Mcfarlane
担当科目：オープンソースシステム

水越　賢治（Mozilla Japanネットワークコン
サルタント担当）

業務実績：コンピュータシステムおよびネッ
トワークの技術書執筆、企業向けネットワー
クコンサルティング、情報システムなど
担当科目：オープンソースシステム

内山　俊郎（日本電信電話株式会社　サイバー
ソリューション研究所メディアコンピューティ
ングプロジェクト　主任研究員）

業務実績：機械学習、データベース、画像処
理など
担当科目：先端IT特別演習

産業界で著名な方の講演 
　本プログラムでは、新設科目「先端IT特別
講義」中で、産学で活躍されている次の方々を
講師として招き、講演して頂いた。（敬称略）

≪中央大学大学院　理工学研究科≫
教員数：６名

≪情報セキュリティ大学院大学　情報セキュリティ研究科≫
教員数：３名

教員名 担当科目

土居　範久 特殊講義Ⅰ（オペレーティングシステム）
情報セキュリティ

久保田　光一 特殊講義Ⅰ（数値情報処理論）

鈴木　寿 特殊講義Ⅰ（言語系人工知能デザイン）

田口　東 特殊講義Ⅰ（システムのモデリングと最適化特論）

趙　晋輝 特殊講義Ⅰ（暗号と電子認証）

牧野　光則 特殊講義Ⅰ（コンピュータグラフィックスとバーチャルリアリ
ティ）

教員名 担当科目

佐藤　直 ネットワークシステム設計・運用管理A

内田　勝也 情報セキュリティマネジメントシステムB

田中　英彦 情報セキュリティ

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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◉板倉　真由美（日本IBM東京基礎研究所研究
部長）

テーマ：プロジェクトマネジメント概説
◉長沼　次郎（NTTサイバースペース研究所　
主幹研究員・グループリーダ）

テーマ：地上デジタル放送を支える映像符号
化技術とそのシステム化技術

◉丸山　宏（日本IBM東京基礎研究所所長）
テーマ：Innov ８　─ITによるビジネスプロ
セスイノベーション

◉瀧田　佐登子（Mozilla Japan　代表理事）
テーマ：ソフトウェア業界を揺るがしたオー
プンソース

◉伊藤　穣一（Mozilla Japan　代表理事）
テーマ：ITの未来　～オープンネットワー
ク～

◉塩本　公平（NTTネットワークサービスシス
テム研究所　主幹研究員・グループリーダ）

テーマ：IP網におけるルーティング技術、ト
ラヒックエンジニアリング技術の最新研究動
向

◉赤塚　大典（Mozilla Japan　開発エンジニア）
テーマ：開発エンジニアとしての自己の確立

◉中野　雅之（Mozilla Japan　国際化開発エ
ンジニア）

テーマ：オープンソースの世界で認められる
エンジニアになるには

◉本位田　真一（国立情報学研究所）
テーマ：トップレベルのソフトウェア技術者
を目指して

◉加藤　公一（日本ユニシス総合技術研究所　
研究員）

テーマ：システム開発における数学の適用事例
◉星野　力（日本ユニシス総合技術研究所　研
究員）

テーマ：大規模データ解析と機械学習
◉神武　直彦（宇宙航空研究開発機構　情報・
計算工学センター　主任開発員）

テーマ：宇宙機の特徴とそこに搭載される宇
宙機ソフトウェア

◉木下　佳樹（産総研　システム検証研究セン
ター　所長）

テーマ：証明支援系Agdaを用いたHoare論

理によるプログラム検証
◉上田　和紀（早稲田大学　教授）

テーマ：第五世代プロジェクト
◉太田　守重（国際航業株式会社　フェロー）

テーマ：地理情報と現代社会
◉塩野崎　敦（クウジット株式会社（Koozyt, 
Inc.）取締役）

テーマ：位置情報サービスPlace Engine
◉矢田部　俊介（産総研　システム検証研究セ
ンター）

テーマ：証明支援系Agdaを用いたHoare論
理によるプログラム検証

◉日和崎　祐介（NTTサイバースペース研究所
　主任研究員）

テーマ：音を専門とする研究者のつくり方
◉首藤　一幸（東京工業大学　大学院情報理工
学研究科　准教授）

テーマ：シリコンバレーの現状と抱える問題
◉林　信行（フリーランスITジャーナリスト）

テーマ：アップルやグーグルはどのように時
代を巻き込んでいったのか

◉アーリーワイン・マイケル・芳貴（Mozilla 
Labs　研究員）

テーマ：オープンソース時代の研究プロセス
◉西尾　信彦（立命館大学　情報理工学部　教
授）

テーマ：革新的サービスが生まれる土壌　～
Google成功の秘訣～

◉山本　修一郎（NTTデータ技術開発本部　シ
ステム科学研究所長）

テーマ：ミドルウェアとプラットフォーム
◉加藤　浩一（早稲田情報技術研究所　社長）

テーマ：ITと他分野の融合による事業創造
の実際

◉笹田　耕一（東京大学大学院　情報理工学研
究科　講師）

テーマ：ソフトウェア開発の実践：Rubyの
場合
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産学連携の取り組み・
民間企業等との連携体制・
インターンシップ 
　当初計画では、協力民間企業・NPO（NTT、
日本IBM、Mozilla Japan）に対しては、授業
科目（講義系、演習系）への担当講師の派遣、
インターンシップ学生の受入、合同レビューへ
の参加、カリキュラム・教材作成への協力、運
営組織への参加（運営委員会、カリキュラム検
討委員会、アドバイザー委員会（外部有識者に
よる評価委員会））を計画していた。
　実際に授業を設置し学生募集を行った2007年
度から、各企業には、当初期待していたコミッ
トメントをほぼ完全な形で頂いている。具体的
には次の通りである。

１．担当講師数
　各年度、研究プロジェクト科目（２名）、プ
ログラム科目（２名）、計４名に担当頂いている。
その他、上記のリストにあるように、プログラ
ム科目「先端IT特別講義」では、ゲストスピ
ーカーとして22名に担当を依頼した。
２．オリエンテーション合宿
　2009年度は、春学期開始直後に本プログラム
の履修生を一堂に集め、合宿形式でのオリエン
テーションを実施した。協力企業・NPOから
も基調講演、プログラム事業説明等に参加して
頂き、学生の意識向上にご協力頂いた。

３．合同レビュー
　2009年度は２回実施され、春学期（前期）11
名、秋学期（後期）11名が審査員として参加さ
れた。
４．インターンシップ実施状況
　2007年度については、連携企業である日本
IBM、NTT、Mozilla Japanの他に、NEC、産
業技術総合研究所、フューチャーアーキテクト
の３社にも協力頂き、インターンシップを実施
した。2008年度については、日本IBM、NTT、
Mozilla Japan、NEC、SIOSの５社に受け入れ
て頂いている。さらに、新規履修生が増えた
2009年度は、日本IBM、NTT、Mozilla Japan、
東芝、NEC、三菱総研、楽天、アクセラテク
ノロジ、他数社に受け入れ頂いた（受入実績詳
細を下記一覧に示す）。各機関とも８月に４週
間から５週間程度の期間実施している。

　経費のコストシェアに関しては、企業より派
遣された講師の人件費については、本プログラ
ム予算により負担しているが、それ以外の活
動（インターンシップ受入、各種委員会・合同
レビューへの参加、他大学拠点視察など）に伴
う費用については各企業にそれぞれご負担頂い
ており、経費面でかなりの貢献を頂いている。
2007では、Mozilla Japanに対して分担金とし
て設備備品費約190万円を支出し、遠隔会議シ
ステムを導入した。

2007年度インターンシップ受け入れ状況

受入機関名 慶應SFC 慶應理工 早稲田 中央 合計

 日本IBM ３ 　４ ３ ０ 10 

 NTT １ 　６ ６ １ 14 

 Mozilla Japan ２ 　１ ０ ０ 　３ 

 NEC ０ 　２ ０ ０ 　２ 

 産業技術総合研究所 ０ 　４ ０ ０ 　４ 

 フューチャーアーキテクト ０ 　２ ０ ０ 　２ 

（合計） ６ 19 ９ １ 35 

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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FD活動への取り組み 
　FD活動への取り組みの一環として、2009年
３月と同年９月に、２回のFD合宿を実施した。
各合宿は、本プログラムでの課題の掘り起こし、
課題意識の共有、課題解決の議論を通した教員
意識の改革を目的としたものである。単なる座
学的な方法ではなく、各研究科・企業・NPO
を横断的に構成するグループでの討議を中心

に、総合的な教育力の向上、学生の能力把握の
ための手法修得を図った。これら合宿での議論
から、学生の継続的なコンピテンシー（行動特
性）評価の実施等、これまでになかった実験的
な試みが行われることとなった。また、これま
で研究科ごとに実施してきたインターンシップ
報告会を、2010年度からは企業別の全研究科合
同報告会とすることとし、大学教員と実務者間
の有機的な交流をさらに促進する計画である。

2008年度インターンシップ受け入れ状況

受入機関名 慶應SFC 慶應理工 早稲田 中央 合計

日本IBM ０ 　３ 　５ ２ 10 

NTT ３ 　３ 　５ ３ 14 

Mozilla Japan １ 　１ 　０ ２ 　４ 

Mozilla （US） ０ 　１ 　０ ０ 　１ 

NEC ０ 　２ 　０ ０ 　２ 

SIOS ０ 　１ 　０ ０ 　１ 

（合計） ４ 11 10 ７ 32 

2009年度インターンシップ受け入れ状況

受入機関名 慶應SFC 慶應理工 早稲田 中央 合計

日本IBM ０ ５ 　３ ２ 10 

NTT ２ ２ 　５ ４ 13 

Mozilla Japan ０ ０ 　２ ０ 　２ 

NEC ０ １ 　１ ３ 　５ 

早稲田情報技術研究所 ０ １ 　０ ０ 　１ 

東芝 ０ ０ 　２ ０ 　２

 三菱総合研究所 ０ ０ 　１ ０ 　１

 アクセラテクノロジ ０ ０ 　１ ０ 　１ 

（合計） ２ ９ 15 ９ 35 
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修了実績 
　各年度（2008年度～ 2010年度）における本
プログラムの修了予定者数は次の通りである。

2008年度修了者数
慶應SFC　６名、慶應理工　18名、
早稲田　８名、中央　１名、
情報セキュリティ　２名
以上35名
2009年度修了予定者数
慶應SFC　６名、慶應理工　11名、
早稲田　10名、中央　９名、
情報セキュリティ　１名
以上37名
2010年度修了予定者数
慶應SFC　３名、慶應理工　９名、
早稲田　15名、中央　13名、
情報セキュリティ　０名
以上40名

コンピテンシー（行動特性）
自己点検 
　2009年度は、新たな試みとして、プログラム
履修開始時（オリエンテーション合宿）、春学
期と秋学期それぞれの特別演習プロジェクト

（PBL）終了時（各学期合同レビュー）において、
コンピテンシー（行動特性）の自己点検を実施
した。本プログラムでの主要コンピテンシーと
して、コミュニケーション力、問題解決力、知
識獲得力、組織的行動能力、創造力、自己実現
力の６つを定め、ルーブリックを定義、各ター
ムポイントでの学生自身による自己評価を提出
してもらった。これまでに集められたデータは、
オリエンテーション時（４月）と春学期合同レ
ビュー時（７月）の２回分であり、これらのデ
ータから直ちに長期的な傾向を分析できるわけ
ではないが、概ね、１学期間のPBLを通してコ
ンピテンシーが向上する傾向にあることを見て
取れる。

図６. ５　FD合宿の様子（2009年９月）

教 育 実 績

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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普及展開活動 
　2007年度～ 2009年度にかけて実施または実
施予定の普及展開活動を次にまとめる。

第４回　情報システム学会　全国大会・研究発
表大会
「情報システムにおける産学協生を模索して」
　産学連携による高度IT人材育成プログラム
に関する現状・課題などを発表し、座長　山本
教授（慶應義塾大学）によるパネルディスカッ
ションを通して課題の認識、解決策の模索を行
った。（2008年12月12日㈮～ 13日㈯）

大学教育改革プログラム合同フォーラム・分科
会（文部科学省主催）
　2008年度は、慶應義塾大学拠点および奈良先
端科学技術大学院大学拠点の事例紹介、「拠点
間教材等洗練事業」について、国立情報学研究
所の事業紹介を行った。また、「安定的な高度
ＩＴ人材輩出を目指した教材等の普及展開及び
教員の教育力向上に向けて」というテーマのも

と、パネルディスカッションを行った。2009年
度も同シンポジウムにおいて、ポスター展示を
実施し、本事業の紹介を行った。（2009年１月
13日㈫、2010年１月７日㈭～８日㈮）

先端ITスペシャリスト育成プログラム　国際シ
ンポジウム
　先端ITスペシャリスト育成プログラムの最
終年度にあたり、本プログラムの一環として、
米国、インド、日本の大学、企業で人材育成に
関係されている方々、および、本プログラムを
修了又は履修している学生諸君を対象に、慶應
義塾大学三田キャンパスにて開催した。招待講
演者とのディスカッション、パネル形式のディ
スカッションを通して、国際的な視点から我々
のアプローチの検証を行った。参加者111名、
プログラムは次の通りである。（2009年11月27
日㈮）

◉招待講演（５件、敬称略）
Murli Dhar Tiwari（Indian Institute of 
Information Technology）

所属 コミュニケ
ーション力 問題解決力 知識獲得力 組織的行動

能力 創造力 自己実現力

MAX ４.00 ４.00 ４.00 ４.00 ４.00 ４.00

SFC平均
４月 １.67 ２.33 ２.00 ２.00 １.33 １.33 

７月 ２.33 ２.00 ２.33 ３.00 ２.00 １.67 

慶理平均
４月 １.67 １.89 ２.00 ２.00 ２.44 １.89 

７月 ２.78 ２.67 ２.44 ２.67 ２.33 ２.56 

早大平均
４月 １.90 １.90 ２.20 ２.50 １.80 １.60 

７月 ２.50 ２.44 ２.50 ２.56 ２.25 ２.19 

中大平均
４月 １.60 １.80 １.60 ２.50 １.40 １.90 

７月 ２.54 ２.08 ２.23 ２.15 １.92 １.77 

情セ平均
４月 　 　 　 　 　 　

７月 ４.00 ３.00 ３.00 ３.00 ３.00 ４.00 
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Liviu Iftode（Rutgers University）
守谷　健弘（NTT　コミュニケーション科
学基礎研究所）
Peter Kirby（日本アイ・ビー・エム株式会社）
Rodney Van Meter（慶應義塾大学）

◉パネル「現役生の声／修了者からの提言」
修了者２名＋現役院生４名（各研究科より１
名）

◉パネル「未来のITスペシャリスト」（敬称略）
村岡　洋一（早稲田大学、モデレータ）
平木　敬（東京大学）
Michael D. Barker（奈良先端科学技術大学
院大学）
＋招待講演者４名

特筆すべき成果・就職実績 
　本プログラムに参加した学生たちが構築した
システムやソフトウェアには、当初の計画通り
非常に新しいものが散見した。例えば、慶應義

塾大学大学院政策・メディア研究科の森君の「リ
アルタイム興味情報収集システムの設計と実
装」で発表されたシステムは、「NHKおはよう
日本のニュース」で紹介されたシステムである。
また、慶應義塾大学大学院理工学研究科の手嶋
君は、「日本語Wikipediaに基づく領域オントロ
ジー構築ツールの開発」を合同レビューにて発
表しているが、日本IBMが主催したWeb上に公
開されている複数のサービスを組み合わせて新
しいサービスを作るマッシュアップをテーマと
したコンテスト「Scholars Challenge Program 
2007」において「さくっとデートへGo！！」を
作成し、最優秀賞を受賞している。

　さらに、産学連携プロジェクト「慶應義塾大
学／早稲田大学／伊藤忠商事・次世代Web技
術共同研究開発プログラム」において、早稲田
大学大学院基幹理工学研究科の下山君が「次世
代商品検索エンジンemono」で最優秀賞を、慶
應義塾大学大学院理工学研究科の木村君・桜井
君・手島君のチームが「複数人での総合的旅行
プラン設計サービス～旅サブロウ」にて優秀賞
を、同じく慶應義塾大学大学院理工学研究科の
石井君・今井君のチームが「施策品提供の場の
想像～イノベーター理論を基にした推薦アルゴ
リズムの応用」というテーマで佳作を受賞した。
３賞のすべてに本プログラム参加学生が選出さ
れたことは、特筆に値する。

　2009年度には、早稲田大学大学院基幹理工学
研究科の舟橋君が、情報処理学会2008年９月度
データベースシステム研究会「情報処理学会　
コンピューターサイエンス領域奨励賞」を、同
じく早稲田大学の内山君が、第16回　ソフトウ
ェア工学の基礎ワークショップFOSE　2009に
て学生奨励賞を、さらに同じく早稲田大学の城
間君が、ソフトウエアエンジニアリングシンポ
ジウム（SES2009）にて学生奨励賞をそれぞれ
受賞しており、本プログラムの特徴でもあるア
カデミアな側面での高い教育効果が現れてきて
いることがはっきりと確認できた。

　また、協力NPOであるMozilla Japanでのイ

図６. ６　国際シンポジウム（パネルⅠ）

図６. ７　国際シンポジウム（パネルⅡ）

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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ンターンシップ（2008年夏）に参加した、慶應
義塾大学大学院理工学研究科　木村君・同大学
大学院政策・メディア研究科　中川君・中央大
学大学院理工学研究科　柄沢君・村田君の４人
は、インターンシップ終了後も４人でプロジ
ェクトチームを組み、インターン先での課題
テーマの延長として、オンラインプレゼンテ
ーションを支援するFirefoxプラグインツール

「Mockingbird」をMozilla Japanと連携しつつ
開発し、秋学期合同レビュー直前にベータリリ
ースまで漕ぎ着けた。Mozillaでのインターン
シップに関しては、慶應義塾大学大学院理工学
研究科の吉原君が、Mozilla Japanの仲介もあ
り、米国Mozillaでのインターンを経験してい
る。これらは、本プログラムでの産学連携が非
常に有効に機能していることを示す特筆すべき
事例であろう。

　本プログラム参加学生の就職予定状況に関
しても、特筆すべき結果があがっている。昨
年度春、ITSP １期生として参加した学生諸君
が修了、サーティフィケートが授与されたが、
早稲田大学から参加している学生諸君の場合、
NTTにてインターンシップを行った３名が高
い評価を得てNTTに就職し、同様に１名がイ
ンターンシップ先であった日本IBMに就職して
いる。また慶應義塾大学の学生も連携企業群だ

けに限らず、キヤノン、野村総合研究所、アク
センチュア、KDDIなどに就職している。企業
の採用サイドからも、本プログラムに参加して
いる学生諸君のレベルが高いとのコメントを頂
いている。第２期生学生諸君たちの企業などで
の活躍は、この春の修了後となるが、大いに期
待できる人材が育成されつつあると認識してい
る。2009年度修了予定者の就職先（いずれも予
定）は、次の通りである（順不同）。

NTT研究所、NTTソフトウェア、日本IBM、任
天堂、野村総合研究所、三菱UFJ証券、　ヤフー、
ジャフコ、KDDI、ソニーグローバルソリュー
ションズ、野村證券、東芝ソリューション、エヌ・
ティ・ティ・コミュニケーションズ、キーエン
ス、ニッセイ情報テクノロジー、グリー、東芝、
コーエー、メタテクノ、ハミングヘッズ、経済
産業省、博士課程進学（２名）

　サーティフィケートに関しては、全国統一の
ロゴマークを採用することに大きく貢献でき
た。しかし、学生諸君からは就職活動を行う上
で、修士課程の修了時では意味が薄れてしまう
という意見が多く寄せられたため、2008年度か
らは、プログラム所属証明書とプログラム修了
見込証明書を発行するよう改善した。

今 後 の 予 定 ・ 構 想

　スタート当初より、初期段階における遠隔授
業システム等のインフラ整備のみならず、研究
科間の単位互換制度をはじめとするソフトウェ
ア面の整備・確立を進め、支援期間後も自立的
に継続可能とすることを目指してきた。当初の
計画を整理すると次のようになる。

【フェーズⅠ】2007年度より修士課程のプログ
ラムをスタートさせ、2008年度末に最初の修
了生（サーティフィケート授与者）を出す

【フェーズⅡ】2009年度より学部教育・後期博
士課程教育との連携を図る

【フェーズⅢ】2011年度より国際連携（国外大

学との連携）を強化する

　上記のうち、フェーズⅠについては順調に立
ち上がり軌道に乗っている。遠隔教育のインフ
ラや大学間横断授業の運営ノウハウ確立も2008
年度中にはほぼ完了する見込みである。一方、
フェーズⅡについては、これまで修士課程プロ
グラムの安定運用に注力したため、2009年度中
での運営開始は難しい状況となっている。フェ
ーズⅢに関しては、慶應義塾大学大学院政策・
メディア研究科において、ベトナムのIT人材
育成事業としてハノイ工科大学から修士課程・
後期博士課程の学生受入が2008年度より既に始
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まっており、本プログラムとの具体的な連携に
までは至っていないものの、将来的な発展の素
地が現実的にできつつある。慶應義塾大学理工
学研究科においては、既にコンピュータ科学の
国際コースが開設されており、エコールサント
ラル（フランス）とのダブルディグリー制度も
実施されている。国際コースは９月入学のため
そのままでは現状のプログラムに参加すること
はできないが、今後留学生が本プログラムへ参
加できるような体制を考えている。

　実際、この３年間で、共通基盤がハードウェ
ア・ソフトウェアの両面に関してしっかりと構
築できたと自負しており、支援期間終了後の運
営継続を自立的に行う体制が整ってきたと考え
ている。具体的には、インターンシップ科目・
研究プロジェクト科目の合同レビュー・遠隔授
業によるプログラム科目群等が対象となるが、
運用についてノウハウが各研究科において蓄積
されており、支援終了後も本育成プログラムを
継続することが可能となっていると考える。

　また、複数大学間の連携についても、研究科
間の単位互換の制度が確立されている点や、学
生が他キャンパスのプロジェクトに参加できる
仕組みが確立されている（早稲田大学の学生が
慶應大学大学院政策・メディア研究科のプロジ
ェクトに参加した実績がある）点から、運用継
続が可能と考えている。インターンシップの継
続についても、協力企業・NPOから協力の継
続を承認して頂いている。

　産業界出身教員からのスキル移転等について

は、これまでにもプログラム科目や研究プロジ
ェクト科目において、産業界出身教員との連携
により、多くのフィードバックがかかっており、
今後も積極的に連携を深めていきたい。特に、
産業界出身教員と大学教員とのペアリングでカ
リキュラムを構成していることが、ソフトウェ
ア開発時のマネジメントスキルや知識をはじめ
とする各種のスキル移転を効果的に進めること
を可能にしていると分析しており、この仕組み
は今後も維持していきたい。

問合せ先
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科
湘南藤沢事務室学事担当
tel：0466-49-3406
E-mail：sfc-kyomu@sfc.keio.ac.jp

慶應義塾大学大学院理工学研究科
理工学部学事課
tel：045-566-1465
E-mail：kym-yagami@adst.keio.ac.jp

早稲田大学大学院基幹理工学研究科
村岡研究室
tel：03-3209-5198
E-mail：muraoka@waseda.jp

中央大学大学院理工学研究科
理工学部事務室
tel：03-3817-1735
E-mail：gsse@tamajs.chuo-u.ac.jp

情報セキュリティ大学院大学
事務局
tel：045-410-0225
E-mail：swsp-jimu@iisec.ac.jp

慶應義塾大学拠点　「先端ITスペシャリスト育成プログラム」
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　現在、インターネットは社会基盤として重要
な役割を担うようになってきたが、その確実な
運用のためにはセキュリティを堅持することが
必要不可欠となっており、それを実現するセキ
ュリティ技術者の育成は急務の課題となってい
る。セキュリティ技術者は、単に機器の設定や
運用といった技術的知識を持つだけでなく、セ
キュリティポリシの策定や他組織との連携に必
要となる法律・政策・経営・倫理に関わる知識
を必要とする。
　独立行政法人情報処理推進機構セキュリテ
ィセンターがまとめたセキュリティマップで
は、情報セキュリティのプロフェッショナルに
必要となる知識を16項目の大分類から479項目

の小分類にまで体系化している。本プロジェク
トの教育コースでは、公的機関や企業等にお
いて情報セキュリティ対策実施の責任者とな
る最高情報セキュリティ責任者（CISO: Chief 
Information Security Officer）、および実際に
対策を立案しその実行を指示する情報セキュリ
ティ担当者（CISO補佐）の育成に焦点を絞り
つつ、これらの知識・能力の育成を図っている。
　関西圏を中心とした高い専門性を有する情報
系４大学院の教員に加え、先進的な情報セキュ
リティ対策を行っている４企業・団体等の実務
者の力を結集し、産学連携型の教育拠点を形成
し、このような高度な情報セキュリティの人材
育成に取り組んでいる。

奈良先端科学技術大学院大学拠点
社会的ITリスク軽減のための
情報セキュリティ技術者・管理者育成

参加大学：奈良先端科学技術大学院大学、大阪大学、京都大学、北陸先端科学技術大学院大学
参加企業：情報通信研究機構、情報セキュリティ研究所、JPCERT/CC、NTTコミュニケーションズ

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 7

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要

表７. １　育成する人材に求められるスキルマップと各大学・団体・企業の担当分野

項目 大分類 NAIST 大阪大学 京都大学 JAIST
情報通信
研究機構

情報セキュリティ
研究所

JPCERT/
CC

NTT com.

１ 情報セキュリティマネジメント ○ ○ ○
２ ネットワークインフラセキュリティ ○ ○ ○ ○ ○ ○
３ アプリケーションセキュリティ ○
４ OSセキュリティ ○ ○ ○
５ ファイヤーフォール ○ ○ ○ ○
６ 侵入検知 ○ ○ ○ ○
７ ウィルス ○
８ セキュアプログラミング技法 ○
９ セキュリティ運用 ○ ○ ○ ○ ○
10 セキュリティプロトコル ○ ○
11 認証 ○ ○ ○
12 PKI ○ ○
13 暗号 ○ ○
14 電子署名 ○ ○ ○
15 不正アクセス手法 ○ ○ ○
16 法令・規格 ○ ○ ○ ○ ○

別Ａ 不正コピー防止と電子透かし ○
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目標人材像 
　本教育コースでは、公的機関や企業等にお
いて情報セキュリティ対策実施の責任者とな
る最高情報セキュリティ責任者（CISO：Chief 
Information Security Officer）、および実際に
対策を立案しその実行を指示する情報セキュリ
ティ担当者（CISO補佐）の育成に焦点を絞り
つつ、これらの知識・能力の育成を図っている。
機器の設定や運用といった技術的知識を持つだ

けでなく、セキュリティポリシの策定や他組織
との連携に必要となる法律・政策・経営・倫理
に関わる幅広い知識を持つ人材の育成に努め
る。また、共通教育および演習を実際に学生が
終結して学ぶことにより、知識を身につけるだ
けでなく、コミュニケーションやリーダシップ
能力を向上させ、学生間、学生と企業間などの
人的ネットワークの構築を通して、将来の人的
財産形成を図っている。

学 習 ・ 教 育 目 標

教 育 内 容

授業構成 
　IT Keysでは高度な情報セキュリティに係わ
る人材を育成するために、基礎学力、先進技術
および実習といった多角的な観点から体系だ
った学習が可能なコースを準備している（図
７. １参照）。以下に各コースの詳細を述べる。

Ａ．基礎科目群
　基礎科目群では、情報セキュリティに関する
基礎知識を習得するために、各大学院において
指定されたネットワーク関連および情報セキュ
リティ関連の講義を受講してもらう形を採って
いる。
　情報セキュリティの観点から必修となる講義

を幅広く受講してもらうことで、学部において
情報科学を専攻していなかった受講生も含め、
先進技術を学ぶ上で必要となる基礎学力を習得
してもらうことが狙いである。

Ｂ．先進科目群
　先進科目群では、情報セキュリティに関する
技術的な側面だけでなく、法律・倫理・経営な
ど実務に必要な知識の習得を行うと同時に、コ
ンピュータネットワークの発展に伴って生じる
新たな問題にも柔軟に対応できる能力の向上を
図る。講義は大阪大学中ノ島センター（大阪市
北区）または京都キャンパスプラザ（京都市下
京区）にて開催し、IT Keys受講者は基本的に
講義会場にて受講する。質の高い講義を直接受

図７. １　IT Keys教育プログラムの流れ 
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講するメリットはもちろんのこと、受講生同士
および教員が一箇所に集結することによってコ
ミュニケーションを促進させ、受講生を中心と
した学校間、企業間の連携の強化も図られてい
る。
　先進科目群は情報セキュリティ運用リテラシ
ーと最新情報セキュリティ特論の２つの講義か
ら成り、これら講義は遠隔配信されIT Keys受
講者以外の学生も各大学院において受講が可能
となっている。以下に２つの講義の詳細を述べ
る。

Ｂ. １　情報セキュリティ運用リテラシー
・講師情報　猪俣敦夫（奈良先端大）、永見健

一（インテック・ネットコア）、平林実（NTT
コミュニケーションズ）、小山覚（NTTPC
コミュニケーションズ）、高橋郁夫（IT法律
事務所）、歌代和正（JPCERT ／ CC、奈良
先端大）、丸山満彦（監査法人トーマツ）、高
木浩光（産業技術総合研究所）、阪本泰男（内
閣官房審議官・情報セキュリティセンター副
センター長）

・時間数　全16回（90min * 16回）
・講義概要
　情報セキュリティ運用リテラシーは通年で16
回（１回90分）の講義があり、１度に２回分の
講義を行っている。前半の講義では、インテッ
ク・ネットコア、NTTコミュニケーションズ、
JPCERT ／ CCといった企業・団体が中心にな
り講義を担当した。最新の技術動向・知識を実
践している実務者から生のデータや体験を踏ま
えた講義を受けることで、インシデント対応や
セキュリティ対策などの現場から得られた知見
も含め総合的な学習が可能となっている。後半
の講義では弁護士、内閣官房情報セキュリティ
センター、監査法人トーマツといった団体から
講師を迎え、セキュリティ政策、法律、経営、
倫理といった話題を中心に講義を行う。

Ｂ. ２　最新情報セキュリティ特論
・講師情報　岡部寿男（京都大学）、宮地充子（北

陸先端大）、上原哲太郎（京都大学）
・時間数　全16回 （90min * 16回）

・講義概要
　最新情報セキュリティ特論では16回の講義が
あり、５月から11月の半年をかけて講義を行っ
た。講義内容は技術編、理論編と半分に分けら
れている。

　技術編では情報セキュリティ対策のために市
場で利用されている、あるいは現在開発が進め
られている先進的な技術を学ぶ。大学のネット
ワーク運用経験も豊富な教員が授業を担当し、
技術紹介にとどまらず実際の運用体験なども踏
まえながら、法律やセキュリティポリシの運用
など情報セキュリティの現場で必須となる周辺
知識についても講義を行っている。

　理論編では公開鍵暗号の基本理論から始まり
楕円曲線暗号まで暗号理論を学び、加えて最新
情報セキュリティ理論や国際化動向を紹介す
る。理論編では数式を基礎とした学習になるが、
実際に学んだ理論をMathematicaを利用し実装
および実験利用することで、より深い理解が可
能となり、応用力の向上が図られている。

Ｃ．実践科目群
　実践科目群では、情報セキュリティに対する
既知の脅威・攻撃に対して組織の規模や環境に
応じた予防対策を行える能力、および未知の脅
威・攻撃に対して迅速かつ的確な対応を行い、
永続的な対策を種々の観点から総合的に立案で
きる能力等の向上を図っている。演習中心の科
目であり、受講生が現地に集まり数日間集中講
義を受ける合宿形式を採っている。これらの演
習は受講者が与えられた問題を主体的に解決す
るよう取り組む（PBL）形式を採っている。

　表７. ２に実践科目群における実習一覧を示
す。実習は全部で６つある。以下に無線LAN
セキュリティ演習、インシデント体験演習、リ
スクマネージメント、システム侵入解析演習の
４つの実習の詳細を記す。大阪大学で行う他の
２つの演習は、異なる演習課題を無線LANセ
キュリティ演習と同様の演習構成で行う。
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Ｃ. １　無線LANセキュリティ演習
・講師情報　浜辺崇（大阪大学）、岡村真吾（奈

良高専）
・演習日時　2009 ／ 06 ／ 13－14
・演習および利用教材の概要
　無線LANセキュリティ演習では、実機の無
線LANアクセスポイントおよびノートPCを利
用して、アクセスポイントの抱えるセキュリテ
ィの問題点を学習した。各種攻撃ツールを利用
しながらアクセスポイントの機能停止やパスワ
ード等の傍受を行うことで、安易なアクセスポ
イントの運用がどれほど危険かを体験し、また
その仕組みについても知識を習得した。
　各班は５、６名の学生から構成され、学生同
士で協力しながら、課題をこなす形で演習を行
った。最終日には無線ネットワークを運用する
上での提言をまとめてもらい、発表および意見
交換を行った。
　
Ｃ. ２　インシデント体験演習
・講師情報　門林雄基、樫原茂（奈良先端大）、

篠田陽一（北陸先端大／（独）情報通信研究
機構）

・演習日時　2009 ／ 08 ／ 31－09 ／ 02
・演習および利用教材の概要
　インシデント体験演習は北陸リサーチセンタ
ーにて、主にStarBEDを利用して行われた。学
生は２名１組になり、StarBEDを利用した大規
模な閉鎖的な環境において発生したインシデン

トに対応する形式で演習が進められた。具体的
には未知のワームやボットの感染拡大をモニタ
リング、解析および駆除し、SQLインジェクシ
ョンなどWEBサービスに関連するインシデン
トについても対応を行った。

　各インシデントに対してレポートが課され、
インシデントの発生原因、対応方法などをまと
め理解を深めた。また特定課題については口頭
発表の時間を設け、意見交換なども行われた。

Ｃ. ３　リスクマネージメント演習
・講師情報　真鍋敬士（JPCERT ／ CC）、小

門寿明（IPA）、有村浩一（TelecomISAC）、
則武智、田中昭文（NTTコミュニケーショ
ンズ）

・演習日時　2009 ／ 09 ／ 15－18
・演習および利用教材の概要
　 リ ス ク マ ネ ー ジ メ ン ト 演 習 は 東 京 の
Telecom-ISAC、IPA、 ト レ ン ド マ イ ク ロ、
LACの各社で行われた。演習はTelecom-ISAC
にて行われ、コンピュータウイルスが感染しそ
れが拡大していく様子を閉鎖環境でモニタリン
グおよび解析した。またｘ86系のアセンブラを
学習した上で、IDA ProやOllydbgといったツ
ールを利用しながら逆アセンブルされたウイル
スのコードを追い、変更されるファイル群の特
定といったウィルスの挙動を調査した。

表７. ２　実践科目群における実習一覧

日付 演習内容 開催地

06/13−14 無線LANセキュリティ演習 大阪大学吹田キャンパス

06/27−28 システム攻撃・防御演習 大阪大学吹田キャンパス

08/31−09/02 インシデント体験演習 NICT北陸リサーチセンター

09/15−18 リスクマネージメント演習 東京・赤坂Telecom-ISAC

09/24−26 IT危機管理演習 和歌山県立情報交流センター
ビック・ユー

11/21−22 システム侵入解析演習 大阪大学吹田キャンパス

奈良先端科学技術大学院大学拠点　「社会的ITリスク軽減のための情報セキュリティ技術者・管理者育成」
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　トレンドマイクロ、LAC、IPAでは最新のセ
キュリティ動向に関して講義を受け、また開発
部署やセキュリティ対策現場の見学を行った。
ウイルス等の挙動を解析する手法や最新の技術
動向を学ぶと同時に、現場での物理的なセキュ
リティシステムから情報の管理・開示方法、お
よびNDAについても体験を通して学習を行っ
た。

Ｃ. ４　IT危機管理実習
・講師情報　山地真嗣（情報セキュリティ研究

所）、川橋裕（和歌山大学）、上原哲太郎（京
都大学）

・演習日時　2009 ／ 24－26
・演習および利用教材の概要
　IT危機管理実習は和歌山県田辺市のBig-Ｕ
の演習室を借りて行われた。６名で１つのグ
ループが構成され、各グループにIP電話、無
線LANアクセスポイント、ノートPCが割り当
てられ、実習が進められた。この実習ではISS 
squareと連携を図り、グループごとに一名ずつ
ISS squareの履修生が加わった。各グループは
ISPに所属しており、顧客および社内に対して
ホスティング等のサービスを提供しているとい
うシナリオで、ネットワークおよびサーバの構
成もシナリオに併せて忠実に再現されている。
演習中は使用している機器や言語、アプリケー
ションの持つ虚弱性を突く攻撃が行われ、また
同時にサービスを受けている顧客および社内か
らクレームが各グループに寄せられた。学生た

ちはグループで協力しながら顧客対応、サービ
スの復旧、原因の解明をインシデント毎に行っ
た。最終日には演習で切られたトラブルチケッ
トを整理し、所属している会社の社長に発生し
たトラブルを報告するという設定で発表が行わ
れた。

　本実習を通して、個々のインシデントに対応
する技術力に加え、顧客や上司への対応、現場
でのチームワークなど現場の実務環境で必要と
なる能力をロールプレイを通して習得した。

Ｄ．課題研究
　プログラム全体の理解度・達成度を確認する
ために、各受講者は課題研究を課される。この
課題では、単に技術を理解しただけではなく学
んだ各知識を有効に生かすことができることを
示すため、セキュリティポリシの策定といった
課題に取り組むこととなっている。
　本プログラムは修士課程の１年生を対象にし
ており１年間で本プログラムの修了を認定する
予定であるが、１年間の短期修了生には、別途
課題研究を用意し取り組ませることとなってい
る。これにより、１年間で修士の課程を修了す
ると共に本プログラムを修了した学生が輩出で
きるようになっている。

各科目の教材リスト 
　他の拠点でも利用可能な教材リストは次の通
りである。

科目名 教材名 入手方法

情報セキュリティ運用リテラシー 講義用テキスト https://it-keys.naist.jp/lecture/

最新情報セキュリティ特論 講義用テキスト https://it-keys.naist.jp/lecture/

無線LANセキュリティ演習 演習用テキスト https://it-keys.naist.jp/lecture/

システム攻撃・防御演習 演習用テキスト https://it-keys.naist.jp/lecture/

システム侵入演習演 習用テキスト https://it-keys.naist.jp/lecture/
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　情報セキュリティ運用リテラシーでは、個人・
組織などにおける適正なセキュリティ対策やリ
スクマネージメントを体系的に学習することが
できるように、情報セキュリティやネットワー
クなどの要素技術から国際標準、法律、倫理な
ど幅広い分野の専門家を講師とした。最新情報
セキュリティ特論では、暗号理論やネットワー
クセキュリティ技術のエキスパートとして著名
な講師陣で構成した。実践情報セキュリティ演
習では、大学だけでなくセキュリティに関わる
企業・組織との連携体制を構築し、人的交流を
考慮して様々な場所で実施した。

○情報セキュリティ運用リテラシー
第１、２回　奈良先端科学技術大学院大学　特
任准教授　猪俣敦夫

ネットワークセキュリティの概要
暗号の危殆化と社会的リスク。耐タンパと
ICカードセキュリティ

第３、４回　㈱インテック・ネットコア　取締
役CTO　永見健一

ネットワークとセキュリティ
第５、６回　JPCERT ／ CC　代表理事　歌代
和正

セキュリティ技術者のための実用的ビジネス
Tips

第７回　NTTコミュニケーションズ㈱　部長
　平林実

企業・組織におけるセキュリティ対策
第８回　NTTPCコミュニケーションズ㈱　執
行役員　小山覚

プロバイダの視点からのネットワークインシ
デント事例

第９、10回　IT法律事務所　弁護士　高橋郁夫
情報セキュリティと法律

第11、12回　監査法人トーマツ　公認会計士　
丸山満彦

IT内部統制について
第13、14回　産業技術総合研究所　高木浩光

情報社会におけるリスク管理

第15、16回　内閣官房内閣審議官　阪本泰男
政策決定プロセスと情報セキュリティ基本計
画

○最新情報セキュリティ特論
第１、２回　京都大学　教授　岡部寿男

情報セキュリティ技術の基礎
第３～８回　京都大学　准教授　上原哲太郎、
名古屋大学　教授　高倉弘喜

大規模ネットワーク環境における適正なネッ
トワーク運用技術と各種インシデント対応の
在り方

第９～ 16回　北陸先端科学技術大学院大学　
教授　宮地充子、特任助教　面和成

暗号理論（主に共通鍵暗号、公開鍵暗号：
RSAと楕円曲線暗号）とMathematicaを利用
した暗号プロトコルのプログラミング演習

○実践情報セキュリティ演習
IT危機管理演習  

・NPO法人情報セキュリティ研究所　副代
表理事　上原哲太郎

・NPO法人情報セキュリティ研究所　研究
員　山地真嗣

・NPO法人情報セキュリティ研究所、和歌
山大学　助教　川橋裕

　和歌山県立情報交流センタービッグ・ユー内
にNPO法人情報セキュリティ研究所が実現し
た演習システムを利用した実践的な演習。本演
習システムは、各種サーバ、ネットワーク機器、
管理用端末、IP電話機器、映像伝送システムな
どから構成され、本演習のために情報セキュリ
ティ研究所と和歌山大学とのプロジェクトチー
ム体制で行われた。技術的な演習だけでなく、
電話応対や非専門家への説明などのコミュニケ
ーション技術に関する教育も行い、受講者自身
の積極性を高める努力をした。

インシデント体験演習
・北陸先端科学技術大学院大学　教授

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

奈良先端科学技術大学院大学拠点　「社会的ITリスク軽減のための情報セキュリティ技術者・管理者育成」
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篠田陽一
・奈良先端科学技術大学院大学　准教授

門林雄基
・（独）情報通信研究機構　北陸リサーチセンター

　（独）情報通信研究機構北陸リサーチセン
ターが実現した大規模ネットワーク実験環境

（StarBED）上で構築された演習システムを利
用した演習。本演習システムは、StarBED上
の各種サーバ、受講生用検証端末などから構成
され、StarBEDやUNIXオペレーション技術に
関しては篠田教授が担当、モニタリング・解析
手法については門林准教授が担当、演習は奈良
先端科学技術大学院大学と情報通信研究機構北
陸リサーチセンターのプロジェクトチーム体制
で行われた。本演習では、受講者自身が直接
StarBEDを触ることができるようにして、受講
者自身の関心度を高める努力をした。

リスクマネージメント演習
・㈶日本データ通信協会　テレコム・アイザッ

ク推進会議
・有限責任中間法人JPCERTコーディネーショ

ンセンター
・（独）情報処理推進機構　セキュリティセン

ター
・NTTコミュニケーションズ㈱
・総務省・経済産業省連携プロジェクト Cyber 

Clean Center

　本演習は、テレコム・アイザック推進会議に
おいて独自に構築された演習システムを利用し
た演習で、具体的には、１．本演習用に専用に
構築されたネットワーク機器と監視端末を用い
た侵入された実機上でのマルウェア挙動モニタ
リング、２．専用のアセンブラツール、デバッ
ガを利用した動的マルウェア解析、３．座学に
よる国内での最新セキュリティインシデントの
報告事例とIPAの取り組み、４．セキュリティ
関連企業２社の社内見学、にて構成され、１．
はNTTコミュニケーションズとサイバークリ
ーンセンター（CCC）、２．はJPCERT ／ CC、
３．は情報処理推進機構、４．はNTTコミュ
ニケーションズが担当した。最後には、演習成
果の発表会、および懇親会を実施し、受講者と
関係者間での人的交流も盛んに行い、受講者自
身の満足度を高める努力をした。

無線LANセキュリティ演習　大阪大学　特任
助教　浜辺崇、奈良高専　助教　岡村真吾
システム攻撃・防御演習　大阪大学　特任助教
　浜辺崇、奈良高専　助教　岡村真吾
システム侵入解析演習　大阪大学　特任助教　
浜辺崇、奈良高専　助教　岡村真吾
　上記、いずれも本演習用に独自に開発した演
習システムを利用した演習であり、それぞれサ
ーバ、ネットワーク機器。受講生用モニタリン
グ、解析端末。無線LAN装置などから構成さ
れる。グループごとでの成果のとりまとめなど、
受講者間での協力性を高める努力をした。

教 育 実 績

初年度（Ｍ２修了生）１名
＊京都大学：NTT研究所

初年度（Ｍ１修了生）
＊奈良先端大：NTT西日本、JR西日本、パ

ナソニック、博士後期課程進学予定
＊大阪大学：トレンドマイクロ、日本IBM、

博士後期課程進学予定
＊京都大学：ソニー、NTT研究所、富士通、

神戸デジタルラボ、博士後期課程進学予定
＊北陸先端大：NTTコミュニケーションズ、

パナソニックアドバンステクノロジ、博士
後期課程進学予定

　リスクマネージメント演習で研究見学を行っ
た。トレンドマイクロや担当講師の所属先であ
るNTTコミュニケーションズへの就職内定が
出ている。加えてセキュリティとの関連が深い
研究所や企業に多数就職が内定している。

　また普及活動として、平成20年６月11日に
Interop2008（幕張メッセ）において、「CISO 
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Boot Camp: How to Build Security Super 
Engineers!」というセッションにて、本プログ
ラムの紹介を行った。また、平成20年10月24日
に情報処理学会関西支部大会において、「社会
的ITリスク軽減のための情報セキュリティ技
術者・管理者育成」という題目で、本プログラ
ムの紹介を行った。平成21年10月26日には情報
セキュリティシンポジウム（CSS2009）におい
てIT-Keysの教員および受講生とISS squareの
受講生による本プログラムとISS squareとの連
携における成果発表を行った。その他メディア
や学会等での外部発表を下記に示す。

・マスコミ報道
─ITmedia エンタープライズ 

門林雄基　「標的型攻撃に備えよ！ただし抜
本対策は見つからず」

─NTTコミュニケーションズ「経営課題と
ICT（ITトレンド）」 
篠田陽一　「日本人だからこそできる“セキ
ュリティ立国”に向けて」

・学会、ワークショップ等
─第５回　Information Security Practice and 

Experience（ISPEC2009）国際会議 
（2009年８月開催）招待講演 
門林雄基「Eliminating Fear and Uncertainty 
in Malware Incident Response with Malware 
Experience Lab」 

─StarBEDテクニカルワークショップ（2009年
12月８日実施） 
門林雄基「StarBEDを利用したインシデント
体験演習」 

─IAIDIS International Conference Cognition 
and Exploratory Learning in Digital Age 

（CELDA2009） 
猪俣敦夫ら「IT-Keys: New lecture style for 
Information Security」 

　今後も様々な機会を利用し、普及活動に務め
ていく計画である。

今 後 の 予 定 ・ 構 想

　ISS squareとの連携をさらに深め、教育コー
スや教材に関する知見を共有し、先進科目や実
践科目のブラッシュアップを図る。また本プロ
グラム終了後は、奈良先端科学技術大学院大学
を中心に本教育プロジェクトに参画する大学
院・企業等が連携して、大阪駅北地区ナレッジ
キャピタル（通称：北ヤード）に、主に社会人
を対象としたマルチタレント育成を目指した連
携型のエクステンションコースを設置する予定
である。

問合せ先
先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム事務局
〒630-0192　奈良県生駒市高山町8916-5
奈良先端科学技術大学院大学　情報科学研究科
tel：0743-72-5972 ／ fax：0743-72-5955
Ｅ-mail：info-it-keys@is.naist.jp
http://it-keys.naist.jp/

奈良先端科学技術大学院大学拠点　「社会的ITリスク軽減のための情報セキュリティ技術者・管理者育成」
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　現代社会において情報技術は、生活・経済活
動に関わるあらゆる分野の基盤となるものであ
る。しかし、それを信頼に足るものとして活用
するには、適正な情報セキュリティが確保され
ていることが不可欠である。「研究と実務融合
による高度情報セキュリティ人材育成プログラ
ム（ISSスクエア）」は、大学間や産学の壁を超
えて潜在力を結集し、情報セキュリティ分野に
おける世界最高水準の人材を育成するためのプ
ログラムである。
　本プログラムは、我が国初の情報セキュリテ
ィ分野の独立大学院である情報セキュリティ大
学院大学、情報セキュリティに先駆的な実績を
持つ中央大学大学院理工学研究科、優れた情報
科学技術のコアを担ってきた東京大学大学院情
報理工学系研究科が中核となり、国立情報学研
究所他、各研究科がこれまで共同研究等を進め
てきた企業・研究機関11社との連携により設計
されている。
　情報セキュリティ教育・研究について、他の
多くの大学においては、情報セキュリティ分野
の少数の研究室が存在し、そこで関連分野の個
別教育と研究が行われているのが現状で、我が
国全体としてみれば、組織的・体系的な教育は
十分行われていない状況にある。また、現在の
情報セキュリティ問題の多くは組織的・システ

ム的な問題である。しかし、従来の大学院教育
はその視点に乏しく、セキュリティ管理手法の
研究・開発が十分とはいえない。逆に、管理に
携わる人材はコンピュータ科学の知識に乏し
く、適正な情報セキュリティ対策を推進する上
での不安要素ともなっている。
　環境変化が激しい情報セキュリティ分野にお
いて、総合的見地から真に有効で抜本的な対策
を担う高度な人材を育成するためには、大学、
公的機関、企業等が有機的に連携し、研究・開
発と経営・実務が融合した教育研究環境が不可
欠である。
　本プログラムの特色は、研究と実務融合によ
る活動を教育の中心に据えていることである。
本プログラムでは、情報セキュリティに関する
幅広い知識と高い実践力を備えたリーダー人材
と、産学連携による高度かつオープンな研究会
活動を通じて醸成される本質的な問題解決能力
を備えた高度研究開発人材を輩出することを目
指しており、それを実現するために、本プログ
ラムの中核となる情報セキュリティ大学院大
学、中央大学大学院理工学研究科、東京大学大
学院情報理工学系研究科内に、高度情報セキュ
リティ人材育成プログラムを設置し、統一的な
コアカリキュラムを中心に、深い研究を支援す
る研究分科会、それらの間の広い連携や実務的

情報セキュリティ大学院大学拠点
研究と実務融合による
高度情報セキュリティ人材育成プログラム

参加大学：情報セキュリティ大学院大学、中央大学、東京大学、国立情報学研究所
参加企業：独立行政法人情報通信研究機構、沖電気工業株式会社、株式会社KDDI研究所、株式会社東芝、株式会社

日立製作所、株式会社富士通研究所、日本電信電話株式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社、日本電
気株式会社、パナソニック株式会社、三菱電機株式会社

各 拠 点 の 取 り 組 み ― 8

プ ロ ジ ェ ク ト 概 要
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思考を支援する水平ワークショップ、企業にお
ける現場経験のためのインターンシップ、社会
の各所の情報セキュリティ専門家による特別講
義、座学に留まらず現場対応を経験する実習や
見学会など、様々な活動を行っている。これら
の活動を、本プログラムに参画する大学関係４

機関と、企業・研究機関11組織が連携して遂行
している。
　本プログラムにより、情報セキュリティに携
わる基幹人材の教育体系が確立され、今後、他
所における当該分野の教育の発展に資すること
が期待できる。

学 習 ・ 教 育 目 標

目標人材像 
　本プログラム（ISSスクエア）において育成
する世界最高レベルの情報セキュリティ人材と
しては、以下の２つのタイプを想定している。
○高度情報セキュリティ実践リーダー
　情報セキュリティ全般の確実な知識を持ち、
企業活動や国の安心・安全を確保する観点から、
実社会の正確な状況認識のもとに、CIO/CISO
として組織の情報政策をリードできる人材
○高度情報セキュリティ研究・開発者
　情報セキュリティ全般の知識を持ち、問題の
本質を把握して具体的な対策技術/方法の開発
を行うとともに、場当たり的でない抜本的な情
報セキュリティ対策や基盤技術を創出・先導で
きる人材

　すなわち、それぞれ、経営・実務、または研
究・開発に特に高い専門性を有する人材である。
これらは、いずれも現実における適正な情報セ
キュリティ対策を実現するために必要不可欠な
人材である。一般に、情報通信システムは社会
や個人の活動を支援するものであるが、その場
合、利便性、効率性と安全性の向上、プライバ
シーの保護、および監視社会の最小化を実現す
ることが重要であり、これらの間の適切なバラ
ンスの下、要素間の相克を解決することが求め
られる。このような情報セキュリティの現実的
な維持のためには、ISSスクエアで提供される、
実務と研究との相克的かつ相乗的環境を経験し
た高度な専門人材育成が必要と考えている。
　

教 育 内 容

カリキュラム概要 
　本プログラムのカリキュラムは、研究指導、
プログラム講義科目（共通科目、コア科目、フ
ィールド科目）、実験・実習科目の３つのカテ

ゴリーから構成される。　　
　各カテゴリーの関係は、以下のような図に示
すことができる。
　以下、カリキュラムの各カテゴリーについて
概説する。

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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□研究指導（６単位）
　主たる指導教員の研究指導に加え、学生は、
プロジェクト内に設けた以下６つの「研究分科
会」のいずれかに必ず参加する。各研究分科会
では、「研究リーダー教員」を中心に、分科会
メンバー教員・研究者等との密な議論を行い、
またアドバイスを受け、広い視野より学生自身
の研究を捉えるとともに深い専門性を養う。そ
して、年度末に行う「ISSスクエアシンポジウ
ム」では、各研究分科会メンバーの全員参加に
よる活動成果報告を必須としている。

研究分科会 研究リーダー

暗号・認証 今井　秀樹（中央大学）

ネットワーク 後藤　滋樹（早稲田大学）

システム 坂井　修一（東京大学）

ソフトウェア 柴山　悦哉（東京大学）

マネジメント 佐々木良一（東京電機大学）

法制・倫理
林　紘一郎

（情報セキュリティ大学院大学）

□プログラム講義科目
　情報セキュリティ大学院大学情報セキュリテ
ィ研究科、中央大学大学院理工学研究科、東京
大学大学院情報理工学系研究科、国立情報学研
究所で提供されている科目の中から、指導教員
の指導に基づき履修する。この「プログラム講
義科目」は、「共通科目」「コア科目」「フィー
ルド科目」の３つの科目群より構成されてい
る。以下に、それぞれの科目群の内容を概説し、
2009年度の対象科目を記す。
　

【共通科目】（２単位以上）
　情報セキュリティに携わる上での総括的な考
え方を身につけるための科目群である。この内、
情報セキュリティ各分野の今日的な諸課題につ
いて第一線の研究者や学界・産業界の有識者・
実務家がオムニバス形式で講義を行う「情報セ
キュリティ特別講義」は必修科目としている。

情報セキュリティ特別講義（２単位・情報セキ
ュリティ大学院大学）

暗号・認証と社会制度（２単位・情報セキュリ
ティ大学院大学）

【コア科目】（６単位以上）
　暗号・認証、セキュアネットワーク技術、セ
キュアシステム技術、セキュアソフトウェア技
術、マネジメント、法制度・倫理の６分野にお
いて、情報セキュリティの基盤となる中核知識
を身につけるための科目群である。３つ以上の
科目群から選択することを必須としている。

（暗号・認証科目群）
暗号プロトコル（２単位・情報セキュリティ

大学院大学）
暗号と電子認証（２単位・中央大学）
計算システム検証論（２単位・東京大学）

（セキュアネットワーク科目群）
インターネットテクノロジ（２単位・情報セ

キュリティ大学院大学）
ネットワークセキュリティ（２単位・中央大学）

（セキュアシステム技術科目群）
セキュアシステム構成論（２単位・情報セキ

ュリティ大学院大学）
オペレーティングシステム特論第二（２単位・

中央大学）
情報セキュリティ基盤論（２単位・東京大学）

（セキュアソフトウェア技術科目群）
セキュアプログラミングとセキュアOS（２

単位・情報セキュリティ大学院大学）
高信頼プログラミング（２単位・中央大学）
計算機言語システム論Ⅱ（２単位・東京大学）
セキュリティ要求分析（２単位・国立情報学

研究所）
（マネジメント科目群）

情報セキュリティマネジメントシステム（２
単位・情報セキュリティ大学院大学）

セキュリティシステム監査（２単位・情報セ
キュリティ大学院大学）

情報セキュリティ監査（２単位・中央大学）
（法制度・倫理科目群）

セキュア法制と情報倫理（２単位・情報セキ
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ュリティ大学院大学）
電子社会の法と経済（２単位・中央大学）

【フィールド科目】（６単位以上）
　実務家としての深い専門知識や、専門的な研
究を推進するために必要となる知識・技術を身
につけるための科目群である。なお、多様なバ
ックグラウンドを持つ学生を受け入れることを
想定し、各分野の性質を踏まえて基礎から発展
までの科目を提供する。

（暗号・認証科目群）
アルゴリズム基礎（２単位・情報セキュリテ

ィ大学院大学）
数論基礎（２単位・情報セキュリティ大学院

大学）
暗号理論（２単位・情報セキュリティ大学院

大学）
計算代数（２単位・情報セキュリティ大学院

大学）
個人識別とプライバシー保護（２単位・情報

セキュリティ大学院大学）
情報セキュリティ技術（２単位・中央大学）
暗号理論特論（２単位・中央大学）
コンピュータグラフィックスとバーチャルリ

アリティ（２単位・中央大学）
（セキュアネットワーク技術科目群）

不正アクセス技法（２単位・情報セキュリテ
ィ大学院大学）

ネットワークシステム設計・運用管理（２単
位・情報セキュリティ大学院大学）

（セキュアシステム技術科目群）
情報デバイス技術（２単位・情報セキュリテ

ィ大学院大学）
情報システム構成論（２単位・情報セキュリ

ティ大学院大学）
オペレーティングシステム（２単位・情報セ

キュリティ大学院大学）
オペレーティングシステム特論第一（２単位・

中央大学）
システム解析と可視化（２単位・中央大学）
アドバンストコンピュータアーキテクチャ
（２単位・東京大学）

（セキュアソフトウェア技術科目群）
プログラミング（２単位・情報セキュリティ

大学院大学）
ソフトウェア構成論（２単位・情報セキュリ

ティ大学院大学）
言語モデル論（２単位・東京大学）
計算機言語論（２単位・東京大学）
セキュリティ形式仕様記述（２単位・国立情

報学研究所）
（マネジメント科目群）

セキュリティ管理と経営（２単位・情報セキ
ュリティ大学院大学）

リスクマネジメント（２単位・情報セキュリ
ティ大学院大学）

組織行動と情報セキュリティ（２単位・情報
セキュリティ大学院大学）

統計的リスク管理（２単位・情報セキュリテ
ィ大学院大学）

統計的方法論（２単位・情報セキュリティ大
学院大学）

Presentations for Professionals（２単位・情
報セキュリティ大学院大学）

マスメディアとリスク管理（２単位・情報セ
キュリティ大学院大学）

システム監査（２単位・中央大学）
（法制度・倫理科目群）

法学基礎（２単位：情報セキュリティ大学院
大学）

国際標準とガイドライン（２単位・情報セキ
ュリティ大学院大学）

知的財産制度（２単位・情報セキュリティ大
学院大学）

セキュリティの法律実務（２単位・情報セキ
ュリティ大学院大学）

情報セキュリティ法制（２単位・中央大学）

□実験・実習科目（２単位以上）
　連携企業等とのインターンシップ実習または
学内における基本技術の実習によって、実践的
な知識・技術を身につける科目である。
　インターンシップ実習では、主に夏季休業期
間中に、研究テーマに関連した連携企業等の研
究開発現場において４週間程度の実習を行う。
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　一方、学内での実験・実習科目には、独立し
たネットワーク環境のもとで構築したシステム
に対し、脆弱性検査や擬似不正侵入などを試
み、セキュアなシステム構築についてのスキル
を体得するとともに、セキュリティ管理手法を
身につける「セキュアシステム実習」（情報セ
キュリティ大学院大学）やWebサービスのセ
キュリティの基礎を理解するためにWebサー
バの構築・設定、Webアプリケーションの作
成・登録までの作業を実施する夏期集中の「先
進ICT演習」（中央大学）等がある。

修了（サーティフィケート授与）要件 
　研究指導６単位、プログラム講義科目14単位
以上（「情報セキュリティ特別講義」２単位、
コア科目６単位、フィールド科目６単位を修得
する。なお、必修の特別講義を除いた共通科目
については、２単位までコア科目またはフィー
ルド科目で修得した単位として振り替えるこ
とが可能）、実験・実習科目２単位以上、パー
ソナルレキジット科目（※）４単位以上の合計26
単位以上を含む各研究科の定める修士（博士前
期）課程修了所要単位を修得し、修士論文審査
および最終試験に合格した者に情報セキュリテ
ィ・スペシャリスト・サーティフィケート（ISS 
Certificate）を授与する。
※各大学院が学生個々の状況に応じてプログラム講義科目、

実験・実習科目を組み合わせて履修対象科目群を指定

特長のある科目 
　ISSスクエアのプログラム講義科目より「暗
号プロトコル」「セキュアシステム構成論」「情
報セキュリティマネジメントシステム」、実験・
実習科目より「セキュアシステム実習」を取り
上げ、科目概要、講師情報、時間数および使用
教材について説明する。

暗号プロトコル
科目概要：
　暗号・認証といった個々の技術を巧みに組み
合わせることによって、電子社会システムを実
現するために必要な様々な暗号プロトコルを構

築できる。たとえば、電子投票を実現する場合
は、無記名性を確保し、不正投票の混入や投票
内容の改ざんがないことを保証しつつ、誰もが
開票結果を納得できるようにシステムを構築し
なくてはならない。このような一見不可能と思
える要件さえ、暗号プロトコルを利用すれば実
現できる。本講義では、暗号方式、認証方式、
署名方式などについて概説し、暗号プロトコル

（秘密分散共有法、零知識証明など）の実現方
法とその安全性について解説する。さらにそれ
らの応用についても解説する。
講師情報：
土井洋（情報セキュリティ大学院大学教授）
　岡山大学理学部数学科卒業、1988年４月より
1996年３月まで日立ソフトウェアエンジニアリ
ング株式会社勤務。1994年３月北陸先端科学技
術大学院大学情報科学研究科修了、2000年９月
岡山大学大学院自然科学研究科修了。博士（理
学）。中央大学研究開発機構助教授を経て2004
年４月より情報セキュリティ大学院大学教授。
情報処理学会コンピュータセキュリティ研究運
営委員会専門委員。
時間数：90分×15回
使用教材：

（参考書）・岡本龍明、山本博資、『現代暗号』、
産業図書、1997年
・黒澤馨、尾形わかは、『現代暗号の基礎数
理』電子情報通信レクチャーシリーズＤ- ８、
コロナ社、2004年

セキュアシステム構成論
科目概要：
　コンピュータとインターネットの普及によ
り、様々な場所において情報システムが構築さ
れ利用されている。ネットワークを介した情報
システムの利用、情報システム間の連携は、よ
り高機能かつ効率的なシステムの構築を可能と
するだけでなく、利用者の利便性を飛躍的に向
上させることができる。
　一方で、不特定多数のユーザと情報システム
群が有機的に結合したネットワーク環境におい
ては、無防備なシステムが当然のように攻撃の
対象となりうる。そこで、本講義ではセキュア



139

第
２
章

８　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
大
学
院
大
学
拠
点

な情報システムを構成するにあたって、念頭に
置くべき基本的な知識（広く浅く）を具体例を
通じて習得する。
　具体例とは、情報システムがどのように攻撃
されるかについて、クラッカー（攻撃者）の典
型的な行動をストーリベースのケーススタディ
ーを用いるものとし、それを通じて情報システ
ムにおけるセキュリティの考え方について学
ぶ。
講師情報：
辻　秀典（情報セキュリティ大学院大学客員准
教授）
株式会社情報技研　代表取締役
　東京工業大学工学部情報工学科卒業、東京大
学大学院工学系研究科情報工学専攻修了。博士

（工学）。株式会社インターネット総合研究所を
経て、株式会社情報技研を設立。同代表取締役
社長。情報技術および情報セキュリティのコン
サルティングをはじめ、各種情報システムの提
案、開発、構築業務に携わる。
時間数：90分×15回
使用教材：
（参考書）Ryan Russell, Tim Mullen（Thor）,
FX, Dan"Effugas"Kaminsky, Joe Grand、
Mark Burnett, Paul Craig著、増田智一監訳、

「スティーリング・ザ・ネットワーク～いか
にしてネットワークは侵入されるか」、オー
ム社

情報セキュリティマネジメントシステム
科目概要：
　情報セキュリティは、技術、管理・運用、法
制度の三位一体の対応が大切であるが、管理・
運用面で重要な役割を果たすものとして情報セ
キュリティマネジメントシステム（ISMS）が
ある。企業・組織における情報セキュリティの
総合的な管理体制の確立を目指すものであり、
また、この管理システムに基づいた適合性評価
制度は国内だけでなく、国際的な推進がなされ
ている。情報セキュリティ管理体制を構築する
ために必要な考え方について総合的な観点から
学習する。

講師情報：
内田勝也（情報セキュリティ大学院大学教授）
　電気通信大学電気通信学部通信経営学科卒
業。2006年７月、中央大学大学院理工学研究科
後期博士課程修了。博士（工学）。中央大学研
究開発機構助教授を経て2004年４月情報セキュ
リティ大学院大学助教授に就任。2007年１月よ
り同教授。Computer Security Institute会員。横
浜市CIO補佐監。ISMS審査機関審査判定委員会
委員長。
時間数：90分×15回
使用教材：

（参考書）㈶日本情報処理開発協会（JIPDEC）
が作成している「情報セキュリティマネジメ
ント適合評価制度」に関する資料（http://
www.isms.jipdec.jp/）他

セキュアシステム実習
科目概要：
　本授業では主要なネットワークセキュリティ
技術、オペレーティングシステム、ルータ、フ
ァイアウォール、侵入検知システム等の構築に
ついて、実習を通してさらに技術を深める。また、
構築したシステムに対し各種セキュリティツー
ルを使用した監視や脆弱性検査を行い、擬似不
正侵入を試み、不正侵入などに対し実務レベル
のセキュアなシステム構築について考察する。
講師情報：

内田勝也（情報セキュリティ大学院大学教授）
電気通信大学電気通信学部通信経営学科卒
業。2006年７月、中央大学大学院理工学研
究科後期博士課程修了。博士（工学）。中
央大学研究開発機構助教授を経て2004年４
月情報セキュリティ大学院大学助教授に
就任。2007年１月より同教授。Computer 
Security Institute会員。横浜市CIO補佐監。
ISMS審査機関審査判定委員会委員長。

塩月誠人（情報セキュリティ大学院大学客員講師）
ネットワークセキュリティコンサルタント
合同会社セキュリティ・プロフェッショナ
ルズ・ネットワーク代表社員
鹿児島大学理学部地学科卒業。システム開
発、システム・ネットワーク管理を経て、

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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セキュリティ監査や各種セキュリティコン
サルティング業務に従事。その後、中央大
学における実践的セキュリティ人材育成に
携わり、2008年セキュリティ教育事業を行
う合同会社を設立、現在に至る。

時間数：270分×10回
（講義形式と実習形式をミックスした形での
授業を270分を１単位として実施）

使用教材：
　仮想のネットワークをPC上に構築し、そ
れを用いた実習を行っている。

PBLについて 
　本プログラムのPBL型授業の１つである「セ
キュアシステム実習」の他に、PBL型授業（PBL
を加味した授業）として「セキュリティ管理と
経営」（板倉征男教授：情セ大）、「情報セキュ
リティマネジメントシステム」（内田勝也教授：
情セ大）が挙げられる。また、研究分科会では、
東京電機大学の佐々木良一教授が研究リーダー
である「マネジメント分科会」において、PBL
型授業が行われている。
　以下に、本プログラムでのPBL型授業の概要
を説明する。

【テーマ・内容】
　情報セキュリティの実施時に問題となるマネ
ジメント手法の体得、対策技術の演習利用、企
業経営におけるセキュリティの観点の体得など
を目的としている。たとえば、技術実習である

「セキュアシステム実習」ではネットワーク不
正侵入とその防御および検知を対象として様々
な機器を用いた実習となっている。「セキュリ
ティ管理と経営」で扱う経営に関したテーマ
では、内部統制IT対応に関する事業の企画と、
個人情報の活用に関する事業の企画、さらに、
問題構造化技法の演習を行っている。「情報セ
キュリティマネジメントシステム」では、情報
セキュリティ基本方針の作成や、NHK特集を
見ての事故問題の検討作業、機密漏えい事件を
選びISMSの観点からの検討を行っている。
　また、マネジメント研究分科会での多重リス

クコミュニケータ（MRC）の教育では、佐々
木教授らが開発したMRCを利用して、学生の
グループに対し、企業における個人情報漏洩対
策について、関与者（経営者、顧客、従業員等）
となってのロールプレイをさせる。入力データ
は大部分与えた上でMRCを用いてセキュリテ
ィ、プライバシー、作業効率、コストなどを考
慮しながら、対策案の最適な組み合わせに関し、
関与者としてロールプレイし、それらの間の合
意形成を実施する。これにより、MRCの使い
方と、合意形成の方法を学ぶ。次いで他の問題
に対してMRCの入力自体を自分で作るところ
から実施し、合意形成を行わせるというような
内容である。

【評価基準や方法】
　レポートを教員が採点するのが中心である
が、中には全員の前でプレゼンテーションし、
その議論状況を勘案して評価しているものもあ
る。また、「セキュアシステム実習」は、各回
異なった技術を習得し、毎回その確認チェック
を実習内で行うとともに、最終回には総合実習
を行っている。さらに、個別のスキルに応じて
進行速度を調整している。「MRC」では、企業
における個人情報漏洩問題以外にMRCの入力
自体を自分で作るところから実施し、合意形成
を行った結果とそれに関する発表の態度を用い
て評価している。

【教育的効果】
　「セキュアシステム実習」では、単なる技術
の理解に留まらず、利用可能とすることによる
体験感覚が得られる。また「セキュリティ管理
と経営」では、実際に事業を企画することで、
その意味合いや考慮事項を体得し、企業の中に
於ける情報セキュリティとの関係やその重要性
を把握することができる。「MRC」では、対象
の理解と合意形成をするための意見の出し方を
学ぶことになる。また、管理関係では、セキュ
リティの管理ポリシーを自分で作成するととも
に、世の中で発生している実際の事件を分析し、
その問題点や対応を考えることで管理の手法が
身につく。
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【課題と改善策】
　情報の技術系の学生と、非技術系の学生では
基本的な知識やスキルのレベルに差がある。そ
のため、技術実習では、課題の進捗状況に大き
な差異がみられる。しかし、非技術系の学生が
技術に触れてそれを利用するという機会は貴重
である。メカニズムを完全に理解してはいない
が、感覚的に対策技術の状況を体得することに
より企業の中において対策を担当する場合の大
きな自信に繋がっている。この演習の速度調整
は、各自が選べるような形を取っているが、さ
らに2009年度はそれを補完すべく、情報システ
ムの基礎講義を開設し、通常の講義時間外に実
施して補った。
　また、PBL一般についてであるが、『PBL』
を全面的に導入するのではなく、各科目でPBL
的指導が必要であったり、望ましい場合にそれ
を取り入れているというのが我々の考え方であ

る。情報セキュリティ人材育成に必要な知識や
スキルは幅が広い。理論、技術、管理、法制な
どあり、座学が重要な科目もあれば、PBLが望
ましい科目もある。それを見極めながら育成を
進めるのが重要だと考える。

教材の公開準備状況 
　本プログラムでは、情報セキュリティ大学院
大学内に開設したメンバー専用のWebサイト
を活用し、参加学生への講義資料等の提供や、
講義ビデオアーカイブのストリーミング配信を
行っている。2009年度は遠隔配信授業の前期３
科目、後期６科目について講義ビデオアーカイ
ブを作成したが、そのほとんどはメンバー専
用Webサイトでの掲載のみ許可となっている。
他の拠点でも利用可能な教材リストは現時点で
は以下の通りである。

科目名 教材名 入手方法

セキュアプログラミングとセキュアOS 講義資料 ISSスクエア事務局に連絡

セキュアシステム構成論 ビデオアーカイブ「仮想設定による
システムの脆弱性例」 ISSスクエア事務局に連絡

インターネット工学 講義資料 http://hiroshi1.hongo.wide.ad.jp/
hiroshi/downloads/ISS_Esaki.zip

　カリキュラムについては、情報セキュリティ
大学院大学情報セキュリティ研究科、中央大学
大学院理工学研究科、東京大学大学院情報理工
学系研究科、国立情報学研究所が、それぞれ強
みを持つ分野の講義群をプログラム講義科目と
して提供している。情報セキュリティ大学院情
報セキュリティ研究科は、管理、法制および実
習、中央大学大学院理工学研究科は、暗号理論
と電子認証、東京大学大学院情報理工学系研究
科はインターネットや言語系など基礎科目、国
立情報学研究所は形式的仕様記述など特徴的な
科目があり、教育に当たっては相互補完の状況
にある。

　また、プログラム実施についてもそれぞれの
教員が分担している。情報セキュリティ大学院
大学は、全体の把握とコントロール、シンポジ
ウム、評価および電子教科書の担当、中央大学
はインターンシップ実習と継続計画の担当、東
京大学は見学会とFDを主として担当している。
　活動方針等の決定機関である運営委員会、ま
た、幹事会、教育部会、研究部会、事務連絡会
などの実務管理グループには、すべての各大学
からメンバーを出して運営を行っている。委員
会には、連携企業の担当者もメンバーとして参
加している。
　また、個々の「特別講義」「インターンシップ」

教 育 ・ 産 学 連 携 体 制

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」



142

「見学会」「メンバーサイト」「遠隔講義」「シン
ポジウム」の活動は３大学でワーキンググルー
プ（WG）を組織し、進めている。

【大学側の教員数・各教員の担当科目】
　2009年度のプログラム実施に関わった大学側

の教員数は44名である。内訳は、情報セキュリ
ティ大学院大学23名、中央大学８名、東京大学
７名、国立情報学研究所１名、および研究分科
会等、研究会活動に参加いただいている教員が
５名である。以下、教員名および担当科目等を
示す。

教員名 担当科目

林　紘一郎 セキュア法制と情報倫理、情報セキュリティ特別講義、情報セキュリティ法制（法制・倫理分科会研究リーダー）

田中　英彦 情報システム構成論、情報デバイス技術

廣松　　毅 統計的リスク管理、情報セキュリティ特別講義

板倉　征男 セキュリティ管理と経営、個人識別とプライバシー保護

内田　勝也 情報セキュリティマネジメントシステム、リスクマネジメント、セキュアシステム実習

小柳　和子 ソフトウェア構成論

佐藤　　直 インターネットテクノロジ、ネットワークシステム設計・運用管理

松尾　和人 暗号・認証と社会制度、アルゴリズム基礎、計算代数

有田　正剛 暗号・認証と社会制度、数論基礎、暗号理論

土井　　洋 暗号プロトコル、プログラミング

石井夏生利 法学基礎、セキュリティの法律実務、情報セキュリティ法制

大井　正浩 セキュリティシステム監査

生越　由美 知的財産制度

周佐　喜和 組織行動と情報セキュリティ

柴山　悦哉 セキュアプログラミングとセキュアOS、（ソフトウェア分科会研究リーダー）

多田　好克 オペレーティングシステム

苗村　憲司 国際標準とガイドライン

森井　昌克 不正アクセス技法

矢野　直明 セキュア法制と情報倫理

ダニエル・ドーラン Presentations　for　Professionals

小林　雅一 マスメディアとリスク管理

針原　素子 統計的方法論

田川　義博 情報セキュリティ法制

土居　範久 オペレーティングシステム特論第一／第二、ネットワークセキュリティ

今井　秀樹 暗号理論特論、（暗号・認証分科会研究リーダー）

趙　　晋輝 暗号と電子認証

只木孝太郎 情報セキュリティ技術

牧野　光則 コンピュータグラフィックスとバーチャルリアリティ、システム解析と可視化、情報セキュリティ特別講義

大木栄二郎 情報セキュリティ監査

島田　裕次 システム監査

福原　紀彦 電子社会の法と経済

米澤　明憲 計算機言語システム論Ⅱ、言語モデル論、計算機言語論

江崎　　浩 電子情報学特別講義、情報理工学修士GP実習

松浦　幹太 電子情報学特別講義

佐藤　周行 情報セキュリティ基盤論

坂井　修一 （システム分科会研究リーダー）

萩谷　昌己 計算機言語論

五島　正裕 アドバンスト　コンピュータアーキテクチャ

本位田真一 セキュリティ要求分析、セキュリティ形式仕様記述

後藤　滋樹 （ネットワーク分科会研究リーダー）

佐々木良一 （マネジメント分科会研究リーダー）

篠田　陽一 水平ワークショップ（研究部会委員）

小池　秀樹 水平ワークショップ（研究部会委員）

河野　隆二 水平ワークショップ（研究部会委員）
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　また、企業側の教員数（研究会活動に参加し
ている講師も含む）は16名で、沖電気工業株式
会社、株式会社富士通研究所、日本電信電話株
式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社、日本
電気株式会社、パナソニック株式会社、三菱電
機株式会社、株式会社KDDI研究所、株式会社

富士ゼロックス、株式会社情報技研、合同会社
セキュリティ・プロフェッショナルズ・ネット
ワーク、株式会社東芝から各１名および株式会
社日立製作所より４名であった。以下、各教員
の専門分野および担当科目を記す。

教員名 専門分野 担当科目

藤本　正代 経営、情報通信技術、リスクマネジメント リスクマネジメント

辻　　秀典 情報システム・アーキテクチャ、セキュリティ・ア
ーキテクチャ セキュアシステム構成論

塩月　誠人 セキュリティ教育 セキュアシステム実習

千葉　雄司 ソフトウェア 高信頼プログラミング

寺田　真敏 ネットワークセキュリティ、アクセス制御、ファイ
アウォール他 ネットワークセキュリティ

来間　啓伸 ソフトウェア工学 セキュリティ形式仕様記述

杉尾　俊之 機械翻訳システム 情報セキュリティ特別講義、水平ワークショップ
（研究部会委員）

秋葉　重幸 半導体レーザー、海底ケーブルシステム、波長多重
システム 水平ワークショップ（研究部会委員）

川村　信一 情報セキュリティ技術 情報セキュリティ特別講義、水平ワークショップ
（研究部会委員）

寳木　和夫 セキュリティ基盤技術 水平ワークショップ（研究部会委員）

鳥居　直哉 セキュアシステム 水平ワークショップ（研究部会委員）

後藤　厚宏
並列計算機アーキテクチャ、分散システム、インタ
ーネット技術、ネットワークセキュリティ、ID管理
技術等

水平ワークショップ（研究部会委員）

丸山　　宏 情報セキュリティ、Webサービス 水平ワークショップ（研究部会委員）

谷　　幹也 セキュアシステム 水平ワークショップ（研究部会委員）

三輪　　真 情報システム 水平ワークショップ（研究部会委員）

松井　　充 共通鍵暗号の設計・評価 情報セキュリティ特別講義、水平ワークショップ
（研究部会委員）

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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【学界・産業界の有識者・実務家による講義】
　プログラム講義科目の中で、必修科目として
設置した各企業・研究機関の実務家・専門家ら
による「情報セキュリティ特別講義」にて、学
生は最前線のセキュリティ課題に関する情報に
触れることができる。本年度「情報セキュリテ
ィ特別講義」の講義テーマと講師の方々は以下

のとおりである。また、この「特別講義」では
各研究科がこれまで共同研究などを進めてきた
本プログラムの連携企業からの教員がいくつか
の講義を担当している。実務的経験が深い教員
から直接指導が受けられることは学生の学習意
欲向上につながっている。

テーマ 講　師 所　属

電子自治体の推進について 小室　裕一 ㈶地方自治情報センター　理事長

情報セキュリティからITリスクへ 佐々木良一 東京電機大学　未来科学部　教授

組織的逸脱と企業倫理 梅津　光弘 慶応義塾大学商学部准教授

現代暗号と情報セキュリティ 川村　信一
㈱東芝　研究開発センター
コンピュータアーキテクチャ・セキュリティラボラトリー
研究主幹

脱ガラパゴスの秘訣 松本　徹三 ソフトバンクモバイル㈱　取締役副社長

情報セキュリティガバナンス 土居　範久
中央大学　大学院理工学研究科
情報セキュリティ科学専攻　教授

電子マネーが広げるリアルとネットの情報
融合

宮沢　和正
ビットワレット㈱
チーフ・ストラテジー・オフィサー

2010年の暗号アルゴリズム 松井　　充
三菱電機㈱　情報技術総合研究所
情報セキュリティ技術部　部長

携帯電話のワイヤレスブロードバンド化と
モバイルサービスの発展

村瀬　　淳 ㈱NTTドコモ　先進技術研究所長

情報セキュリティの経済学 田中　秀幸 東京大学大学院　情報学環　教授

パ ー ソ ナ ル 情 報 の 利 用 技 術：privacy 
preserving technique最前線

中野美由紀 東京大学生産技術研究所　特任准教授

技術マーケティングとイノベーション 杉尾　俊之 沖電気工業㈱　経営企画部　上席主幹

企業価値をどう考えるか 引頭　麻実 ㈱大和総研　執行役員コンサルティング本部長

企業活動とIT 黒川　博昭 富士通㈱　相談役

（敬称略・所属は講義実施時）
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研究会活動 
　本プログラムの研究会活動には参加を必須と
する研究分科会活動のほかに分科会横断型の水
平ワークショップへの参加が推奨されている。
　水平ワークショップは情報セキュリティ分野
のホットなトピックや新規技術、管理手法、法
制などを扱い、情報の交換や議論、また共同研
究や諸活動の立ち上げ等に資することを目的と
して連携企業の教員が主要メンバーとして企
画・運営に関わり、ほぼ隔月に開催されている。
この水平ワークショップは従来、情報セキュリ
ティ大学院大学の連携教授（本プログラムの連
携企業担当者）と連携し、定期的に開催してき
た情報セキュリティ技術に関するセミクローズ

ドな研究会を発展させたものである。
　さらに、情報セキュリティ大学院大学の在学
生は、約80％が社会人学生で、かつその約半数
は企業派遣による学生が占めている。本研究会
活動へ彼らが積極的に関与することは、教育・
研究機関に対する企業ニーズのより速やかな反
映に繋がり、本プロジェクトが目指す人材育成
プログラムの高度化にも資することが期待でき
る。彼らの多くは企業において元から情報セキ
ュリティ業務に携わっており、企業におけるセ
キュリティ活動のニーズを身をもって体験して
いる。彼らとともに活動することにより自然に
実務との融合を体験できていると考える。
　2009年度開催の「水平ワークショップ」のテ
ーマと企画担当者は以下である。

開催月 テーマ 企画担当者

５月 クラウドコンピューティングのセキュリティ 丸山　　宏（日本アイ・ビー・エム株式会社）

６月 情報漏えい対策シリーズ第２回 板倉　征男（情報セキュリティ大学院大学）

７月 クラウド時代のアイデンティテイ管理とプライバシ 後藤　厚宏（NTT情報流通プラットフォーム研究所）

９月 携帯電話と情報セキュリティ 三輪　　真（パナソニック株式会社）

11月 セキュアなシステム開発 鳥居　直哉（株式会社富士通研究所）

１月 やわらかい認証 小池　英樹（電気通信大学）

３月 オフィス文書セキュリティ 寳木　和夫（株式会社日立製作所）

インターンシップ 
　インターンシップ実習については、一般的な
就業体験に留まらず、企業等における情報セキ
ュリティ研究や実務の現場に関与し、体験する
ことを求めている。2009年度は以下12社の企業・
研究機関等に上述の条件にて19名の実習生を受
入いただいた。受入れ先企業/研究機関名を以
下に記載する。

【2009年度インターンシップ実習先企業】
（独）情報通信研究機構　情報通信セキュリテ

ィ研究センター　インシデント対策グループ
㈱日立製作所　システム開発研究所　第七部

㈱富士通研究所　セキュアコンピューティング
研究部

日本電信電話㈱　NTT情報流通プラットフォ
ーム研究所　NTT武蔵野研究開発センタ

日本IBM㈱　東京基礎研究所
日本電気㈱　共通基盤ソフトウェア研究所　セ

キュアシステムTG
三菱電機㈱　情報技術総合研究所　情報セキュ

リティ技術部
㈱KDDI研究所　ネットワークセキュリティグ

ループ
㈱東芝　研究開発センター　コンピュータ・ネ

ットワークラボラトリー
一般社団法人JPCERTコーディネーションセンター

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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牧野総合法律事務所
自然科学研究機構　国立天文台

　実習終了後、参加学生からは、国内最高水準
の研究機関において、普段の大学生活や、座学
では決して得られない貴重な経験ができた、情
報セキュリティ技術だけでなく、今後の大学院
での研究や就職活動に対してもモチベーション
が上がった等、大きな反響があった。実際に、
インターンシップ実習の中から研究テーマを見
つけた例も報告されている。また、実習生が、
技術開発と管理の現場を経験して人間的にも成
長していることを我々も実感しており、本イン
ターンシップ実習実施の成果の目に見える効果
として受け止めている。
　実習終了後の10月に、インターンシップ実習
報告会を開催した。実習生には報告内容として
①実習機関名、②実習の概要、③インターンシ
ップで学んだことを踏まえ、今後どのようなこ
とに取り組んでいきたいかの３点について必ず
コメントするよう求めた。報告会には、実習先
企業担当者・関係者約20名に参加いただき、参
加大学教員10名、実習生以外のプログラム参加
学生を合わせて50名を超える参加があった。
　実習先企業や参加大学教員から、実習生の発
表に対し、盛んに質疑応答も行われ、実習内容
や発表に対し多数の貴重なコメントをいただい
た。第一線の研究・実務者から、多くの助言を
いただき、学生にとって有益な場となった。

見学会 
　2009年度も情報セキュリティに関する現場、
企業、研究所等への見学会を企画し、以下見学
先を選定し、前期、後期１回ずつ開催した。
⑴　InteropTokyo2009&RSAカンファレンス
⑵　日本アイ・ビー・エム株式会社　ISS事業

部監視センター
　両見学先とも、情報セキュリティに関する、
理論先行あるいは実ビジネスとは距離を持つ研
究組織ではなく、総合的で実践的な側面での世
界最先端の技術を用いたソリューションショ
ーケースを見学し実践的な知識を身につける
機会として位置づけた。Interop見学会は15名、

IBM監視センター見学会には12名の参加があっ
た。

教育設備 
　本プログラムのカリキュラム実現のため、各
大学で遠隔講義システムを整備し、コア科目を
中心に遠隔授業科目を選定し、オンライン配信
を行っている。
　遠隔講義科目については、講義ビデオアーカ
イブを、補習・復習用として、情報セキュリテ
ィ大学院大学内に開設した本プログラム参加メ
ンバー専用のWebサイト（以下メンバーサイ
ト）にてストリーミング配信している。メンバ
ーサイトは、各大学院の授業情報、研究分科会、
水平ワークショップ等の研究会活動、シンポジ
ウム、見学会、委員会情報等、ISSプログラム
関連の情報共有に利用している。

成果発表 
　年度末に修士論文・成果発表の場として公開
シンポジウムを開催している。
　2009年度も2010年３月５日に東京大学本郷キ
ャンパスにて開催予定で、研究分科会成果報告、
修士課程２年の修士論文内容のポスター発表、
修士課程１年の任意ポスター発表等を行う。今
年度も、学生の発表に対して、優秀者を表彰す
ることとし、投票および審査は本プログラムの
連携・参加大学、企業の担当者にお願いする。
その他、2009年度活動報告、ロンドン大学ロイ
ヤルハロウェイ校より講師を招いての招待講
演、また、昨年度の修士課程１年を対象とした
任意ポスター発表において「研究奨励賞」を受
賞した３名の学生から短期海外研修の報告が行
われる。
　今年度も修士課程１年を対象とする任意ポス
ター発表では、高度情報セキュリティ研究・開
発者または高度情報セキュリティ実践リーダー
の立場で推進してみたいセキュリティ技術、マ
ネジメント手法、法制度等に関する新しい構想
や提案を学生に求めた。優秀者は2010年度の短
期海外研修の最上位候補者としてノミネートす
ることとし、学生の積極的な取組みを促してい
る。
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IT Keysとの連携活動 
　2009年度は、奈良先端科学技術大学院大学を
拠点とする「IT Keysプログラム」との連携活
動を展開した。
１．IT Keys主催「IT危機管理演習」への参加
　我々のプログラムでは時間的成約の大きい社
会人が多く、合宿形式での「演習」の機会を作
ることが難しいため、「IT Keys」の演習の機
会を利用させていただくことで、プロパー学生
に機会を提供した。2009年９月に和歌山県南紀
白浜で行われた「IT危機管理演習」には本プ
ログラムの連携大学から各２名、合計６名が参
加した。
　この演習への参加を通して、現実社会に起き
たネットワーク犯罪問題の実態、そしてその深
刻さと重大さについて認識を深めた。また、リ
アルタイムでネットワーク上の攻撃に対処する
貴重な体験ができ、セキュリティ技術が現場で
いかに応用されているかの理解が深まったと考
えている。他大学の学生や、他プログラムとの
接触によって、健全な交流と競い合いを通じて、
本プログラムの学生はよい刺激をうけ、学習と
研究の意欲が高まり、また、グループワークの

大事さを学んだ。特に課題を解決するに向けて
の分担と連携作業は良い経験となった。
２．ISSスクエア「情報セキュリティ特別講義」

の配信
　以下２講義をIT Keysプログラム参加の４大
学にも配信し、７大学の遠隔による講義を実施
した。
・10月21日：「組織的逸脱と企業倫理」慶応義

塾大学　梅津光弘氏
・10月28日：「現代暗号と情報セキュリティ」

㈱東芝　川村信一氏
発信：情報セキュリティ大学院大学（ISS）
受信：中央大学・東京大学（ISS）、奈良先端科

学技術大学院大学・北陸先端科学技術大学院
大学・大阪大学・京都大学（IT Keys）

３．合同発表：CSS2.0でのプログラム紹介
　「コンピュータセキュリティシンポジウム

（CSS）2009」（2009年10月26日富山開催）のキ
ャンドルスターセッション（CSS2.0）にて、合
同発表を行った。
　IT Keys教員からの先導的IT人材育成プログ
ラムと両プログラムの連携についての説明後、
プログラム参加学生より各プログラムの紹介を
行った。

教 育 実 績

　2009年度の本プログラム修了予定者は40名、
そのうち11名は現職社会人である。
　修了予定者の就職内定企業は延べ19社、現職
社会人の所属企業・教育機関は10社である。
　修了予定者のうち３名（東京大学２名、中央
大学１名、情セ大１名）は、博士課程後期に進
学予定である。2009年度修了予定者の所属企業・
就職内定先企業を以下に記す。

2009年度修了予定社会人学生所属企業
㈱アイアイジェイテクノロジー、日本経済新聞
社、NECシステムテクノロジー㈱、ジェイア
ール東海情報システム㈱、NTTコムウェア㈱、
日本オラクル㈱、㈱NTTデータ、協和エクシ
オ㈱、㈱ワイ・デー・ケー、その他（県立高校
教師）

2009年度修了予定学生就職内定先企業
（2010年２月28日現在・順不同）
KDDI㈱、㈱日立製作所、任天堂㈱、㈱IDCフ
ロンティア、㈱数理システム、㈱ダイナム、
ラックホールディングス㈱、㈱日立システムア
ンドサービス、㈱シアリングス、
㈱CSKホールディングス、NTTアドバンス
テクノロジ㈱、コムシス情報システム㈱、㈱
NTTデータ、㈱NTTデータだいち、三井情報
㈱、㈱アイ・ティ・フロンティア、㈱フォーラ
ムエイト等

　また、現時点での修了実績および修了予定数
を以下に報告する。
修了者及び修了予定者数
2008年度（2009年３月修了）：12名（内、現職

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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社会人12名）（※）

2009年度（2010年３月修了予定）：40名（内、
現職社会人11名）

2010年度（2010年９月修了予定）：　２名（内、
現職社会人１名）

2010年度（2011年３月修了予定）：51名（内、
現職社会人13名）

2011年度（2011年９月修了予定）：１名（内、
現職社会人１名）

※原則として履修期間２年のプログラムだが、2008年度は、
情報セキュリティ大学院大学の修士課程２年生（2007年
４月入学者）について、プログラム対象科目となった科
目の前年度取得単位を本プログラム修了要件の単位とし
て認めることとし、2008年４月から１年間のプログラム
参加が承認され、2009年３月修了が認められた。そのた
め、2008年４月からスタートしたプログラムであるが、
2008年度は情報セキュリティ大学院大学で12名の修了者
を輩出した。

今 後 の 発 展

　実施期間終了後の予定・構想について、プログ
ラム全体としての取組・連携計画を以下に記す。
　
　本プログラムの活動を通して、従来は我が国
において未だ確立されていなかった情報セキュ
リティ教育のあるべき姿が見えてきた。講義体
系、各講義の内容、実習のあり方、指導のあり
方、企業や社会との連携などである。これらは
順次明文化していくことも考えているが、時代
とともに詳細な内容は変わるものであり、次々
と更新し続ける必要のある部分も多い。従って、
情報セキュリティ教育体系は今後も改良を続け
ていきたい。
　連携３大学と１研究所の間では、この教育体
系を共有し作り上げてきたのでその経験をベー
スに各組織における教育を進めていくのが基本
である。また、本プログラムでは、修了生に対
して情報セキュリティ・スペシャリスト・サー
ティフィケートを授与している。このサーティ
フィケートには連携３大学院の研究科長の印が
押されており、連携大学院の責任と意思を強く
社会に向けて表明している。また、同じく情報
セキュリティ人材育成の奈良先端科学技術大学
院大学を拠点とする「IT Keysプログラム」と
共同で、各拠点にて発行するサーティフィケー
トに刻印すべきセキュリティスペシャリスト共
通ロゴを作成した。我々としてはこの共通ロゴ
を継続的に発行していくことを考えており、サ
ーティフィケートの社会的認知度が高まれば、
関係機関の連携はより容易になると考えてい
る。今後、現在検討中である修了生の有する知

識を具体的に明示する仕組みを実行に移し、サ
ーティフィケートの意味を明確化することと併
せて、着実に情報セキュリティ教育システムの
確立を進めていく予定である。
　海外大学との連携計画では、今年度、カーネ
ギーメロン大学とロンドン大学ロイヤルハロウ
ェイ校を訪問し情報セキュリティ教育の現状を
把握した。現在、ロンドン大学ロイヤルハロウ
ェイ校との間で学生の短期学生派遣に向けた協
定を作るべく検討中である。
　また、教材作成と更新体制は出来上がりつつ
あるが、現在、外部にオンライン教材を提供す
る仕組みとして、まず「電子教科書引用情報入
力システム」を構築した。今後は、それをベー
スに外部公開可能な教材作成とその支援システ
ムを作成していく。
　そして、それぞれの大学で、プログラム終了
後も優れた情報セキュリティ人材の育成体制を
継続するための対応を進めているが、プログラ
ム全体としての連携は次のように進める予定で
ある。
①　2011年度までの計画：2010年度で補助期間

は終了するが、2010年度入学生については、
2011年度も現在と同様の活動を継続すること
とする。従来の活動をそのまま継続するため
には、遠隔講義を実施するためのTA経費、
サポート人件費、講義配信のための通信回線
費用などが必要であり、小規模な私立大学で
ある情報セキュリティ大学院大学には困難な
課題であるが、サービスを縮小するなどの工
夫で乗り切りたい。



149

第
２
章

８　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
大
学
院
大
学
拠
点

②　単位相互互換協定：現在は中央大学と情報
セキュリティ大学院大学との間に相互互換の
協定があるが、東京大学との間は未だである。
この協定を結ぶべく調整を進めたい。

③　各大学は、ソフトウェア基礎技術に関し今
後もNIIのトップエスイー講座を利用する。

④　企業と大学との間で進めている水平ワーク
ショップは、情報セキュリティ大学院大学に
おいて今後も継続的に開催する予定で、その
開催に中央大学と東京大学とが関与するとと
もに、学生の実務教育として利用する。

⑤　インターンシップの継続：企業との間の繋
がりが確立してきたので、それを利用しての

インターンシップ実習を継続実施する。
⑥　遠隔講義システムを必要に応じて機動的に

利用し、大学相互の講義乗り入れを実現する
とともに、随時開かれる講演会の遠隔配信に
も利用する。

問合せ先
情報セキュリティ大学院大学　ISSスクエア事務局
〒221-0835　横浜市神奈川区鶴屋町２-14- １
Ｅ-mail：iss-office@iisec.ac.jp
http://iss.iisec.ac.jp/

情報セキュリティ大学院大学拠点　「研究と実務融合による高度情報セキュリティ人材育成プログラム」
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プログラム概要

平成18年度公募要領

先導的情報通信人材育成推進委員会
委員名簿

平成19年度公募要領

先導的情報セキュリティ人材育成推進
委員会委員名簿

中間報告結果（平成18年度採択）

中間報告結果（平成19年度採択）
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先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム

（平成21年度予算額　9.0億円）
平成22年度予算案　3.4億円

［目　的］
　我が国では、現在、IT分野における高度な専門性を有する人材の不足が大きな課題となっている。
このような重要分野における人材の脆弱性は、我が国の国際競争力に関わる深刻な問題であり、学界、
産業界の双方から、早急に効果的な人材育成・強化システムを構築する必要が指摘されている。
　これに対応するため、産学及び大学間の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化するこ
とにより、専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって対処できる世界最高
水準のIT人材を育成するための教育拠点の形成を支援する。

［概　要］
　平成18年度からソフトウェア分野の教育拠点の形成を支援し、平成19年度からはセキュリティ分野
の教育拠点の形成を支援している。また、平成20年度からは、各教育拠点が開発した教材の洗練（教
材収集・他大学等の活用のための改編等）・ポータルサイトを通じた当該教材等の普及などに各拠点
が共同して取り組む「拠点間教材等洗練事業」を支援している。
　平成22年度は、セキュリティ分野の支援及び拠点間教材等洗練事業を引き続き実施する。

○補助対象
　国公私立の大学院が他大学や企業等との連携により拠点を形成し、教育研究機能強化を図る教育
プロジェクト

○申請及び採択実績
平成18年度（ソフトウェア分野）　申請26件　採択６件
平成19年度（セキュリティ分野）　申請10件　採択２件

○積算内訳
セキュリティ拠点

＠78,204千円　×　２拠点　＝	 156百万円

拠点間教材等洗練事業	 184百万円
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平成18年度先導的ITスペシャリスト
育成推進プログラム公募要領

平成18年５月
文部科学省
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１　事業の背景・目的

　今日、ソフトウェア技術は、家電製品から航空管制システム、金融管理システムなどの社会・産業
の基幹システムまで広く用いられており、国民生活を支える社会インフラの基盤となっています。
　このような中で、我が国の国際競争力に直結する深刻な問題として、ソフトウェア分野における人
材が質・量ともに不足しているとの指摘がなされています。
　「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム」は、これらを受け、大学間及び産学の壁を越えて
潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することにより、世界最高水準のソフトウェア技術者として
求められる専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって柔軟に対処し、企業
等において先導的役割を担う人材を育成する教育拠点の形成を支援するものです。

２　事業の概要

⑴　育成する人材像
　我が国の国際競争力の強化を担う、理論と応用力・実践力を備え、かつ、先見性と独創性を併せ持
った世界最高水準のソフトウェア技術者とします。
　その際、ソフトウェア、ハードウェア、情報通信技術などの幅広い基礎知識の上にソフトウェアに
関する実践的教育を行い、将来、社会やユーザーの要求を理解し、大規模な情報通信システム構築に
おいてアーキテクトやプロジェクトマネージャ等として活躍できる人材を育成するものとします。

⑵　拠点の形態
　大学院を核に、他大学及び民間企業等との連携を基本とした体制（※）を構築し、人的・物的資源
を集約したカリキュラムの策定等、教育プロジェクトの開発・実施等を行うものとします。

※他大学及び民間企業等双方との連携を要件とします。また、「他大学」には、大学共同利用機関
を含むこととします。

⑶　対象とする拠点構想
　修士課程（博士（前期）課程を含む。）を対象に、研究科長（学校教育法第66条ただし書きに定め
る組織の場合はその長（以下「研究科長」という。））を中心とするマネジメント体制の下で運営され
るもので、以下の条件を満たしているものとします。
①　他大学及び民間企業等との有機的な連携により、教育体制の強化及び教育内容・方法を改善する

ことにより、世界最高水準を目指した教育を行い得るものであること。
②　教員の派遣、施設設備の提供、教育プロジェクトに必要な経費のコストシェア等各種の協力につ

いて、他大学及び民間企業等から明確なコミットメントを得ているとともに、協力内容が明らかに
されていること。

③　育成する人材について、特にどの分野に重点を置くのか、又はどの様な能力を発揮できる人材を
目指すのかが明らかになっており、優れた特徴を有するものであること。

④　拠点で育成する学生の選抜方法（アドミッションポリシー等）が明確になっていること。
⑤　拠点において育成する学生数は、１学年当たり20名以上であること。
⑥　補助期間（「⑸補助期間」参照）終了後、自立的かつ発展的な運営が行われることを前提とした上で、

事業期間を含む10年間の計画が明確であること。なお、関連する学士課程及び博士（後期）課程に
おける教育との一貫性・接続性（関連する学士課程及び博士（後期）課程のカリキュラムの見直し

参考資料
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等）についての考え方も明らかになっていること。
⑦　教員の資質向上を目指すファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施方法等が明確になっ

ていること。
⑧　教育プロジェクトの開発・実施を通じて得られた成果をもとに、他の大学へ普及することも念頭

において教育用テキスト（デジタル化された教材を含む。）の作成を行うものであること。このほか、
フォーラムの開催等多様な方法により成果を普及する方策が明確になっていること。

⑷　申請者等
①　本事業の申請は、教育プロジェクトの取組代表者（研究科長）が所属する大学の学長が文部科学

大臣あてに行うものとします。
②　申請内容の詳細については、「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム申請書作成・記入要

領」を参照してください。

⑸　補助期間
　事業の補助期間は、原則として４年間を予定しています。

⑹　補助上限額
　事業規模の上限は設けませんが、教育プロジェクトの補助上限額は年間概ね１億円程度とします。

⑺　選定予定件数
　選定は４～５件程度を予定していますが、申請された教育プロジェクトの内容、規模、そのほか有
識者及び専門家で構成される「先導的情報通信人材育成推進委員会」（以下「推進委員会」という。）
の審査結果によって、変更することがあります。

⑻　経費の範囲
　対象となる経費は、教育プロジェクトの遂行に必要なもので、以下の区分に該当するものとします。
申請に当たっては、補助期間（４年間）における所要経費を提出していただきますが、各年度の補助
金額は、当該年度の予算額を踏まえ、内容等を総合的に勘案して年度ごとに文部科学省が交付決定を
いたします。

【設備備品費】
　「研究拠点形成費等補助金（先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム）」（以下「研究拠点
形成費等補助金」という。）により購入した設備備品（その性質及び形状を変ずることなく比較
的長期の使用に耐えるもので、図書（雑誌等を除く）を含む。）は、研究拠点形成費等補助金に
より購入したものである旨を記し、備品番号を付けるなど、適正に管理していただきます。

【旅費】
　教育プロジェクトの遂行に必要な旅費（国内旅費、外国旅費、外国人招へい等旅費）に限られ
ます。

【人件費】
　教育プロジェクトの遂行に必要な教職員等の雇用及び専門的知識の提供等の協力を得た人に対
する手当・諸謝金・賃金について使用できます。
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　なお、TA（ティーチング・アシスタント）等、雇用関係を結ぶことにより、大学院生であっ
ても賃金を支払うことは可能です。

【事業推進費等】
　教育プロジェクトの遂行に必要な消耗品費、借料・損料、印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、
雑役務費（送金手数料、収入印紙代、知的財産権の出願・登録経費等）、会議費、その他文部科
学大臣が認めた経費ついて使用できます。

⑼　中間評価・最終評価・フォローアップ調査等
①　中間評価
　　採択された教育プロジェクトについては、その効率的で効果的な推進を図るため、２年経過後

に推進委員会による中間評価の実施を予定しております。その際、評価結果によっては次年度以
降の計画の変更、あるいは補助事業の打ち切りをすることもあります。

②　最終評価
　　補助期間終了時には、推進委員会において最終評価を行うこととします。
③　フォローアップ調査
　　採択された教育プロジェクトの効果を測定するため、学生に対するアンケートやその後の活躍

状況等についてフォローアップ調査を実施し、文部科学省に提出していただきます。
④　採択された教育プロジェクトについては、毎年度、「研究拠点形成費等補助金交付要綱」に定

める実績報告書を提出していただきます。

３　選定方法

　教育プロジェクトの選定は推進委員会において行います。
　選定方法等については、「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム審査要項」等を参照してく
ださい。

４　申請手続等

⑴　申請書
①　「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム申請書作成・記入要領」に基づき、本事業の背景・

目的を十分に踏まえて、所定の様式で申請書を作成し、文部科学大臣あてに提出してください。
②　申請書は、提出後の差し替えや訂正は認めません。また、提出された申請書に不備がある場合、

選定の対象とされない場合があります。
③　提出された申請書は返還いたしませんので、各大学において控えを保管するようにしてくださ

い。

⑵　申請手続
　申請書は平成18年７月７日㈮までに提出してください。
　郵送の場合は、配達が証明できる方法（配達記録、小包、簡易書留等）で余裕をもって発送してく
ださい。
　いずれの方法においても提出期限を過ぎた場合は、事故等を除き原則として受付ません。

参考資料
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【提出部数等】
・「先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム申請書｣

（両面印刷・穴あけ・のり付け）　　15部
・申請書のデータをCD-R（W）にPDFファイルとして保存したもの　　　１枚

【持参又は郵送先】
　〒100-8959　東京都千代田区丸の内２－５－１
　文部科学省高等教育局専門教育課科学・技術教育係

⑶　選定結果の通知
　教育プロジェクトの申請大学長あてに選定結果を通知いたします（８月下旬予定）。

⑷　公表
　募集締切後、申請大学名及び教育プロジェクト名を公表する予定です。また、採択された教育プロ
ジェクトについても大学名及び教育プロジェクト名を公表する予定です。

⑸　その他
①　採択された教育プロジェクトに対しては、研究拠点形成費等補助金による経費措置を行うこと

としております。
　　なお、採択された教育プロジェクトが、他の補助金等により経費措置を受けている、あるいは

内容が重複する場合、本補助金による経費措置は受けられないものとします。申請に当たっては、
他の経費措置を受けている事業との区分・相違などを十分整理してください。

②　申請の際、教育プロジェクトの実施に必要な経費の積算を提出していただくこととなりますが、
研究拠点形成費等補助金として大学に措置する経費は、教育プロジェクトの実施計画等を総合的
に勘案し、予算の範囲内で決定します。

③　申請された教育プロジェクトが採択された場合、次年度以降の交付決定額については、予算の
状況により、減額させていただくこともありますので御留意ください。

④　採択された大学に対しては、今後、文部科学省より、教育プロジェクトの成果を活用した各種
調査研究やフォーラム等の開催への協力を依頼する場合がありますのであらかじめ御了承くださ
い。

５　留意事項

①　教育プロジェクト実施期間中に学生が発明したものなどについては、その後の学生の研究対象
となったり、あるいは論文等として広く我が国に貢献する可能性があるため、守秘義務、学生の
知的財産権、賠償責任等の取り扱いについては、産学連携の趣旨を踏まえつつ、大学、企業等及
び学生との間で、書面等により、認識を共有することとしてください。

②　教育プロジェクト実施期間中の学生の安全管理については、十分配慮をした上で教育プロジェ
クトを実施することとしてください。
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６　問い合わせ先・スケジュール

《問い合わせ先》

〒100-8959　東京都千代田区丸の内２－５－１
文部科学省高等教育局専門教育課科学・技術教育係
電　話：03－5253－4111（代表）
内線2504
FAX：03－6734－3389
ホームページ：http://www.mext.go.jp

《スケジュール》

○申請書の提出期限：平成18年７月７日㈮（必着）

○選定結果の通知（予定）：平成18年８月下旬頃

参考資料
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先導的情報通信人材育成推進委員会委員名簿

（五十音順、敬称略）

阿　草　清　滋　　名古屋大学大学院情報科学研究科長

岩　野　和　生　　日本アイ・ビー・エム㈱ソフトウェア開発研究所所長執行役員

牛　島　和　夫　　九州産業大学情報科学部長

嘉　数　侑　昇　　北海道情報大学副学長

神　﨑　　　洋　　トヨタ自動車㈱IT・ITS企画部調査渉外室担当部長

木　内　里　美　　大成建設㈱社長室理事情報企画部長

末　松　安　晴　　情報・システム研究機構国立情報学研究所顧問

高　橋　秀　夫　　㈳日本経済団体連合会産業本部長

玉　井　哲　雄　　東京大学大学院総合文化研究科教授

鳥　居　宏　次　　奈良先端科学技術大学院大学特任教授

姫　野　龍太郎　　理化学研究所情報基盤センター長
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